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第５章 本部体制 
 
 
１  本部会議運営 
 

(１) 県のとった対策 ······················································  

① 危機管理基本指針に定める応急活動体制 

 〇 本県では、新型インフルエンザ等の重大な感染症をはじめ、あらゆる危機事案から

県民の生命、身体等を守るため、県の危機管理の基本的な枠組を定めた「危機管理基

本指針」を平成 18 年４月に策定している。本指針は、予防対策、応急対策、復旧・復

興対策等で構成されており、応急対策では、事案の状況に応じ、連絡会議、警戒本部、

対策本部を設置することを定めている。 

 

〔参考：危機管理基本指針に定める応急活動体制〕 

区分 県連絡会議 県警戒本部 県対策本部 

設 置

基 準

ア 被害の発生や事案の拡

大に備えて全庁的に情報

収集や共有を行い、警戒

体制をとる必要があるとき 

イ 全庁的に対処する必要が

ある被害が発生し、又は発

生するおそれがあるとき 

ウ その他防災監が必要と認

めるとき 

ア 次の場合で､連絡会議より

も対策･警戒レベルを上げる

必要があるものの､対策本部

を設置するまでに至らない

状況等において､防災監が

必要と認めるとき 

(ｱ) 被害の発生や事案の拡

大に備えて全庁的に情報

収集・共有や警戒体制を

強化する必要があるとき 

(ｲ) 全庁的に対処する必要

がある被害が発生し、又

は発生するおそれが高ま

っているとき 

イ その他防災監が必要と認

めるとき 

全庁的に対処する必

要がある大きな被害が発

生し、 又は発生するお

それがあり、知事が必要

と認めるとき 

 

本 部

長 等
防災監 防災監 知事 

構成員

防災企画局長､災害対策局

長､庁内関係課室の長等 

防災企画局長､災害対策局長､

庁内関係局の長､危機管理員

等 

副知事､会計管理者､防

災監､技監､各部長等 

 

② 危機管理基本指針に基づく本部の設置等 

 〇 県では、国が新型コロナウイルスを指定感染症に指定する方針であることから、令

和２年１月 27 日、危機管理基本指針に基づく連絡会議を開催した。翌 28 日には、奈

良県で近畿圏初の感染者が確認されたことを受け、警戒本部に格上げし、２月に４回

の警戒本部会議を開催して、関係者間で国内の発生状況等について情報共有を行うと

ともに、本県で感染者が確認された場合の対応について確認した。 

 

1
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〇 ３月１日、本県初の感染者が確認されたことから同日 20 時に危機管理基本指針に

基づく「新型コロナウイルス感染症対策本部」を設置し、同 22 時から第１回本部会

議を開催した。会議では、患者情報の共有のほか、相談窓口の設置、積極的疫学調査

の実施等について協議がなされた。 

 

③ 特措法に基づく本部の設置 

〇 その後、３月 19 日までに４回の本部会議を開催したが、同月 26 日に、新型インフ

ルエンザ等対策特別措置法第 15 条第１項に基づく政府対策本部が設置されたことか

ら、同法第 22条第１項に基づく県対策本部を設置した。県対策本部の名称は、政府対

策本部の名称が既に本県が危機管理基本指針に基づき設置していた対策本部のものと

同一であったため、変更は行わなかった。 

〇 県本部会議は、３月１日から８月 28 日までに計 25 回開催され、毎回２時間前後の

議論が行われ、諸課題に的確に対応した。 

 

〔参考：会議開催状況〕 

区 分 開催日  回 数 備 考 
警戒本部会議 ２月 10 日  第１回  

２月 20 日  第２回  

２月 25 日  第３回  

２月 28 日  第４回  

対策本部会議 ３月 １日  第１回 県内初の患者確認により対策本部設置、会議開催 

３月 10 日  第２回  

３月 12 日  第３回  

３月 19 日  第４回 事務局体制(当初の４局 12 班)の明確化 

３月 27 日  第５回  

４月 ３日  第６回 当面の対処方針決定 

４月 ６日  第７回 政策会議で実施 

４月 ７日  第８回 
対処方針を決定、特措法 45 条 1項に基づく外出自
粛を要請(4/7～5/6) 

４月 13 日  第９回 
対処方針改定、特措法 24 条 9項等に基づく施設の
休業を要請(4/15～5/6) 

４月 17 日  第 10 回 対処方針改定、休業要請事業者への経営継続支援 

４月 21 日  第 11 回  

４月 24 日  第 12 回 
対処方針改定、特措法 45 条 2項、4項に基づく要
請、公表 

４月 28 日  第 13 回 対処方針改定 

５月 １日  第 14 回  

５月 ４日  第 15 回 
対処方針改定、5/7 以降の外出自粛要請、休業要請
の継続 

５月 15 日  第 16 回 
対処方針改定、特措法 24 条 9項に基づく休業要請
対象施設の一部緩和(5/16 から) 

５月 21 日  第 17 回 
対処方針改定、特措法 24 条 9項に基づく休業要請
対象施設の一部緩和(5/23 から) 

５月 26 日  第 18 回 
対処方針改定、外出自粛要請、休業要請の緩和
（6/1 から） 

６月 18 日  第 19 回 
対処方針改定、ｲﾍﾞﾝﾄ自粛の緩和(6/19 から)、「ひ
ょうごスタイル」の推進 

７月 ９日  第 20 回 対処方針改定、ｲﾍﾞﾝﾄ自粛の緩和(7/10～7/31) 

７月 17 日  第 21 回 「感染警戒期」、対処方針改定 

７月 23 日  第 22 回 
「感染増加期」、対処方針改定、ｲﾍﾞﾝﾄ自粛の緩和見
直しを延長(8/31 まで) 

７月 29 日  第 23 回 「感染拡大期１」、対処方針改定 

８月 １日  第 24 回 「感染拡大期２」、対処方針改定 

８月 28 日  第 25 回 対処方針改定 
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(２) 有効であった対応 ·····················································  

① 医療関係者等の参画による現場に即した本部会議運営 

〇 対策本部設置当初、構成員は県職員のみであり、医療現場等の声を十分に対策に反

映できていなかった。そのため、３月 12日の第３回本部会議以降、医師会、保健所

長会、民間病院協会の代表者に参与として本部会議に参画いただき、病院や保健所な

ど医療・保健現場の実態に即した対策を講じることができた。 
 

 ② 本部会議資料や記者会見資料のとりまとめ迅速化 

〇 本部会議資料や記者会見資料のとりまとめに時間を要し、会議中の資料配布や会見

直前の資料配布となったこともあった。そのため、事務局全体で応援態勢を構築して

対応したほか、資料の修正（会議内容を反映させた記者会見資料の作成）は、本部室

の画面に映写し、その場で出席者により確認する方法をとることにより、とりまとめ

の迅速化を図ることができた。 
 

③ 独自の対処方針策定・改定 

〇 医療分野だけでなく、社会生活や経済活動分野まで多岐にわたる課題に網羅的に対

応するため、県独自の対処方針を４月７日に策定した。対処方針は、８月 28 日まで

の間に 15回の改定を行い、対策を積み上げ、その時々の課題に的確に対応するとと

もに、各種対策を打ち出し、県民に示すことができた。 
 
〔参考：兵庫県対処方針の構成〕（令和２年８月 28 日改定時） 

Ⅰ 実施区域 兵庫県全域 

Ⅱ 実施期間 ・緊急事態措置期間 

  令和２年４月７日～令和２年５月 21日 

・以後の対処方針実施期間 

  令和２年５月 22 日～ 

Ⅲ 実施措置 

（項目のみ列挙） 

１ 医療体制 

２ 学校等 

３ 社会教育施設等 

４ 社会福祉施設 

５ 県立都市公園等 

６ 外出自粛等の要請 

７ イベントの開催自粛要請等 

８ 事業者への感染防止対策等の要請 

９ 事業活動への支援等 

10 県としての対応等 

 

(３) 教訓及び今後の課題  

  ① 医療分野以外の専門家からの意見の聴取 

〇 県対策本部では、医師会、保健所長会、民間病院協会の代表者に参与として参画い

ただいているが、加えて、社会活動制限の検討に際しての参考とするため、新型イン

フルエンザ等対策有識者会議構成員などの他分野の専門家からの意見聴取を検討する

必要がある。 

 

  ② 画面映写を積極的に活用した会議運営 

〇 本部会議では、グラフ・図表を用いた資料やインターネット情報など速報性のある

資料は、積極的に本部室画面への映写を活用したが、会議資料作成の迅速化に向け、

画面映写の更なる活用を図る必要がある。  
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１  事務局体制 
 

(１) 県のとった対策 ······················································  

① 事務局の初動対応と体制強化 

〇 令和２年３月１日、県内初の感染者が確認されたことに伴い、危機管理基本指針に

基づく対策本部を設置し、同時に事務局を立ち上げた。本指針には、重大な感染症に

対しては、防災監を総括とし、総務局（総務班、本部会議班、広報班）を防災企画局

が、対策局（対策班、情報収集班、対策推進班、県民窓口班）を健康局等の関係局が、

支援局（総括班、資料作成班、調整支援班、被災者対策班、通信班）を災害対策局が

担うことと定めていた。 

○ しかし、対策本部設置当初は、事務局担当課の多くが自らの所掌事務への認識が低

く、患者発生も限定的であったことから、事務局業務を、主に疾病対策課と災害対策

課が担うのみで、事務局全体で先を見越した対応ができていなかった。 

○ ３月 19 日、４局 12 班の事務局体制を明確にし、医療資機材の確保など当面の課題

に適切に対応するとともに、今後の患者増加を見据え、入院コーディネートセンター

（CCC-hyogo）を設置（医療体制班が運営）した。 

○ その後も、宿泊療養施設の確保・運営のための宿泊療養対策班の設置（４月６日）

や県民不安解消のための緊急事態措置相談窓口班の設置（４月８日）、企画・調整機能

を高める総合企画局の設置（４月 10 日）など、感染者の増加を見据えた体制強化を図

った。 

 

② 全庁横断的な体制の構築 

〇 事務局体制強化後は、健康部局と防災部局を中心として効果的に感染症対策が実施

されるようになったが、必ずしも全庁的な対応ができていなかった。このため、４月

７日に緊急事態が宣言され、本県が実施区域として公示されたことを機に、本部長の

下に「事務総長（副知事）」をトップとする、各部の政策担当局長等で構成される全庁

横断的な「緊急対策チーム」を設置（４月 10日）し、新たな課題に全庁あげて迅速に

対応できる体制を構築した。 

 

  ③ 「次なる波」の到来等に備えた体制の構築 

〇 緊急事態宣言解除後は「次なる波」の到来に備え、医療提供体制・感染拡大防止対策

の更なる充実や、新規陽性患者の発生状況に応じたフェーズごとの機動的な対応を図

るための体制を整備する必要があったことから、７月１日に健康福祉部に「感染症等対

策室」を新設するとともに、同室に「感染症対策課」を設置し、本部事務局対策局の統

括機能強化を図った。 

 

 

 

 

 

  

２ 
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〔参考：事務局体制図（7 月 1日以降）〕 

 

 

(２) 有効であった対応 ····················································  

  ① 部局横断的な事務局体制の構築 

〇 健康部局と防災部局を中心に政策・広報部門も参画した新型コロナウイルス感染症

対策本部事務局を設置･運営し、健康部局が有する医療対策の専門性、防災部局の危機

管理の観点等を活かしつつ、機動的かつ効果的な対応ができた。 

 特に、副知事（事務総長）出席のもと、毎朝、定例ミーティングを開催することによ

り、各班の情報を共有し、日々刻々と変化する情勢に迅速に対応できた。 



 

100 

 

 

② 課題に対応した、機動的な班の設置・拡充 

〇 県民からの健康相談や緊急事態措置等に関する問い合わせ（医療相談窓口班、緊急

事態措置相談窓口班）、マスク・ガウン等医療資材の確保（医療物資調整班）、医療・

宿泊療養体制構築（医療体制班、宿泊療養班）など、事態の推移に伴い刻々と変化す

る課題に対し、機動的に事務局の班を設置・拡充し、的確な対応が図られた。 

 また、班の設置に際しては、急激な業務量増に対応するため､他部局職員も動員し人

員増を図った。 

 

③ 対策全般にわたる対処方針の決定 

〇 コロナウイルス感染症の状況把握や分析を行い、医療・検査体制、相談窓口、県民・

事業者への協力要請及び支援策など多様な課題に対応するため、対処方針を定め、対

策の全体像を県民に明らかにしながら、事態の推移に応じて改定した。これにより、

事務局においても諸課題への柔軟な対応が可能となった。 

 

④ 事務局各班が一堂に会し執務する専用スペースの設置 

〇 災害対策センター増築棟３階会議室に本部事務局の執務専用スペースを設置するこ

とにより、事務局各班の緊密な情報共有が図られた。 

 

⑤ 宿泊療養実施にあたっての専門的知見の活用 

〇 感染症対策の推進にあたっては、専門的知見を踏まえた対応が不可欠である。今

般、先例のない宿泊療養施設の設置・運営に際しては、施設での感染ゾーンと非感染

ゾーンとのゾーニング方法や従事スタッフの防護、配膳や廃棄物処理などの運営方法

など、全般について、感染症学の専門家から助言を得て適切に実施できた。 

 

(３) 教訓及び今後の課題 ·················································  

① 速やかな事務局体制の構築 

〇 今後、県内で新たな感染症の発生が確認され、対策本部が設置された場合、直ちに

事案に応じた事務局体制を整備し、今回の課題を踏まえ、各班において想定される事

態を見据え対応を行う必要がある。 

 

② 事務局運営への専門家の参画 

〇 対策全般に助言いただく対策本部参与とは別に、感染症対策や社会活動制限など事

務局の個別の対策立案に専門的な見地からアドバイスしてもらうため、専門家の参画

や随時行うワーキングチームの設置について検討する必要がある。 
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１  緊急事態措置コールセンターの設置 
 

(１) 県のとった対策 ······················································  

① フェーズに応じた相談運営の体制整備 

〇 県では、感染症対策のフェーズに応じて複数のコールセンターを順次設置したが、

県民にとって適切でわかりやすい問合せ先となる体制を整備する必要があった。 

まず、健康面での相談に応じる「新型コロナ健康相談コールセンター」(第 4章 5)、

続いて国の緊急事態宣言に関連した幅広い相談に応じる「緊急事態措置コールセンタ

ー」、さらに休業要請に伴う県支援金関係の問合せに応じる「経営継続支援金専用ダイ

ヤル」を設置した。 

 

② 状況に応じた相談体制の整備・充実 

〇 国の緊急事態宣言発令の翌々日（４月９日）に緊急事態措置コールセンターを設置。

当初４回線で対応、さらに県が休業要請を開始した 15 日からは 10 回線で相談体制を

強化し、県民の不安や疑問の解消につなげた。 

〇 ４月９日から６月 18 日まで休日・祝日も含めて 71 日間にわたり、計 10,814 件の相

談に対応した。毎朝開催された対策本部事務局班長会議において前日の相談件数や主

な内容等を資料にて報告し、県民ニーズ等の共有を図った。 

 

③ 相談ニーズに応じた運営と的確な情報の提供 

〇 相談ニーズは、フェーズによって変化し、それに応じたＱ＆Ａを柔軟に整備した。

インターネット閲覧可能な相談者には県ホームページ情報を案内したほか、ＰＣやス

マートフォンなどを使用しない県民からの相談ニーズにも応じたタイムリーな電話相

談を行った。 

〇 加えて、定型的な問い合わせにも対応できるよう、４月 24日から自動応答サービス

(chatbot)を県ホームページ上に導入した。 

〇 安定した相談運営のため、全庁的な応援による県職員の配置に加え、5月 18 日から

は民間人材派遣企業から電話対応要員の派遣を受けて相談体制を維持し、6月 18 日の

設置終了まで円滑な運営に努めた。 

  

３ 
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＜参考１＞ 緊急事態措置コールセンターへの相談件数・相談内容 

日ごと相談受付状況（件数） (4/9～6/18) 

    
 

項目別相談受付内容 (4/9～6/18) 

  
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

0
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700

4/9 4/16 4/23 4/30 5/7 5/14 5/21 5/28 6/4 6/11 6/18

コールセンター相談受付状況

件数

件数

10,814

感染症対策 1,085

情報公開 55

外出自粛 603

学校関係 68

イベント開催 82

休業要請 3,483

休業補償 286

休業要請事業者経営継続支援金 2,412

金融・経営支援 394

特別定額給付金（生活支援臨時給付金を含む）、持続化給付金 929

雇用調整助成金 68

労働関係 125

生活相談 252

自動車運転免許の更新等 487

その他 485

　合　　計

項　　　　　　目
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＜参考２＞ 緊急事態措置等に関する自動応答サービス（chatbot）の概要 

区 分 主 な 内 容 

趣旨・目的 緊急事態措置コールセンター等に多く寄せられている定型的な問い合せに応

答する AI(chatbot)を活用した自動応答サービスを導入し、相談に関する県

民の利便性向上を図る。 

※ chatbot(ﾁｬｯﾄﾎﾞｯﾄ)とは、chat(対話)と robot(ﾎﾞｯﾄ)の２つの言葉の組み合わせたもの。 

運用開始 令和２年４月 24 日(金)19 時～ ※24 時間対応 

ＵＲＬ 兵庫県ホームページ上にリンクを掲載 

質問・応答方法 緊急事態措置等に関する質問を文章で入力すれば、自動で回答。 

＜質疑の主な対象例＞ 

・県対処方針の内容 

・休業要請の対象施設 

・休業要請に応じて頂いた事業者への支援内容 等 
 
＜画面イメージ＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

質問数等 

(4/24～9/10 迄) 

◆質問数 １，６４３件 

＜月別質問数＞                     （件・％）  
４月 

(4/24～4/30) 
５月 ６月 ７月 ８月 ９月 

(9/1～9/10) 

計 

８７５件 

(53.3％) 

５９０ 

(35.9) 

７８ 

(4.7) 

８８ 

(5.4) 

１０ 

(0.6) 

２ 

(0.1) 

１，６４３ 

(100.0) 

 

＜時間帯別質問数＞              （件・％）  
9～17時まで（日中） 17～9時まで（夜間） 計 

１， １１７件 

(68.0) 

５２６ 

(32.0) 

１， ６４３ 

(100.0) 

 

◆回答確信度の分布                    （件・％）   

1.00 0.90 0.80 0.70 0.60 0.50 
左記 
未満 

計 

724件 

(44.1％) 

105 

(6.4) 

124 

(7.5) 

52 

(3.2) 

64 

(3.9) 

78 

(4.7) 

496 

(30.2) 

1,643 

(100.0) 
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 (２) 有効であった対応 ····················································  

  ① 相談ニーズの変化に応じた相談体制 

〇 相談ニーズはフェーズによって日々変化する中、県民が求めるタイムリーな情報を

提供する体制を確保したことは有効であった。 

 

  ② コールセンターの人員確保 

〇 安定した相談運営のためには、知識やノウハウを有する県職員の継続的配置が最善

であるが、平常業務との両立、長期化に対応するためその配置に制約がある状況下に

おいて、業務委託や人材派遣による配置は有効であった。 

 

(３) 教訓及び今後の課題 ·················································  

  ① 情報の収集・集約、市町など県以外の関係機関との連携 

〇 各部局はもとより国や市町が様々な施策・事業を順次実施していったが、当コール

センターに迅速・円滑に集まる仕組みが上手く構築できず、県民や事業者向けのＱ＆

Ａの作成の遅れや電話相談の対応に支障が生じるケースがあった。 

〇 県民からの問合せがたらい回しにならないよう、庁内はもとより市町や国の機関な

ど県以外の関係機関と正確な情報を相互に共有する必要がある。 

 

② 業務委託における課題 

○ 委託を行うに当たって、経費、期間面から委託先や派遣元となる事業者が簡単に見

つからない、さらには必要となる知識やノウハウを習得するまでに一定の時間を有す

るといった問題も生じており、相談件数の予測が困難な中でも早期に着手する必要が

ある。 
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１  議会との連絡調整 
 

(１) 県のとった対策 ······················································  

① 新型コロナウイルス感染症対策調整会議の設置 

〇 新型コロナウイルス感染症にかかる情報収集、議会内情報共有等を行うため、４月に

「新型コロナウイルス感染症対策調整会議」が議会に設置され、新型コロナウイルス感

染症対策本部開催後速やかに、各会派の代表者へ県の取組方針等を当局が説明し、議会

と意見交換するなど迅速な情報提供を図った。 

 

② 総務担当課に窓口担当者を設置 

〇 企画県民部や健康福祉部、病院局、産業労働部、教育委員会については、新型コロナ

ウイルス感染症対策業務に日々忙殺されていた。 

〇 一方、議会各会派から、多忙な新型コロナウイルス感染症対応関連部署への確認・照

会については過度な業務負担・精神的負担がかからないよう配慮が必要であるものの、

議員活動としての確認・照会は必要であるため、対応を検討してほしいとの要望があった。 

〇 議員から部局の総務担当課に設置した窓口担当者へ日々の確認・照会内容を伝え、窓

口担当者から案件担当課に伝達を実施。加えて、案件に応じ、窓口担当者を通じて議員

に回答することでワンストップでの対応が可能となり、窓口担当者が議員と案件担当

課の橋渡し役を担うことが出来た。 
 

③ ワンストップ対応のスキーム 

 

(２) 有効であった対応 ···················································  

  ① 当局の対応 

〇 各部局に窓口担当者（総務課副課長等）を設置し、議員と案件担当課の橋渡し役を

担うことでワンストップでの対応を実施した。 

〇 新型コロナウイルス感染症対策本部会議に係る議会への情報共有体制を、企画県民

部で構築し、緊急事態下での県施策等の打ち出しに対し、適宜緊急要望が実施される

など、速やかな情報提供や議会意見の適切な反映につながった。 

 

 (３) 教訓及び今後の課題 ················································  

  ① 議会との連絡調整 

〇 議会各会派から同一部局の窓口担当者に対し、同趣旨の確認・照会が複数寄せられ

た事例があった。必要に応じて適宜、議会事務局で質問の重複を調整する窓口を設置

するなどの対策を講じていく。  

４ 
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１  市町への情報伝達、意見交換 
 

(１) 県のとった対策 ······················································  

  ① 県の対処方針等に係る市町長との情報共有体制の構築 

〇 各市町の総務担当部局との間で、県対策本部会議終了後、知事の記者会見までの間

に、公表資料が各首長の手元に届く仕組みを構築した。 

〇 各市町の財政担当部局・事業担当部局との間で、特に市町の財政負担を伴う事業に

関して速やかに情報伝達する仕組みも構築した。 

〇 コロナ対策全般に係る首長の意見を適宜照会し、意見を集約、関係部局と共有し

た。  

 

② テレビ会議の活用（県・市町懇話会の開催） 

〇 県・市町懇話会を４月 14 日に開催し、41首長のうち市長会会長（伊丹市長）、町村

会会長（佐用町長）は会場（兵庫県公館）で参加し、39 首長がオンラインで参加し

た。 

 

(２) 有効であった対応 ····················································  

  ① 県の対処方針等に係る市町長との情報共有体制の構築 

〇 県対策本部事務局より各市町防災担当部局に情報伝達していたものの、市町長に伝

わるまでにタイムラグが生じる事例があり、これを補完する上記の仕組みを構築した

ことで、情報伝達がより円滑化した。 

〇 首長の意見を集約・共有することで、県施策に反映することができた。 

 

  ② テレビ会議の活用（県・市町懇話会の開催） 

〇 コロナ対応では即時の対応が求められたため、知事等県幹部と市町長がテレビ会議 

の意見交換（県・市町懇話会）や適宜の意見照会を行うことで、市町幹部職員も含めた

意思疎通と情報共有に繋がった。 

 

 (３) 教訓及び今後の課題 ··················································  

  ① オンラインを前提とした意思疎通体制の構築 

〇 県幹部と県内全ての市町長の参加によるテレビ会議の開催にあたり、システムに関

する知識・技能を有する職員がいない市町もあったことから、今後、テレビ会議参加

に必要な知識・技能を各市町と共有する必要があるため、引き続きその体制の構築を

図っていく。 

〇 市町からは、市町負担を伴う事業の創設にあたって、県担当部局から市町担当部局

への丁寧な説明を求める声があることから、県担当部局と各市町担当部局の意思疎通

を引き続き図っていく。 

 

  

５ 
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第６章 学校等 
 
 
１  教育委員会の体制 
(１) 県のとった対策 ·······················································  

県立学校における臨時休業の経緯 
 

２月 27 日 総理大臣が全国一斉の臨時休業を要請 
 

 

   

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

1 
 

令和
（ 4 月

2
～

年度
5 月 ）

の臨時休業期間 53日間 

うち本来の登校日数 33日間 
 

3 月～5月の臨時休業期間通算 74日 

うち本来の登校日数 47日間 

 

３月３日～23 日（21 日間） 臨時休業（学校保健安全法） 

春季休業期間 
（３月 25 日～４月７日） 

３月 24 日 登校 

４月９日～５月６日（28 日間） 

４月８日 入学生説明会・在校生説明会 

臨時休業（特別措置法） 

５月７日～31 日（25 日間） 

４月７日 緊急事態宣言（兵庫県を含め７都府県） 

５月 21 日 緊急事態宣言解除  
５月 18 日～登校可能日を設定 
児童生徒の家庭学習・心身のケア等 
の確認、児童生徒の相談への対応 

２月 
 
 

３月  

 

 

 

 

４月  

 

 

 

５月  

 

 

 

 

 

 

６月 

 

 

【日数の考え方】 
・臨時休業期間  ： 春季休業期間は除く 
・本来の登校日数 ： 土日祝、春季休業期間は除く 

６月１日から教育活動を開始 

■６月１日～学校再開（６/14 日までは分散登校）           5/21 改定対処方針 
部
活
動
の
取
組 

期間 活動日数と時間 公式試合 練習試合 合同練習 合宿 

６月１日(月) 

～６月 14日(日) 

平日２日 90 分上限 

休日１日 90 分上限 
× × × × 

■６月 15日～学校運営(教育活動は、ﾏｽｸの着用、換気、ﾌｪｲｽｼｰﾙﾄﾞ等感染拡大予防対策を行い通常活動とする) 

部
活
動
の
取
組 

期間 活動日数と時間 公式試合※ 練習試合 合同練習 合宿 

６月 15 日(月) 

～６月 21日(日) 

平日３日２時間上限 

休日１日２時間上限 
× 

学区内 

○ 

学区内 

○ 
× 

６月 22 日(月) 

～７月９日(木) 平日４日２時間程度 

休日１日３時間程度 

× 
県内 

○ 

県内 

○ 
× 

７月 10 日(金)～ 
当面の間、県内のみ※ 

○ ○ ○ ○ 

  ※公式試合については、高体連、高野連、体育協会、中体連に７月９日まで開催自粛協力を要請済み 
  ※６月 22 日以降は、いきいき運動部活動・文化部活動に沿った通常活動とする。 
  ※８月 1 日以降は、感染防止対策がとられていることを確認のうえ、県外で活動できることとする。 
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① 関係機関との連携体制 

〇  教育委員会としての対処方針を教育委員と意思疎通を図りながら、迅速に決定し、実

施した。 

〇 様々な観点から課題と対応を検討し、対処方針（案）を練り上げるため、令和２年３

月１日、事務局関係課長で構成する「教育委員会新型コロナウイルス対策会議」を教育

委員会事務局内に設置した。 

  構成員：教育長、教育次長、総務課長、財務課長、教育企画課長、教職員課長 

      義務教育課長、特別支援教育課長、高校教育課長、社会教育課長、 

      文化財課長、体育保健課長 

〇  対処方針の取組みについて、県立学校は県立学校長協会を、市町組合立学校の設置者

である市町組合は６教育事務所を通じ、迅速に周知徹底を図った。 

周知方法については、３～４月はメールや電話などの従来の連絡手段を用い、５月以

降は、ICT を活用した WEB 会議など遠隔で双方向の会議を試行的に開催した。 

〇 対処方針（案）の検討にあたり、国の方針や通知、ガイドライン等を早期に入手する

ため、国（文部科学省）との連携を図った。 

  国の緊急経済対策として措置される補正予算を受けて、県でも早期に補正予算を編成

した。 

 

 (２) 有効であった対応 ····················································  

  ① 関係機関との連携体制 

〇  概ね２週間を目処に見直す必要のあった対処方針の決定にあたり、教育委員会会議

に拘ることなく教育委員と随時意思疎通を図ったことから、迅速な決定を図ることが

できた。 

〇 「教育委員会新型コロナウイルス対策会議」の設置は、感染症発生状況等が刻一刻

と変化する中、様々な観点から課題と対応を迅速に検討する上で機動性が発揮できた。 

〇  県立学校、市町組合立学校の設置者である市町組合への対処方針の取組みの周知に

について、県立校長協会、６教育事務所との連携により迅速な対応を図ることができ

た。 

〇 対処方針（案）の検討にあたり、国（文部科学省）との連携により、国の方針や通

知、ガイドライン等の早期入手を図ることができた。 

 

(３) 教訓及び今後の課題 ·················································  

  ① 関係機関との情報共有手段の構築 

〇 市町組合においては県の方針等を踏まえつつ、対応を検討する必要があるため、県

の方針を早期に示すことが求められた。 

〇 外出自粛など移動が制限される中で、全県立学校を一斉に臨時休業することや学区

ごとの教育活動の制限など通常では想定していない対応については、メールや電話な

ど従来の連絡手段ではその趣旨を周知するには十分ではない。非常時に対応できるよ

う、県立学校、教育事務所、市町組合教育委員会等と日頃からオンライン会議を行う

など、情報共有手段を平時から構築する必要がある。 
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１  公立学校における感染症予防対策等 
 

(１) 県のとった対策 ······················································  

【県立学校】 

〇 学校における感染防止対策等への支援として、臨時休業中及び学校再開に際し、感

染症防止対策や学習保障等に必要な取組みを校長の裁量で実施した。 

 

〈実施率の高い取組 （※実施率：取組校数/学校数）〉 

区 分 高等学校・中等教育学校 特別支援学校 

感 

染 

症 

対 

策 

換気対策 

備品の購入 

エアコンの購入(83.1%) エアコンの購入(55.6%) 

扇風機・ｻｰｷｭﾚｰﾀｰの購入(80.9%) 扇風機・ｻｰｷｭﾚｰﾀｰの購入(74.1%) 

ｽﾎﾟｯﾄｸｰﾗｰ・冷風機の購入(62.5%) ｽﾎﾟｯﾄｸｰﾗｰ・冷風機の購入(55.6%) 

－ 網戸・体育館用ﾈｯﾄの設置(66.7%) 

感染予防 

備品の購入 

    

保健室備品の購入（91.9％） 保健室備品の購入（85.2％） 

消毒薬等消耗品の購入(86.0%) 消毒薬等消耗品の購入(96.3%) 

マスク・ﾌｪｲｽｼｰﾙﾄﾞ等の購入(69.9%) マスク・ﾌｪｲｽｼｰﾙﾄﾞ等の購入(77.8%) 

非接触型体温計の購入(60.3%) 非接触型体温計の購入(77.8%) 

仕切用ｱｸﾘﾙﾌﾟﾚｰﾄ等の購入(52.9%) 仕切用ｱｸﾘﾙﾌﾟﾚｰﾄ等の購入(74.1%) 

学習

保障

対策 

教育備品等の購入 分散授業用教室備品・教材等の購入(61.0%) 
分散授業用教室備品・教材等の購入

(85.2%) 

ICT 関連機

器の購入 

WEB ｶﾒﾗなど動画作成配信機器類等の購入

(55.9%) 

動画編集用 PC 関連機器、ICT 操作

支援機器類等の購入(85.2%) 

〈特徴的な取組〉【換気対策備品の購入】教室等換気対策として遮光カーテンや遮熱フィルムを設置 

            【感染予防備品の購入】 自動水栓手洗の設置 
            【 郵 送 ・ 通 信 経 費 】休業期間中の生徒連絡用として携帯電話をレンタル  
            【代替教室等の確保】夏季休業期間短縮に伴う市民会館等会議室使用料 
                              密を避けた体育大会開催のための陸上競技場使用料 
                                 修学旅行等での３密対策として、バスを増便して借上げ 

○ 新型コロナウイルス感染症予防について、学校医と連携し、教職員、保護者等に認識

のばらつきが生じないように周知するとともに、国のガイドライン等を踏まえ、各校に

おいて実態に応じた感染症対策に取り組んだ。 

〇 いわゆる「３つの密（密閉・密接・密集）」を防ぐよう、国が作成した衛生管理マニ

ュアル等の周知を図り、手洗い、うがい、マスク着用等を周知・徹底した。  

〇 医療的ケアの必要な幼児児童生徒の感染防止対策として、関わる教職員や教室等を

限定するとともに、１ケア１消毒の原則の確認など、組織的な衛生管理を徹底した。 

 

  (２) 有効であった対応 ···················································  

〇 新型コロナウイルス感染症予防の教職員、保護者等への周知については、学校医と

の連携により、各学校の実態に応じた取組みを図ることができた。 

〇 ６月､７月補正予算で措置した学校再開に際した取組みでは、校長の裁量としたこ

とから、各学校の実態に応じた柔軟な対応が可能となった。 

  

２ 
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 (３) 教訓及び今後の課題 ················································  

① 制度面を含めた教育環境の整備 

〇 学校は対面指導や人と人との関わり合いの中で幼児児童生徒を育てる場であり、安

全・安心な教育環境を確保しつつ、全ての子どもたちの学びを保障するため、少人数

によるきめ細かな指導体制の計画的な整備や ICT の活用について、国の方向性を踏ま

え進める必要がある。 

〇 特別教室や調理場へのエアコンの設置や、老朽化しているエアコンの更新に加え、稼

働経費、また、トイレの洋式化など制度面を含めた教育環境についても抜本的に整備す

る必要がある。 

   〇 感染症予防物品の調達は、当初から全国一斉の動きとなり困難を極めたことから、

平時からの調達経路の構築や計画的な備蓄が必要である。 

 

② 障害のある児童生徒への感染防止対策 

〇 特別支援学校の中には、医療的ケアが必要な幼児児童生徒が在籍していること、児

童生徒数の増加に伴い過密状態にあることから、感染防止対策を極めて慎重に進める

必要がある。 

〇 保護者や介助者等が感染症に罹患した場合を想定し、２週間以上の長期的なスパン

での対応マニュアル等を作成する必要がある。 

 

③ 教職員の負担軽減 

〇 校内の消毒等について、教職員が担うことになり、消毒等のルールづくりや教職員

の負担軽減対策が必要である。 
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１  公立学校における臨時休業中の対応（①総括） 
 

(１) 県のとった対策 ······················································   

    ○ ２月 27 日に内閣総理大臣の全国一斉の臨時休業の要請、そして翌日の文部科学事務

次官から学校保健安全法第 20 条に基づく臨時休業の要請を受け、県立学校について３

月３日から当面２週間となる 15 日までの臨時休業を決定した。（後に 23日まで延長） 

また、新学期についても感染増加及び緊急事態宣言の発出を受け、４月６日に開始を

見送った。 

〇 特別支援学校では、本人・保護者、スクールバス、給食、福祉事業所等との調整が必

要であるため、学校ごとに長期間（１か月程度）を見通した計画を立てた。 

基礎疾患等を有する児童生徒が多く、重症化リスクが高いことから、県立高校の取組 

みを基本に、学校の実態を踏まえた弾力的な対応を認めた。 

放課後等デイサービス利用が市町によって制限されていたことから、放課後等デイサ

ービスが利用困難な児童生徒や、医療的ケア児については、市町組合教育委員会からの

要請に基づき、学校で受け入れた。 

 

(２) 有効であった対応 ····················································  

   〇 県立学校において、臨時休業を実施するにあたり、留意事項の説明や家庭学習の課題

を出すために１日の登校日を設けたことは、学校運営から必要な措置であった。 

〇 特別支援学校での学校の実態を踏まえ、重症化リスクが高い基礎疾患を有する児童生

徒に対して、安心安全な対応を図ることができた。 

  〇  特別支援学校における、学校での受け入れ（福祉部局と連携してフローチャートを作

成）は児童生徒の居場所の確保となり、児童生徒、保護者への支援の一助となった。 

 

(３) 教訓及び今後の課題 ·················································  

① 感染状況に応じた教育活動の規制ルールづくりの検討 

〇 県立学校においては、新型インフルエンザ時の対応を踏まえたマニュアルに基づき、

感染予防対策を講じながら、可能な限り教育活動を継続する一方、感染発生時には、学

校単位→学区単位→全県という段階的に対応するとの方針を確認していた。 

こうした中で、事前の準備が不十分なまま、一斉に臨時休業したことは、学校現場の

混乱を招くとともに、児童生徒にも不安を生じさせた。 

   また、対応を検討する期間を感染症の特徴を踏まえ、２週間（14日間）としたが、感

染数が急激に増加した段階では、機動的に対応することが必要である。特に、臨時休業

中の登校可能日について、地域の感染状況を踏まえた設定を予定していたが、保護者や

県民からの不安が多数寄せられ、登校可能日の設定ができなかった。 

〇 臨時休業を一斉に実施することになったため、感染状況に応じて学区や市町単位での

学校再開を検討できる状況(例えば、感染ゼロであった第５学区・但馬地域）となって

も、再開が難しかった。 

〇 長期の臨時休業は児童生徒の学習面、心のケアなどに大きな影響を与えることから、

今後は、次のような対応を検討する。 

・基本的に、感染防止対策を実施のうえ、可能な限り教育活動を行う。 

・感染者が発生した場合は学校単位で対応する。そして、広域的な対応が必要な場合

は、県立高校では学区単位、市町組合立学校では市町単位・県民局・県民センター

単位で対策を検討する。 

３ 
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・感染拡大や新たな感染症へ備えるため、医療体制のフェーズに連動した教育活動の

規制（範囲）のルールを作る。 

 

② 臨時休業が児童生徒に及ぼした影響の把握と検証 

〇 長期間にわたる臨時休業が及ぼす影響について、学習面、心のケア、運動面などの検

証が必要である。 

〇 障害のある児童生徒の居場所確保や学びの支援や心のケア等について、保護者、福祉

関係者等からの多角的な検証が必要である。  
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１  公立学校における臨時休業中の対応 
(②児童生徒の学習保障） 

 

(１) 県のとった対策 ······················································  

【県立学校】 

〇 学校における教育活動は児童生徒が登校することが前提となっていることから、こ

の度のように外出自粛、長期間の臨時休業時の学習支援に対する備えがなかった。 

このため、まずは既存の教材等を郵送したこと、教科書・問題集やプリント等を用

いた添削指導を実施したこと、各学校のホームページを活用した課題の掲示、文部科

学省等がホームページに用意した学習支援サイトの活用の周知を行った。 

〇 ＩＣＴを活用した家庭における学習支援が効果的との判断から、家庭にインターネ

ット環境のない児童生徒用のタブレット端末の確保を進めるとともに、次のような学

習支援を本格的に実施した。併せて、オンラインによる学習支援を促進するために、授

業動画作成等の研修の実施、学習支援アプリの有効な活用事例を各学校に情報提供し

た。 

・ＮＨＫ高校講座や無償講座提供会社の講座等オンライン教材の活用 

・児童生徒用タブレット端末の貸与（８月 31 日現在 493 台貸与）  

  ・民間の学習支援アプリの導入 88,920 人中 82,668 人(93.0％ 7/16 現在) 

・子供の学び応援サイト（文部科学省）や NHK for School 等の動画視聴サイト等オ

ンライン教材の活用 

  ・遠隔学習のための環境整備 

 

【県立特別支援学校】 

  〇 新型コロナウイルス感染症について、絵カード等を作成して説明し、家庭での過ごし

方等や決まり・ルール等について指導するとともに、児童生徒の障害種別・程度に応じ

た教材の貸し出し等を行った。 

〇 ICT を活用した学習支援を行うため、障害児童生徒入出力支援装置を整備し、障害の

ある児童生徒には各校でオリジナルコンテンツを作成するとともに、サンテレビと連

携して制作したテレビ番組に字幕を挿入し、YouTube で公開した。 

 

【市町組合立学校】 

〇 幼稚園児、小・中学生に学びの機会を提供するため、学校生活に向けた臨時休業中の

心構えや自宅での過ごし方を紹介するテレビ番組をサンテレビと連携して制作した。

（放送日 ５月１８日～２０日） 

〇 ICT を活用した学習支援を実施するため、子供の学び応援サイト（文部科学省）やＮ

ＨＫ for School 等の動画視聴サイト等オンライン教材の活用を促すとともに、 

「ＧＩＧＡスクール構想の実現」に向けた義務教育段階の児童生徒用タブレット端末

の共同調達を実施した（6月 19 日）。 

〇 臨時休業に伴う学習の遅れに対応するため、学習指導員を配置した。 

〇 新型コロナウイルス感染症の影響に関する調査研究を実施し、今後、学力向上実践推

進委員会で調査結果を分析する。分析で明らかになった内容については、学力向上シン

ポジウム（令和３年１月実施予定）で各学校に周知を図る。 

     調査協力校：小学校５０校、中学校５０校 

     調査内容： 児童生徒質問紙、教科に関する調査（国語、算数・数学） 

 調査時期： 令和２年９月中旬 

４ 
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 (２) 有効であった対応 ····················································  

〇 インターネット環境のない児童生徒に学習用タブレット端末を早期に無償貸与する

ことで、学校全体で ICT を活用した学習支援に取り組むことができた。 

〇 学習支援アプリは、(ｱ)動画教材等を効果的に活用した家庭学習を支援する、(ｲ)双

方向の連絡手段となる、(ｳ)学習評価に反映する手段、などの点で有効であった。 

〇 特別支援学校では、障害種別・程度に応じた教材の貸し出しや、先述のテレビ番組

に字幕を挿入して、YouTube に公開するなど、障害のある児童生徒にきめ細かく対応

できた。 

〇 県教委ＨＰに学習支援ポータルサイトやオンライン教材を掲載し、市町組合教育委

員会に効果的な取組事例の周知ができた。 

 

(３) 教訓及び今後の課題 ·················································  

〇 今後もこの度のような事態を想定し、日頃から ICT を活用した授業を行う環境整備

が必要である。また、学校内及び学校と家庭を結ぶ通信回線の大容量化が必要である。 

〇 ICT を活用した授業をできることを教員の資質として位置づけ、研鑽できる研修体制

が必要である。 

〇 家庭において ICT を活用した学習支援を「授業時間」として位置付ける制度的な整

備が必要である。 

〇 長期間の臨時休業に備え、学習支援アプリの双方向通信を用いて、授業や HR を実施

するなど、児童生徒の生活リズムの乱れなどを把握し、支援する体制づくりが必要であ

る。 

〇 児童生徒が自宅等で利用する場合の通信費の負担についての対策が必要である。 

〇 農業、工業、看護、福祉などの実習活動については、オンラインでは代替できないこ

とから、あらかじめ対策を用意しておく必要がある。 

〇 新型コロナウイルス感染症による長期間の休業が、学力面にどのような影響を与え

たのか調査・分析する必要がある。 
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１  公立学校における臨時休業中の対応 
(③児童生徒の心のケア） 

 

(１) 県のとった対策 ······················································  

〇 家庭訪問が困難な中、感染症への恐れや再開する学校生活への不安等、心理的スト

レスを抱えている児童生徒に対応できるよう、学校長のリーダーシップのもと、学校・

家庭・関係機関等が協力して支援する体制を整えるなど、生徒指導上の観点からの留

意事項（①児童生徒の状況把握、②心のケア）を、県立学校及び各市町組合教育委員

会に周知した。 

〇 Web カメラ、Wi-Fi など双方向での通信環境が整っていない児童生徒については、電

話やメールによる相談を実施した。その際には、表情等を読み取ることができず児童

生徒の正確な状況把握が難しいことから、面談時間を通常より長くするなど、丁寧な

対応を行った。 

〇 臨時休業に伴い、不安や恐れなど心理的ストレスを抱えている児童生徒の心のケア

に対応するため、ひょうごっ子悩み相談（電話相談：24 時間受付）を周知するととも

に、ＳＮＳ相談窓口の平日の相談時間を拡充した。 

  期  間：４月８日～５月 31日、７月 27日～８月 31日 

  相談時間：（拡充後）12:00～21:00 （現行）17:00～21:00 

〇 キャンパスカウンセラー・スクールカウンセラー、スクールソーシャルワーカー等

の専門家の活用を促した。 

〇 精神的に不安定な状況にある児童生徒の心のケアの理解とケアへの取組を強化する

ため、現状を把握するための調査を実施することとした。 

     調査対象校：小学校 48校、中学校 48校、県立高等学校 60 校 

     調査内容：児童生徒質問紙（心と体のチェック、毎日の生活チェック） 

     調査時期：年間３回予定（７月、９月、１月） 

 

 (２) 有効であった対応 ····················································  

〇 ＳＮＳ相談窓口の平日の相談時間を拡充したことは、不安や恐れなど心理的ストレ

スを抱えている児童生徒の心のケアに対応ができた。 

〇 臨時休業期間中に導入した学習支援アプリを活用することで、健康相談等を効果的

に実施することができた。 

〇 登校できない児童生徒に対しては、キャンパスカウンセラー・スクールカウンセラ

ーとの電話によるカウンセリングを行うことで、一人一人に寄り添い丁寧に対応する

ことができた。 

   〇 阪神・淡路大震災時に、児童生徒の心の健康を把握し、取組んだ経験から、学校再

開後は、まずは徐々に学校に慣れるよう留意することや、「心のケア調査」の実施につ

ながった。 

 

 (３) 教訓及び今後の課題 ················································  

   〇 「心のケア調査」を分析することで、新型コロナウイルス感染症による長期間の休

業に伴い、精神的に不安な状況にある児童生徒の心の変化を把握し、心の理解とケア

への取組を図ることが必要である。 

 

  

５ 
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１  公立学校における臨時休業中の対応 
(④児童生徒の運動不足への対応） 

 

(１) 県のとった対策 ······················································  

〇 ３月頃は感染への不安から、散歩や公園において運動することに批判の声が多く、

児童生徒が自宅に籠もりがちになり、運動不足が懸念されたことから、春季休業中に

は、部活動の実施を認める登校日を設定した。 

〇 ４月から臨時休業中は、感染拡大のため自宅で運動できるよう、県で作成した動画

「運動プログラム」を活用したサーキットトレーニング（小学生例と中学生例）を作

成し、ホームページで周知した。（４月 17 日） 

 

 (２) 有効であった対応 ····················································  

〇 運動等の学習動画などは、自宅における運動不足には有効な対応であった。 

 

(３) 教訓及び今後の課題 ·················································  

〇 毎年度実施の「兵庫県児童生徒体力・運動能力調査」を中止したため、令和２年度

の体力の状況を把握できない。このため、体育や部活動の状況等を可能な限り聴取し、

これまでの調査結果も含めて、令和３年度に向け対策を検討する必要がある。 

〇 学校休業中に児童生徒が自主的・自発的に運動に取り組むために、早い段階で明確

な目標を定めさせ、日頃から体を動かす楽しさや運動の大切さを理解させる必要があ

る。 

 

 

６ 
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１  公立学校における臨時休業中の対応 
(⑤再開に向けた学校運営） 

 

(１) 県のとった対策 ······················································  

〇 学校再開時（６月１日）に、通算３ヶ月間にわたる長期の臨時休業であったこと、特

に１年生は学校生活を未だ経験していないこと、依然として感染への不安があること

など様々な影響を見極める必要があることから、２週間の分散登校を設定した。（５月

21 日通知） 

〇 部活動については、感染状況を見極めながら、活動時間や場所などの制限を段階的に

緩和する取扱いを設定した。（５月 25 日通知） 

〇 学校再開時の教育長メッセージにおいて、年間を通じては、４月５月の２ヶ月間の授

業時間だけでなく、多くの学校行事や部活動など貴重な経験を失うこととなったが、１

年を振り返った時に、記憶に残る学校生活だった感じることができるよう教職員が

様々な工夫を行うことを周知した。（６月１日） 

〇 給食や寄宿舎、スクールバスといった感染リスクが高い部分について、国のガイド

ラインを踏まえ、マニュアルを作成するなど、感染防止対策を行った。また、教職員

の共通理解を図り、保護者に対しても周知した。（６月 23日） 

〇 兵庫型「体験教育」は活動の趣旨を伝えることを前提に実施日数や実施内容の弾力

化を実施した。（５月１日） 

〇 スクールバスの感染防止対策のための増車増便にあたって、バスや介助員を確保し

た。（６月 22 日～８月 31 日） 

〇 海外修学旅行の自粛（３月 27日）及び国内修学旅行の自粛（４月 10 日）、体育授業

（水泳授業を含む）における密となる種目を後半に変更するなどの年間計画の見直し

を周知した。（５月 22日） 

〇  県立学校における授業時数確保のため、長期休業期間の短縮できる日数を 10日以

下から 20日以下（令和２年度限り）に変更した。（５月 26 日） 

〇 県立学校における夏季休業期間短縮によるエアコン等の利用など児童生徒の健康

管理を周知した。（５月 29 日） 

〇 市町組合立学校における授業時数確保のため、設置者判断により、夏季休業期間等

を短縮し授業時数を確保するため、児童生徒の学習状況や教職員の勤務の状況を考慮

し、必要に応じて教育課程の見直しを図ることについて、各市町組合教育委員会に周

知した。（５月 22 日） 

 

(２) 有効であった対応 ·····················································  

① 全 般 

〇 分散登校から始め、段階をおって緩やかに活動を再開したことで、児童生徒はもとよ

り教職員も円滑に再開できた。 

   〇 学校再開の方針を 10 日前に通知することで十分な準備期間がとれ、再開後の年間指

導計画の見直しや、長期休業期間の短縮に関する方向性を示したことで、各学校が見

通しを持って学校再開することができた。 

〇 ①兵庫型「体験教育」、②海外及び国内修学旅行、③体育授業（水泳授業を含む）の

取り扱いを早期に周知したことにより、各学校、市町組合教育委員会で代替案を早急

に検討することができた。 
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② 授業時間の確保と行事等の見直し 

〇 県立学校における長期休業期間短縮の日数弾力化により、各学校の実情に応じた弾

力的な休業期間の短縮など、年間指導計の見直しによる授業時数の確保が可能となっ

た。 

③ 部活動 

〇 感染状況を見極めながら、活動時間や場所などの制限を段階的に緩和し、体力面へ

の配慮を含め、きめ細かな対応を図ることができた。 

④ 環境整備 

〇 ６月、７月補正予算で措置した学校再開に向けた支援では、校長の裁量により、学

校の実情を踏まえ、エアコンやスポットクーラーの購入等、柔軟な対応ができた。 

 

(３) 教訓及び今後の課題 ·················································  

① 授業時間の確保、行事の見直しの際の児童生徒への配慮 

〇 夏季休業期間の短縮や学校行事の削減によって体験活動をする機会が減少したこと

の教育面での影響が懸念される。 

 学習内容の配列の工夫により、授業時数の短縮や、過密な学習指導とならないよう、

指導内容の精選が必要である。 

〇 最終学年である小学校６年生、中学校３年生は、進学を伴うため、特段の配慮が必

要である。 

 

②  部活動等各競技に応じた実施ルールづくり 

〇 部活動の全国大会や県大会等が中止される一方、スポーツ庁からの要請を踏まえ、

競技団体とともに代替大会の開催を検討したが、競技毎に特性があるため、感染防止

対策を含め、それぞれに応じた対応とせざるを得ない。 

 中学校の部活動の取り扱いは、設置者である各市町組合の判断であるものの、感染

防止の観点から、実施競技や実施方法などについて統一的に行うべき項目を検討する

必要がある。 

 

③  環境整備 

〇 職業学科高校において、職業学科の特色づくりの推進、実習の効率化を図るため、

農業高校や工業高校等の老朽化した産業教育施設や実習備品を更新する必要がある。 

 

④  その他 

〇 寄宿舎においては感染防止対策としての換気と安全性の確保の両立は難しい。ま

た、感染症予防対策を指導する指導員の負担軽減を検討する必要がある。 

〇 スクールバス感染症対策のための一時的な増車増便のみならず、通学中を含めた学

校生活全般を通じた新たな生活様式（マスク着用や手指消毒の徹底）の定着を図る必

要がある。 

〇 修学旅行を急遽キャンセルすることになった際のキャンセル料に対する支援を検討

する必要がある。 

〇 学校給食において、感染リスク軽減等のため簡易給食の実施が長期に及ぶと栄養面

の影響が懸念されるため、地域の感染状況を見極め、感染症対策をとりながら、でき

るだけ早期に完全給食実施をめざす。 
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１  公立学校における就学支援 
 

(１) 県のとった対策 ······················································  

  ① 家計急変世帯への就学支援 

〇 保護者の突然の失職等にともない、収入が激減し低所得となった世帯について、新た

に高校生等奨学給付金の対象世帯とした。（５月 15 日） 

〇 保護者の突然の失職等にともない、収入が激減した世帯の生徒に対し、公立学校の

授業料減免制度を周知した。 

 

② 申請手続きの簡素化等 

〇 臨時休業中は高等学校等就学支援金や授業料減免制度の周知や申請手続を進めるこ

とが困難であったため、学校再開後に年度当初に遡って決定を行うこととした。（３月

31 日） 

〇 登校ができない中、家庭においてＩＣＴを活用した学習支援を促進するため、奨学

金制度を有する兵庫県高等学校教育振興会と協議し、タブレット購入費の貸与制度を

創設した。貸与額を定額とすることや、購入だけでなく賃借にも制度を適用すること

とし、申請手続の簡略化を図った。（６月 25 日） 

 

③ 家庭での学習環境の支援 

〇 低所得世帯に対して、臨時休業及び段階的学校再開期後のオンライン学習に係る通

信費を高校生等奨学給付金の追加対象とした。（６月 25 日） 

〇 兵庫県高等学校教育振興会において、令和４年度より実施の高等学校新学習指導要

領に向けて検討していた高等学校奨学資金貸与事業の拡充（タブレット購入費）を前

倒しで実施した。（６月 25 日） 

 

 (２) 有効であった対応 ····················································  

  ① 家計急変世帯への就学支援 

〇 高等学校等就学支援金の対象外となっている生徒の保護者等の収入が激減した場合

に、今後の収入見込額により所得要件の判定を行い、迅速に授業料減免の支援ができ

た。 

 

② 申請手続きの簡素化等 

 〇 遡及の決定や、申請手続きの簡素化など、柔軟な対応・支援を図ることができた。 

 

(３) 教訓及び今後の課題 ·················································  

① Ｗｅｂ上での制度の周知・申請 

〇 臨時休業等で生徒が登校しない事態に備え、Ｗｅｂ上での周知・申請などの仕組み

を構築することが必要である。 
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１  公立学校におけるその他の学校運営 
 

(１) 県のとった対策 ······················································  

〇 令和２年度県立学校入学者選抜において、感染状況の変化に伴い留意事項を発出し、

入学検査の準備を整えると共に、受検する生徒向けには中学校を通じて検査当日の配

慮事項を周知した。（３月 10 日） 

〇 令和２年度特別支援学校高等部入学者選考において、感染症対策を図りながら、児

童生徒数や障害種別など学校の実情に応じて弾力的に対応した。 

〇 海外との交流事業や海外修学旅行・研修旅行の実施について、渡航制限や現地の状

況を関係機関へ随時確認しながら判断した。 

〇 新たな ALT（外国語指導助手）が来日できないことに備え、任期終了者の中から、再

任用希望者を募集した。 

〇 臨時休業の長期化に伴い、農業高校における家畜管理業務等、教職員だけでは負担

が多大となる業務について、臨時実習員の確保などに取り組んだ。 

〇 令和３年２月実施の高等学校の推薦入学・特色選抜等、特別支援学校高等部の入学

者選考の出題範囲について配慮事項を定め、３月１２日実施の学力検査では、追検査

の実施をすることとし、休業期間による学習の遅れなどへの配慮を行う。 

 

(２) 有効であった対応 ····················································  

   〇 ALT については、任期が満了する者の中から再任用 13名を確保できた。（７月 30日

現在） 

   〇 農業高校臨時実習員を配置したことで、教職員の負担軽減を図ることができた。 

 

(３) 教訓及び今後の課題 ·················································  

① 入学者選抜等への配慮 

〇 次年度以降の入学者選抜について、今後の感染状況によっては、実施会場、日程な

ど実施方法の検討が必要である。 

〇 教員等の国際交流を進めるうえで、今回、(ｱ)令和元年度に海外派遣から帰国する予

定の教員が現地での状況悪化や帰国便の制限に伴い、帰国準備期間が短期間となるな

ど負担が大きかったこと、(ｲ)ALT の帰国要請に対する情報提供や相談体制が整ってい

なかったこと、(ｳ)任期途中で帰国した ALT の補充人員の確保及び新規任用者の確保な

どが課題となった。今後、事前に緊急時の対応を用意する必要がある。 
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１  公立学校における教職員への対応 
 

(１) 県のとった対策 ······················································  

  ① 教職員の出勤抑制 

〇 感染拡大防止の観点から、県全体の方針である出勤者数７割削減のため、教職員の 

在宅勤務制度を拡充した。（在宅勤務の期間：４月 13 日～5月 29 日） 

緊急事態宣言解除後には、学校再開に必要な教職員が出勤できるよう出勤方法を変

更した。（５月 21 日） 

 

② 教職員研修 

〇 オンライン研修は、長時間の実施が難しいので、講義を分割したり、事前に受講者

に課題を与えるなど実施方法等を工夫した。 

 

 (２) 有効であった対応 ····················································  

  ① 教職員の出勤抑制 

〇 在宅勤務や特別休暇等の取得促進、時差出勤制度の活用は、感染拡大防止対策であ

る出勤抑制や出勤時の混雑への緩和につながった。 

〇 在宅勤務の実施により、ＩＣＴ、オンライン等を活用した新しい学習への取組が促

進されるとともに、ＩＣＴ機器の活用やスキルアップに向けた機運醸成を図ることが

できた。 

〇 教材研究や専門性を高めるための研究が進むなど、自己研鑽の機会充実につながっ

た。 

 

  ② 教職員研修 

〇 各種研修については、オンライン研修と対面研修、資料配布等を効果的に組み合わ

せて実施ができた。 

   

(３) 教訓及び今後の課題 ·················································  

  ① 教職員の出勤抑制のための業務内容の検討・ＩＣＴ環境整備 

〇 今後の感染拡大に備え、学校外への持ち出しができない児童生徒の個人情報を扱う

業務が多いことから、在宅勤務できる業務内容等について検討が必要である。 

〇 在宅勤務ができるＩＣＴ環境・設備を各家庭で導入する必要がある。 

〇 在宅勤務に係る調査・報告や在宅計画の集約・調整等、管理職の負担が増加した。 

〇 １日単位に限らず時間単位での在宅勤務の実施など柔軟な対応を検討する必要があ

る。 

 

  ② オンラインを活用した教職員研修の拡充 

〇 ＩＣＴを活用した教育のための教職員のスキルアップ研修の強化・拡充が必要であ

る。 
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１  県内大学 
 

(１) 県のとった対策 ······················································  

  ① 休業要請の実施 

〇 新型インフルエンザ等対策特別措置法に基づき、県内大学・短期大学(49 校)に対し 

て授業内容を問わず休業を要請した（休業要請期間：４月７日～５月 15日）。  

 

(２) 有効であった対応 ····················································  

  ① 休業要請の実施 

〇 県内の大学・短期大学に対し、県の実施方針を周知の上、休業要請を行ったことか

ら、最終的に県内の全ての大学・短期大学が要請に応じた。 

〇 休業期間中、対面による授業が実施できない中、継続的な学びの機会を提供するた 

め各大学が工夫してオンラインシステムの構築に努め、遠隔授業等を実施したことに 

より、学びの機会を確保できた。（県内 49 校（大学・短大）中 48校で実施） 

 

(３) 教訓及び今後の課題 ·················································  

  ① 県立大学への事前周知を含めた連絡体制の確立 

〇 各学校内での対応を円滑に実施するためには、一定の時間の確保が必要である。 

そのため、県が対処方針などを見直す場合には、事前の周知や夜間休日を含めた連絡

体制の確立が必要である。 

 

② 実験・実習等対面による指導が必要なカリキュラムへの対応 

〇 休業要請期間が長期化し、単位認定に必要な実験・実習等が長期間にわたり実施で

きない場合の代替措置（オンラインを活用した実験・実習等により単位認定を認めるな

ど）について、全国一律の基準策定が必要である。 

 

③ 大学等における対面授業の早期実施 

〇 休業要請解除後も多くの県内大学・短期大学では、オンライン中心で授業を実施し

ている。 

  大学設置基準第 25条第１項は、主に教室等において対面で授業を行うことを想定し

ており、オンライン等による授業は特例的な措置であることを踏まえると、教育の質

の確保の観点から、「三密」の回避など感染症対策を徹底した上で、対面授業の早期実

施が必要である。 
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１  県立大学 
 

(１) 県のとった対策 ······················································  

① 対応方針、行動マニュアルの作成  

〇 フェーズごとの対応方針と「公立大学法人兵庫県立大学新型コロナウイルス感染症

行動マニュアル」を策定した。  

 

② オンライン授業体制の整備 

〇 学生の修学機会を確保するため、教室用ＷＥＢカメラや、貸出・配信用ＰＣ、回線・

ソフトウェア使用料等、遠隔事業が実施できる体制を５月７日までに整備した。 

  （４月補正額：39百万円） 

 

   ③ オンライン授業の実施及び対面授業の段階的な再開 

〇 ５月７日からオンライン授業を実施した。 

〇 ５月 16 日からオンライン授業を継続しつつ、６月 1 日から国家資格等に必須の実

験・実習等を再開した。 

〇 ６月 15 日以降、各種ゼミナール等の対面授業及び国家資格等に必須でない実験・実

習等を順次再開した。 

〇 ６月 22 日から対面授業を順次再開（大人数の授業等を除く）、一部の課外活動の学

内実施を再開した。 

〇 10 月 1 日から対面授業を原則として後期授業を開始した。 

 

④ 学生支援の実施 

〇 新型コロナウイルス感染症の影響等により経済的な支援が必要となっている学生に

対する授業料減免制度の拡充などの支援を実施した。 

 

⑤ 感染症防止対策の強化 

〇 大学再開にあたり、新型コロナウイルス感染症対策を大学の判断で適正かつ迅速に 

実施する必要があったことから、６月補正で措置したサーモグラフィー、非接触型体 

温計、消毒液、換気対策備品等の機器の整備を進めている。 

 

 (２) 有効であった対応 ····················································  

  ① 対応方針、行動マニュアルの作成  

〇 早期にフェーズごとの対応方針と「公立大学法人兵庫県立大学新型コロナウイルス

感染症行動マニュアル」を策定したことにより、授業再開等に関する大学内部の意思

決定に活用できた。 

 

 ② オンライン授業体制に係る整備の実施  

〇 教室用ＷＥＢカメラや、貸出・配信用ＰＣ等の遠隔環境を整備することにより、５月 

７日から全学で本格的にオンライン授業を実施できた。 

 

  ③ 対面授業の早期実施  

〇 他大学に先駆けて段階的に対面授業を実施したことで、学生に教員から直接指導を

受け、学友と切磋琢磨する機会を提供し、学びの質を確保することができた。 
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  ④ 授業料減免制度の拡充等学生支援の実施 

〇 アルバイト先の休業や授業料負担者の家計急変等により、学びの継続が困難になっ

た学生への支援が緊急に以下の措置を講じたことにより、修学機会を確保できた。 

・アルバイト収入の減少等により修学の継続が困難となっている学生に、国の学生支

援緊急給付金（20 万円（住民税非課税世帯の学生）又は 10 万円（左記以外の学生））

を支給 

・国の修学支援新制度における家計急変時の授業料・入学金減免と給付型奨学金支給

（急変後の所得見込により住民税非課税世帯・これに準ずる世帯となる学生が対象） 

・兵庫県私費外国人留学生奨学金（月 3 万円）の給付等 

・県立大学においては、上記の支援に加え、独自の授業料等の減免の拡充（入学金等

の対象追加）、家計急変時の授業料等減免（急変後の所得見込により判定（４人世帯

の場合は約 500 万円未満が目安）、授業料の納付猶予・分納等を実施（５月１日記者

発表） 

 

⑤ 感染防止対策の実施 

〇 サーモグラフィー、非接触型体温計、消毒液、換気対策備品等の機器の整備などの感 

染防止対策の実施により、早期に対面授業を再開できた。 

 

(３) 教訓及び今後の課題 ·················································  

  ① 対面授業の実施範囲の早期拡大 

〇 県立大学においては、５月 16 日に休業要請が解除された後も感染拡大防止の観点か

ら、オンライン授業を継続しつつ、対面授業を順次再開（大人数の授業等を除く）し

てきた。教育の質の確保の観点から、「三密」の回避など感染症対策を徹底した上で、

早期の対面授業の再開が必要である。（10 月１日開始の後期授業から、原則対面授業

を実施予定） 

 

  ② 県立大学における対応方針、行動マニュアルの活用 

〇 今回整理した対応方針や行動マニュアルを適正に活用していく必要がある。また、

今回作成した対応方針や行動マニュアルについて、必要に応じて医学的なエビデンス

に基づく検証を行う必要がある。 

 

③ 授業料減免制度・学生支援給付金業務に関する県立大学の体制整備 

〇 給付金等が学生に円滑に支給できる体制を構築する必要があり、民間システムの活

用に加えて、大学内の応援体制を如何に迅速に構築できるかが課題となる。 

 

④ 県立大学における迅速な運営方針の決定 

〇 文部科学省や県立高校等の対策を踏まえてからの学内の方針決定に時間を要したこ

とから、今後は、あらかじめ感染状況を踏まえた運営方針を決定しておく必要がある。 
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１  私立学校等 
 

(１) 県のとった対策 ······················································  

① 休業要請 

〇 内閣総理大臣の臨時休業要請に基づき小学校・中学校・高等学校・専修学校・各種

学校に休業を要請した。（3/3～3/23）  

※幼稚園は預かり保育があるため休業要請せず 

〇 緊急事態宣言発令（4/7～5/21）に伴い新型インフルエンザ等対策特別措置法第 24

条第 9項に基づき幼稚園・小学校・中学校・高等学校(4/7～5/31)、専修学校・各種学

校（4/7～5/15）に休業要請した。 

 ※やむを得ない預かり保育は実施することも可  

※臨床実習等やむを得ず休業できない場合は万全の感染症防止対策を講ずるよう要

請（4/7～4/12） 

  ※4/13 から事業者への休業要請にあわせ授業内容を問わず休業要請 

 

② 感染症防止対策・家計急変への支援・学校再開への支援 

〇 私立学校での感染症防止対策及び学校再開に伴う感染症対策等への支援を実施した。 

・感染症防止対策（補正額：242 百万円 ※４月 97 百万円、６月 145 百万円） 

マスク、消毒液、非接触型体温計等の購入支援及びマスクの直接配布（国） 

・学校再開等への支援（補正額：133 百万円 ※６月 133 百万円） 

     補習等を行うための学習指導員の追加的配置支援及び遠隔授業の環境構築の支援 

○  新型コロナウイルス感染症の影響による家計急変を新たに授業料軽減補助（臨時特

別）・奨学給付金の対象にするとともに、通信費相当に伴う加算を行った。 

（補正額：131 百万円 ※４月 79 百万円、６月 52 百万円） 

 

 (２) 有効であった対応 ····················································  

  ① 県立学校に準じた休業要請 

〇 県の対処方針を周知のうえ、感染拡大を防止するため私立学校（幼小中高・専修学

校・各種学校）、高専には、県立学校と歩調をあわせた休業要請を行ったことから、最

終的に全学校が休業要請に応じた。 

〇 私立学校は府県をまたぐ通学者がいたことから、近隣府県と休業期間を合わせた休

業要請は、感染拡大防止に効果があった。 

 

(３) 教訓及び今後の課題 ·················································  

  ① 夜間・休日に休業を要請する場合の対応 

〇 夜間や休日に休業を要請する場合、私立学校等の担当者不在等により、意思決定が

遅れる可能性がある。そのため、私立学校等への事前予告を実施するなど、意思決定

が円滑に行われるよう連携を深める必要がある。 

 

② 協力要請に応じなかった学校 

〇 収入減による経営悪化の不安や感染者が出ていない地域での休業の必要性がないと

いった認識から、一部の各種学校は、引き続き開校していたが、特措法に基づく休業

要請を行ったこともあり、最終的に全学校が休業要請に応じた。 
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１  農業大学校、森林大学校 
 

(１) 県のとった対策 ······················································  

  ① 臨時休業 

〇 農業大学校・森林大学校について、３月２日～６月１日の間休校した。 

 

  ② 実習等のカリキュラムの見直し 

   〇 牛の発育に応じた管理実習の時期を逃したが、６月以降に新たに生まれる予定の子

牛に合わせて実習のスケジュールを組み替えた 

   〇 特定の季節しかできない実習があるため、季節を問わない内容に振替えた 

      例：樹木の若葉の観察を樹幹の観察に変更 

   〇 海外への渡航制限や県をまたぐ移動の自粛制限を受け、授業内容を振り替えた 

    例：海外研修(欧州)を国内の先進事例研究に、県外在住講師の授業を専任教員に

よる授業に振替え 

 

③ 家畜の飼養管理などに関する体制整備 

   〇 登校・出勤人数を絞る必要が生じたため、感染防止対策を行いながら、学生を含め

た当番等の限られた人数で家畜の飼養管理をしていたが、学生への感染防止を優先し、

職員でシフトを組んで対応した。 

 

④ 遠隔授業環境の整備 

〇 学生の受講時間を確保するため、WEB 会議アプリ等を通じた遠隔授業が実施できる

体制を整備した。 

 

  ⑤ 学校における感染症防止対策 

   〇 マスク着用、手洗い励行及び共用スペースの定期的な消毒を徹底した。 

 

 (２) 有効であった対応 ···················································  

  ① 体制整備 

   〇 教員等の当番制をとることで、栽培管理や家畜の飼養管理を実施することができた。 

 

  ② 実習等のカリキュラムの見直し 

   〇 夏期、冬期、春期の長期休暇を削減することで、年間の実習時間を確保することが

できた。 

   〇 テキストによる学習など実習に代わる、自宅で取組み可能な課題を設定し、また学

生からの質疑にはメール等で対応することで、必要な学習を確保することができた。 

  

(３) 教訓及び今後の課題 ·················································  

  ① 職員等に感染者が出た場合の人員確保 

   〇 職員等に感染者が出た場合に管理の人員が確保できないので、感染症防止対策を徹

底するとともに、人員体制整備を行う。 
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  ② 実習等対面による指導が必要なカリキュラムへの対応 

   〇 植物や動物の生育に合わせた管理の実習ができないので、感染症防止対策を徹底す

るとともに、人員体制整備を行う必要がある。 

      例：水稲苗床管理、ぶどうの芽かきや開花時の作業、樹木の若葉の観察 

   〇 資格取得に直結する実習の回数が減り、資格取得へ影響がでるので、代替カリキュ

ラムを検討する必要がある。 

      例：トラクターや刈り払い機、高性能林業機械等の実機を使った実習 

   〇 実習時や校内における感染防止対策の必要がある（消毒液や体温計等資材の不足

等）。 

   〇 視察・学外就業体験の受入先を確保する必要がある。  
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第７章 社会教育施設及びその他の県立施設 
 
 
１  社会教育施設・体育施設等 
 

(１) 県のとった対策 ······················································  

① 休館休業等の対応（期間・範囲） 

○ 下表に示すそれぞれの期間に応じ、休館休業等の対応を行った。 

     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

          

※国のガイドラインが明示されるまで県独自の判断により対応した。 

 

〇 市町立施設、民間施設に対しても、感染拡大防止のために、県立施設同様の取組を

要請した。 

 

② キャンセル料、チケット払戻 

   〇 感染拡大防止を最優先に、事業主催者・チケット購入者に経済的な負担を生じさせ

ずにイベント中止や来場見送りの判断ができるよう、キャンセル料免除やチケット払

戻の対応を行った。 

 

③ 施設再開後の対応 

〇 飛沫感染や密接を生む行事（講演会、解説、体験学習等）を中止した。 

○ 感染症予防ガイドラインに基づき、施設の実情を踏まえながら、来館者多数の場合

の入場制限、発熱チェック、マスク装着の徹底、消毒液の設置、アクリル板の設置、

事前予約制の導入、入館者の氏名・連絡先等の把握など感染防止対策を徹底した上で

再開した。 

 

 (２) 有効であった対応 ····················································  

  ① 県内感染者発生初期における感染拡大防止対策 

○ 感染拡大防止に向けて、県主催事業の自粛や中止・延期、貸館事業主催者の県方針

を踏まえた自主判断による対応(中止・延期等)により、施設に起因する感染の発生を

回避することができた。 

県内での患者確認以降 国の緊急事態宣言 国の緊急事態宣言解除後 

県主催事業 

3/3～15  自粛 

3/16～23 中止または  

延期 

※美術館の鑑賞は 3/16

～20 まで再開 3/24～31 

自粛 

4/1～7 中止・延期 

貸館事業 

3/3～4/7 主催者の自主

判断（4/1～ 実施の場

合は感染症予防措置を講

じる） 

4/8～ 美術館、ホール・

劇場、社会体育施設の休

館 

5/18～ 西播磨、但馬、

丹波地域所在の施設につ

いて、感染症防止対策を

整え順次開館 

5/22～ 美術館、ホー

ル・劇場について、感染

症防止対策を整え順次開

館 

1 
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○ 事業の中止・延期等にあたっては、指定管理者や関係団体と連携を図り、円滑な対

応を行うことができた。 

○ 各施設の対応状況を利用者にきめ細かく情報提供することにより、取組に対する理 

解と協力を得ることができた。 

 

  ② 緊急事態宣言を踏まえた感染拡大防止対策の強化 

〇 県立施設の指定管理者に対し、緊急事態宣言発令以前から自粛要請していたことか

ら、緊急事態宣言後の休業にあたって、スムーズに対応することができた。 

○ 緊急事態宣言を踏まえ、施設の休館措置により感染拡大防止対策を強化し、引き続

き、施設に起因する感染の発生を回避することができた。 

○ 休館措置や再開見込み等の施設情報を随時発信し、利用者の利便に配慮した。 

○ 感染症予防ガイドラインを踏まえた感染防止対策など、円滑な再開に向けた準備を

進めた。 

 

③ 緊急事態宣言解除後の再開にあたっての感染防止策 

○ 感染症予防ガイドラインに基づき、施設の実情を踏まえながら、事前予約制の導

入、来館者多数の場合の入場制限、サーモグラフィ、非接触型体温計などによる発熱

チェック、マスク装着の徹底、消毒液の設置、入館者の氏名・連絡先等の把握など感

染防止対策を徹底したことは、施設再開あたり有効であった。 

○ 舞台上、客席での飛沫の拡散状況を科学的に検証し、対応策の検討を行ったこと

で、安全に公演の再開ができた。 

○ 美術館・博物館では、消毒等に慎重に対応し、美術品等への影響を抑えることがで

きた。 

○ 各施設での取組状況を県民に周知することで、来場・鑑賞時の理解と協力を得るこ

とができた。 

 

④ 事業実施に係る判断 

○ 各施設では、県の対処方針を踏まえながら、県主催事業における出演・出展団体と

の調整、貸館事業主催者に対する県の対応状況の情報提供等を適切に行うことで、円

滑な事業運営を図ることができた。 

 

(３) 教訓及び今後の課題 ·················································  

  ① 休館休業期間・範囲の検討 

〇 施設の性格や県域をまたぐ往来の有無、屋外施設・屋内施設の形態の別を考慮した

休館休業範囲のルールづくりが必要である。 

〇 施設再開後の事業展開（イベント・講座再開）時期について、医療体制と連動させ

たルールづくりが必要である。加えて、県立施設で感染者が出た場合の休業手順等の

マニュアル化が必要である。 

〇 県と指定管理者間の協定書では、感染症による休業についての責任分担が定められ

ていなかったことから、未定の施設について、早期に定める必要がある。 

〇 休業の決定が休業日前日の夜や当日で、広報・周知が間に合わず、臨時休業とは知

らずに来館したケースがあった。急な休館を決定した際の広報のあり方について検討

が必要である。 

○ 公演・展示の中止に伴い、貸館事業主催者に対するキャンセル料の徴収・返金、主

催事業に係るチケット払戻の取扱について、事前にルール等準備が必要である。 
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  ② 感染症予防対策 

〇 感染拡大や新たな感染症に対して、医療体制と連動させた段階的な規制ルールと、

民間事業者への自粛要請との整合性を図ることが必要である。 

〇 消毒用薬品等の手配、調達、備蓄について、需要急増を見越した計画的な管理や供

給ルートを確保することが必要である。 

 

  ③ 休館中及び開館後の事業の展開 

   〇 再開の見通しが不明な中で、再開準備作業を計画的に進めることに苦慮した。来

館者の安全性を保ちつつ、満足感も得られるよう、映像等を活用した非接触型の解

説や、接触の少ない体験学習メニューの開発などの検討が必要である。 

 

  ④ 会場収容者数の制限による影響 

○ ガイドラインに沿った対応により、客席の収容者数が制約されており、実施予定公演

の中止、施設利用の低迷による利用料収入の減少、公演等主催者の収支の悪化等、運営

上の影響が生じている。 

なお、県では、県立施設キャンセル料の取扱にあたり、①９月利用予定分までにつ

いては全額免除、②令和３年３月末までの利用予定分のうち、利用申請日が令和２年

３月２日以前のものについては全額免除、利用申請日が令和２年３月３日以降のもの

については通常の取扱から 50％免除とするほか、県内ホールの利用料の 1/2 減免措置

（7～12 月開催の公演）、各種の芸術文化活動の展開支援による対策を実施している。 

○ 指定管理施設については、指定管理期間中に新型インフルエンザ等対策特別措置法

に基づく休業要請等による休業等の実施で生じた入館料等の減収分について、指定管

理料の見直しを行うこととしている。 
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１  県立都市公園 
 

(１) 県のとった対策 ······················································  

① 各施設及び駐車場の閉鎖 

〇 4/7 の緊急事態宣言後、屋内・屋外施設の使用を段階的に制限した。 

〇 4/25 から 5/6（大型連休中）の間、駐車場を閉鎖した。 

〇 4/25 から 5/22 まで、遊具の使用を禁止した。 

 

② イベントの中止等 

〇 イベントについて、緊急事態宣言中（4/7～5/21）は中止又は延期、緊急事態宣言解

除後も県対処方針の基準を満たすものを除いて中止又は延期した。 

〇 花見期間中に園内での飲酒の自粛を要請したほか、間隔を空けて花見場所の目印を

設けることによりグループ間の距離を確保した。 

〇 露店等について、3/20 から緊急事態宣言解除までの間は許可申請を受け付けず、緊

急事態宣言解除後は感染防止に関する条件を付して許可した。 

 

(２) 有効であった対応 ····················································  

  ① 総括 

○ 各対策により来園者数をコントロールするとともに、公園のＨＰ等により「３密」

回避等のための呼びかけを行うことで、「３密」を回避しながら公園機能を適切に発

揮することができた。 

○ 駐車場の閉鎖は、大型連休期間中の来園者の抑制に効果的であった。 

○ アンケート調査を行なったところ、イベント開催自粛について一定の理解を得られ

ていることが判明した。 

 

② 公園自体を閉鎖することなく感染防止のための利用制限を段階的に実施 

〇 コロナに対する政府や他府県の施策の動向も踏まえ、イベントの中止又は延期の要

請や駐車場閉鎖や遊具の使用禁止など、感染防止のための利用制限を段階的に実施す

ることにより来園者数をコントロールしたほか、公園のＨＰや園内での掲示・放送等

により「３密」回避等のための呼びかけを行うことで、「３密」を回避しながら、コ

ロナ禍におけるストレス解消や健康維持の場としての公園機能を適切に発揮すること

ができた。 
 
 〔有馬富士公園の利用者数〕 

時     期 Ｒ１年（人） Ｒ２年（人） 前年比 分    析 

緊急事態宣言前 
（3/1～4/6） 

885 1,116 126.1% 
ストレス解消や健康維持
の場として機能 

緊急事態宣言後 
  ～大型連休期間中 
（4/7～5/6） 

1,572 587 37.3% 
感染防止のための利用
制限により、利用者が減
少 

大型連休後 
（5/7～5/31） 

1,039 710 68.3% 
徐々に宣言前のレベル
に回復 

 
淡路景観園芸学校実施「位置情報ビッグデータを用いた利用実態調査」より 
調査手法：au(KDDI)スマートフォンの位置情報ビッグデータを活用 
データ提供：KDDI・技研商事インターナショナル「KDDI Location Analyzer」 

（au スマートフォンユーザーのうち個別同意を得たユーザーを対象に、個人を
特定できない処理を行って集計。以下同じ。） 

2 
 



 

132 

 

 

〔播磨中央公園の利用密度〕 

・ 播磨中央公園における今年４－５月期の利用密度は、昨年の同時期と比べて、

利用密度の高い赤色のエリアが減少、利用密度の低い緑色のエリアが増加。 

→ 利用者はあまり密集せずに公園を利用できていた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
淡路景観園芸学校実施「位置情報ビッグデータを用いた利用実態調査」より 

調査手法：au(KDDI)スマートフォンの位置情報ビッグデータを活用 
データ提供：KDDI・技研商事インターナショナル「KDDI Location Analyzer」 

 

〔舞子公園の利用密度〕 

・ 舞子公園では、調査期間中（5/1～6/14）、芝生広場の利用者数が最も多かった

5 月 24 日(日)の 16 時に、10 グループ（25 人）の利用が確認できた。グループ間

の距離は全て２ｍ以上確保できていた（同様の結果は、明石公園や淡路島公園で

も確認）。 

→ 利用グループ間の距離は２ｍ以上を確保できており「密接」な利用とはな

っていなかった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

淡路景観園芸学校実施「定点カメラを用いた利用実態調査」より 
調査手法：公園芝生広場に定点観測用カメラを設置 
5 月 1日から毎日 4回（10 時、12 時、14 時、16 時）写真撮影 
調査内容：撮影した写真内の利用者数を計測 

利用者数が最大となった日のグループ間の距離を計測 

 
 
 

2019 年 4-5 月（72,235 人） 2020 年 4-5 月（57,581 人） 

15 分以上滞在者の利用密度 

※■高密、■普通、■低密 ※メッシュサイズ：125m×125m 



 

133 

 

  ③ 駐車場の閉鎖 

〇 大型連休中（4/25～5/6）に駐車場を閉鎖したことにより、自動車での来園が多い公

園を中心に、前年の大型連休中と比較して来園者数が概ね８割以上減少など、利用者

数の抑制に効果があった。 
 

〔大型連休中の利用者数〕※駐車場が実際に閉鎖されていた 4/29～5/6 の期間を対象 

  Ｒ１年（人） Ｒ２年（人） 減少率 

明石公園 56,388 11,594 79.4％ 

播磨中央公園 11,218 1,862 83.4％ 

甲山森林公園 6,906 5,473 20.8％ 

尼崎の森中央緑地 4,834 1,875 61.2％ 

 
淡路景観園芸学校実施「位置情報ビッグデータを用いた利用実態調査」より 

調査手法：au(KDDI)スマートフォンの位置情報ビッグデータを活用 
データ提供：KDDI・技研商事インターナショナル「KDDI Location Analyzer」 

 

 （備考） 

・ 甲山森林公園は減少率が 20.8％と、他公園と比較して利用者数がさほど減少しな

かったのは、同公園が都市部に近く、健康維持等のため近隣から徒歩で訪れる来園

者が多かったと推察。 

・ 尼崎の森中央緑地も減少率が 61.2%と、他公園と比較してやや利用者数の減少率

が低かったのは、同公園が、大阪府など他府県からの公共交通による流入が多いこ

とが要因と推察。 

 

〔各公園利用者の居住地〕 

 

 

 

 

 

 

 
 

 淡路景観園芸学校実施「位置情報ビッグデータを用いた利用実態調査」より 
調査手法：au(KDDI)スマートフォンの位置情報ビッグデータを活用 
データ提供：KDDI・技研商事インターナショナル「KDDI Location Analyzer」 

 

  ④ 遊具等を介した感染拡大の防止 

〇 不特定多数が接触する遊具等を介した感染拡大が懸念されたことから、4/25 から

5/22 まで遊具を閉鎖したほか、緊急事態宣言後の屋内・屋外施設の使用の段階的制限、

来園者に対する手洗いやうがいの実施等の呼びかけなどにより感染拡大の防止を図っ

た。 

 

〔播磨中央公園における遊具の使用禁止に対する利用者の評価〕 

・ 遊具の使用を禁止することについては、緊急事態宣言前は否定的な評価であっ

たが、宣言後に肯定的な評価に変化。 

明石公園(%) 尼崎の森中央緑地(%) 甲山森林公園播磨中央公園(%) 

明石市

55.4

県内

(市外)

41.6

他府県

3.0

加東市

49.3

県内

(市外)

48.4

他府県 2.3

西宮市

65.8

県内

(市外)

28.8

他府県

5.4 尼崎市

33.6

県内(市外) 34.7

他府県

(大阪府な

ど) 31.7
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（宣言前）3/25，26         （宣言後）4/25 

 

 

 

 

 

             回答（２:非常に良い、１:良い、０:どちらでもない、-1:悪い、-２:非常に悪い）を数値化 

 
淡路景観園芸学校実施「来園者アンケート調査」より 
調査手法：来園者に対する直接対面方式によるアンケート調査 
対象者：3/25-26： 51 名、4/25：50 名 合計 101 名 

 

  ⑤ イベントの中止等 

〇 ３月初旬からの不特定多数の者が集うイベントの開催自粛の要請、花見期間中の園

内での飲酒自粛の要請のほか、3/20 から緊急事態宣言解除まで露店等の許可申請を受

け付けないなどの対応の結果、公園内における「３つの密」が回避できた。 

〇 なお、来園者に対して行ったアンケート結果では、「大規模イベントの中止・延期」

は緊急事態宣言前後ともに高い評価が得られており、また「小規模の集まりの中止・

延期」についても緊急事態宣言後は高い評価が得られている。 

 

 

〔明石公園におけるイベント中止に対する利用者の評価〕 

イベント 

規 模 

「非常に良い」と「良い」を合わせた割合 

緊急事態宣言前 緊急事態宣言後 

大規模 55.6% 84.6% 

小規模 15.9% 65.4% 

 
淡路景観園芸学校実施「来園者アンケート調査」より 

調査手法：来園者に対する直接対面方式によるアンケート調査 

対象者：3/25：63 名、4/26：52 名 合計 115 名 

 

(３) 教訓及び今後の課題 ·················································  

  ① 分散型公園利用の推進 

〇 利用実態調査の結果では、利用者はあまり密集せずに公園を利用できていたが、一

部のエリアでは利用者の集中が見られたことから、今後、利用密度の低いエリアの魅

力を高めたり、都市部の公園の夜間利用促進のための照明設備等の充実等を行なうな

ど、公園利用の空間的･時間的な分散を進める必要がある。 
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〔播磨中央公園の利用密度〕 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  ② 公園の利用方法等の変化への対応 

〇 来園者に対して行ったアンケートの結果、緊急事態宣言の前後を比べると、ピクニ

ックのような集団利用が減少した一方、散歩やウォーキングのような個人利用の増加

が見られたこと等を踏まえ、今後、「３つの密」を回避するために、ソーシャルディス

タンスを確保しながら「個人で楽しめるレクリエーション（＝セルフ・レクリエーシ

ョン（自然観察、ハイキング等））」に係るソフト開発とハード整備等を行なっていく

必要がある。 

 

〔明石公園における利用者意識の変化〕 

・ 緊急事態宣言後、ピクニックのような集団での利用が減少し、散歩のような個人

利用が増加。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

淡路景観園芸学校実施「来園者アンケート調査」より 
調査手法：来園者に対する直接対面方式によるアンケート調査 
対象者：3/25：63 名、4/26：52 名 合計 115 名 

 

  

15 分以上滞在者の利用密度 

※■高密、■普通、■低密  ※メッシュサイズ：125m×125m 

淡路景観園芸学校実施「位置情報ビッグデータを用いた利用実態調査」より
調査手法：au(KDDI)スマートフォンの位置情報ビッグデータを活用 
データ提供：KDDI・技研商事インターナショナル「KDDI Location Analyzer」 
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１  県立都市公園以外の県立公園等 
 

(１) 県のとった対策 ······················································  

① 県立都市公園以外の県立公園等の閉園の状況 

   あわじ花さじき     ４月 14日～５月 24 日 

   フラワーセンター    ４月14日～５月24日（5/18～24は屋外のみ入園無料で開園） 

   但馬牧場公園      ４月 14日～５月 17 日 

   六甲山ビジターセンター ４月 14日～５月 25 日 

   楽農生活センター    ４月 14日～５月 24 日 

   三木山森林公園     ４月 14日～５月 17 日 

   ふるさとの森公園    ４月 14日～５月 18 日 

 

② 利用者等への休業・再開等の周知 

   〇 休園当初は、知らずに来園する人もいたが、看板を多く設置、駐車場で係員を配置

し、来園者への休園の説明を行った他、ホームページやフェイスブック等で休園のお

知らせをするなどの対策により周知を徹底し、期間後半は、来訪者は大きく減少した。 

   〇 職員も在宅勤務で、少ない人数で苦情等電話対応に追われたが、最新情報と対応を

取りまとめたマニュアルを作成することで対応した。（ふるさとの森公園） 

   〇 5 月 18 日～24 日の間、温室やレストランを除き部分開園したが、入園料無料とした

ため来園者が急増し対応に苦慮した。（フラワーセンター） 

 

 (２) 有効であった対応 ····················································  

  ① 施設の休館 

   〇 公園、駐車場、レストラン等を 4/14 から一斉に休園等としたことで、感染症拡大防

止に一定の効果があった。 

   〇 県下全面休園とすることで、府県間や地域間の往来の縮減に繋がった。 

 

(３) 教訓及び今後の課題 ·················································  

  ① 再開時の対応方針の事前ルール化 

   〇 併設レストラン等に対し、営業自粛を要請する際の取り決めがないので、統一ルー

ルが必要である。 

   〇 再開時に、同一地域内の類似施設で、県立施設は開園、市町立・民間施設は休園継

続、とばらつきが見られたので、統一ルールが必要である。 

   〇 休園時、開園時における意思決定から実施までの期間が短く、施設側・来園者側と

もに混乱を生じたので、あらかじめマニュアルを作成する必要がある。 

   〇 施設再開の統一的な考え方や取るべき対策、備え付ける感染症対策物資の基準等を

事前にルール化しておく必要がある。 

 

  ② 感染症対策物資の確保 

   〇 再開時の感染防止対策（消毒液や体温計等の物資不足など）について、備蓄をする

必要がある。 

 

  

3 
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第８章 社会福祉施設 
 
 
１  高齢者施設・事業所の感染防止の取組(未発生時・小康期) 
 

(１) 県のとった対策 ······················································  

① 施設・事業所における感染拡大防止対策の推進 

○ 重症化しやすいとされている高齢者について、感染経路の遮断が重要との観点から、

イベント開催や不要不急の面会の中止、委託業者への対応等も含めた感染経路の遮断

への取組について、メール・ホームページにより施設等に対して周知し利用者の安全

確保体制に努めた。（R2.2.18～） 

○ 感染拡大に備え、当時、市場でひっ迫する衛生用品について事業所の保有状況や需

要見込みについて状況把握（R2.2.28～）を行い、必要な対応を検討した。 

○ 物資の円滑な確保手段が見通せない中、マスクについては当面、国が配布する布マ

スク（R2.3 月 1人 2 枚）で対応、アルコールについては国がメーカーに供給を要請

し、備蓄状況を踏まえて国から割り振られた量が優先的に供給されるスキームを活用

することとし、状況把握の結果を踏まえ在庫状況がひっ迫し優先度が高い施設等から

順次配布に着手した。（R2.4 月～） 

○ 施設内で感染の疑いがある者が発生した場合、施設内で一時的に分離し感染経路を

遮断するために必要となる個室化改修（R2.3 月～）や施設内での感染拡大を防止する

ための簡易陰圧装置等の設置（R2.4 月～）を支援した。 

○ 感染が疑われる者が発生した場合に、施設内で感染が広がらないよう、利用者・従

事者が利用する部分の消毒・洗浄経費を支援した。（R2.4 月～） 

○ 感染拡大に伴う業務負荷の増加や自宅待機等による職員の不足等が生じる恐れを踏

まえ、施設・事業所における職員の負担軽減や業務効率化のための ICT 等の導入経費

を支援した。（R2.4 月～） 

 

② 社会福祉施設等の介護職員等の確保支援 

○ 新型コロナ感染患者の発生に伴い、介護職員等が学校の臨時休業に伴い休暇を取得

する場合や感染者の発生により介護職員が濃厚接触者となり自宅待機となる場合が想

定されたことから、介護職員が不足する場合の法人間連携による応援の確保について

周知（R2.3.2～）するとともに、応援職員を派遣する場合に必要となる費用負担等に

対し支援する仕組みを構築した。（R2.3 月～） 

 

③ 事業所の継続支援・連携支援 

○ 通所系事業所が休業要請を受けた場合、利用者は自宅待機となるが、事業所等が利用

者の自宅を訪問するなどにより継続してサービス提供を行った場合や、休業した事業

所の利用者の受入れや、感染者が発生した施設等に対して応援職員の派遣を行った事

業所等に対し、対応に要するかかりまし経費等を支援した。（R2.3 月～） 
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④ 高齢者施設の対処方針 

（※緊急事態宣言期間 4/7～5/21） 

【施設運営】 

＜4 月 7日～＞ 

・ 高齢者、障害者など特に支援が必要な方々の居住や支援に係るすべての関係施設に

ついて、感染防止対策を厳重に徹底した上で、事業の継続を要請 

・ 通所・短期入所サービス利用者については、家庭での対応が可能な場合などは、可

能な限り利用の自粛を要請 

・ 通所・短期入所事業所において必要な場合には、代替サービスである訪問系サービ

スの利用を要請し、その提供が円滑に行われるよう事業者間の連携強化を要請 

＜7 月 9日～＞ 

・ 高齢者、障害者等の施設において、新型コロナウイルス患者が発生した場合の基 

本的対応方針を定め、施設内感染を防ぐための仕組みを整備する。また、新型コロナ

ウイルス感染者が発生し、職員が不足する施設向けに、協力施設等からの職員派遣等

の仕組みを整備 

 

【面会】 

＜4 月 7日～＞ 

・ 面会者からの感染を防ぐため、面会は緊急の場合を除き、中止すべきことを要請 

＜5 月 21 日～＞ 

・ 面会者からの感染を防ぐため、オンライン面会等を活用し、可能な限り直接対面 

を避けることを要請 

＜6 月 18 日～＞ 

・ 面会者からの感染を防ぐため、回数、人数の制限や感染防止対策を厳重に徹底した 

上での面会の実施及びオンライン面会等を活用することを要請 

＜7 月 23 日～＞ 

・ 面会者からの感染を防ぐため、オンライン面会等を活用し、可能な限り直接対面 

を避けることを要請 

＜7 月 29 日～＞ 

・ 面会者からの感染を防ぐため、オンライン面会等を活用し、直接対面を避けるこ 

とを要請 

 

【衛生物資】 

＜5 月 26 日～＞ 

・ 今後は、高齢者施設、障害者施設等において、概ね２ヶ月分のマスク、消毒液等の

使用量確保を図ったうえで、第２波に備え、さらに概ね２ヶ月分の使用量相当を県に

おいて保管 
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(２) 有効であった対応 ····················································  

  ① 感染防止の周知 

○ 重症化しやすいとされている高齢者については感染経路の遮断が重要との観点か

ら、従前から国が作成したマニュアルを基に施設等に即応したマニュアルを備えてい

るところもあったが、改めて高齢者施設・事業所に対し高齢者介護施設における感染

症対策について国がまとめた「高齢者介護施設における感染対策マニュアル（改訂

版）」や「新型コロナウイルスに関するＱ＆Ａ」による感染防止対策の徹底について

メール・ホームページにより周知し、利用者や家族・職員・管理者に対する施設・事

業所内での感染防止対策の取組を促し、施設等においてマニュアルを基に、対応指針

の周知や施設内消毒や感染経路遮断に取り組まれることで感染の拡大防止が図れた。

（R2.1.30～）。 

 

  ② 利用者の安全確保体制の構築 

○ 施設における感染防止対策を講じ利用者の安全確保を図るため、県看護協会と連携

し、衛生物資の使用方法、感染症予防の知識の共有等の研修を実施することで施設にお

ける感染の拡大防止の取組が徹底された。（施設職員向け R2.6.27:90 人、9.28:91 人

参加） 

 

③ 施設・事業所の状況把握体制の整備 

○ これまで県所管の全施設・事業所への連絡は、文書送付やホームページによる周知が

一般的であったが、メールアドレスの登録を呼びかけ情報提供を行う体制を整備した

ことにより、感染拡大防止対策等の情報を事業者に迅速かつ確実に届けることができ

るようになった。（R2.3 月～） 

 

  ④ マスク・消毒用アルコール等の需要調査 

○ 市場でひっ迫する衛生用品等の支援を、必要な事業所に優先して届けるためには状

況把握が必要となった。このため、衛生物資の備蓄状況や利用者のサービス利用状況等

について、メールや簡易申請システム等を活用し、リアルタイムに把握・集計する仕組

みを活用した。この集計システムによる調査結果を踏まえ、県に寄贈された用品を市町

を通じて必要度が高い事業者等に優先的に供給することができた。（R2.3 月～） 

 

⑤ 発生施設等への支援の仕組の円滑な運営 

○ 新型コロナ感染患者の発生に伴い介護職員が不足する場合の法人間連携による応援

の確保について周知するとともに、応援職員を派遣する場合に必要となる費用負担等

を支援した。（R2.3 月～）さらに、関係団体等の協力が得られたことにより「応援ス

キーム」として職員の応援が可能となる仕組みが構築できた。（R2.5.13～） 

○ 応援スキームによる対応が円滑に行われるよう実施要領を制定（R2.8.7）したこと

で、実際に応援を行う場合の事務手続きや具体的内容等が示され迅速に対応できる態

勢が整えられた。さらに、県看護協会の協力を得て、標準予防策や現場における感染

管理等、感染防止対策を講じつつ迅速かつ円滑な支援を行えるためのノウハウについ

ての研修機会を提供（R2.9 月～）したことで、応援が必要となった場合に迅速に対

応できる体制が構築できた。 
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⑤ 面会者からの感染防止 

○ 入所施設においては、面会者からの感染を防ぐため、面会は緊急の場合を除き中止し

たが、期間が長期に及んだことから、入所者が精神的に不安定になる、家族が不安を募

らせる等の事例が生じたことを踏まえ、オンライン面会等、直接対面を要しない面会方

法等の普及に向けて、取組事例の共有等に向けた情報提供（R2.7.8）を行った。併せて、

オンライン面会に必要なＩＣＴ機器の整備等を支援した（R2.8 月～）ことで、面会者

からの感染を防止するとともに、入所者等の面会のニーズにも対応できた。 

 

(３) 教訓及び今後の課題 ·················································  

① 感染拡大期に備えた状況把握体制の維持 

○ 迅速かつ確実に連絡できる体制を維持するためには、最新の連絡先の把握が必要で

ある。このため、新設施設・事業所の登録や登録済み事業所のメールアドレス変更等

を想定し、事業所の申請の手続きの機会等を捉えたメールアドレスの反映等により、

連絡が可能な体制の維持に努めていく。 

○ 県所管分については連絡先の登録を呼びかけ体制を整えた。政令市･中核市所管分

の施設等への情報共有や状況把握において、指定権限を有する市の連絡体制を構築中

で、一部にメール連絡が把握できてない等の課題が残ることから政令市･中核市と調

整を図っていく。 

 

② 施設内感染防止のための専門家派遣や相談体制の構築等 

○ 施設・事業所において、① 職員の新型コロナウイルス予防対策の理解（衛生物資

の使用方法の徹底、事業所内マニュアル等の整備等）、② 安全確保のための体制の整

備（個室管理場所の確保、導線分離、換気設備や防護資材の確保、シフトなど職員体

制の見直し等）、③ 感染疑いの者が発生した際の対応準備（検査受診のための搬送体

制、個室管理の手順、介護を提供する職員の調整・体調管理、家族等への説明等）を

徹底しておく必要があることから、県看護協会の協力のもと、施設・事業所への感染

症対策の専門家派遣の支援を行うとともに感染症対策に関する相談体制の構築を図っ

ていくほか、国から示されたチェックリスト（R2.7.31）の活用等により、施設等に

よる自主点検を併せて促していく。 
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１  高齢者施設・事業所の感染防止の取組(発生期) 

 

(１) 県のとった対策 ······················································  

① 施設等の状況把握 

○ 介護サービス事業所でクラスターが発生するなど感染が拡大する中、利用者や事業

所の影響等を把握するため、休業状況や収入状況等の調査を実施し、必要な支援につ

いて検討した。（R2.3 月～） 

 

② 感染疑い者の発生時の健康福祉事務所との連携 

○ 事業所で感染が疑われる者が発生したことを受け、健康福祉事務所に対し、保健所

と連携し、事業所に対し感染に関する情報共有・報告、消毒や疑われる者への対応等

の指導・助言を依頼するとともに、休業要請が想定される場合の代替サービス確保等、

利用者支援の観点での必要な対応の確保に備えるよう要請した。（R2.3.8） 

 

③ 施設等における感染拡大防止対策の徹底 

○ 事業所での感染発生を受け、施設・事業所等に対し、感染疑い者、濃厚接触疑い者

への対応、消毒、自宅待機要請と代替サービス確報等の留意点、休業要請が行われた

場合の利用者対応、報酬の臨時的な取扱、各種融資・助成金等の情報提供等を周知し、

発生時に適切な対応がとれるよう取組を促した。（R2.3.9） 

○ 施設等で発生した場合、保健所等の指示に従い消毒を実施するとともに、施設に残

った入所者への対応として、保健所の指示等に基づき濃厚接触者等感染の恐れがある

者とそれ以外の者の居室を分ける、対応する職員を分ける、ガウン・ゴーグルの着用

等の必要な防護措置を取る、など二次感染防止対策を行ったうえで対応した。 

 

④ 代替サービス実施に伴う関係団体への協力要請 

○ 通所サービス事業所の休業を受け、自宅待機に伴う在宅要介護者へのサービス提供

が困難になることが懸念されたことから、サービス提供に支障が出た場合の協力や関

係者の調整等について、県社会福祉協議会、県社会福祉事業団、県介護支援専門員協

会など関係機関に、代替サービスの提供に係る協力を要請するとともに、訪問事業所

に対しサービス提供依頼があった場合の協力を依頼した。（R2.3.13） 

 

⑤ 事業継続する事業所の感染防止の取組 

○ 緊急事態発令後も、通所・短期入所事業所は原則サービス提供を継続することが基

本とされたことから、事業所に対し、感染拡大防止の観点から家族等により支援が得

られる利用者に対し、本人の意向を踏まえた利用自粛への協力と代替サービス確保の

ための対応を要請した。 

  

2 
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【主な感染者発生施設の状況】 

発生月 施設類型 感染者 対応 

３月 通所リハ 職員、利用者 

事業所休止・代替

サービス提供等 

４月 有料老人ホーム 職員、利用者 

７月 通所介護 職員、利用者 

８月 

有料老人ホーム 
通所介護 
グループホーム 
特別養護老人ホーム 

職員、利用者 

９月 通所介護 職員、利用者 

 

⑥ 県立病院の病床確保 

○ 足腰が弱るなどリハビリが必要となる高齢者のため、兵庫県社会福祉事業団が運営

する県立リハビリテーション中央病院に 10 床確保した。 

 

(２) 有効であった対応 ····················································  

① 事業継続のための施設・事業所への衛生物資の供給 

○ サービス提供に必要となる消毒用アルコールについて、国の優先購入スキームを活

用して配布することで、施設・事業所の事業継続を支援した。（R2.3 月～） 

○ 需給がひっ迫し入手が難しかった使い捨てマスクについて、民間からの寄贈分を、

状況把握の結果を踏まえ、通所施設での感染者発生による自宅待機者への訪問サービ

ス提供等で不足が懸念されていた地域の訪問サービス事業所に配布することで、事業

所の事業継続を支援した。（R2.4 月～ 主に阪神間の訪問サービス事業所に配布） 

○ クラスター発生すれば、多くの濃厚接触者等に介護を提供する必要が生じるケース

が想定された。事業所等で防護資材の不足によるサービス提供への支障をさけるた

め、医療用ガウン、ゴーグル等の防護資材やサージカルマスク等の必要な衛生物資を

供給できるよう、県で備蓄し（R2.5 月～）、実際に感染者が発生し資材が不足した施

設からの要請を受け、資材提供を行い事業継続と施設内での感染防止を支援した。

（R2.8 月三木市の施設にガウン 50 枚、ゴーグル 10 個提供） 

 

② 事業継続のための支援の実施 

○ 入所施設等で感染者が発生した際の職員不足に対し、その施設等に他施設等の職員

による応援が可能となるよう、県老人福祉施設事業協会等の関係団体等と協議を重ね

（R2.3 月～）、あらかじめ登録した施設等の協力を得て応援職員を派遣するとともに、

派遣に際し必要なかかり増し経費や衛生物資等を提供する「応援スキーム」を構築し、

協力施設の募集を開始した。（R2.5.13～） 

○ 応援に協力できる施設等の登録について、県老人福祉施設事業協会等の関係団体の

協力を得るとともに、事業者に対しメールで直接登録を呼びかけるなどにより募集し、

一覧をとりまとめ公表した。（R2.9.28 現在 170 施設・事業所が登録） 
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③ 利用者の状況把握や代替サービス調整等 

○ 感染者発生に伴う自宅待機者等への介護サービスが円滑に確保できるよう、県介護支

援専門員協会等の協力を得て、利用者を担当する居宅介護支援事業所等が協力事業所を

活用した代替サービスを提供するとともに、その際必要となる衛生物資等を提供する

「応援スキーム」を構築し、運営した。（R2.5.13～） 

○ 応援に協力できる施設等の登録について、県老人福祉施設事業協会等の関係団体の

協力を得るとともに、事業者に対しメールで直接登録を呼びかけるなどにより募集し、

一覧をとりまとめ公表した。（R2.9.28 現在 170 施設・事業所が登録） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

144 

 

 (３) 教訓及び今後の課題 ················································  

① 入所施設の高齢者が感染した場合の対応 

○ 入所施設の高齢者が感染（感染の疑いが濃厚）した場合の対応について対応スキー

ムを整理し、発生した場合の事態に備えていく。 

○ 入所施設において感染者が発生した際、必要に応じて県備蓄の防護服等の衛生資材

を提供するとともに、濃厚接触者の検査結果が出るまでの間、居室や対応する職員等

を分けるなど、感染防止対策を徹底してサービスを提供することで、二次感染を防止

していく必要がある。 

○ 感染者発生によるクラスターの発生が懸念される場合には、濃厚接触者でなくとも

幅広く利用者、職員等関係者を対象としたＰＣＲ検査を実施していく。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 通所サービス事業所での集団感染発生時の対応 

○ 通所サービスで集団感染が発生した際は自宅で健康観察となるが、同居者がいる場

合は家族介護となる場合が多く、接触が多くなることから家族介護者の二次感染防止

のため、PCR 検査の迅速な実施が求められた。3月の感染発生初期の事例では、無症状

のため感染の有無が不明なまま健康観察を行う状況にあったが、現状では保健所等と

連携し、無症状者にも必要に応じ迅速に検査が実施されることでサービスの提供が受

けやすくなるなど、介護者の負担軽減等が図られている。 

○ 通所サービス事業者で感染者が発生した場合、事業所は休業することになり、利用

者には代替サービスが提供されることになる。通所事業所は通常、訪問を行っていな

いことから、直接訪問による代替サービスを提供する場合のノウハウを有しておら

ず、また、代替サービスを提供する事業者についても、訪問時の感染防止対策につい

てのノウハウを有していな場合も想定され、代替サービスの提供を行う事業者へのノ

ウハウ支援等が重要となることから、情報提供や研修の機会を提供する。 
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１  障害者施設の感染防止の取組（未発生時・小康期） 
 

(１) 県のとった対策 ······················································  

① 感染防止マニュアル・ガイドラインの周知 

〇 障害福祉施設・事業所に限定した国のガイドラインがないため、厚生労働省の感染防

止対策マニュアル（「保育所における感染症対策ガイドライン（2018 年改訂版）」及び

「高齢者介護施設における感染対策マニュアル改訂版」）など、サービス利用者や家族・

職員・管理者に対する感染防止対策をメール・ホームページにより周知し、施設等の実

態に合わせた感染防止対策が実施された（R2.1.30～）。 

 

② 利用者の安全確保体制の構築 

〇 感染の疑いのある利用者とその他の利用者の介護にあたっては、可能な限り、施設・

事業所内でのゾーニングや担当職員を分けるなどの対応を依頼した（R2.2.24～）。 

〇 感染の疑いがある利用者がいる場合で、個室が不足する場合には、同じ症状の人を

同室にするなどの対応をメール・ホームページにより施設等に対して周知し、施設内

で利用者の安全確保体制が確保された（R2.2.24～）。 

 

③ サービス提供の継続性確保 

〇 感染拡大防止の観点から、都道府県等の要請により休業している場合や、感染が確認

された地域で事業所での支援を避けることがやむを得ないと市町が判断する場合に、

国においてサービス提供を継続するための臨時的な取扱いとして、利用者の居宅等で

健康管理や相談支援等のできる限りのサービス提供を行ったと市町が認める場合に報

酬算定が可能とされ。このため、政令・中核市を含め県内市町に対してメール・ホーム

ページにより周知し、サービス提供の継続性確保を行った（R2.2.20～）。 

〇 利用者の居宅等への電話、訪問等の代替サービス提供方法について、通常と異なる支

援方法となるため、サービス提供の継続状況（休業状況調査）により、施設等に対して

定期的な状態把握を行うこととした（R2.3.6～）。 

〇 感染拡大防止のための特別支援学校等の臨時休業に伴い、放課後等デイサービス事

業所等について、原則開所するとともに開所時間を可能な限り長時間とするなどの対

応を依頼し、人員基準や定員を超過しての受入れなど柔軟な取扱いを認める旨を政令・

中核市を含め県内市町に対してメール・ホームページにより周知したことで、サービス

を希望する方の受入れ先が確保された（R2.2.27～）。また、利用時間が長くなることで

増加した利用者負担等について放課後等デイサービスへの支援事業により支援した。 

 

④ 関係機関との連携強化 

〇 今後の感染拡大に備え、県知的障害者施設協会及び県身体障害者支援施設協議会と

千葉県内の障害者支援施設でのクラスター発生事案を踏まえ、衛生資材の手配状況や

隔離スペースの確保、施設内感染が発生した場合のシミュレーション等を検討するな

ど、県としての基本的な対処方針を協議した（R2.4.2～）。 

〇 施設等での感染発生やクラスター発生時の具体的な対応事例を共有し、県内の感染

未発生施設等においても感染防止対策の備えをさらに強化するため、政令・中核市を

含む県内市町に対して、施設等における感染発生時の対応事例に関する情報提供を依

頼した（R2.8.12～）。 

 

 

３ 
 



 

146 

 

⑤ マスク・消毒用アルコール等の需要調査 

〇 感染拡大に備え、当時、市場でひっ迫する衛生用品について事業所の保有状況や需

要見込みについて状況把握（R2.3.13～）を行い、必要な対応を検討した。 

〇 物資の円滑な確保手段が見通せない中、マスクについては当面、国が配布する布マ

スクで対応することとし、アルコールについては国の優先供給のスキームを活用する

こととし、購入を希望する施設等への斡旋を行った（R2.3 末～）。 

 

 ⑥ 障害者施設の対処方針 

（※緊急事態宣言期間 4/7～5/21） 

【施設運営】 

＜4 月 7日～＞ 

・ 高齢者、障害者など特に支援が必要な方々の居住や支援に係るすべての関係施設

について、感染防止対策を厳重に徹底した上で、事業の継続を要請 

・ 通所・短期入所サービス利用者については、家庭での対応が可能な場合などは、

可能な限り利用の自粛を要請 

・ 通所・短期入所事業所において必要な場合には、代替サービスである訪問系サー

ビスの利用を要請し、その提供が円滑に行われるよう事業者間の連携強化を要請 

＜7 月 9日～＞ 

・ 高齢者、障害者等の施設において、新型コロナウイルス患者が発生した場合の基 

本的対応方針を定め、施設内感染を防ぐための仕組みを整備する。また、新型コロ

ナウイルス感染者が発生し、職員が不足する施設向けに、協力施設等からの職員派

遣等の仕組みを整備 

 

【面会】 

＜4 月 7日～＞ 

・ 面会者からの感染を防ぐため、面会は緊急の場合を除き、中止すべきことを要請 

＜5 月 21 日～＞ 

・ 面会者からの感染を防ぐため、オンライン面会等を活用し、可能な限り直接対面 

を避けることを要請 

＜6 月 18 日～＞ 

・ 面会者からの感染を防ぐため、回数、人数の制限や感染防止対策を厳重に徹底した 

上での面会の実施及びオンライン面会等を活用することを要請 

＜7 月 23 日～＞ 

・ 面会者からの感染を防ぐため、オンライン面会等を活用し、可能な限り直接対面 

を避けることを要請 

＜7 月 29 日～＞ 

・ 面会者からの感染を防ぐため、オンライン面会等を活用し、直接対面を避けるこ 

とを要請 

 

【衛生物資】 

＜5 月 26 日～＞ 

・ 今後は、高齢者施設、障害者施設等において、概ね２ヶ月分のマスク、消毒液等の

使用量確保を図ったうえで、第２波に備え、さらに概ね２ヶ月分の使用量相当を県に

おいて保管 

 

※P.133 の高齢者施設の 

対処方針に同じ 
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(２) 有効であった対応 ····················································  

① 感染防止対策の周知 

〇 障害福祉施設・事業所に対して、早期に厚生労働省の感染防止対策マニュアル・ガイ

ドライン等を周知することにより、職員の検温の実施、施設内でのゾーニングなど必要

な対応について適宜、注意喚起することができた。 
 

② 関係機関との連携による具体的対策の検討 

〇 衛生資材の手配状況や隔離スペースの確保、施設内感染が発生した場合のシミュレ

ーション等について、関係機関（施設協会等）との協議を早期に開始できたことにより、

その後の職員派遣協力体制の構築や衛生資材確保に向けて、より具体的な調整を行う

ことができた。 
 

(３) 教訓及び今後の課題 ·················································  

① 感染拡大期に備えた関係機関との調整 

〇 感染発生時に備えた応援職員派遣体制や、クラスター発生時に施設内でゾーニング

ができない場合の未感染者等の臨時受入施設の確保について、県知的障害者施設協会

や県身体障害者支援施設協議会と検討を行い、通所部門を活用した臨時受入施設の対

応について、関係者との協議を進めた。 

〇 感染拡大期でも直接対面でない形でスムーズな情報交換ができるように、今後はテ

レビ会議システム等のオンラインツールを活用するなど、フェーズに応じて関係機関

との適切な情報交換が行えるよう調整を図っていく。 

 

② 衛生資材の確保 

○ 防護服、フェイスシールドについては、医療現場優先であり、市場での入手が容易

ではなかったため、複数の業者と交渉し、確保に向けた取組を進めていく必要がある。 
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１  障害者施設の感染防止の取組（発生期） 
 

(１) 県のとった対策 ······················································  

① 施設等の状況把握 

〇 障害福祉施設・事業所における休業状況・収入影響調査を実施し、国に定期的に報

告するとともに、今後の必要な支援を検討した（R2.3.6～）。 

 

【主な感染発生施設の状況】 

発生月 施設類型 感染者 対応 

４月 就労継続支援、生活介護等 利用者・職員 

事業所休止・代替サービス

提供等 

７月 生活介護等 利用者・職員 

８月 施設入所支援等 利用者・職員 

９月 共同生活援助等 利用者・職員 

 

②  利用者の状況や代替サービス調整等についての関係機関との調整 

〇 通所サービスの利用自粛等に伴い、在宅における代替サービス提供等が必要となる

ため、各市町において円滑なサービスが提供されるように、代替サービスを提供する

ことで報酬算定を可能とする介護報酬の臨時的取扱についての厚生労働省通知を各市

町へメール・ホームページにより周知し、在宅での代替サービスが確保された（R2.2.20

～）。 

○ 利用者の居宅等への電話、訪問等の代替サービス提供方法について、通常と異なる支

援方法となるため、サービス提供の継続状況（休業調査）により、施設等に対して定期

的な状態把握を行うこととした（R2.3.6～）。 

○ サービスの利用を自粛している障害児者に対して、相談支援専門員と連携して、居宅

介護等の訪問サービスの円滑な利用が図れるよう、各市町にメール・ホームページによ

り支援を依頼した（R2.4.7～）。 

 

③  福祉サービス提供等にかかる協力体制の構築 

○ 政令・中核市を含む市町・関係機関と連携した協力体制を構築するため、感染発生

施設等への応援職員派遣に協力する施設等を市町・関係団体を通じて募集した

（R2.5.22～）。 

〇 障害者施設等において、自宅待機等で施設等職員が一時的に不足する場合のサービ

ス提供継続や一時受入施設等での支援を可能とするよう、県知的障害者施設協会及び

県身体障害者支援施設協議会と連携し、政令・中核市を含む全県での応援職員派遣体

制の構築に向けて、協力事業者を募集した（R2.5.22～）  

   ○ 社会福祉施設等の介護職員等が感染等により、休暇を取得せざるを得ない場合にお

ける応援職員の派遣旅費等を社会福祉施設等代替職員確保の支援事業により補助する

こととした(R2.3 月～)。 

 

④  サービス提供のための支援 

   〇 休業要請を受けた事業所や感染者等に対応した事業所等が継続してサービス提供

を行った場合や、休業事業所・感染者発生事業所の利用者の受入れや応援職員の派遣

を行った場合に必要となるかかりまし経費等を支援することとした（R2.4～）。 

〇 特別支援学校の臨時休業に伴い増加する放課後等デイサービスの利用者負担等を

支援した（R2.3 月～）。 

４ 
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⑤ 施設等における感染拡大防止対策の推進 

〇 感染の疑いのある利用者とその他の利用者の介護にあたっては、可能な限り、施設・ 

事業所内でのゾーニングや個室化への改修、担当職員を分けるなどの対応の徹底を依 

頼するため、施設等に対してメール・ホームページにより通知し、施設等の実態に合わ

せた感染防止対策が実施された（R2.2.24～）。 

〇 施設等での集団発生防止のため、利用者の体調管理や家族等の面会の制限、職員の

体調管理・感染防止対策等の感染防止策を徹底するよう施設等にメール・ホームペー

ジ等により周知し、施設等の実態に合わせた感染防止対策が実施された（R2.3.30～）。 

〇 通所・短期入所事業所は原則サービス提供を継続することを基本としつつ、感染防

止のため、家族等の支援が得られる場合等については、利用自粛について協力を要請

する旨をメール・ホームページにより事業所等に周知し、利用者の実情に合わせた感

染防止対策が実施された（R2.4.7～）。 

〇 マスク、手袋、ガウン等防護服の着脱方法について、施設協会を通じ、施設等に周

知したことで、職員の感染防止対策についての指導・助言がされた（R2.4.21～）。 

〇 障害児者施設における面会制限など、感染防止対策の徹底を要請するとともに、利

用者や家族へのこころのケアが懸念されたことから、施設においてオンライン面会等

の代替策を講じるよう施設等に対してメール・ホームページにより依頼した（R2.5.26

～） 

〇 事業継続する施設等に対して、マスクの配布・消毒用アルコール等衛生用品の配布・

購入斡旋等を実施した（R2.3 月末～）。また、濃厚接触者等への支援を実施する場合を

想定したサージカルマスクや防護服等の備蓄を実施した（R2.4 月～）。 

〇 感染の疑いのある者を隔離するための個室化改修経費を支援した（R2.3 月～）。 

〇 施設入所者の一時的な受け皿（避難施設）の整備支援制度を設けた （R2.4 月～）。 

 

 

〇 モデル事業所における感染拡大防止(オンライン面会等に必要な環境整備)や生産性

向上のための ICT 導入経費を支援した（R2.4 月～）。 
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(２) 有効であった対応 ·····················································  

  ① 事業継続する施設等の感染防止の取組の支援 

   〇 障害福祉施設・事業所に向けて、発生時の対応策の想定や感染拡大防止策の徹底、

入所施設の面会制限及びオンライン面会の活用、通所・短期入所事業所について必要

なサービス提供を継続しつつ可能な場合の利用自粛への協力依頼など、感染拡大防止

にための取組みについて、適宜・迅速に注意喚起することができた。 

〇 事業継続する施設等に対して、マスク・消毒用アルコール等衛生用品の配布・購入

斡旋等により支援するとともに、濃厚接触者等への支援を実施する場合を想定したサ

ージカルマスクや防護服等の備蓄を行うことができた。 

 

② 職員確保体制の構築 

〇 県知的障害者施設協会及び県身体障害者支援施設協議会は県の要請に基づき協力事

業者（施設）と調整を行い、応援職員を確保する「応援スキーム」を構築し、運営に

向けた調整が整った。 

 

 

 

○ 在宅の濃厚接触者等への代替サービスが円滑に確保できるよう、相談支援専門員の

協力を得て、協力施設等を活用した代替サービスの提供とその際必要となる衛生資材

等を提供する「応援スキーム」を構築し、運営に向けた調整が整った。 
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 (３) 教訓及び今後の課題 ················································  

① 知的障害者等の感染時の対応 

〇 知的障害者等、本人が感染（感染の疑いが濃厚）した場合の対応について検討を

行った。特に本人が感染等した場合において、障害特性へ配慮する環境が必要とな

るため、県知的障害者施設協会等と協議を重ね、知的障害等のため、他者の介助を

要する者が感染した場合の対応スキームを整理した（R2.6.29 付記者発表）。 

  今後は対応スキームが円滑に機能できるよう関係者との具体的な調整を継続して

いく。 
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  ② 集団感染発生時の対応と他施設への臨時入所等の仕組 

〇 集団感染発生に備えて、感染拡大防止のための臨時入所等を想定した受入施設の確

保について、関係団体との継続調整を行う。 

〇 施設内での集団感染発生に備えて、施設内ゾーニングや防護服の着脱など施設にお

ける感染症対応力の向上に取り組む（※R2.7.3 付メールにおいて、防護服の着脱など

感染症対応に関する動画 URL を周知）。 

〇 知的障害者等の介助者が感染した場合、在宅での生活の継続は困難となるため、一

時的に受入施設の調整・整備を行う。また、一時受入施設等で勤務する職員に対して、

感染症の基本的な知識や防護服の取扱等、現場で迅速かつ円滑な支援が行えるための

ノウハウについて研修の機会を設けるとともに、県に感染対策の相談窓口を設ける。 

 

 
 

③ 発生施設等への支援の仕組の円滑な運営 

〇 感染発生施設に対して、応援職員の派遣や迅速な衛生用品の供給など必要な支援が

行われるように、関係団体との連携・調整を進める。 

○ 感染発生施設の職員や家族等へのこころのケアについて検討が必要である。 
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１  保育所の事業継続（特別保育等） 
 

(１) 県のとった対策 ·······················································  

① 保育の継続に向けた取り組み 

〇 平成 21 年の新型インフルエンザの感染が県内で確認された際は、感染が確認された

学区単位で保育所の臨時休業を１週間要請した。また、その後に策定した新型インフル

エンザ行動計画においては、対策レベル３（3段階中最上）で、臨時休業の要請及び医

療従事者やライフライン関係者等のため自所で小規模の保育を行う等保育を確保する

こととしている。 

〇 今回の新型コロナウイルス感染症の対応では、働く女性の増加等により保育所等の

ニーズが増加していることや子どもの重症化事例がほとんどないこと等から感染の予

防に留意したうえで、原則開所するよう市町へ要請した。 

（令和 2年 2月 28 日付「新型コロナウイルス感染症防止のための学校の臨時休業に

関連しての保育所・放課後児童クラブ等の対応について」） 

〇 令和 2年 2月 27 日付けの国通知により、①保育所等の利用者負担額については、市

町が、保護者等に登園自粛を要請し、保護者等が同意し登園自粛をした場合や休園した

際に、その利用者負担額を日割り計算により減免すること、②減免した利用者負担分に

ついては、保育所等に対して通常どおり施設型給費等により給付すること、③休園した

保育所等については、保育の実施が継続されているものとして、通常通り施設型給付費

等支給されることが示されたため、市町に対し適切に対応するよう指導し、利用者、保

育所等双方の負担軽減を図った。 

（令和 2年 2月 27 日付内閣府・文部科学省・厚生労働省通知「新型コロナウイルス感

染症により保育所等が臨時休園等した場合の「利用者負担額」及び「子育てのための施

設等利用給付」等の取扱いについて」） 

〇 ３密を避けることが困難な保育所等におけるクラスター発生や感染拡大を防止する

観点から、家庭で保育が可能な利用者には登園の自粛を促し、保育の規模を縮小して

事業を継続して実施するよう市町あて要請した。 

 

② 感染拡大防止対策の徹底 

〇 新型コロナウイルス感染症にかかる情報提供や感染症対策ガイドラインを再周知

し、保育所等における感染症対策の徹底を指導した。 

〇 感染拡大により、当初、市場でのマスクや消毒薬等衛生物資の流通不足により、

保育所等でも衛生物資が不足したが、マスクについては、市町の備蓄放出や国から

の布マスクの配布（令和 2年 3月(職員一人 1枚)、6月(同 2枚)、8月(同 4枚、希

望施設のみ)）、消毒薬については、国のアルコール優先供給スキームを活用するこ

とで対応できた。 

〇 3、4、6 月の国補正予算に基づく補助制度を活用し、感染症対策徹底のために必要

となる衛生物資等感染症対策用品の購入経費補助等を実施した。 

 

③ 保育の提供の適切な縮小の要請（特別保育等） 

〇 新型コロナウイルス感染者が増加し、令和 2年 4月 7日に本県に緊急事態宣言が発

令されたが、新型コロナウイルス感染症対応のための医療体制や社会的機能を維持す

る必要があること等から、感染対策を徹底した上で保育所等の事業継続を市町に要請

し、クラスター発生や感染拡大の防止に努めた。 

 

５ 
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④ 感染者が発生した際の対応 

〇 感染者が発生した施設については、市町及び所管の健康福祉事務所からの連絡によ

り把握し、その後も随時、情報収集・共有を図り情報把握に努めた。 

〇 感染者が発生し休園した施設では、家庭保育に頼らざるを得ない状況となり利用者

の負担が増加したことから、電話相談や園だよりの発行等により保育支援を行った。 

〇 感染者が発生した施設でのＰＣＲ検査の実施状況は、当初は、濃厚接触者に限定し

て検査を行い、その中で陽性者が出れば、またその濃厚接触者を特定し検査していた

こと等から、休園期間が 2週間程度となっていたが、検査体制が強化されたことに伴

い、濃厚接触者以外も幅広く検査するようになったことから、検査結果が判明するま

での 3日間程度を休園し、その間に園舎の消毒作業を行い再開することができ、保育

の提供再開までの期間が短縮された。 
 

【主な感染者発生施設の休園状況】 

発生月 施設類型 感染者 休園期間 

３月 幼保連携型認定こども園 職員 11 日間 

４月 保育所 職員 22 日間 

７月 幼保連携型認定こども園 職員 4 日間 

９月 幼保連携型認定こども園 職員 1 日間 

 

⑤ 保育相談支援 

〇 保護者や保育士等からの保育に関する問い合わせや相談は、保育の実施主体であり

住民にとってより身近な市町の保育担当窓口で対応した。 

〇 広域的な事案や身近であるが故に市町への相談がためらわれる相談等は、県が設置

する「認定こども園･保育所等ホットライン（＃７３５０）」へ相談が寄せられた。 

特に、県内で感染者が最初に確認された 3 月から緊急事態宣言が解除された 5 月の

間は、相談を受けた 78 件のうち 55 件が新型コロナウイルス感染症関連と多く、相談

件数の約 7割を占めた。 
 
【認定こども園・保育所等ホットライン相談受付件数】    （単位:件） 

期  間 相談受付件数 うち新型コロナウイルス関連 

令和２年１月～９月 １４８ ６３ 

うち３月～５月 ７８ ５５ 

〇 各施設においては、登園自粛中の子どもや保護者に対し、電話による状況確認や育児

相談、園通信・園だより等により登園自粛中の保育支援を継続するよう市町を通じて依

頼した。 

 

⑥ 保育所等の対処方針 

（※緊急事態宣言期間 4/7～5/21） 

＜4 月 7日～＞ 

・ 感染防止対策を厳重に徹底した上で、原則として、保育サービス等の事業の継続

を要請 

・ 利用者には、家庭での対応が可能な場合には、可能な限り利用の自粛を要請 

・ 保育所においては、電話での育児・健康相談等を実施して在宅での保育の支援を

要請 

＜5 月 26 日～＞ 

・ 感染防止対策を厳重に徹底した上で、事業実施を要請 
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(２) 有効であった対応 ····················································  

① 保育の継続のための登園自粛への支援 

〇 ２月に利用者負担額の減免及び保育所等への施設型給付費の通常通りの給付に関す

る方針が早期に示されたことにより、利用者側は登園自粛に協力しやすくなり、保育

所側は経費面での心配をすることなく、規模を縮小する等感染症対策をしながら保育

の必要な者へ保育の提供を継続できた。 

 

② 保育の提供の適切な縮小（特別保育等） 

〇 緊急事態宣言発令後の県対処方針を受け、クラスター発生や感染拡大防止を図るた

め、4月 14 日に神戸市が医療従事者や警察、消防、介護等社会機能を維持するために

就業を継続することが必要な者の子ども等に限定して受け入れる保育（特別保育）を

始め、その後、阪神地域等の感染者数が多い市を中心に県下 12 市において同様に実施

される等、保育の規模を縮小して事業が継続された。 

〇 保育の規模の縮小により、子ども同士の３密回避や子ども、保護者、保育士等の接

触者数の減少による感染リスクの低減が図られ、また、消毒作業や体温チェック等感

染症予防のために増大した業務に疲弊する保育士等の負担の軽減にも繋がった。 

 

【職種等を限定した受入(特別保育等)の実施状況】 

 

 

③ 感染者が発生した際の迅速な対応 

〇 感染者が発生した施設では、感染を確認した日に速やかに保護者に迎えを依頼、翌

日からの休園を決定するなど迅速に対応したことは、クラスターの発生や保育施設を

介した感染症拡大防止に一定の効果があった。 

 

④ ３密回避・感染症予防に配慮した保育等の実施 

〇 保育所等において密集・密接が避けられないため、手洗いや手指消毒等の接触感染

対策や、マスク着用、少人数に分けての保育や外遊び時間の増加、給食や午睡時等の

園児の間隔や配置を見直す等飛沫感染対策、こまめな換気等可能な限りの対策を実施

している。 

 

⑤  集団感染を防ぐための取り組み 

    〇 感染予防対策の徹底により、保育所等における感染者の発生は、３～５月の間、保

育所１カ所、認定こども園１カ所の計２カ所で、両施設ともに子どもへの感染はなか

った。通常保育を再開した６月以降は、感染者は発生しているが、家庭内感染による

ものがほとんどであり、クラスターは発生していない。 

市　名

神戸市 4/14

尼崎市 5/22

芦屋市 5/23

伊丹市 5/24

加古川市 5/30

姫路市 5/24

宝塚市、三木市 5/31

明石市 4/18

西宮市 4/20

三田市 4/22 5/23

4/7緊急事態宣言 5/21緊急事態宣言解除

　　（※川西市は、全部休園のうえ保育の必要な者への提供は継続）

5/31

4/16

4/17

5/24
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 (３) 教訓及び今後の課題 ················································  

  ① 保育所職員への支援 

〇 感染リスクを抱えながら社会機能を維持するために勤務する職員への支援のため、

マスクや消毒薬等衛生物資の優先支給や市町における保育者等の心のケアや感染症専

門家による相談窓口の設置、感染症に関する研修の開催等への支援を行っていく。 

〇 国の慰労金について、一般的に子どもは高齢者等に比べて重症化リスクが低いこと

から保育所等の職員は対象外となっているが、県では、感染者が発生した施設の職員

は相当程度心身に負担がかかる中で強い使命感をもって業務に従事したことから慰

労金を支給した。保育所等の職員への慰労金の支給について、対象と認められるよう

国に要望していく。 

 

  ② 感染症発生に備えた衛生物資の確保 

〇 平常時からマスクや消毒薬等の衛生物資の確保・備蓄等を行い、非常時に備えた対

策を講じるよう、市町を通じて施設へ働きかけていく。 

 

③ ３密回避・感染症予防に配慮した保育等の実施 

   〇 保育所等において密集・密接が避けられないため、手洗いや手指消毒等の接触感染

対策や、マスク着用、少人数に分けての保育や外遊び時間の増加、給食や午睡時等の

園児の間隔や配置を見直す等飛沫感染対策、こまめな換気等可能な限りの対策が重要

であることから、今後も感染症予防に配慮した保育の実施を様々な機会を通じて働き

かけていく。 

 

④ 保育所等の協力体制の構築 

   〇 保育所等での新型コロナ感染症発生時においても、円滑な保育の提供がなされるよ

う、保育士等の感染者が発生した保育所・認定こども園への応援職員派遣に協力する

施設を募集し、県内各市町や関係機関と連携して協力体制を構築する。 
 

【協力体制イメージ】 
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１  放課後児童クラブ 
 

(１) 県のとった対策 ······················································  

① 学校臨時休業中の子どもの居場所確保に向けた取組 

〇 感染のリスクを予防する観点から春休みの前段階として小学校等に臨時休業が要請

されたことに伴い、共働き家庭など留守家庭の小学生、特に小学校低学年の子どもは

留守番をすることが困難な場合があることから、子どもたちが安心して過ごせる居場

所を早急に確保する必要が生じた。 

〇 そのため本県では、令和２年２月 27日付けの厚生労働省通知に基づき放課後児童ク

ラブについては感染の予防に留意した上で原則開所するよう市町へ指導するとともに、

開所時間についても長期休暇等における時間（原則、１日につき８時間）に準じた取

り扱いとするなど可能な限り柔軟な対応を求めた。 

（令和２年２月 27 日付け「新型コロナウイルス感染症防止のための学校の臨時休業に

関連しての保育所等の対応について」） 

〇 放課後児童クラブは放課後児童支援員等を支援（クラス）の単位ごとに２人以上配

置することが要件となっている。 

人的体制を確保する観点から、①教職員が放課後児童クラブにおける学習指導や生

徒指導等に関する業務に携わることが可能であること、②開所にかかる追加費用は内

閣府の補助対象予定であること、③放課後児童クラブの密集性を回避し感染を防止す

ること等から積極的に学校施設の活用を推進することなどを速やかに市町へ周知して、

子どもの居場所確保に向けた適切な取組を推進した。 

〇 ６月の国補正予算に基づく補助制度を活用し、小学校の臨時休業に伴い、午前中か

ら開所等を行うための追加経費を支援するとともに、放課後児童クラブを臨時休業さ

せた場合、市町が保護者へ返却する日割り利用料についても補助を実施している。  

   

  ② 感染防止対策の徹底指導 

〇 新型コロナウイルス感染症にかかる情報提供や感染症対策ガイドラインを再周知し、

放課後児童クラブにおける感染症予防対策の徹底を指導した。 

〇 感染拡大により当初、市場でのマスクや消毒薬等衛生物資の流通不足により、放課

後児童クラブでも衛生物資が不足したが、マスクについては、市町の備蓄放出や国か

らの布マスクの配布（令和２年３月(職員１人１枚)、６月(同２枚)、８月(同４枚、希

望施設のみ)）、消毒液については、国のアルコール優先供給スキームを活用し対応で

きた。 

〇 ３、４、６月の国補正予算に基づく補助制度を活用し、感染症対策徹底のために必

要となる衛生物資等感染症対策用品の購入経費補助等を実施した。 

 

  ③ 育成支援の提供の適切な縮小の要請 

〇 新型コロナウイルス感染者が増加し、令和２年４月７日に本県に緊急事態宣言が発

令されたが、新型コロナウイルス感染症対応のための医療体制や社会的機能を維持す

る必要があること等から、感染防止対策を厳重に徹底した上で放課後児童クラブの運

営継続を市町へ要請し、クラスター発生や感染拡大の防止に努めた。 

〇 同時に、感染予防のため、市町や事業者が行う利用決定では医療従事者や警察、消

防、介護等社会の機能を維持するために就業を継続することが必要な保護者の子ども

等地域の実情に応じて優先利用を決め、適切に人数を縮小するよう市町へ指導した。 

 

６ 
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④ 放課後児童クラブの対処方針 

（※緊急事態宣言期間 4/7～5/21） 

＜4 月 7日～＞ 

・感染防止対策を厳重に徹底した上で、原則として、放課後児童クラブの事業の継

続を要請 

・利用者には、家庭での対応が可能な場合には、可能な限り利用の自粛を要請 

  ＜5月 26 日～＞ 

・感染防止対策を厳重に徹底した上で、放課後児童クラブの事業実施を要請 

 

(２) 有効であった対応 ····················································  

① 学校臨時休業中の子どもの居場所確保 

○ 小学校の臨時休業要請時（令和２年２月 28日）に行った県調査では、30 市町が長期

休暇時に準じて開所、２市が長期休暇時に比べ開所時間は短いものの午前から開所、

６市が小学校の預かりにより午前から子どもたちを受入れる体制をとるなど、子ども

の居場所を確保した。 

○ 緊急事態宣言発令後（令和２年４月７日）においても、32 市町が終日放課後児童ク

ラブで、７市町が午前中は小学校、午後は放課後児童クラブで子どもたちを受入れ、

２市では小学校で支援の必要な子どもの預かりを行い、子どもの居場所を確保するこ

とができた。 

 

緊急事態宣言発令中の状況

 

   ※規模の縮小･･･医療従事者等社会の機能を維持するために就業を継続することが必要な

保護者の子どもや、低学年、ひとり親家庭の児童等の優先利用を決めて

受入れることで、人数を縮小すること 

 

② ３密回避・感染症予防に配慮した育成支援の実施 

○ 放課後児童クラブにおいて密集・密接が避けられないため、手洗いや手指消毒等の

接触感染対策や、マスク着用、少人数対応や外遊び時間の増加、学習や昼食時の児童

の間隔を見直しする等飛沫感染対策、登園前後の検温やこまめな換気等可能な限りの

対策を実施している。 

 

 

 

合計

39

16洲本市、相生市、赤穂市、西脇市、丹波篠山市、

南あわじ市、朝来市、淡路市、たつの市、播磨町、
福崎町、神河町、上郡町、新温泉町

加古川市、小野市

終日クラブにて預かり
午前中は学校

午後はクラブにて預かり

規模を縮小して
クラブを開所

18 5

合計 41

(単位：市町)

小計 32 7

終日クラブを休所
(終日学校にて預かり)

2
2

西宮市､川西市

23
神戸市、姫路市、明石市、芦屋市、伊丹市、宝塚市、

高砂市、加西市、養父市、丹波市、宍粟市、
加東市、猪名川町、多可町、市川町、太子町、

佐用町、香美町

尼崎市、豊岡市、三木市、三田市、
稲美町

規模を縮小せずに
クラブを開所

14 2

※
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③ 優先利用による育成支援の適切な縮小と感染リスク低減 

 ○ 緊急事態宣言発令後の県対処方針を受け、クラスター発生や感染拡大防止を図るた

め、地域の実情に応じ 23 市町において感染予防のため育成支援の規模縮小が行われ

た。 

○ 育成支援の縮小により、子ども同士の３密回避や、接触者数の減少による感染リス

クが低減されたほか、消毒作業や体温チェック等感染症予防のために業務が増大した

放課後児童支援員等の負担の軽減にも繋がった。 

○ 医療従事者等社会の機能を維持するために就業を継続することが必要な者の子ども

や低学年の児童を優先するなど、地域の実情に応じた利用調整が市町において行われ、

必要性のより高い利用者に対する支援が行われた。 

 

④  集団感染を防ぐための取り組み 

   〇 感染予防対策の徹底や、優先利用により受入れ人数を縮小したこと等により、３～

６月の間、放課後児童クラブでは、新型コロナウイルス感染者は発生しなかった。７

月以降は、支援員や子どもの感染者が発生しているが、放課後児童クラブ以外からの

感染がほとんどであり、クラスターは発生していない。 

 

(３) 教訓及び今後の課題 ·················································  

  ① 放課後児童クラブ職員への支援 

○ 感染リスクを抱えながら社会機能を維持するために勤務する職員への支援のため、

マスクや消毒薬等衛生物資の優先支給や市町における職員等の心のケアや感染症専門

家による相談窓口の設置、感染症に関する研修の開催等への支援を行っていく。 

○  国の慰労金について、一般的に子どもは高齢者等に比べて重症化リスクが低いこと

から放課後児童クラブの職員は対象外となっているが、県では、感染者が発生した施設

の職員は相当程度心身に負担がかかる中で強い使命感をもって業務に従事したことか

ら慰労金の対象とした（放課後児童クラブにおける感染の発生は無かったため支給実

績無し）。放課後児童クラブの職員への慰労金の支給について、対象と認められるよう

国に要望していく。 

 

  ② 感染症発生に備えた衛生物資の確保等 

〇 平常時からマスクや消毒薬等の衛生用品の確保・備蓄等を行い、非常時に備えた対

策を実施するよう市町を通じて放課後児童クラブへ働きかけていく。 

 

③ ３密回避・感染症予防に配慮した育成支援の充実 

〇 放課後児童クラブにおいて密集・密接が避けられないため、手洗いや手指消毒等の

接触感染対策や、マスク着用、少人数対応や外遊び時間の増加、学習や昼食時の児童

の間隔を見直しする等飛沫感染対策、登園前後の検温やこまめな換気等可能な限りの

対策が重要であることから、今後も感染症予防に配慮した育成支援の実施を様々な機

会を通じて働きかけていく。 

〇 感染症予防の観点から、少人数で過ごすためにクラスを新設する必要経費を補助す

る事業について、市町で十分活用されなかった。活用を阻害した要因の一つに人材確

保の難しさがあったことから、平常時からより一層の人材育成と確保を図る。 
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④ 地域の子育て支援事業・体制のさらなる活用 

〇 放課後児童クラブの代替措置として子育て援助活動支援事業（ファミリー・サポー

ト・センター事業）、ベビーシッター等はあるが、感染の不安から利用控えやサービス

提供控えがあったことなどから積極的な利用はみられなかった。 

このため、ＰＣＲ検査の実施等により利用することへの不安を払拭し、家庭で一人

過ごす子どもたちへのサポート等に向けた地域の子育て支援体制のさらなる活用を図

っていく。 
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１  一時保護所サテライトの運営 
 

(１) 県のとった対策 ······················································  

  ① サテライトの確保・設置 

〇 集団感染のリスクを回避する観点から、親が新型コロナウイルス感染症の陽性かつ

子どもが陰性で監護できる親族がいない場合に本来の一時保護所ではなく、別のサテ

ライトを４月 30日から確保した。 

〇 １か所目のサテライトは、10 か所の関係機関に打診したが協力を得ることができな

かった。その後も引き続き調整を行い、最終的には、非常事態宣言に係る措置により

業務を停止していた宿泊施設の協力を得ることができた。 

〇 ２か所目のサテライトは、神戸市の宿泊施設であり、非常事態宣言に係る措置解除

後の期間となったため、一般宿泊客との分離（ゾーニング）に苦慮した。しかし、宿

泊施設と協議を重ねた結果、入口やフロア等で分離する方法を確立した。 

〇 ３か所目、４か所目のサテライトは、感染者の拡大を考慮し、宿泊施設と社会福祉

施設の２か所を確保した。 

 

 

 

 

 

 

 

② サポート体制の確保 

〇 受け入れた子どもの健康管理、感染防止対策の実施を円滑に進めるため、こども家

庭センターの看護師・保健師を配置する体制とした。 

  （職員体制） 

 ア こども家庭センター職員等[日勤及び宿直] 

  (ｱ) 直接処遇職員(３歳以上の児童の監護) 

        これまで一時保護所勤務経験のある職員、障害者団体の応援職員等 

    (常時、児童３人に対して１人) 

    (ｲ) 事務スタッフ(常時、１人) 

  イ 県乳児院連盟の応援職員(３歳未満の児童の監護)[日勤及び宿直] 

   ５名の保育士によるローテーション(常時、乳幼児 1.6 人に対して１人) 

  ウ 看護師(児童の健康管理) 

      一時保護所職員等(日中１人) 

 

③ 関係機関への積極的な協力の打診 

〇 ３歳以上の子どもの処遇に係る業務は県こども家庭センターの職員（児童福祉司等）

と協議の上、実施することとなった。 

〇 ３歳未満の子どもの処遇に係る業務は、５月 25 日から県乳児院連盟の協力を得られ

ることとなった。 

〇 障害のある子どもの処遇に係る業務は、８月より県身体障害者支援施設協議会、県

知的障害者施設協会の協力を得られることとなった。 

 

 

【サテライトの確保】  

  期  間  県 域 

①  令和２年４月 30 日～５月 27 日 東播磨 

②  令和２年５月 27 日～７月 21 日 神 戸  

③ 令和２年７月 21日～  東播磨 

④  令和２年７月 22 日～  北播磨 

７ 
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④ 宿泊の条件設定 

〇 サテライトで受け入れる子どもは、１回目のＰＣＲ検査で陰性の結果が出ているこ

とを条件とした。サテライトの場所を提供してくれた宿泊施設、積極的に子どもの処

遇にあたる業務に協力を申し出てくれた県乳児院連盟やこども家庭センター職員等が

安心して勤務できるためにも必須であった。 

 

(２) 有効であった対応 ····················································  

① 保健所との迅速な連携による一時保護対応 

〇 保健所に対して、５月１日付の文書で、保護者がＰＣＲ検査で陽性となった場合の

同居児童への速やかなＰＣＲ検査の実施を依頼した。その後、同居児童へのＰＣＲ検

査の実施が速やかになった。 

〇 ５月 29 日の保健所長会での説明・協力依頼により情報共有、連携が容易になった。 

  （説明・協力依頼の項目） 

・ サテライトで受け入れた後、疑似症が発生した場合の、 

① 住所地保健所からの児童移送に係る助言、調整 

② 受入医療機関の調整、確保 

③ ２回目のＰＣＲ検査の早期実施 

〇 保健所長会で説明した内容の整理と併せて、必要事項を６月１日付の文書で通知を 

行って、保健所の理解と協力を求めた結果、８月に一時保護サテライトで受け入れた 

子どもについて保健所が移送等を実施してくれた。 

  （新たに加えた項目） 

・ サテライトで受け入れた後、疑似症以外の疾病、怪我をした場合の、 

 ① サテライト管内の医療機関の受診に係る助言、調整 

 ② 医療機関への移送に係る助言、調整 

〇 保健所からの情報で、親が陽性、子どもが陰性を疑われる事案が、４月７日以降に発 

生し、19 世帯 36 人の子どもをサテライトで一時保護する可能性があったが、保護者と 

子どもがいずれも陰性や、親が陽性であるが親族が監護できたなどにより、実態とし 

て、サテライトで一時保護した事案は８月の１件で、両親が陽性のため、明石の宿泊施 

設に陰性の子ども２人を受け入れることができた。 

 

② 感染防止対策の徹底 

〇 県乳児院連盟職員、こども家庭センター職員に対して感染防止対策（物資の備蓄、

飛沫防止シートの設置、消毒方法の徹底等）を徹底する必要があったことから、各種

通知などで周知を行い、従事者への感染予防の徹底を図った結果、感染者を出すこと

なく対応できた。 

〇 こども家庭センターの保健師が、サテライトで従事する職員等を対象に、手袋や防

護服の着脱方法などの実務的な研修を通じて、感染防止対策の情報や技能に関する学

習機会を提供した結果、感染者を出すことなく対応できた。 

 

③ ＰＣＲ検査の実施 

○ 親が陽性の子どもについて症状がなくてもＰＣＲ検査を実施するよう各方面に打診

したが、症状が出ていない段階での検査実施が困難であった。５月 29 日付の国立衛生

研究所発出文書以降、症状が出ていなくても濃厚接触者である子どものＰＣＲ検査を

実施した結果、従事者が安心して、子どもの監護にあたれることになった。 
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(３) 教訓及び今後の課題 ·················································  

  ① 疑似症の対応 

〇 サテライトで子どもを受け入れた後、発熱等疑似症が発生した場合のため、子ども

の移送方法の手順などの対応方法について、事前のルール化を図る。 

 

② 協力団体・職員の確保 

〇 子どもの受け入れが長期間に及んだ場合に、団体や職員の体制を継続するため、協

力団体・職員を追加募集していく。 

 

③  検査結果の早期把握 

〇 施設の提供者、子どもの処遇に関わる団体・職員から、安心して業務を遂行するた

めにも、サテライト受け入れ後の子どもの２回目のＰＣＲ検査を実施し、早期に陰性

確認をしてほしいという声がある。具体的な事案が発生した場合は、適切な実施時

期、実施場所等について速やかに保健所、医師会、医療機関等と協議を進めていく。 
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１  衛生物資の確保・備蓄 
 

(１) 県のとった対策 ······················································  

① 施設等における感染拡大防止対策の推進 

〇 市場においてマスク・消毒用アルコール等衛生用品が不足する中、国の消毒用アル 

コール優先供給ルートや民間企業等からのマスク等寄贈による衛生物資の配布・購入

斡旋を順次実施した。 

〇 施設等の衛生管理体制の強化のため、マスク・消毒用アルコール等の購入等を支援

した。 

 

② 民間企業等から寄贈された衛生物資の社会福祉施設への配布 

〇 民間企業・個人から寄贈のあった衛生物資を市町及び団体を通じて、社会福祉施設

に配布。８月 31日時点で、約 300,000 枚のマスクを配布している。寄贈された衛生

物資は備蓄せずに配布した。 

 

【県の配布状況】 

 

区分 高齢者施設 障害者施設 児童福祉（入所）施設

ﾏｽｸ配布数　：- 枚
ｱﾙｺｰﾙ配布量：400ℓ

ﾏｽｸ配布数　：　－　枚
ｱﾙｺｰﾙ配布量：　850.75ℓ

ﾏｽｸ配布数　：-枚
ｱﾙｺｰﾙ配布量：－ℓ

・阪神北の訪問事業所を中心に寄贈消毒液を
　配布
※ 国配布の布ﾏｽｸが全事業所等に配布
　（3～4月）

・国優先確保 によりｱﾙｺｰﾙ消毒液を県で購
　入し、在宅医ケア児・事業所に配布
※ 国配布の布ﾏｽｸが全事業所等に配布
　（3～4月）

・兵庫県児童養護連絡協議会（県養連）への
　補助事業として、一括購入の上、各施設へ
　配分するしくみを作りﾏｽｸ、ｱﾙｺｰﾙを発注

ﾏｽｸ配布数　：38,500枚
ｱﾙｺｰﾙ配布量：31,583ℓ

ﾏｽｸ配布数　：　－　枚
ｱﾙｺｰﾙ配布量：　880.8ℓ

ﾏｽｸ配布数　：3,939枚
ｱﾙｺｰﾙ配布量：-ℓ

・阪神間の訪問事業所を中心に寄贈ﾏｽｸを配
　布
・県内全施設等に国優先確保による割当分
　ｱﾙｺｰﾙ消毒液配布開始（～現在）
※ 別途、寄贈次亜塩素酸消毒液（5,700ℓ）
　を配布

・寄贈微酸性次亜塩素酸水スプレーを市町経
　由で事業所へ

・3月発注の使い捨て子ども用ﾏｽｸを県養連に
　備蓄
・布ﾏｽｸの寄贈が増え、各施設に配分。休校
　中は布ﾏｽｸの使用により対応
※ 国配布の布ﾏｽｸが全事業所等に配布

ﾏｽｸ配布数　：287,500枚
ｱﾙｺｰﾙ配布量：- ℓ

ﾏｽｸ配布数　：65,000枚
ｱﾙｺｰﾙ配布量：　－　ℓ

ﾏｽｸ配布数　：1,259枚
ｱﾙｺｰﾙ配布量：-ℓ

・県内の訪問事業所を中心に県購入ﾏｽｸを配
　布
※ 別途、寄贈次亜塩素酸消毒液（2,032ℓ）
　を配布

・寄贈ﾏｽｸ4万枚を在宅医療的ケア児宅へ、
　同2.5万枚を事業所へ

・5月に寄贈されたﾏｽｸを各施設に配分
・各施設では在庫分や次亜塩素酸水等による
　消毒で対応

ﾏｽｸ配布数　：- 枚
ｱﾙｺｰﾙ配布量：13,047ℓ

ﾏｽｸ配布量：21,500枚
ｱﾙｺｰﾙ配布量：1159.2ℓ

ﾏｽｸ配布数　：-枚
ｱﾙｺｰﾙ配布量：828ℓ

・県内全施設等に国優先確保によるｱﾙｺｰﾙ消
　毒液を配布
※別途、寄贈次亜塩素酸消毒液等(709ℓ)を配
　布

・寄贈ﾏｽｸを事業所等へ配布
・寄贈ｱﾙｺｰﾙ消毒液を事業所へ配布(175.2ℓ)
・国優先確保にて県で購入した分を在宅医ケ
　ア児童宅に配布(984ℓ)

・3月に発注したｱﾙｺｰﾙが6月30日に納品され
　、配分

ﾏｽｸ配布数　：- 枚
ｱﾙｺｰﾙ配布量：- ℓ

ﾏｽｸ配布量：－枚
ｱﾙｺｰﾙ配布量：－ℓ

ﾏｽｸ配布数　：985枚
ｱﾙｺｰﾙ配布量：-ℓ

－

※国配布の布ﾏｽｸ（第２弾）を希望制で事業
　所に配布（７月以降）

・7月に寄贈された大人用布ﾏｽｸを各施設に配
　分

ﾏｽｸ配布数　：967,200枚
ｱﾙｺｰﾙ配布量：- ℓ

ﾏｽｸ配布量：－枚
ｱﾙｺｰﾙ配布量：－ℓ

ﾏｽｸ配布数　：-枚
ｱﾙｺｰﾙ配布量：-ℓ

・入所施設に県購入ﾏｽｸを配布

－

・8月は、ﾏｽｸやｱﾙｺｰﾙも市場に出回り、各施
　設でも必要に応じて購入

ﾏｽｸ配布数　：2,209,400枚
ｱﾙｺｰﾙ配布量：29,445ℓ
手袋発注量：367万枚

ﾏｽｸ配布量：－枚
ｱﾙｺｰﾙ配布量：22,565.6ℓ

ﾏｽｸ配布数　：-枚
ｱﾙｺｰﾙ配布量：-ℓ

・訪問・通所サービス事業所に県購入ﾏｽｸを
　配布
・県内全施設等に国優先確保によるｱﾙｺｰﾙ消
　毒液を配布
・特養、老健向けに手袋を発注（10月配布
　予定）

・県内全施設等に国優先確保によるｱﾙｺｰﾙ消
　毒液を配布

・9月は、ﾏｽｸやｱﾙｺｰﾙも市場に出回り、各施
　設でも必要に応じて購入。

9月

3月

4月

5月

6月

7月

8月

８ 
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   ③ マスク・消毒液等の確保・備蓄 

〇 国が購入斡旋する消毒用アルコール価格が輸送コスト等を含み平常時より割高であ

ったこと、製品（アルコール濃度）を選択できなかったことなどから、一部で混乱が

生じた。また、マスク等の供給量が十分ではない時期があったことなどから、総合的

な調整や緊急時に備えた購入ルートの確保を含めた県備蓄で対応している。 

○ 介護サービス事業所等ごとに衛生材料の備蓄量や使用量に差があり、正確な必要量

を把握することは困難であったが、寄贈や国の優先供給スキームを活用し、可能な限

り必要性の高い事業所から配布した。また、今後の施設でのクラスター発生を想定し

必要な衛生資材の確保を行っている。 

 

④ クラスター発生対応時のサージカルマスク・ガウン等の確保・備蓄 

   〇 施設等でクラスターが発生した場合の対応に必要となるサージカルマスクやガウ

ン、手袋等の衛生用品については一定量を確保したが、需要ひっ迫時にあっては購入

ルートの確保や障害施設等で必要となる小ロットでの購入が困難であるため、部局間

での連携などの対応を行った。 

 

⑤ 県の対処方針 

（※緊急事態宣言期間 4/7～5/21） 

＜5 月 26 日～＞ 

・ 今後は、高齢者施設、障害者施設等において、概ね２ヶ月分のマスク、消毒液等の

使用量確保を図ったうえで、第２波に備え、さらに概ね２ヶ月分の使用量相当を県に

おいて保管 

 

(２) 有効であった対応 ····················································  

  ① 窓口の整備・連絡調整員の設置 

〇 当初は、薬務課に窓口を設置していたが、各市町（福祉担当）や社会福祉施設との

接点がないため、配送先の選定など衛生物資の配布方法等に苦慮していた。４月上旬

に福祉部局に窓口となる連絡調整員を配置し、窓口のワンストップ化に努めたことで

調整に要する事務手続き等の時間が短縮された。 

〇 ニーズ把握、受付、搬送方法等のマニュアルを作成した。関係各課共通認識のもと、

事務の円滑化を図ったことで、情報共有や関係各課の連携がスムーズになった。 

 

  ② 市町及び団体を通じた配布 

〇 各市町及び団体を通じて、衛生物資を配布した。関係各課において事前にニーズ把

握を行い、必要性の高い施設・地域に優先的に配布することができた。 

○ 県浄水場で、貯蔵する次亜塩素酸ナトリウムを使った消毒液を作成することで、希

望する事業者に配布することができた。（58 施設、1,372ℓ） 

 

③ 国による社会福祉施設等への布マスクの配布 

〇 3 月末に全事業所の職員・利用者に対して配布され、需要がひっ迫し、紙マスクの市

中での入手が困難となるなか、一定程度需要の緩和に資した。 
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  ④ マニュアルの整備 

〇 当初は、受付、搬送方法などのマニュアルが整備されておらず、関係各課の取り扱

いに差違が生じていたことから、共通認識のもと事務を遂行できるようマニュアルを

整備したことで、事務手続きが迅速に行えた。 

 

 (３) 教訓及び今後の課題 ················································  

  ① マスク・消毒液等の確保・備蓄 

〇 感染発生や需要ひっ迫時に備えて、県や施設等において衛生資材を計画的に備蓄し、

円滑に供給・使用できる体制を構築する。 

○ 県備蓄分については、大量の備蓄の保管場所の確保が必要である。また、消毒薬に

ついては、危険物として関係法令を踏まえた保管が必要であり、長期保存ができない

ため継続的な備蓄に対して予算措置を行う。なお、小規模の事業所からは、大量の衛

生資材を備蓄するための場所の確保が課題となるとの意見がある。 
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第９章 社会活動制限 
 
 
１  外出自粛要請等 
 

(１) 県のとった対策 ······················································  

① 外出自粛等の要請事項（主なもの） 

＜緊急事態宣言前（～４月６日）＞ 

〇 緊急事態措置実施区域に指定される前から、不要不急の外出の自粛、人口密集地との

不要不急の往来の自粛を要請した。 

＜緊急事態宣言後から緊急事態措置実施区域解除まで（４月７日～５月 21 日）＞ 

〇 感染拡大防止には人との接触機会の低減が重要であることから、国の基本的対処方針

等に基づき、生活の維持に必要な場合を除き、外出自粛を要請した。（特措法第 45条第

１項に基づくもの） 

〇 「最低７割、極力８割程度の接触機会の低減」という具体的な目標を示した外出自粛

を要請した。 

〇 ３月下旬の３連休における会合、コンパ等の機会での感染者が多数みられることから、

大型連休期間中の規制自粛を呼びかけた。 

＜緊急事態措置実施区域解除後（５月 21日～）＞ 

〇 ５月 23 日から段階的に休業要請を解除したが、外出自粛については県民の安全を第

一に考え、引き続き｢外出自粛に努める｣と表現を緩和し、県民への呼びかけを継続した。 

〇 患者発生の傾向分析、結果等を踏まえ、対象を限定した呼びかけを実施した。（特措法

第 24 条第９項に基づくもの） 

・夜の繁華街の接待を伴う飲食店への出入り、最近のクラスター源への出入りの自粛 

・東京都など人口密集地や感染が再拡大している地域との不要不急の往来の自粛 

 ・ガイドラインを遵守していない接待を伴う飲食店及び酒類の提供を行う飲食店への出

入りの自粛 など 

〇 重症化しやすい高齢者や基礎疾患のある者への呼びかけや行動範囲が広い若者への

呼びかけを実施した。 

 

〔参考：外出自粛等の主な要請（時系列）〕 

日 付 区 分 要請内容 

３月 19 日 第４回対策本部会議 ・不要不急の外出や会合等の自粛を要請 

３月 27 日 第５回対策本部会議 ・人口密集地との不要不急の往来自粛を要請 

４月 ７日 
※緊急事態
措置実施区
域に指定 

第８回対策本部会議 ・生活の維持に必要な場合を除き、みだりに居宅等か
ら外出しないことを要請（特措法第 45 条第１項に
基づく要請） 
・特に、東京、大阪などの人口密集地との不要不急
の往来の自粛 

・夜間から早朝にかけて営業し接客を伴う飲食店、
カラオケなどの利用の自粛 

・不要不急の帰省や旅行など都道府県をまたいだ移
動の自粛 

・「三つの密」（密閉・密集・密接）が重なる懸念のある
集会、イベントへの参加自粛を要請 

４月 21 日 第11回対策本部会議 ・大型連休期間の府県をまたいだ移動や観光施設等へ
の外出自粛を強く要請 

・接触機会の最低７割、極力８割低減を目標 

1 
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日 付 区 分 要請内容 

４月 24 日 第12回対策本部会議 

 

・生活維持に必要な場合を除き、５月６日までは、自
宅にとどまることを要請 

・ゴールデンウイークは、帰省や観光地、海、山等の
レジャーなど、府県を越えた移動の自粛、特に、パ
チンコ等の利用などでの移動を厳に慎むことを要請 

５月 15 日 第16回対策本部会議 ・最低７割、極力８割程度の接触機会の低減を目指し
た外出自粛を要請 

５月 21 日 
※緊急事態
措置実施区
域から解除 

第17回対策本部会議 ・不要不急の外出自粛を要請 
・不要不急の旅行や帰省等、特定警戒都道府県や府県

をまたぐ移動の自粛を要請 

５月 26 日 第18回対策本部会議 ・不要不急の外出自粛に努めることを要請 
・首都圏･北海道･人口密集地との不要不急の移動の自

粛を要請（6/18 まで） 
・「ひょうごスタイル」を推進 

６月 18 日 第19回対策本部会議 ・東京都など人口密集地との不要不急の往来や最近の
クラスター源への出入りの自粛に努めることを要請 

・ガイドライン等に基づく感染防止対策がなされてい
ない施設への出入りの自粛に努めることを要請 

７月 ９日 第20回対策本部会議 ・発熱等の症状がある場合は、都道府県をまたぐ移動
の自粛はもとより外出を控えることを要請 

・夜の繁華街の接待を伴う飲食店への出入りについて
特段の注意を払うことを要請 

・ガイドライン等に基づく感染防止対策がなされてい
ない施設への出入りの自粛を要請 

７月 17 日 第21回対策本部会議 ・東京都など人口密集地や感染が再拡大している地域
との不要不急の往来の自粛を要請 

・ガイドラインを遵守していない接待を伴う飲食店及
び酒類の提供を行う飲食店への出入り自粛を要請 

７月 23 日 第22回対策本部会議 ・高齢者や基礎疾患のある者は、不要不急の外出を自
粛することを要請 

・東京都など感染が再拡大している地域への不要不急
の往来を自粛することを要請 

・ガイドライン等に基づく感染防止策がなされていな
いイベント等への参加を自粛することを要請 

７月 29 日 第23回対策本部会議 ・東京都など感染が再拡大している地域への不要不急
の移動の自粛を要請 

・大人数での会食や飲み会を避けること、特に若年層
をはじめとするグループは、接待を伴う飲食店等の
利用を控えることを要請 

８月 １日 第24回対策本部会議 

 

・東京都など感染が再拡大している地域への不要不急の
移動を自粛し、特に接待を伴う飲食店及び酒類の提供
を行う飲食店等の利用のための移動の自粛を要請 

・ガイドライン等に基づく感染防止対策がなされていな
い施設への出入りを自粛すること、特に接待を伴う飲
食店及び酒類の提供を行う飲食店等の利用について注
意することを要請 

８月 ３日 知事メッセージ 

「兵庫 うつらない・う

つさない 宣言 

～県境をまたいだ行動に

注意しましょう！～」 

・感染が再拡大している地域への不要不急の移動を自粛
し、特に県境をまたいでの接待を伴う飲食店、酒類の
提供を行う飲食店、カラオケ等の利用を控えることを
要請 

・お盆に県外から帰省客を迎える際は、しっかりとした
感染防止策を実施することを要請 
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８月 ７日 知事メッセージ 

「ひょうご お盆休み警

戒宣言」 

・東京や大阪など、県境をまたぐ不要不急の移動を自粛
し、特に接待を伴う飲食店など感染リスクの高い場所
への出入りを控えることを要請 

・お盆に親族等を迎える際は、手洗い、ﾏｽｸ着用、換気
などしっかりとした感染防止策を実施することを要請 

８月 28 日 第25回対策本部会議 ・東京や大阪など、県境をまたぐ不要不急の移動を自
粛し、特に接待を伴う飲食店など感染リスクの高い
場所への出入りを自粛することを要請 

・ガイドライン等に基づく感染防止策がなされていな
い施設（特に接待を伴う飲食店、酒類の提供を行う
飲食店、カラオケ等）の利用自粛を要請 

 

② 「ひょうごスタイル」の推進 

〇 感染拡大を予防するため、政府の「新しい生活様式」の実践例を踏まえ、兵庫の新

たな生活様式「ひょうごスタイル」を打ち出し、県民や事業者に感染拡大予防のため

の取組を呼びかけた。 

【ひょうごスタイル】 

(ⅰ)感染拡大を予防する「日常生活」（ライフスタイル） 

(ⅱ)感染拡大を予防する「働き方」（ワークスタイル） 

(ⅲ)自然災害と感染症との「複合災害」への備え（災害文化） 

 

③ フェーズに応じた社会活動制限のシナリオ化 

〇 感染増加の状況を想定し、フェーズに応じて社会活動制限を順次強化するシナリオ

を予め作成し、３日間でフェーズが移行することもあったが、機動的に対応した。 

 

[フェーズの区分] 

 
[感染状況の推移] 

フェーズ 
(１日当た

り 
新規感染

者数 
(直近１週間平

均)) 

       

   

感染拡大期２ 
(40 人以上) 

   

  
感染拡大期１ 
(30 人以上) 

感染拡大期１ 
(30 人以上) 

  

 感染増加期 

(20 人以上) 
感染増加期 

(20 人以上) 

 
感染警戒期 
(10 人以上) 

感染警戒期 
(10 人以上) 

期 間 
7/17 

 ～7/23 
7/23 

 ～7/29 
7/29 

 ～8/1 
8/1 

 ～8/14 
8/14 

 ～8/26 
8/26 

 ～9/1 
9/1～ 

 

 (２) 有効であった対応 ····················································  

① 知事メッセージの発出 

〇 県内の感染者の発生状況、国の基本的対処方針や近隣府県の状況等を踏まえ、県対

策本部会議で外出自粛等についての要請内容を決定し、知事が本部会議後の記者会見

でメッセージを発して県民に直接呼びかけたことにより、県民の外出自粛や注意喚起

事項への理解が促進された。 

※本部会議：３月１日～８月 28 日までの間に 30回メッセージを発信 

フェーズ区分 感染小康期  感染警戒期 感染増加期 感染拡大期１ 感染拡大期２ 感染拡大特別期 

(１日当たり 
新規感染者数 
(直近１週間 
平均)) 

 １０人未満  １０人以上 ２０人以上 ３０人以上 ４０人以上 総合的に判断 

対応の方向性 予防 警戒 制限強化 制限強化 
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  ② 近隣府県との整合を図った外出自粛要請等の緩和 

〇 大阪府、京都府は、本県と同一交流圏であり、要請内容が異なると人の動きが生じ

ることから、感染を拡大させることの無いよう５月 16 日以降の施設の休業要請の内容

については大阪府、京都府と調整を重ね、外出自粛要請及び休業要請の時期や内容に

ついて整合を図ることで、感染拡大防止に寄与した。 

 

③ 大型連休中の重点的な取組 

〇 ３月下旬の３連休時に感染が拡大したと見られることから、大型連休期間における

観光施設等への外出自粛や「ひょうご五国」間を越えた移動自粛の要請を行うなど、

連休前から具体的な呼びかけを実施した。その結果、連休後も、感染者数の増加は見

られず、感染防止への効果が認められた。 

 

④ 対象や内容を明確にした要請の実施 

〇 ６月以降は、一律に外出自粛を要請するのではなく、リスクの高さとそれに対する

ターゲットを絞った対策を実施することを基本に、①感染が再拡大している大都市へ

の不要不急の移動自粛、②感染防止策がなされていない飲食店等の利用自粛、③重症

化のおそれがある高齢者や基礎疾患のある者への重点的な注意喚起などを行い、感染

拡大防止と社会経済活動の両立に寄与した。 

 

⑤ 位置情報を活用した外出者数の測定 

〇 外出自粛要請の効果を測定するため、県内主要駅周辺７地点（阪急神戸三宮駅、阪

神尼崎駅、西宮北口駅、川西能勢口駅、ＪＲ明石駅、ＪＲ姫路駅、神戸市営地下鉄西

神中央駅）において、携帯電話の位置情報データを活用した感染拡大前（1/8～2/14 の

平均）と４月中旬（4/16～4/22）の 20 時時点の外出者数を比較し、要請効果の把握を

行った。 

〇 主要駅周辺の自粛効果の測定結果は、県民への外出自粛要請の内容について、継続

するか、より強くするかなどの検討の際に有効であった。 

 

〔参考：各地点における 20 時時点人口の増減率] 

  

「モバイル空間統計（株式会社 NTT ドコモ）」データを活用 
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 (３) 教訓及び今後の課題 ················································  

① 対象や内容等を明確にした要請の実施 

〇 感染拡大防止と社会経済活動の両立を図るため、外出自粛等の要請の時期、対象、

内容等について十分検討した上で、要請内容を決定する必要がある。 

 

  ② 県民の理解と協力を得るための丁寧な説明 

〇 外出自粛要請に際しては、患者発生状況の分析等に基づき、感染拡大を防止し、県

民の生命・健康を守るために自粛が必要であることについて、様々な媒体を活用して

出来るだけ分かりやすく、丁寧に説明･発信し、その理解と協力を得ることが求めら

れる。 

 

  ③ 「ひょうごスタイル」の推進 

〇 引き続き、知事メッセージ、県ホームページ、ひょうご防災ネットでの発信等の

様々な広報媒体により「ひょうごスタイル」を推進し、３密の回避、マスクの着用、

手指消毒など、県民への新たな生活様式の浸透を図る必要がある。 

 

  ④ 施設の感染防止対策の徹底と追跡システム等の登録促進 

〇 県民が安心して外出し施設を利用できるよう、店舗や施設に対して、業種ごとの感

染拡大予防ガイドライン等に基づく感染防止策の徹底に加え、クラスター等が発生し

た場合に備えた「兵庫県新型コロナ追跡システム」の一層の導入を促す必要がある。

あわせて、県民への国の新型コロナウイルス接触確認アプリ「COCOA」や、追跡シス

テムの利用（アプリやメールアドレス等の登録）を促進する必要がある。 

〇 ガイドライン等に基づく感染防止策がなされていない感染リスクの高い施設の利用

自粛を呼びかける一方で、感染防止対策に取り組んでいる店舗や施設が県民に分かる

よう、その取組を宣言する「感染拡大防止宣言ポスター」の普及に努める必要がある。 
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〔参考：「ひょうごスタイル」リーフレット〕 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〔参考：「感染拡大防止宣言ポスター」〕 
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〔参考：新型コロナウイルス接触確認アプリ「COCOA」リーフレット（表面）〕 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〔参考：「新型コロナ追跡システム」事業者向け登録依頼リーフレット（表面）〕 
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１  休業要請及び催物の開催制限の要請 
 

(１) 県のとった対策 ······················································  

Ⅰ 休業要請 

  ① 施設への休業要請 

＜４月 15日からの休業要請等＞ 

○ 緊急事態宣言後の４月 13 日に、新型コロナウイルス感染症のまん延防止に向け、社

会生活を維持する上で必要な施設を除き、遊興施設、運動・遊技施設、集会・展示施設、

ホテル又は旅館(集会の用に供する部分)、商業施設等に対し、４月 15日からの施設の

使用停止もしくは催物の開催の停止を要請（以下、「休業要請」という。）した。 

 ※休業要請期間：４月 15 日から５月６日まで 

〇 休業要請の対象施設について、特措法施行令第 11 条に該当する施設（遊興施設、劇

場、床面積合計 1,000 ㎡を超える大学、集会･展示施設、商業施設等）は特措法第 24 条

第９項に基づく要請を、それ以外の施設（床面積合計 1,000 ㎡以下の大学、集会･展示

施設、ホテル又は旅館(集会の用に供する部分)、商業施設）は特措法によらない休業の

協力依頼を行った。ただし、中小施設の被る経済的影響を考慮し、床面積合計 100 ㎡以

下の施設については適切な感染防止策の実施を求め、休業の協力依頼は行わなかった。 

〇 社会生活を維持する上で必要な施設のうち、食事提供施設（居酒屋を含む飲食店、料

理店、喫茶店等）については、営業時間の短縮を要請した。（宅配・テイクアウトサー

ビスを除く。） 

〔要請内容〕・午前５時から午後８時までの間の営業とすること 

・酒類の提供は午後７時までとすること 

＜大型連休期間中(4/29～5/6)の要請等＞ 

〇 県内の感染者が依然増加傾向の中、大型連休を迎え、接触機会の低減に一層取り組む

必要があったことから、４月 29 日から５月６日までの間、休業について特措法によら

ない協力依頼を行う施設を追加した。 

〔追加施設〕・行楽を主目的とする宿泊事業に供する宿泊施設 

・床面積の合計が 100 ㎡以下の大学、学習塾、商業施設等 

＜５月７日以降の休業要請の延長＞ 

〇 全国の感染状況等から、５月４日に緊急事態宣言の期間が５月 31 日まで延長された

ことを踏まえ、当初５月６日までとしていた休業要請の期間を５月31日まで延長した。 

＜５月 16日からの休業要請等＞ 

〇 ５月 14 日の国の基本的対処方針の変更等に伴い、５月 16 日から休業要請の一部緩

和を行うこととし、全国でクラスターが発生した施設及びその類似施設（遊興施設、運

動施設、遊技施設）、イベントの開催自粛要請を踏まえた施設（集会･展示施設（貸会議

室を除く））等への休業要請を継続し、その他の施設には適切な感染防止対策の実施を

要請した。 

また、食事提供施設については、制限時間を緩和し、営業時間を午前５時から午後 10

時まで、酒類の提供は午後９時までとすることを要請した。 

＜５月 23日からの休業要請＞ 

〇 ５月 21 日、本県が緊急事態措置の実施対象区域から解除されたことを受け、５月 23

日から休業要請を段階的に解除することとし、全国でクラスターが発生した施設及び

その類似施設（遊興施設、運動施設）へ休業を要請し、６月１日に全解除するまでその

要請を継続した。 

 

２ 
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② 休業要請の範囲の段階的な緩和 

〇 休業要請は社会経済活動への影響が大きく、感染防止対策に支障が無い範囲で段階

的に緩和することが求められた。 

そのため、全国のクラスター発生施設や県内各地域の患者発生の状況を考慮の上、

各施設における「業種ごとの感染拡大予防ガイドライン」の徹底等により、施設別・

地域別に休業要請を段階的に解除した。 
 

＜休業要請等対象施設＞  

施設の種類 内 訳 

遊興施設 

キャバレー、ナイトクラブ等の接待を伴う飲食店、バー、ダーツバー、パブ、ダンス

ホール、カラオケボックス、ライブハウス、性風俗店、個室ビデオ店、ネットカフェ、

漫画喫茶、射的場、勝馬投票権発売所、場外車券売場 等 

大学、学習塾等 
大学、専修学校、各種学校などの教育施設、自動車教習所、学習塾 等 

※床面積の合計が 100 ㎡を超える施設 

運動施設、遊技
施設 

体育館、屋内水泳場、屋外水泳場、ボウリング場、スケート場、スポーツジム、マー

ジャン店、パチンコ屋、ゲームセンター、テーマパーク、遊園地 等 

劇場等 劇場、観覧場、映画館、演芸場 等 

集会・展示施設 集会場、公会堂、展示場、多目的ホール、文化会館、貸会議室 

博物館等 博物館、美術館、図書館 等 

ホテル又は旅館 ホテル又は旅館（集会の用に供する部分） 

商業施設 

生活必需物資の小売関係等以外の店舗、生活必需サービス以外のサービス業を

営む店舗 

※床面積の合計が 100 ㎡を超える施設 

食事提供施設 

飲食店（居酒屋を含む）、料理店、喫茶店 等 【営業時間等の短縮を要請】 

※営業時間については午前５時から午後８時までの間を要請し、酒類の提供は 

午後７時までとすることを要請 

 
 
【休業要請期間及び対象】 

（ア）４月 15 日～５月 15 日（５月 16日午前０時解除） 

施設の種類 内 訳 

遊興施設 

個室ビデオ店、ネットカフェ、漫画喫茶、射的場、勝馬投票権発売所、場外車券

売場 等 

※床面積の合計が 1,000 ㎡以下の施設 

＊西播磨・但馬・丹波地域は面積にかかわらず 5/16 に解除 

大学、学習塾等 
大学、専修学校、各種学校などの教育施設、自動車教習所、学習塾 等 

※床面積の合計が 100 ㎡を超える施設                       (＊１) 

運動施設、遊技
施設 

マージャン店、パチンコ屋、ゲームセンター、テーマパーク、遊園地、屋外水泳場 等 

※床面積の合計が 1,000 ㎡以下の施設 

＊西播磨・但馬・丹波地域は面積にかかわらず 5/16 に解除 

劇場等 劇場、観覧場、映画館、演芸場 等 

集会・展示施設 貸会議室 

博物館等 博物館、美術館、図書館 等 ＊西播磨・但馬・丹波地域以外の県立施設は除く 

ホテル又は旅館 ホテル又は旅館（集会の用に供する部分）                      (＊2) 
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施設の種類 内 訳 

商業施設 

生活必需物資の小売関係等以外の店舗、生活必需サービス以外のサービス業を

営む店舗 

※床面積の合計が 100 ㎡を超える施設                       (＊１) 

食事提供施設 

飲食店（居酒屋を含む）、料理店、喫茶店 等 【営業時間等の短縮を要請】 

※営業時間については午前５時から午後８時までの間を要請し、酒類の提供は 

午後７時までとすることを要請 

(＊1)大型連休の４月２９日～５月６日の間は、床面積の合計が 100 ㎡以下の施設にも要請 

(＊2)大型連休の４月２９日～５月６日の間は、行楽を主目的とする宿泊事業に供する宿泊施設（ホテル、

旅館等又は民泊）にも要請 
 

（イ）４月 15 日～５月 22 日（５月 23日午前０時解除） 

施設の種類 内 訳 

遊興施設 

個室ビデオ店、ネットカフェ、漫画喫茶、射的場、勝馬投票権発売所、場外車券

売場 等 

※床面積の合計が 1,000 ㎡を超える施設 

＊西播磨・但馬・丹波地域は 5/16 に解除 

運動施設、遊技

施設 

スポーツジムを除く運動施設 

（体育館、屋内水泳場、ボウリング場、スケート場等） 

マージャン店、パチンコ店、ゲームセンター、テーマパーク、遊園地、屋外水泳場 等  

※床面積の合計が 1,000 ㎡を超える施設 

＊西播磨・但馬・丹波地域は 5/16 に解除 

集会・展示施設 

（貸会議室を除く） 
集会場、公会堂、展示場、多目的ホール、文化会館 

食事提供施設 

飲食店（居酒屋を含む）、料理店、喫茶店 等 【営業時間等の短縮を要請】 

※営業時間については午前５時から午後 10 時までの間を要請し、酒類の提供は

午後９時までとすることを要請（5/16～5/22） 

 

（ウ）４月 15 日～５月 31 日（６月１日午前０時解除） 

施設の種類 内 訳 

遊興施設 
キャバレー、ナイトクラブ等の接待を伴う飲食店、バー、ダーツバー、パブ、ダンス

ホール、カラオケボックス、ライブハウス、性風俗店 

運動施設 スポーツジム 
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③ 休業要請に応じなかった施設(ﾊﾟﾁﾝｺ店)への対応（法第45条第2～4項の適用） 

〇 県内 391 のパチンコ店のうち７施設が、特措法第 24 条第９項に基づく休業の協力要

請に応じなかった。パチンコ店内は、他府県からの利用者も含め３密となり、感染拡

大につながるおそれが高いことから、法第 45 条第２項に基づく休業要請（行政指導）

を行うとともに、同条第４項に基づき施設名等を公表した（４月 27 日、28 日）。 

〇 休業要請を行った７施設のうち３施設が要請に応じなかったことから、同条第３項

に基づく指示（行政処分）を全国で初めて行うとともに、同条第４項に基づき施設名

等を公表した（５月１日）。 

〇 その後、指示を行った３施設については、同業者団体を通じた度重なる働きかけに

加え、県幹部職員が店舗を訪問するなどしたこともあり、１施設が５月４日に、２施

設が５月６日に休業した。 

 

〔参考：休業要請等の内容〕 

段 階 要請等の内容 実施主体 

第１段階 法第 24 条第９項に基づき、業種や類型ごとに協力

要請 
都道府県対策本部長 

第２段階 法第 45 条第２項に基づき、個別の施設管理者等に

要請し、法第 45条第４項に基づき、個別の施設名

を公表 
特定都道府県知事 

第３段階 法第 45 条第３項に基づき、個別の施設管理者等に

指示し、法第 45条第４項に基づき、個別の施設名

を公表 ※罰則なし 

＊国の基本的対処方針及びガイドライン（令和２年４月 23日付事務連絡「第 45 条の規定

に基づく要請、指示及び公表について」）による。 

＊全ての段階で国との事前協議が必要。 

 

〔参考：パチンコ店への休業要請の経緯〕 

時 期 内 容 

令和２年４月 15日 法第 24 条第９項に基づく施設の使用制限等の協力要請 

４月 27 日 

及び 28 日 

法第 45 条第２項に基づく施設の使用停止（休業）を要請し、店名

を公表（７店舗） 

５月１日 法第 45 条第３項に基づく施設の使用停止（休業）を指示し、店名

を公表（３店舗） 

５月２日 ３店舗が営業を継続 

５月４日 １店舗が休業し、２店舗が営業継続 

５月６日 残る２店舗が休業 

＊法第 45条の要請･指示の文書手交は、警察の協力も得て実施した。 
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Ⅱ 催物の開催制限等 

＜４月７日から５月 20日まで＞ 

〇 イベント･集会等については、集団感染のリスクが懸念され、人の密集が生じるこ

となどから、原則として、中止･延期を要請した。 

〇 開催の必要があると判断する場合は、感染予防措置の徹底、密閉空間･密集場所･密

接場面の「３つの条件」の回避などの対応を要請した。 

＜大型連休期間中＞ 

〇 観光施設等に人が集中するおそれがあったため、当該施設におけるイベントの中止

等を要請した。 

＜５月 21日から６月 18日まで＞ 

〇 全国的かつ大規模な催物は、中止又は延期を要請した。 

〇 催物開催にあたっては、適切な感染防止対策の実施を要請した。 

〔開催の目安〕・屋内：100 人以下、かつ定員の半分以下の参加人数 

・屋外：200 人以下、かつ人との距離を十分に確保 

＜６月 19日から７月９日まで＞ 

〇 全国的･広域的な祭り･野外フェス等は、延期など慎重な対応を促した。 

〇 催物開催にあたっては、適切な感染防止対策の実施を要請した。 

〔開催の目安〕・屋内：1,000 人以下、かつ定員の半分以下の参加人数 

・屋外：1,000 人以下、かつ人との距離を十分に確保 

＜７月 10日から９月 18日まで＞ 

〇 全国的･広域的な祭り･野外フェス等は、延期など慎重な対応を促した。 

〇 催物開催にあたっては、適切な感染防止対策の実施を要請した。 

〔開催の目安〕・屋内：5,000 人以下、かつ定員の半分以下の参加人数 

・屋外：5,000 人以下、かつ人との距離を十分に確保 

〇 全国的な移動を伴うイベント又はイベント参加者が 1,000 人を超えるようなイベン

トの開催を予定する場合に、開催要件等について対策本部事務局への事前相談を依頼した。 

＜７月 17日以降の追加要請事項＞ 

〇 イベント参加者が 5,000 人以下であっても 1,000 人を超えるようなイベントの開

催を予定する場合には、必ず開催要件や感染防止対策等について対策本部事務局と事前

相談することを要請した。 

〇 「兵庫県新型コロナ追跡システム」への登録と QR コードを掲示すること及び店舗･

施設利用者へ「COCOA」の登録を促すことを要請した。 

 

 (２) 有効であった対応 ····················································  

  ① 近隣府県との整合を図った休業要請、催物の開催自粛要請 

〇 同一交流圏を形成する大阪府及び京都府と調整を重ね、休業や催物自粛の要請対象

について整合を図ることで、住民の府県間移動をできる限り抑制し、まん延防止に努

めた結果、首都圏・北海道に先立ち、関西３府県が緊急事態宣言対象区域から解除さ

れた（５月 21 日）。 

 

  ② 地域の状況に合わせた制限緩和 

〇 休業要請等は全県一律に行ったが、緩和に際しては、感染者が確認されていない西

播磨、但馬、丹波地域の施設（県立施設を除く）について先に制限解除を行うなど、

地域の状況に合わせたきめ細かい制限の緩和を実施できた。 
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  ③ 同業者団体を通じた休業要請 

〇 休業要請に際しては、県内関係団体に対し、当該団体を所管する庁内関係各課から

周知を依頼し、関係団体より各会員等に要請への理解と協力を求めることで、効果的

な周知を行うことができた。 

〇 特に兵庫県遊技業協同組合は会員店舗に対して熱心に周知を行ったことにより、大

部分の店舗が休業に応じた。休業に応じない一部の店舗については、特措法に基づく

要請や指示を行い、店名の公表も行うなどして、最終的には全ての店舗が休業した。 

 

(３) 教訓及び今後の課題 ·················································  

  ① 休業要請の対象地域や施設の設定 

〇 感染拡大の防止と社会経済活動の両立を図るため、休業要請の検討に際しては、よ

り一層他府県との連携・調整を図りつつ、県内の発生状況等を踏まえ、患者が発生し

ている地域やクラスター発生施設、感染リスクの高い施設に限定するなど、対象を精

査する必要がある。 

 

  ② 休業要請に係る課題 

１）特措法第 24 条、第 45 条について 

〇 現行の休業要請の手続は、国の基本的対処方針やガイドラインにより、第１段階

は特措法第 24 条第９項に基づく協力要請、第２段階は同法第 45 条第２項に基づく

休業要請（行政指導）、第３段階は同条第３項に基づく指示（行政処分）とされてい

る。 

〇 第１段階の協力要請は、緊急事態宣言下であるか否かを問わず、都道府県対策本

部長が行う協力の要請である。 

一方、第 45 条第２項に基づく要請は、緊急事態措置を実施すべき区域を有する特

定都道府県の知事による要請であり、これらの要請は本来異なるものである。 

このため、特定都道府県知事として、①業種や類型ごとに要請を行った上で、②

要請に応じない個別の施設管理者等に対して行政指導としての要請を行い、③それ

でも応じない個別の施設管理者等に対して行政処分である指示を行うべきである。 

２）国との事前協議について 

〇 特措法第 24 条第９項に基づく協力要請、同法第 45 条第２項に基づく休業要請及

び同条第３項に基づく指示に際しては、基本的対処方針及びガイドラインに基づき、

その都度、国（内閣官房新型コロナウイルス感染症対策推進室）との事前協議が求め

られている。 

〇 国との事前協議は、基本的対処方針に基づき休業要請の内容を見直すたびに実施

する必要があり、協議に時間を要することや本県の実情に応じた対応が取りづらく

なるおそれがあることから、見直しが必要である。 

３）実効性の確保について 

〇 休業の指示等を行った時は、特措法第 45条第４項に基づき、その旨を公表するが、

この公表は、「利用者のため、事前に広く周知を行うことが重要であることから、公

表することとしたもの」（＊）とされている。特措法には、休業の指示に従わない場

合の罰則規定などがないことから、指示に対する実効性の確保が課題である。 

 
＊新型インフルエンザ等対策研究会編「逐条解説 新型インフルエンザ等対策特別措置法」

（中央法規出版・2013）・161 頁 
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  ③ 上記②を踏まえた新型インフルエンザ等対策特別措置法の改正の提言 

１）法第 45 条に基づく要請･指示を一連で実施 

 〇 都道府県対策本部長が特措法第 24 条第９項に基づいて行う一般的な協力要請よ

りも、緊急事態宣言下において法第 45 条第２項に基づき特定都道府県知事として行

う要請の方が、より強く施設管理者等にメッセージを伝えることができる。 

〇 全県的に多数の店舗等が点在し、組合など同業者の団体がない業種や団体があっ

ても未加盟事業者が多数存在する業種に対して要請を行う場合は、相当数の個別店

舗の営業確認等に時間を要し、迅速な対応が困難となる。 

 以上のことから、特定都道府県知事として、法第 45 条の中で、 

    ①業種や類型ごとの要請 

②個別の施設管理者等に対する要請 

③それに次ぐ指示  

と一連で行えるよう、所要の法整備を行うべきである。 

２）国との事前協議の廃止 

〇 現状では、国と事前協議を行う必要があり、協議時間を要するとともに、地域の

実情に応じた対応が取りづらくなるおそれがあることから、法第 45 条に基づく要

請、指示及び公表について、法令上根拠のない国との事前協議を廃止すべきである。

（関与法定主義。地方自治法第 245 条の２） 

３）指示に関する実効性の確保(罰則の適用等) 

 〇 休業指示等に対する実効性を確保するため、必要な法整備（罰則適用など）を行

うべきである。 

４）感染防止対策の義務化 

〇 業種ごとの感染拡大予防ガイドラインに基づく感染防止策を義務づけ、違反する

施設においてクラスター等が発生した場合には営業停止処分等の行政処分を行うこ

とができるよう、食品衛生法と同様の規定を設けることも検討すべきである。 

 

〔参考：提案の内容〕 

段 階 要請等の内容 実施主体 

第１段階 法第 45 条に新たに設ける規定に基づき、 

業種や類型ごとに要請 

特定都道府県知事 

第２段階 法第 45 条第 2項及び第 4項に基づき、 

個別の施設管理者等に要請し、個別の施設名を公表 

第３段階 法第 45 条第 3項及び第 4項に基づき、 

個別の施設管理者等に指示し、個別の施設名を公表 

指示に応じない場合は罰則等適用 

＊全ての段階で国との事前協議を廃止 
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１  出勤抑制の要請 
 

(１) 県のとった対策 ······················································  

① 緊急事態宣言解除までの時期における出勤抑制の要請と緩和（主なもの） 

〇 4/13（第９回対策本部会議）  

関係団体を通じ企業等に対し、接触機会の一層の低減を図るため、在宅勤務（テ

レワーク）やテレビ会議の利用などにより、原則として出勤者の７割削減を要請し

た。 

〇 5/21（第 17回対策本部会議）  

在宅勤務（テレワーク）やテレビ会議、職場でのローテーション勤務、時差出勤

などにより、人との接触を減らす取組を要請した。 

 ※現在も継続して要請中 

 

  ② 出勤抑制のための事業者の理解・協力 

〇 人との接触機会の低減による感染拡大防止を図るため、事業者・企業等に対し、出

勤抑制について知事メッセージ等で直接呼びかけるとともに、関係団体を通じて要請

を実施した。 

 

 (２) 有効であった対応 ····················································  

  ① 出勤抑制の要請の実施 

〇 ４月 13 日から「出勤者の７割削減」を要請した結果、４月 14 日以降２週間の平日

の三ノ宮駅改札の通過人数が前年同時期比で 63～70％減少するなど、要請の効果がみ

られた。 

〇 接触機会低減のための出勤抑制の要請により、企業等があらためてテレワーク等の

新しい働き方に取り組む契機となった。 

 

(３) 教訓及び今後の課題 ·················································  

  ① 在宅勤務（テレワーク）などの新たな働き方の推進 

〇 感染防止のため、引き続き、在宅勤務（テレワーク）、ローテーション勤務等の推進

による出勤者数の抑制や職場における３密の回避等に取り組む必要がある。 

また、会議のオンライン化など、「ひょうごスタイル」で示す感染拡大を予防する新

たな働き方をさらに推進する必要がある。 

 

  ② 業種ごとのガイドライン等に基づく感染予防対策の徹底 

〇 今後も、兵庫の新たな生活様式「ひょうごスタイル」や、業種ごとの感染拡大予防

ガイドライン等に基づいた感染防止対策の徹底について周知する必要がある。 

 

  

３ 
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１  感染期における公共交通の事業継続 
 

(１) 県のとった対策 ······················································  

① 対処方針の伝達 

 〇 新型コロナウイルス感染症に係る国と県の対処方針を事業者に伝達すること

により感染防止対策の徹底を促した。 

 

② 公共交通における効果的な感染防止対策 

〇 感染防止対策のガイドラインが未作成であったため、各公共交通機関における運行

状況を踏まえたガイドラインの作成を要請した。 

〇 ガイドラインに基づいた感染防止対策の取組を事業者に要請した。 

〇 社会活動や経済活動を支えるバス事業者に対して、感染症防止対策(飛沫感染防護

設備)に要する経費を支援した。 

〇 事業者と県との連絡窓口を速やかに設置することにより、事業者から公共交通の利

用者数に関する情報を収集した。 

 

③ 国への要請 

 〇 外出自粛要請に伴い利用者が大幅に減少し安定的な経営継続に支障を来している交

通事業者への支援を業界団体等と連携して国に要請した。 

 

(２) 有効であった対応 ····················································  

① 対処方針の伝達 

   〇 新型コロナウイルス感染症に係る国と県の対処方針に基づき、事業者による感染防

止対策が速やかに実施された。 

 

② 公共交通における効果的な感染防止対策 

〇 感染防止対策のガイドラインの作成を要請した結果、速やかにすべての公共交通事

業者においてガイドラインが整備された。 

〇 密集・密接対策として、事業者の協力のもと、公共交通利用者が減少する中でも通

常運行を確保することにより過密となることを回避できた。また、密閉対策として、

換気の励行が実施された。 

〇 飛沫感染対策として、乗客へのマスク着用の呼びかけやバスの運転席へのビニール

カーテン設置等が実施された。 

〇 事業者から収集した公共交通の利用者数に関する情報を活用して今後の感染防止対

策を円滑に講じることができた。 

 

③ 国への要請 

   〇 国において交通事業者が行う密度を上げないよう配慮した実証運行経費を支援す

る補助事業等が実施された。 

 

 

 

 

 

 

４ 
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(３) 教訓及び今後の課題 ···················································  

① 公共交通における効果的な感染防止対策 

〇 乗務員の感染防止備品（マスク、消毒薬等）を計画的に備蓄する必要がある。 

〇 混雑情報を公共交通利用者に的確に知らせる方法を確立する必要がある。 

〇 時差出勤等に伴う混雑時間の変化に対応したダイヤの見直し計画を事前に検討する

必要がある。 

 

  ② 外出自粛により減収となった公共交通事業者に対する国の補てん制度の創設 

〇 法律に基づく外出自粛要請等に伴い、利用者が大幅に減少し安定的な経営継続に支

障を来たしている公共交通事業者の減収に対する補てん制度の創設を国に要望し、国

が損失補てん制度を創設する必要がある。  
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第１０章 関西広域連合及び他府県との調整 
 
 
１  関西広域連合の取組 
 

(１)  関西広域連合の対策 ·················································  

① 対策本部の開催等による情報共有 

〇 関西で初となる患者が確認された 1 月 28 日に新型コロナウイルス感染症対策準備

室を設置し、国内の発生状況、各構成団体における検査可能検体数、入院可能病床数

などの情報共有を進めた。また、新型インフルエンザ等対策特別措置法の改正を踏ま

え、３月 15 日以降対策本部会議をＴＶ会議システムも活用して８月までに８回にわた

り開催し、圏内の感染状況および各構成団体の対策等について共有を図った。 

  これらの情報共有のもと、第１回本部会議（3/15)、緊急事態宣言発表後（4/8)、緊

急事態宣言解除後（5/28）といった節目ごとに、広域連合としての感染症対策の方向

性について申し合わせた。 

〇 これら第１波においては、国による８割接触削減という呼びかけのもと、幅広い年

齢層や業界に対する一律的な行動自粛や休業要請により、地域社会・経済に深刻な打

撃を与えた反省から、関西広域連合として第１波の取組を総括し、クラスター発生リ

スクの高い事業所における感染防止対策の徹底や、高リスク者である高齢者等の命を

守る対策など、ターゲットを絞った取組を進めた。併せて社会経済活動の維持・向上

に向け、関西が一体となって取り組むこととし、７月 22 日に「「次なる波」への取組

の方向性」として申し合わせた。 

 

（共有した内容） 
発生状況等 感染者の現状及び感染経路、クラスターの発生状況、 

新規感染者数と感染経路不明者数、主要都市の人口変動分析、 

宣言解除期の人口 10 万人に対する感染者数(１週間平均) 

対応方針 

 

構成団体が実施している対応・対策、特定警戒都道府県の対処方針、 

緊急事態宣言解除後の構成関西府県の対処方針（解除の判断基準、外出

自粛・イベント開催自粛、府県立学校、府県立施設） 

医療体制 検査体制・能力・実績、帰国者・接触者外来設置状況、 

医療機関向け相談体制、協議会の設置状況、 

都道府県調整本部の設置状況、宿泊療養施設の確保状況、 

帰国者・接触者相談センターの設置状況、一般相談窓口の設置状況、 

病床・人工呼吸器等の状況、感染症対策物品の確保状況 

その他施策 医療従事者等支援のための新型コロナウイルス感染症対策基金一覧、 

構成団体の新型コロナウイルス感染症緊急経済対策の状況(経済・雇用

対策、教育対策、社会・福祉対策、終息後の地域活性化対策） 

※国の１次・２次補正後 
 
（申し合わせ） 

・関西広域連合による新型コロナウイルス感染症対策（3/15） 

・新型コロナウイルス制圧に向けた申し合わせ（4/8） 

・関西・新型コロナウイルスを乗り越えよう宣言（5/28） 

・新型コロナウイルス感染症第１波への対応を踏まえた「次なる波」への取組の方向性（7/22） 
 

1 
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② 府県民・事業者への統一メッセージ 

 １) 第１波における対応 

〇 一つの交流圏である関西圏において、一体的に外出や往来自粛等に取り組むため

住民へのメッセージを発出した。４月初旬には若年層の春休み中の活発な活動が感

染を拡大していることが認められたことから特に若者にターゲットをあてたメッセ

ージを発出した。また、兵庫・大阪における緊急事態宣言発表を受け、４月８日に

府県を越える往来の自粛を強く呼びかける「関西・外出しない宣言」を発出した。

事業所への休業要請が始まった４月 15 日には、要請の対象となった特定の施設を利

用する目的で大阪・兵庫から周辺府県への人の移動が生じたため、「関西・外出しな

い宣言」の徹底を改めて呼びかけた。 

〇 緊急事態宣言の全国拡大を経て４月 23 日には、行楽シーズンであるゴールデン

ウィークを前に、府県民には帰省や旅行を控えること、事業者には休業要請の遵守、

テレワーク等による通勤者の８割削減を呼びかける「関西・ＧＷも外出しない宣言」

を発出した。 

 ２) 第２波における対応 

〇 一律的な休業要請等が地域社会・経済に打撃を与えたという第１波の総括を踏ま

え、７月 22 日には、クラスター発生リスクの高い飲食店等にターゲットを絞り、高

リスク者である高齢者の命を守る感染防止対策の徹底を呼びかける、「関西・コロナ

「次なる波」抑止宣言」を発出した。 

  第２波では、社会福祉施設等におけるクタスター発生が相次ぎ、高齢者等の重症

化が急増したことから、８月 27 日に、クラスターを封じ込め、高齢者の命を守るた

め、高齢者等や、高齢者等と接する方、医療機関・社会福祉施設、事業者、学校関

係者等に感染防止対策の徹底を呼びかける「クラスター撲滅宣言」を発出した。 

 

区分 内容 

新型コロナウイルス感

染症の拡大防止に向け

た関西府県民の皆様へ

のお願い（4/1） 

全国的に感染の急拡大が見られる中、都市部など人口密

集地との不要不急の往来の自粛を求めるとともに、特に

活動が活発な若者に慎重な行動をとるよう呼びかけ。 

関西・外出しない宣言

(4/8) 

緊急事態宣言の発表を受け、府県民へ徹底的な外出の自

粛、府県を越えた往来の自粛を要請。 

関西・ＧＷも外出しない

宣言(4/23) 

ゴールデンウィークを控え、府県民に対して帰省や旅行

を慎むことや、事業者に対して休業要請の協力、通勤者の

大胆な削減等を要請。 

「関西・コロナ「次なる

波」抑止宣言」（7/22） 

府県民に対してクラスター発生リスクの高い飲食店等の

利用を控えること等や、事業者に感染防止対策の徹底等

を要請 

「関西・クラスター撲滅

宣言」（8/27） 

高齢者に接する人に対する日常行動への注意、医療機関・

社会福祉施設、事業者、学校関係者に対する感染防止対策

の徹底、患者・医療・福祉関係者等への誹謗中傷や差別を

しないこと等を要請 
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③ 広域的な医療連携 

〇 第１回対策本部会議において、関西防災・減災プラン（感染症対策編）に基づき、

医薬品・医療資器材及び医療専門人材の広域融通調整、検査機関の広域連携、広域的

な患者受入体制の連携を行うことを申し合わせた。以降、感染者受入病床数、保有医

療資器材等の状況を共有しつつ、下表のとおり広域患者受入調整方針を策定するとと

もに、医療資器材の広域融通等を実施した。 

 

区分 内容・実績 

医薬品・医療資

器材及び医療

専門人材の広

域融通調整 

・京都市からの要請に伴い、鳥取県からサージカルマスクを１万枚

支援（3/10） 

・滋賀県及び兵庫県に鳥取県からフェイスシールドを 2,400 枚支援

(5/12) 

・転院が困難な重症・重篤者への医療人材支援調整のため、「ECMO ネ

ット」との連携を推進 

検査の広域連

携 

和歌山県からの要請に伴い、大阪府が１５０検体の検査を受入れ

（2/20） 

広域的な患者

受入体制の連

携 

構成府県市間において広域医療局が一元的調整窓口を担う「広域患

者受入調整方針」を策定 

（概要） 

・比較的症状が安定している「中等症患者」を調整対象とする。 

・患者搬送に必要な機材の規格・能力等を考慮し、安全に患者搬送

を行うため、原則として、通常、搬送期間が片道 1時間以内の場

合を広域調整の範囲とする。 

※「無症状病原体保有者・軽症者」についても広域的な調整を進め

る。 

 

④ 国への要望・提案 

〇 感染症対策の現場で直面する課題について、全国知事会等とも連携を図りながら、

適時に国へ要望・提案を行った。3月 19 日には、世界的感染拡大を踏まえて水際対策

を強化するとともに、感染患者の増加に伴い、入院調整に支障が出るおそれがあった

ため、無症状者・軽症者の病院外での措置を求めるなど緊急の要望を行った。加えて

3 月 27 日には、水際対策の強化を再度要請するとともに、医療専門人材の地域偏在が

大きいことから医療専門人材の広域融通制度の創設などを求めた。 

〇 緊急事態宣言の全国拡大後（4/23）は、医療体制への負荷が日増しに大きくなる中

で、医療体制の確保を図るため、国公立民間を問わず患者受け入れを促進すること、

診療報酬・空床補償の拡充等による医療機関の支援などを求めるとともに、感染拡大

防止には事業者の幅広い協力が不可欠であったため、休業要請の影響を受ける事業者

への救済措置や家賃負担の軽減等を求めた。その後、８月下旬には、感染拡大が十分

収束しない中において、国において二類感染症の位置づけを見直す検討が行われてい

たことから、慎重な検討を求める提案を行った。 
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区分 主な内容 

新型コロナウイ

ルス感染症対策

に 係 る 要 望

（3/19） 

・関係機関が連携した帰国者の健康観察体制の充実など水際対策の

強化 

・無症状病原体保有者・軽症者の病院外での収容、医療資機材等の

迅速な供給など感染症患者に対する適切な医療実施体制の確保 

・社会福祉施設等に対する感染予防資材の供給 

・雇用助成金の弾力的運用、特別貸付の手続簡素化など地域経済

活性化への支援 

・消費者への適切な購入行動の呼びかけなど国民生活の安定確保 

新型コロナウイ

ルス感染症対策

に 係 る 要 望

（3/27） 

・帰国後の待機の徹底や、検疫所から保健所への通報による関係

機関連携強化など水際対策の強化 

・医療専門人材の広域融通制度の創設、医療機関の診療報酬の加

算や新たな支援制度の創設など医療体制の確保 

・自由度の高い交付金の創設など大胆かつ柔軟な経済対策の実施 

新型コロナウイ

ルス感染症対策

の更なる推進に

向 け た 提 案

（4/23） 

・国公立民間問わず感染患者受け入れ促進、更なる診療報酬の特

例措置、空床補償の拡充、院内感染防止対策の推進に向けた検査

態勢の充実など医療体制の確保 

・休業要請対象事業者への国による損失補償、収入が減少した事

業者の家賃負担軽減の制度化、雇用調整助成金の助成率・上限引

上げなど効果的な事業者等への支援 

・社会福祉施設の感染防止措置およびサービス提供継続に向けた

支援 

・感染症情報をエリアメールの対象に加えるなど国民への注意喚

起の徹底 

・新しく制度化された交付金の迅速な執行に向けた手続きの簡素

化 

・各自治体が予見性を持て対策を進められるよう緊急事態宣言継

続・解除の時期や区域等の基準の明示 

国における二類

感染症からの見

直 し に つ い て

（8/27） 

・各都道府県が感染拡大防止や医療提供体制の確保に取り組む中、

二類から五類などにダウングレードすることに対する慎重な検

討 

 

⑤ 関西の経済団体との連携 

〇 新型コロナウイルス感染症の急速な感染拡大により、全国的に医療資機材が不足す

るとともに、医療・検査体制がひっ迫するおそれが高まったため、関西広域連合は 4

月 27 日に関西圏の経済団体に医療物資・資器材の増産及び流通拡大を依頼した。関西

経済連合会及び関西経済同友会は、会員企業に支援を呼びかけ、増産・流通拡大にと

どまらず、多数の物資提供があった（寄付 13 社、購入の紹介１団体）。 

〇 また、関西経済連合会では「関西・新型コロナウイルス医療体制支援基金」を設置

して会員企業に寄付を呼びかけ、９月以降、各構成府県に対し、医療体制を強化する

ための寄付が行われている。 

     [関西・新型コロナウイルス医療体制支援基金からの寄付（９月末日現在） 

      総額５４１百万円（関経連で 11月末まで寄付募集を実施）] 
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    医療物資・資器材の寄付・購入紹介（９月末日現在） 

寄付等品目 数量 企業・団体名 配布先 

N95 マスク 

1,200 枚 小野薬品工業(株) 京都府、兵庫県 

 10,080 枚 三井住友信託銀行(株) 全構成府県市 

3,360 枚 (株)カナエ 京都府、大阪府、兵庫県 

1,000 枚 (株)三井住友銀行 滋賀県 

 ※700 枚 (特非)SKC 企業振興連盟協議会 兵庫県 

マスク（N95 マ
スクを除く） 

3,000 枚 Ｓｋｙ(株) 京都府、大阪府、兵庫県 

100 枚 日本生命保険相互会社 兵庫県 

2,000 枚 築野食品工業(株) ドクターヘリ運航スタッフ用 

10,440 枚 (株)ﾌｧﾙｺﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽ 全構成府県市 

4,840 枚 住友電気工業(株) 京都府、大阪府、兵庫県 

10,000 枚 パナソニック(株) 堺市 

※10,000 枚 (特非)SKC 企業振興連盟協議会 兵庫県 

ゴム手袋 4,800 組 住友電気工業(株) 京都府、大阪府、兵庫県 

シューズ 
カバー 

400 足 日本生命保険相互会社 兵庫県 

防護服 

100 着 日本生命保険相互会社 兵庫県 

27 着 住友電気工業(株) 京都府 

270 着 小松貿易(株) 京都府 

防護服キット 1,000 着 (株)三井住友銀行 鳥取県 

クレベリン 8,128 個 大幸薬品(株) 
希望のあった構成府県市（８
府県市に配布） 

業務用空気 
清浄機    

９台 (株)クボタ 
京都府、兵庫県、奈良県、和歌山県、鳥
取県、徳島県 

※は購入紹介 
 

 

(２) 有効であった対応 ····················································  

  ① 対策本部会議の開催等による情報共有 

○ 構成団体の長が直接顔を合わせ、国内の感染状況、構成団体の医療・検査体制や対

処方針・対策について情報共有することにより、各自治体における感染症対策の充実

につながり、とりわけ府県間での調整が求められる休業要請等の緊急事態措置の実施

に活かすことができた。また、適時の申し合わせにより、関西圏が一体となって取組

を進めることができた。 

〇 各府県が実施した休業要請においても、感染状況が府県によって異なることから、

調整は特に感染の大きい３府県間を中心に個別に行われたが、それまでに関西広域連

合の対策本部会議を重ねていたことで円滑に進めることができた。 

 

  ② 府県民・事業者への統一メッセージの発出 

○ 第１波においては、４月７日の緊急事態宣言を受けて発出した「関西・外出しない宣

言」、ゴールデンウィークを前に発出した「関西・ＧＷも外出しない宣言」など、一つ

の交流圏である関西圏において、府県民・事業者への統一メッセージを適時に発出する

ことにより、感染者数の大幅な縮減に貢献することができた。 

○ 第２波においても、クラスター発生リスクの高い飲食店や、社会福祉施設等にターゲ

ットを絞った呼びかけを行うことにより、社会経済活動を維持しながら、効果的な新規

感染者数の低減に貢献している。 
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  ③ 広域的な医療連携 

○ 広域連合として、医療資器材の広域融通調整、検査機関の広域連携を実施したことに

より、各構成団体の自主的な備蓄や、民間団体からの寄付に加えて、ひっ迫した際の相

互支援の仕組みとして役割を果たした。 

 

  ④ 国への要望・提案 

○ 情勢の変化に応じて、全国知事会や各構成団体とも連携して国に働きかけることに

より、雇用助成金の助成率・上限額の引き上げや、医療機関の診療報酬の加算などの制

度改善が実現したほか、国の補正予算により自治体が対策を実施するための新たな交

付金制度が創設されるなどの成果があった。 

 

  ⑤ 関西の経済団体との連携 

○ 関西経済連合会及び関西経済同友会の会員企業からは、多数の医療物資・資器材や多

額の寄付金の提供があり、構成団体の医療体制を強化する重要な役割を果たしている。 

 

(３) 教訓及び今後の課題 ··················································  

  ① クラスターの封じ込めと高齢者等の命を守る対策 

○ 第１波への取組の反省から、第２波に対しては、クラスターの発生が見られた飲食店

や社会福祉施設にターゲットを絞り、「関西・コロナ「次なる波」抑止宣言」「クラスタ

ー撲滅宣言」により、府県民・事業者に対して効果的な感染防止対策の取組を呼びかけ

てきた。その効果もあり、８月下旬以降、関西圏の新規感染者は落ち着いてきているが、

全国的には未だにクラスターの発生が見られることから、引き続き陽性者の感染経路

やクラスターの発生状況を踏まえ、ターゲットを絞った呼びかけを行う必要がある。 

 

  ② 社会経済活動と両立する感染防止対策 

○ 政府によるイベント開催制限は９月 19 日に人数上限が撤廃され、また、需要喚起策

として、GoTo トラベル事業に続き、10 月１日には GoTo イート事業が開始される。こ

の動向を踏まえ、広域連合として、９月 22 日に、イベント開催時の感染症対策の徹底

を呼びかける「関西・イベント時の感染防止宣言」を発出した。今後も引き続き、社会

経済活動と両立する感染防止対策について呼びかけを行う必要がある。 
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＜参考＞ 関西広域連合の取組実績（１～９月） 

 国・その他の状況 広域連合の対応 
１月 28 日 関西で初めて陽性者が確

認 
関西広域連合新型コロナウイルス感染症対策準備室設置

３月 14 日 改正新型インフルエンザ
等特措法施行 

 

３月 15 日  第１回関西広域連合新型コロナウイルス感染症対策本部
会議 
広域的な医療連携、特措法に基づく要請が必要になっ
た場合に備えた広域調整 

３月 18 日 国の水際対策の強化  
（帰国者に 14 日間の自宅待機及び公共交通機関の利用自粛を要請） 

３月 19 日  国に対し｢新型コロナウイルス感染症対策に係る要望｣を
提出 
（関係機関が連携した帰国者の健康観察体制の構築など）

３月 26 日 
特措法に基づく 
政府対策本部設置 

第２回関西広域連合新型コロナウイルス感染症対策本部
会議 
｢帰国者と帰国者を受け入れる方々へのお願い｣を発出
し、実効性ある自宅待機の協力依頼 

３月 27 日  国に対し｢新型コロナウイルス感染症対策に係る要望｣提
出 

４月 １日  
｢新型コロナウイルス感染症の拡大防止に向けた関西
府県民の皆様へのお願い｣を発出し、外出自粛要請とあ
わせ再度実効性ある自宅待機の協力を依頼 

４月 ７日 
７都府県を対象に緊急事
態宣言発令 

 

４月 ８日  

第３回関西広域連合新型コロナウイルス感染症対策本
部会議 
｢関西外出しない宣言｣及び「新型コロナウイルス制圧
に向けた申し合 

わせ｣を採択し、外出や往来の自粛等への協力を関西府
県民へ依頼 

４月 15 日 大阪府(14 日)、兵庫県で
休業要請始まる 

｢｢関西外出しない宣言｣を踏まえたお願い｣を発出し、
大阪、兵庫における休業要請による同種の施設利用を
目的とした、他府県への移動自粛の要請 

４月 16 日 全国へ緊急事態宣言拡大  

４月 23 日  

第４回関西広域連合新型コロナウイルス感染症対策本
部会議 
「関西・GW も外出しない宣言｣を採択し、外出や往来の
自粛等への協力を関西府県民へ依頼 
国へ｢新型コロナウイルス感染症対策の更なる推進に
向けた提案｣提出 

４月 27 日  関西経済連合会等へ医療物資･資機材の増産及び流通拡
大を依頼 

５月 ４日 全国を対象にした緊急事
態宣言を 5/31 まで延長 

 

５月 14 日 39 県にて 
緊急事態宣言解除 

 

５月 18 日  
関西経済連合会が行った国への｢新型コロナウイルス
感染症(COVID-19)に対する提言｣を、松本会長から連合
長へご説明 

５月 21 日 関西全圏域にて 
緊急事態宣言解除 
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５月 25 日 全都道府県にて 
緊急事態宣言解除 

 

５月 28 日  

第５回関西広域連合新型コロナウイルス感染症対策本
部会議 
・「関西・新型コロナウイルスを乗り越えよう宣言｣を採
択 

６月 １日 政府のイベント開催制限の段階的緩和の目安ステップ１へ移行（上限 200 人） 

６月 19 日 政府のイベント開催制限の段階的緩和の目安ステップ２へ移行（上限 1,000 人） 

７月 ４日  第６回関西広域連合新型コロナウイルス感染症対策本
部会議 
新型コロナウイルス感染症を踏まえた関西の元気回復
に向けた取組の方向性等の共有、これまでの取組の推
進、次なる波への取組の方向性とりまとめを確認 

７月 10 日 政府のイベント開催制限の段階的緩和の目安ステップ３へ移行（上限 5,000 人） 

７月 22 日 国、段階的緩和ステップ３
の８月末までの継続決定 
Go To トラベル開始 

第７回関西広域連合新型コロナウイルス感染症対策本
部会議 
新型コロナウイルス第１波における対応の総括、「次な
る波」への取組の方向性、「関西・コロナ「次なる波」
抑止宣言」採択 

８月 ７日 政府分科会 
感染状況の４ステージの
判断指標を提示 

 

８月 24 日 政府のイベント開催制限
の上限 5,000 人を９月末
までの延長決定 

 

８月 27 日 

 

第８回対策本部会議 
・「関西・クラスター撲滅宣言」採択 
・「新型コロナウイルス感染症を踏まえた関西の元気回
復に 
向けて」を採択 

・国における二類感染症からの見直しについて国提案 
９月 ８日 

 
関経連 松本会長および井戸連合長より、西村大臣へ元
気回復に向けた要望書を提出 

９月 19 日 政府のイベント開催制限
の上限 5,000 人を撤廃 

 

９月 22 日 
 

第９回対策本部会議 
・「関西・イベント時の感染防止宣言」採択 
・「コロナ禍でも台風時には避難行動を！」採択 
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＜参考＞ 情報共有を行った構成府県の対処方針の例（9月 17 日時点） 

府県 自粛要請・解除の判断基準 

滋 

賀 

県 

・客観的指標により、3 段階のステージを設定し、社会経済活動の再開、感染者が再度増えてきた際の対策強化

を判断 
＜現状＞７月 17 日警戒ステージに移行 
＜基準＞ 
判断指標 特別警戒ステージ 警戒ステージ 注意ステージ 
大阪府・京都府の緊急事態宣

言 
― 大阪府または京都府に

発令 
大阪府・京都府に発令

されていない 
感染経路不明感染者 7 日間に複数 7 日間に 1 名まで 14 日間連続ゼロ 
入院患者受入病床稼働率 60％以上 30％以上 30％未満 

人工呼吸器等稼働率 60％以上 30％以上 30％未満 

判断指標のうち、どれか 1 つでも満たすものがあれば、より悪いｽﾃｰｼﾞにあると判断する。 
ただし、参考指標の状況も鑑みて、ステージの判断は柔軟に行うものとする。 
・近畿及び近隣府県での緊急事態宣言の発令 
・県内の実効再生産数・濃厚接触者を除く PCR 検査陽性率 
・K 値 ・クラスターの発生（7 日間） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

京 

都 

府 

新型コロナウイルス感染症におけるモニタリング指標 

＜基本的な考え方＞ 

医療・検査体制の充実や、感染拡大予防の取組の進展等の状況変化を踏まえ、実際の感染の発生状況に応じた、

よりきめ細やかな対応を図るため、基準を設定。 
＜現状＞８月 30 日以降、警戒基準 

＜基準＞ 
 注意喚起基準 警戒基準 特別警戒基準 

指標 

・新規陽性者２名以上 
かつ 

・感染経路不明者 1 名以上  
（直近 7 日間の移動平均値） 

・新規陽性者 5 名以上 
かつ 

・感染経路不明者 2 名以上 
又は 

・重症者病症使用率 20％ 
※国が示した社会への協力要請を

行うべき基準（新規陽性者 10 名以

上）を超える場合などは、対策を強

化 

・新規陽性者 20 名以上 
 又は 
・重症者病床使用率 40％ 
 
 
 
※国とも調整の上、全国状況

も踏まえて対策を判断（緊急

事態宣言発令時等） 

対策 

－ 専門家の意見も聴取し、対策 
を総合的に判断 

同左に加え、近隣府県とも 
連携 

感染の拡大の兆候を早期に 
把握し、府民、事業者等に幅 
広く注意喚起 

感染の早期封じ込めのため 
の対策、医療提供体制の更な 
る拡充等 

感染拡大防止のための行 
動制限を伴う対策 等 

・基準の運用に当たっては、新規陽性者数が前週より増加傾向にあるか（前週増加比 1 以上）や、PCR 検査の

陽性率（7 日間移動平均）を併せてモニタリングする。 
・基準に該当した場合には、専門家の意見を聴取の上、感染経路、感染地域、PCR 検査の状況、医療体制の状

況等を勘案し、対策内容を総合的に判断する。 
・基準該当後も、状況を継続的にモニタリングし、状況に応じたきめ細やかな対応を図る。 
 
＜重点ターゲット＞（7月 31 日、9月 1日） 

感染拡大防止と社会経済活動両立を図るための３つの重点ターゲット 
①安心して飲食店を利用する。 
②大学生が安心して学生生活を送る。 
③重症化リスクのある方の感染を防ぐ。 
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府県民への要請 事業主への要請 その他 
＜感染対策の徹底＞ 
○手洗いの励行、マスクの着

用、3つの密の回避など、基

本的な感染対策の徹底。特に
高齢者と接する機会のある
方は格段の注意 

○免疫力を保ち、高める生活習
慣の実践(休養・適度な運動・
ストレスをためない等) 

○感染者が多数確認されてい
る大都市等への外出は慎重
に検討 

○マスクをつけない状態での
大声での会話を避けるなど、
自らの感染対策も徹底した

うえで施設を利用。利用する
施設の感染防止策をしっか
りと確認し、対策がとられて

いない施設は利用を回避 
○体調に違和感がある場合は、

自宅で休養し、人との接触を

回避。症状がなくても、感染
を広める可能性があること
を意識した行動 

○会食や飲み会、共同生活の場
での感染対策の一層の徹底。
特に集団での行動時に注意 

○新型コロナウイルス感染拡
大防止システム「もしサポ滋
賀」、接触確認アプリ「COCOA」

の活用 
 
 

＜施設・事業所における感染防止策の徹底＞ 
○業種別感染拡大予防ｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝに基づく感染防
止策の徹底。利用者にも感染防止策への協力を

依頼 
○新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽ感染拡大防止ｼｽﾃﾑ｢もしｻﾎﾟ滋賀｣
の導入と｢感染予防対策実施宣言書｣の掲示 

○テレワーク・時差出勤の推進 
＜イベント開催自粛の考え方＞ 
〇9月 18 日まで 

開催にあたっての上限の目安 
収容率と人数上限で小さい方を目安 
屋内 5,000 人（収容率 50％以内） 

   屋外 5,000 人（十分な間隔を確保） 
〇９月 19 日以降 
 必要な感染防止策が担保される場合は緩和す

ることとし、当面11月末まで、次の収容率と人
数上限でどちらか小さいほうを限度とする。そ
れ以外の場合は、従前の目安を原則とする。 

①収容率要件:感染ﾘｽｸの少ないｲﾍﾞﾝﾄ(ｸﾗｼｯｸ
音楽ｺﾝｻｰﾄ等）については 100%以内に緩和す
る。その他のｲﾍﾞﾝﾄ(ﾛｯｸｺﾝｻｰﾄ､ｽﾎﾟｰﾂｲﾍﾞﾝﾄ

等）は 50％以内（※）とする。 
（※）異なるグループ間では座席を１席空

け、同一グループ （５人以内に限る。）

内では座席間隔を設けなくともよい。 
②人数上限:5,000人を超え、収容人数の50%ま 
でを可とする。 

※令和２年９月11日付け内閣官房ｺﾛﾅｳｲﾙｽ感
染症対策推進室長事務連絡「11月までの催
物の開催制限等について」に準ずる 

<大規模ｲﾍﾞﾝﾄにおける感染防止策の事前相談> 
○全国的な移動を伴うｲﾍﾞﾝﾄや参加者が 1,000 人
を超えるｲﾍﾞﾝﾄを開催予定の場合の県新型ｺﾛﾅ

対策相談ｺｰﾙｾﾝﾀｰへの相談 

 

＜日常生活における感染拡大
防止＞ 

○身体的距離の確保、マスクの
着用、手洗いの 3つの基本、
｢３密｣（密集、密接、密閉）

の回避など、｢新しい生活様
式｣を徹底 

○発熱や咳、のどの違和感や味

覚・嗅覚の異常がある場合
は、外出を控える。 

 

＜飲食店利用者への要請＞ 
宴会・飲み会における「きょう
と５ルール」のお願い 

① 大人数の宴会や飲み会は控
える。 

② 宴会や飲み会の時間は概ね

２時間以内 
③ 深夜の利用を控える。 
④ 感染拡大予防ガイドライン

を遵守している店舗を利用 
⑤ 国の接触確認アプリや、京

都府新型コロナウイルス緊

急連絡サービス（こことろ）、
京都市の新型コロナあんし
ん追跡サービスを活用 

※利用人数等の基準変更なし 

＜事業所等における感染拡大防止＞ 
○在宅勤務、ﾃﾚﾜｰｸ、分散出勤、ｻﾃﾗｲﾄｵﾌｨｽなど、

感染拡大を予防する新しい働き方を推進 
○従業員の飲食機会における感染予防の徹底 
＜イベント開催時の感染拡大防止＞ 

○当面 11 月末まで、イベント種類及び会場規模
にあわせて収容率及び人数上限の目安を設定
し、どちらか小さい方を限度とする。 

 （収容率） 
 ・大声での歓声・声援等が想定されない 

→収容定員の 100%以内 

 ・大声での歓声・声援等が想定される 
  →収容定員の 50%以内 
 （人数上限） 

 ・収容人数 10,000 人超→収容人数の 50% 
 ・収容人数 10,000 以下→5,000 人 
○お祭り、花火大会、野外フェスティバル等は、

全国的又は広域的、参加者の把握が困難なもの
は中止を含めて慎重に検討 

＜飲食店における感染拡大防止対策＞ 

① ガイドライン遵守の徹底 
・風営法に基づく立入調査、感染症法・食品衛生
法・建築物衛生法に基づく店舗立入等の機会を

活用したガイドライン遵守の啓発 
・対策ﾁｰﾑによるｸﾗｽﾀｰ発生店舗等へのｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝ
の徹底指導 

・ｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝ推進京都会議によるｽﾃｯｶｰ掲示の徹底 
②「きょうと５ルール」等の周知徹底 
③ 緊急連絡サービス「こことろ」や「あんしん追

跡サービス」の普及拡大 
・啓発資材･ﾁﾗｼの配布､利用啓発動画等普及拡大
ｷｬﾝﾍﾟｰﾝによる登録店舗､利用者の一層の拡大 

• 来店時やチェックイン時の登録呼び掛け 

＜大学生における感染拡大防止＞ 
①大学再開ガイドラインの見直し（8/5） 

②大学生の行動変容を徹底するための注意
喚起 

･ 有識者によるメッセージ動画や大学との

連携による注意喚起動画の作成 
• 後期授業開始開始にあたり、感染防止ｶﾞｲ
ﾀﾞﾝｽ等を実施し、学校生活における注意喚

起を徹底 
③学内施設の感染防止対策 
・食堂･喫茶店、部活動のｸﾗﾌﾞﾎﾞｯｸｽ等の感染

防止対策 
・教室内でｵﾝﾗｲﾝ講義受講のための構内Wi-Fi
環境の整備 

・学生の分散を図るためのﾎﾃﾙ等学外ｽﾍﾟｰｽの
確保 

・学生寮の相部屋解消のための家賃補助 

④大学生 PCR 検査ネットワークの構築 
・医療機関・社会福祉施設等で実習する大学
生等を対象とした PCR 検査の実施 

・大学保健センター等における PCR 検査実施
のための体制支援 

＜重症化リスクのある方の感染防止＞ 

① 施設における面会の自粛要請 
医療機関、社会福祉施設等への面会等を自
粛し、リモート面会などＩＣＴを活用 

② 社会福祉施設等職員に対する研修 
・感染防止対応ＤＶＤ等を活用した職員研修
の実施 

・高齢者施設等における感染拡大防止のため
の自主点検ﾁｪｯｸﾘｽﾄの作成・配布 

③ 高齢者、基礎疾患のある方等は、人混みや

感染多発地域への外出は極力控える。 
無症状者が多い若年層は、高齢者等に会う
場合は、特に慎重に行動する。 

④感染者が多数発生している地域等に立地
する医療機関や高齢者施設等に勤務する
職員、入院･入所者に対するPCR検査実施 
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府県 自粛要請・解除の判断基準 

大 

阪

府 

大阪モデル 

＜基本的考え方＞ 

○ 感染拡大状況を判断するため、府独自に指標を設定し、日々モニタリング・見える化。 
○ 各指標について、「感染拡大の兆候」と「感染の収束状況」を判断するための基準を設定し、各基準の状況に応じ

て、府民に周知する。 
＜モニタリング指標と基準、信号の点灯・消灯基準の考え方＞ 

○「非常事態（赤色）」の指標を新たに設定し、想定病床を上回る感染拡大の恐れが生じていることを府民に周知する。  
○ 感染発生状況については各指標を日々モニタリング・見える化し、「警戒（黄色）」の発動の有無にかかわらず、発

生状況に応じて病床確保などの取組みを迅速にすすめる。 
○ 「警戒（黄色）」が点灯しない場合でも、感染発生状況に応じて、府民への注意喚起を行う。 
○非常事態等の解除においては、感染収束が見られることから、一定期間「解除（緑色）」を点灯させた後、消灯させる。  
＜現状＞７月 12 日府民に対する警戒の基準に到達 

＜基準＞ 

分析 
事項 モニタリング指標 府民に対する警

戒の基準 
府民に対する非常事態の

基準 
府民に対する警戒・
非常事態解除の基準 

(1)市中での
感染拡大状
況 

①新規陽性者における感染経路不明
者７日間移動平均前週増加比 

②新規陽性者における感染経路
不明者数７日間移動平均 

①２以上 
かつ 

②10 人以上 
－ ②10 人未満 

(2)新規陽性
患者の拡大
状況 

③7日間合計新規陽性者数 
（うち後半 3日間） 

120 人以上 
かつ 

後半 3 日間で半
数以上 

－ － 

④直近 1 週間の人口 10 万人
あたり新規陽性者数 

－ － 0.5 人未満 

(3)病床のひ
っ迫状況 ⑤患者受入重症病床使用率 － 

70%以上 
（「警戒（黄色）」信号が点灯し

た日から25日以内） 
60％未満 

【参考指標】  確定診断検査における陽性率の 7 日間移動平均 － － － 
【参考指標】 新規陽性者における感染経路不明者の割合 － － － 

 

兵 

庫 

県 

・緊急事態宣言解除後の次なる波に向けた、社会活動制限についての方向性基準を設定 
・発動内容については、近隣府県の動向、国の方針、地域別状況を踏まえて総合的に判断 
＜現状＞9 月１日感染警戒期に引き下げ 

＜基準＞ 

区分 感染小康期 感染警戒期 感染増加期 感染拡大期1 感染拡大期2 感染拡大特

別期 
対応の方向性 予防 警戒 制限強化 制限強化 制限強化 制限強化 

判
断
基
準 

新規陽性者 
(１週間平

均) 

10 人未満 10 人以上 
(警戒基準 ) 

20 人以上 30 人以上 40 人以上 総合的に判

断 

直近１週間 
の 人 口 1 0 万 
人当たりの 
新規感染者 

1.25 人未満 1.25 人以上 2 . 5 人以上 3.75 人以上 5 人 以 上 
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府県民への要請 事業主への要請 その他 
＜府民へのよびかけ＞ 
ｲｴﾛｰｽﾃｰｼﾞ(警戒)の対応方
針に基づく要請 

〔区域〕大阪府全域 
〔期間〕9月 19 日～10 月 9

日 

〔実施内容〕（特措法第 24
条第 9項に基づく） 

○以下の方は、感染リスク

の高い環境を避け、少し
でも症状が有る場合、早
めに検査を受診する。 

 1 高齢者の方 
 2 高齢者と日常的に接

する家族 

 3 高齢者施設・医療機関
等の職員 

○多人数で唾液が飛び交

う宴会・飲み会は控え
る。 

〇業種別ｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝを遵守

（感染防止宣言ｽﾃｯｶｰの
導入）していない、接待
を伴う飲食店及び酒類

の提供を行う飲食店の
利用を自粛 

 

＜イベントの開催（府主共催を含む）＞ 
○業種別ｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝの遵守を徹底､国の接触確認ｱﾌﾟﾘ

｢COCOA｣､大阪ｺﾛﾅ追跡ｼｽﾃﾑの導入､又は名簿作成など

の追跡対策の徹底を要請 
○開催制限 
・業種別ｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝの見直しを前提に、必要な感染防止

策が担保される場合は、「令和 2 年 9 月 11 日付国事
務連絡「11 月末までの細部との開催制限等について」
をもとに緩和 

・全国的な移動を伴う又は参加者が 1,000 人を超える
ようなｲﾍﾞﾝﾄを開催する際は、そのｲﾍﾞﾝﾄの開催要件
等を、大阪府に事前相談 

・国が業種別ｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝの見直しや収容率要件・人数上
限の見直しを行った場合、国に準じ対応 

・適切な感染防止策が実施されていないｲﾍﾞﾝﾄや、ﾘｽｸ

への対応が整っていないｲﾍﾞﾝﾄは、開催自粛を要請す
ることも検討 

＜施設（府有施設を含む）＞ 
①高齢者施設、医療機関等は、職員施設と関わりのある

業務の従業員、入所者・入院患者、外部から訪問され
る方に対し、徹底した感染防止対策を求める。 

②高齢者施設、医療機関等の職員に少しでも症状が有

る場合は、検査受診を勧める。 
③業種別ｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝの遵守(感染防止宣言ｽﾃｯｶｰの導入) 
④国の接触確認ｱﾌﾟﾘ｢COCOA｣､大阪コロナ追跡ｼｽﾃﾑの導

入､名簿作成など追跡対策をとる。 
⑤夜の街関連施設の従業員に少しでも症状がある場合

は検査受診を勧める。 

 ※ミナミの臨時検査場における検査継続実施 

＜経済界へのお願い＞ 
①多人数で唾液が飛び交う宴会・飲み会は

控える。 

②業種別ガイドラインの遵守を徹底 
③テレワーク 70％を推進。出勤が必要とな

る職場でも、ローテーション勤務、時差

通勤、自転車通勤などの取り組みを推進 
④体調の悪い方は出勤させない。体調の悪

い方や少しでも症状がある方へは、検査

の受診を勧める。 
⑤感染拡大を防止するため、 
・感染防止宣言ステッカーを掲示している

お店を選択 
・お店に入った後は、大阪コロナ追跡シス

テムの登録・利用 

・国の接触確認ｱﾌﾟﾘ「COCOA」の導入を促進 
＜大学等へのお願い＞ 
①高齢者と日常的に接する学生は、感染リ

スクの高い環境を避ける。 
②寮やｸﾗﾌﾞ･ｻｰｸﾙ活動での感染防止対策を

徹底する。 

③多人数で唾液が飛び交う宴会・ 飲み会は
控える。 

④業種別ｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝを遵守（感染防止宣言ｽﾃ

ｯｶｰの導入）していない、接待を伴う飲食
店及び種類の提供を行う飲食店の利用を
自粛する。 

⑤体調の悪い方は登校させない。体調の悪
い方や少しでも症状がある方は、検査を
受診する。 

＜外出自粛等＞ 
○感染拡大予防ｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝ

等に基づく感染予防が

なされていない接待を
伴う飲食店など感染ﾘｽｸ
の高い施設の利用を目

的とした、県境をまたぐ
移動を自粛 

〇感染拡大予防ｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝ

等に基づく感染防止策
がなされていない感染ﾘ
ｽｸの高い施設の利用を

自粛、高齢者や基礎疾患
のある者は、特に注意 

〇感染拡大予防ｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝ

等に基づく感染防止策
がなされていない施設
における大人数での会

食や飲み会は自粛、若者
グループについては、特
に注意 

○大声での会話、回し飲み
を避けるよう要請 
〇発熱等の症状がある場

合は、外出を控える 
〇発熱が続き、息苦しさ、

倦怠感、味覚・嗅覚障害

等の症状があれば、帰国
者接触者相談ｾﾝﾀｰ(保健
所)へ相談。特に発熱や

咳などの比較的軽い症
状でも、高齢者や基礎疾
患のある者は早めに相

談 
○感染拡大予防ｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝ

等に基づく感染防止策

がなされていないイベ
ントへの参加自粛 

〇感染拡大を予防する「ひ

ょうごｽﾀｲﾙ」の推進 

＜イベント＞ 
○感染拡大予防ｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝ等に基づく感染防止策がなさ

れていないｲﾍﾞﾝﾄ等の中止又は延期 

○全国的又は広域的な祭り、野外ﾌｪｽ等については、慎
重に検討し、開催する場合は人と人の間隔(1ｍ)を設
ける 

○地域で行われる盆踊り等、全国的又は広域的な移動
が見込まれない行事で、参加者がおおよそ把握でき
るものは、人数制限を行わない 

○参加者が 1,000 人を超えるｲﾍﾞﾝﾄは、県へ事前相談 
＜開催の目安＞ 
〇9月 18 日まで 

開催にあたっての上限の目安 
屋内 5,000 人以下、かつ収容率 50％以内 

   屋外 5,000 人以下、かつ十分な間隔を確保 

〇９月 19 日以降（11 月末まで） 
【収容率要件】 

①大声での歓声・声援等がないことを前提とするｲﾍﾞ

ﾝﾄ(ｸﾗｼｯｸ音楽ｺﾝｻｰﾄ等)100%以内 
②大声での歓声・声援等が想定されるｲﾍﾞﾝﾄ(ﾛｯｸｺﾝｻ
ｰﾄ､ｽﾎﾟｰﾂｲﾍﾞﾝﾄ等）50％以内（※） 

（※）異なるグループ間では座席を１席空け、同一
グループ （５人以内に限る。）内では座席間隔
を設けなくともよい。 

【人数上限】 
収容人数10,000人超→収容人数の50% 
収容人数10,000人以下→5,000人 

※令和２年９月 11 日付け内閣官房ｺﾛﾅｳｲﾙｽ感染症対策
推進室長事務連絡「11 月までの催物の開催制限等に
ついて」に準ずる 

＜事業活動＞ 
○業種ごとの感染予防ｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝに基づく感染防止対策

の徹底を要請 

○特に接待を伴う飲食店及び酒類の提供を行う飲食店
等に対し、保健所による食品衛生法上の指導にあわ
せた感染防止策の周知の徹底 

〇社会福祉施設に対して、職員・通所者等への感染防止
対策の徹底 

〇「感染拡大防止宣言ﾎﾟｽﾀｰ」の掲示 

〇「兵庫県新型ｺﾛﾅ追跡ｼｽﾃﾑ」への登録と、可能な限り、
QR ｺｰﾄﾞをﾃｰﾌﾞﾙやｶｳﾝﾀｰなどで掲示 

〇店舗・施設利用者へ「COCOA」の登録を要請 

＜その他＞ 
〇感染拡大を予防する｢ひょうごｽﾀｲﾙ｣推進 
○在宅勤務(ﾃﾚﾜｰｸ)、TV 会議、ﾛｰﾃｰｼｮﾝ勤務

等の推進 
○「三つの密」回避の促進、職場内の換気

励行、発熱等の風邪症状がみられる従業

員への出勤免除 
 
【改めて、うつらない・うつさない宣言】 

 令和 2年 9月 17 日発出 
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府県 自粛要請・解除の判断基準 

奈

良

県 

(1)感染者判明の状況等から奈良県のフェーズを判断 

＜現状＞５月 13 日フェーズ 2へ移行 

＜基準＞ 

ﾌｪｰｽﾞ 感染者発生状況 行動自粛 
ﾌｪｰｽﾞ１ 県内及び近隣地域の新規感染判明者が

増加し、強い行動自粛の要請が必要な

状況 

一般的な外出自粛要請 

ﾌｪｰｽﾞ 2 県内及び近隣地域の新規感染判明者が

低水準で低下傾向 
一般的な外出自粛要請を緩和 
感染リスクの高い場所・集会への訪問自粛を要請 
必要な感染リスク低減配慮を要請 

ﾌｪｰｽﾞ 3 県内及び近隣地域の感染判明者がほと

んど見られず、新規判明増加の傾向も

発見されない 

外出行動自粛を更に緩和 
必要最低限の感染リスク低減の要請は維持 

(2)３つの段階の判断は、3つの判断項目について、7つの判断基準で行う 

［判断項目１ 新規感染判明者の水準］ 
①県内及び大阪での新規感染者数の水準が抑えられているか 
 基準数値：人口 10 万人当たり新規感染判明者数 

ﾌｪｰｽﾞ 2：直近 1 週間で 0.5 人未満 
ﾌｪｰｽﾞ 3：直近 2 週間で 0.1 人未満 

②新規感染判明の段階での感染経路が明確か 
基準数値：直近 1 週間における新規感染判明者に占める感染経路不明者の割合 1/2 未満 

［判断項目２ 県内の感染者への医療・療養体制の安定性］ 
③感染判明者は全て病院や施設で治療・療養ができているか 

基準数値：自宅療養ゼロが維持されているか 
④感染判明者の入院、重症者の受入及び宿泊療養施設の受入の容量に十分な余裕があるか 

基準数値：占有率 50％未満 
［判断項目３ 感染拡大防止体制の充実］ 
⑤感染判明後の感染経路の推定に十分な明確さがあるか 

感染経路推定の分析が感染拡大防止に効果的な程度に達しているか 
⑥新規感染判定の体制（現在は PCR 検査）が整っているか 
⑦感染拡大防止の措置の実効性が十分か 

行動自粛率：各項目の自粛の率が、感染拡大防止に効果的な程度に達しているか 
 
 
 
 
 

和 

歌 

山 

県 

県内および近隣府県の感染状況が一定の基準を上回った場合は、自粛要請レベルの再引き上げを含む見直しを行う 
＜基準＞ 

区分 内容 自粛要請 
近隣府県での発

生基準 
 

○新規陽性者数 
40 人以上/日 複数日出現 

県外受入自粛の強化等 
 

和歌山県での発

生基準 
 

①新規陽性者数 
5 人以上/日・複数日出現 

②肺炎患者陽性率 5％以上 
③新規感染陽性率 5％以上 
④病床使用率 50％以上 
 

不要不急の外出自粛 
営業自体の自粛等 
 

※①、②、③、④の全て 
※②、③は７日間移動平均 
※④は紀北と紀南のいずれか 
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府県民への要請 事業主への要請 その他 
【「うつらない｣｢うつさない｣ための基本の対策】  

・マスクの着用、こまめに換気、手洗いの徹底 

【「うつらない」対策】 

＜買い物＞ 

・計画をたてて素早く済ます。 

・１人または少人数ですいた時間に 

・現金の直接の手渡しを避ける 

・ﾚｼﾞに並ぶ時は、前後にｽﾍﾟｰｽ 

＜勤務先＞ 

・会話は真正面を避ける 

・人との間隔を２ｍ(最低１ｍ)空ける。 

・ﾃﾚﾜｰｸ、ﾛｰﾃｰｼｮﾝ勤務の活用 

・名刺交換はｵﾝﾗｲﾝで 

＜飲食店＞ 

・多人数・長時間の会食は避ける。 

・対面は避け、横並び、一つ飛ばし、互い違いに座

・感染防止対策を実施している店舗を選ぶ。 

・大皿は避けて、料理は個々に注文 

・お酌、ｸﾞﾗｽやお猪口の回し飲みは避ける。 

＜車に同乗する時＞ 

・ﾏｽｸを着けて、換気を徹底 

・長時間のﾄﾞﾗｲﾌﾞは避ける。 

＜ｶﾗｵｹに行く時＞ 

・人との間隔を２ｍ(最低１ｍ)空ける。 

・真正面を避けて、横並びで座る。 

・歌う人の正面に食べ物を置かない 

【「うつさない」対策】 

＜帰宅後＞ 

・家に帰ったらすぐに手や顔を洗う。 

・できるだけすぐに着替え、ｼｬﾜｰ 

・ﾀｵﾙは、ﾄｲﾚ･洗面所･ｷｯﾁﾝなどで共用しない。 

・家の中でも咳ｴﾁｹｯﾄ 

＜勤務先＞ 

・人との間隔を２ｍ（最低１ｍ）空ける。 

・毎朝の検温、健康チェック 

・症状がある場合は自宅で療養 

・勤務中に体調が悪くなった場合は無理せず

帰宅 

＜イベントの開催＞ 

○開催制限の概要（～１１月末まで） 

・収容率 

大声での歓声・声援等がないことを前提としう

るもの 

→100％以内（席がない場合は適切な間隔） 

大声での歓声・声援等が想定されるもの 

→50％以内（席がない場合は十分な間隔） 

・人数上限 

収容人数 10,000 人超→収容人数の 50％ 

収容人数 10,000 人以下→5,000 人 
※感染リスクを軽減するための各種措置が担保さ
れていること等が緩和の条件で、それ以外の場
合は、従来の目安を原則とする。 

※収容率と人数上限でどちらか小さい方を限度
（両方の条件を満たす必要がある） 

※異なるｸﾞﾙｰﾌﾟ間では座席を１席空け、同一ｸﾞﾙｰ
ﾌﾟ(５人以内に限る)内では座席間隔を設けなく
ともよい。すなわち、収容率は 50％を越える場
合がある。 

※その他詳細は、令和 2年 9月 11日付け内閣官房
新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽ感染症対策推進室長事務連絡のと
おりとする。 

○全国的な人の移動を伴うｲﾍﾞﾝﾄ(ﾌﾟﾛｽﾎﾟｰﾂ等又 

は、参加者が 1,000 人を超えるようなｲﾍﾞﾝﾄ) 

開催を予定する場合は、県に事前相談を行う。 

＜施設の利用＞ 

・入場時等に検温を実施し、発熱等の症状がある

方は利用を控えてもらうようにする。 

・施設の利用前に、施設利用者に接触確認ｱﾌﾟﾘの

ｲﾝｽﾄｰﾙを促すこと。また、必要に応じて、施設

利用者の連絡先等の把握をする。 

・施設利用の際には、熱中症等の対策が必要な場

合を除き、原則、ﾏｽｸを着用することを促す。ま

た、消毒や手洗いなど｢新しい生活様式｣に基づ

く行動を徹底することを促す。 

・施設利用の際には、入退場時、休憩時間や待合

場所等を含め、三密を作らないよう徹底する。 

・感染拡大予防のための業種別ｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝ等に則し

た感染防止策を徹底する。 

【我々の心得】 

①県内での感染事例が連続で

発生していますが、「正しく

注意して」 うつらないよう

に行動し、元気に社会・経済

活動を行いましょう。 

②「うつらない」「うつさない」

の習慣化 

・「うつらない」対策をその都

度説明。 

・「うつさない」配慮（職場・家

庭）を繰り返しお願い。 

・どのようにうつされたのか

を明確にしていく。 

③拡大防止への対策 

・死亡につながる重症化を防

ぐ。 

・感染したら、全員隔離してう

つさない。 

・医療崩壊はさせない。 

・感染施設は一定期間閉じる。 

④感染者の人権への配慮 

・医療関係者や感染された方

等への中傷や差別は絶対に

やめましょう。 

【県民の皆様へのお願い（９／３）】 

〇特に感染が拡大している地域に出かけての

会食や接待を伴う飲食をしない。 

○大阪や首都圏、その他特に感染が拡大して

いる地域に出かける際は、基本的な感染症

対策(ﾏｽｸ着用、手洗いなど)を心がけると

ともに、会食や接待を伴う飲食は控える。 

〇友人や知人との夜遅くまで長時間、集団で

会食をし、そのまま友人の部屋に宿泊する

ような行動は控える。 

〇通勤や通学前に検温をし、発熱などの症状     

がある場合は通勤や通学を控えてｸﾘﾆｯｸを

受診 

〇濃厚接触者が１回目の PCR 検査で陰性とな

っても、２週間の経過観察中に陽性になっ

たｹｰｽもあるため、濃厚接触者は、経過観

察中は必ず自宅待機を行い、人との接触を

避ける。 

 

＜イベント開催自粛の考え方＞ 

〇9月 18 日まで 

開催にあたっての上限の目安 

収容率と人数上限で小さい方を目安 

屋内 5,000 人（収容率 50％以内） 

   屋外 5,000 人（十分な間隔を確保） 

〇９月 19 日以降 

 必要な感染防止策が担保される場合は緩和する

こととし、当面11月末まで、次の収容率と人数

上限でどちらか小さいほうを限度とする。それ

以外の場合は、従前の目安を原則とする。 

①収容率要件:感染ﾘｽｸの少ないｲﾍﾞﾝﾄ(ｸﾗｼｯｸ 

音楽ｺﾝｻｰﾄ等）については 100%以内に緩和す 

る。その他のｲﾍﾞﾝﾄ(ﾛｯｸｺﾝｻｰﾄ､ｽﾎﾟｰﾂｲﾍﾞﾝﾄ 

等）は 50％以内（※）とする。 
（※）異なるグループ間では座席を１席空

け、同一グループ （５人以内に限る。）
内では座席間隔を設けなくともよい。 

②人数上限:5,000人を超え、収容人数の50%ま 

でを可とする。 

※令和２年９月 11 日付け内閣官房ｺﾛﾅｳｲﾙｽ感染症

対策推進室長事務連絡「11 月までの催物の開

催制限等について」に準ずる〈事業所では発熱

チェック〉 

・従業員等の発熱などのﾁｪｯｸをし、症状がある場

合は業務に従事させず、ｸﾘﾆｯｸの受診を勧める

など、適切な対応を 

〈各事業所で感染拡大予防ガイドライン〉 

・全ての業界、事業所でｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝの遵守とﾎﾟｽﾀｰ

※掲示を(※関西広域連合啓発ﾎﾟｽﾀｰ) 

[病院や福祉施設等集団生活を

行っている施設へのお願い] 

〈病院、福祉施設サービスは特に注意

・病院や福祉施設等の職員

は、施設内へ感染の持ち込

みが発生しないよう特に注

意 

・訪問介護や通所サービスの

職員やケアマネージャーも

含め、職員自身での感染防

止対策をより徹底するとと

もに、事業所においても発

熱などのチェックを実施す

るなど、健康観察のさらな

る徹底を 

 

[医療機関・クリニックへのお

願 い ] 

〈ｸﾘﾆｯｸ等は疑い症例を積極的に発見

・新型コロナウイルスの感染

拡大防止には早期発見が重

要であることから、本県で

はクリニックで感染者を発

見してもらうシステムを構

築している。医療機関、特

にクリニックは、感染の疑

いのある患者の発見に積極

的に努めていただくよう改

めてお願い 
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府県 自粛要請・解除の判断基準 

鳥

取

県 

鳥取県版新型ｺﾛﾅ警報 
 新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽの感染拡大リスクの評価基準を設定し、県民、企業、医療機関等にとっても分かりやすい指標として共

有することにより、新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽ対策を効果的に展開していくとともに、経済、社会活動や医療提供体制の持続化、安

定化を図る。 
＜現状＞全県（重点地区：西部） 9 月 12 日から 9月 28 日まで警報へ移行（状況に応じ延長）＜鳥取県版新型ｺﾛﾅ警

報＞ 

＜基準＞ 

区 分 注意報 警報 特別警報 

判
断
指
標 

新規陽性患
者数 

1 人 
（東・中・西部いずれか） 

  全県で 6 人／週 
（東部 3 人、中部 2 人、西部 3 人でも発動） 

感染経路不
明等 － 感染経路不明などで感染拡大のおそれ 

病床・人工
呼吸器 － － どちらかで 

稼働率 50％超 

活
動
制
限 

外出・ｲﾍﾞﾝ
ﾄ・施設 

○感染拡大を予防する事項
の呼びかけを強化 

・手洗い励行、ﾏｽｸ着用 
・換気の徹底 
・施設内の消毒 

○発生施設に関係する箇所､
３密な場所 

○状況に応じて不要不急の外
出自粛を要請 

○８割の接触削減（生活維持に
必要なものを除く外出自粛） 

○比較的規模の大きなｲﾍﾞﾝﾄ等から順次制限 
○必要性があると認められる業務や施設に限って要請 

学校 ○感染者の学校休業が基本 ○休業、分散登校等 (全県も ) ○全県で休業 

医
療
強
化 

保健所 ○疫学調査応援職員を派遣 ○疫学調査応援職員を派遣 
○相談センター応援職員を派遣 等 

医療・福祉 ○施設内感染対策の確認 
〇病床確保の準備  等 

○施設内感染対策の徹底 
○必要物資の送付、空床確保  等  

○病床・人工呼吸器  緊急調達 
○施設への医療人材の派遣 等 

要請の法的根拠等 協力依頼 等 特措法第 24 条第 9 項による要請 等  特措法第 45 条も発動 等 

 
 
 

徳

島

県 

「とくしまアラート」の発動基準 

＜現状＞8 月 6 日「とくしまアラート・感染拡大注意･漸増」を全県域に発令 

    9 月 11 日「とくしまアラート・感染観察強化」へ引き下げ 全県域に発令 

＜基準＞ 

区分 
①感染観察  ②感染拡大注意  ③特定警戒 

 注意 強化 漸増 急増 

基本方針 

早期発見、封じ込めで感
染拡大防止を図る 

必要に応じ、特措
法第24条 9項によ
る感染拡大防止を

図る 

特措法第 24 条
９項によるさ
なる感染拡大

防止を図る 

国の指定を受け、特
措法第 45 条等によ
る強制性のある取

組を実施する 

発
動
基
準 

直近 1 週間の累積 
新規感染者数 ― 

５人 

以上 

10 人 

以上 
30 人以上 100 人以上 170 人以上 

直近 1週間の累積 

感染経路不明者割合 
― 50％ 50％ 50％ 50％ 

病床の

ひっ迫

具合 

病床全

体 
― ― ― 

最大確保病状の占有率 
１／５以上 

現時点の確保病床数の占有率 

１／４以上 

最大確保病状の占

有率 

１／２以上 

うち重

症者病

状 

― ― ― 

最大確保病状の占有率 
１／５以上 

現時点の確保病床数の占有率 
１／４以上 

最大確保病状の占

有率 

１／２以上 

療養者数 ― ― ― ― 100 人以上 170 人以上 

PCR 陽性率 ― ― ― ― 10％  

解除の判断基準 ― 発動１週間経過後、状況及び発動基準を照らし合わせて判断 
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府県民への要請 事業主への要請 その他 
＜県民の皆様へのお願い＞ 

～ご自身と大切な人と地域を守ろう！会食・三密に

注意！～ 

・県のウェブページなどから正確な情報を確認し、不
確かな情報に惑わされることなく、冷静な行動をと
って下さい。 

・身近なところで感染する可能性もあり、十分注意。
親しい間柄であっても、ﾏｽｸを外す瞬間をｳｲﾙｽが
狙っている。引き続き｢三つの密｣を避け、人との感

染防止距離(概ね 2m)を取る、距離が取れない場
合のﾏｽｸの着用、こまめな手洗い･換気などの感染
予防に十分注意。特にﾘｽｸの高い高齢者、基礎疾

患のある方や妊婦と会われる際は、特に注意。 
 ①帰宅後や何かを口に入れる前後(喫煙も含めて)

の手洗いを徹底 

 ②人と会話する際や距離が近い場合のﾏｽｸの着
用を徹底 

 ③倦怠感やのどの違和感、発熱、味覚・嗅覚など

多少の違和感を自覚した場合、親しい人であって
も人と接触する際にはﾏｽｸを着ける、人との会食
はさける。 

・医療機関を受診したいと思った時は、事前に電話
して指示に従う。少しでも体調が悪ければ通勤・
通学を含め外出は控え、「発熱・帰国者・接触者

相談センター」に相談を。 
・お店を利用の際は、「新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽ感染予防対策

協賛店」、「新型コロナ対策認証事業所」(業界団

体等からの推薦を受け、感染拡大予防対策に自
ら取り組む事業所)の積極的な活用を。 

・感染拡大地域にお出かけの際は、県ホームページ

で毎日更新中の「感染警戒地域」情報を参考に、
感染予防を徹底し、警戒をお願い。  

・ご自身の予防と感染拡大防止のため、接触確認ｱ

ﾌﾟﾘ｢COCOA｣や｢とっとり新型ｺﾛﾅ対策安心登録ｼ
ｽﾃﾑ｣等の活用を。 

・患者治療に当たる医療従事者やその家族などに

対し、誤解や偏見に基づく差別をなくし、新型ｺﾛﾅ
に立ち向かっている患者、医療従事者の皆さまを
みんなで応援しましょう。 

＜事業主の皆様へのお願い＞ 

・事業者の皆様は、業種別ｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝの遵守を徹底した上

で、大切なお客様とお店・従業員を守るため、感染予防

対策を十分に行う。 

・鳥取県版ｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝの見直し 

飲食店、宿泊施設、理・美容所、接待を伴う飲食など９

業界へのｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝを更新するとともに、観光客の接客を

行う土産物売り場を新たに作成 

＜ｲﾍﾞﾝﾄ・県立集客施設の対応＞（9/19～当面 11 月末） 

・県版ｲﾍﾞﾝﾄｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝを今回の開催要件の変更に合わせて

修正。(9/16 対策本部会議） 

（イベント開催要件） 

○収容率等 

【歓声・声援等が想定されないもの】 

席がある場合：収容率 100％以内 
席がない場合：人と人が接触しない程度の間隔 

【歓声・声援等が想定されるもの】 

席がある場合：収容率 50％以内 
席がない場合：十分な人と人との間隔(1m) 

※全国的・広域的な人の移動が見込まれる祭り等について

は、ｸﾗｽﾀｰ対策が困難であることから、中止を含めて慎重
に判断。 

○人数上限 

①収容人数 1万人超⇒収容人数の 50％ 

②収容人数 1万人以下 ⇒5,000 人 
（注）収容率と人数上限のどちらか小さい方を限度

（両方の条件を満たす必要） 

※現時点確保病床占有率が 25％以上になった場合は、現在

の基準に戻すこととする。 

＜現在の基準＞ 

感染防止策を徹底して次の基準で実施。 

【屋内】5,000 人以下かつ収容定員の 50％以下の参加人数 

【屋外】5,000 人以下かつ人との間隔を十分確保(概ね 2ｍ） 

(県以外の主催者によるｲﾍﾞﾝﾄなどの対応方針) 

・比較的多数が集まる案件では、「とっとり新型ｺﾛﾅ対策安 

心登録ｼｽﾃﾑ」を活用して参加者の登録と連絡体制の確立 

【ｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝ策定】 

○学校寮における新

型ｺﾛﾅｳｲﾙｽ感染症

対策ｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝ 

○部活動(運動部･文

化部)における新型

ｺﾛﾅｳｲﾙｽ感染症対

策ｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝ 

【感染拡大防止クラス

ター対策等条例】 

（8 月臨時議会議決、

令和 2 年 9 月 1 日

施行） 

○県民及び事業者が

一丸となって新型コ

ロナウイルス感染症

の克服に取り組む。 

（詳細は省略） 

【新型コロナウイルス

に関する差別的扱

いや誹謗中傷から

陽性者等を守る共

同行動宣言】（令和

2 年 9 月 10 日 鳥

取県、鳥取県弁護

士会、鳥取県警察

本部及び鳥取地方

法務局） 

○互いに連携して、患

者や家族など新型

コロナウイルスと闘う

方々への差別的扱

いや誹謗中傷を防

ぐとともに、寄り添っ

て支援する取組を

進める。 

＜県民への呼びかけ＞ 

基本的な感染予防の徹底（３密回避 等） 

・３密回避を遵守した「新しい生活様式」の徹底に向

けた注意喚起 

⇒感染者の多い「若年層」、中でも感染リスクの高い

行動を取る対象者に向けた効果的な情報発信 

感染拡大防止の主役として、高齢者等のみなら

ず、自分自身のいのちを守ることにつながるとい

うメッセージ 

・COCOA 及び「とくしまコロナお知らせシステム」の

普及促進 

・ターゲット毎に適切なメディアを通した分かりやす

いメッセージの発信  

【重症化しやすい人（高齢者など）】３密の徹底的な

回避、安全な活動については推奨  

【中年】職場での感染予防徹底、宴会等における注

意喚起 

【若者】クラブ活動等における感染予防徹底、宴会

等における注意喚起  

【医療従事者・介護労働者】リスクの高い場所 

に行かない 

＜イベント開催の考え方＞ 

〇9月 18 日まで 

開催にあたっての上限の目安 
収容率と人数上限で小さい方を目安 
屋内 5,000 人（収容率 50％以内） 

屋外 5,000 人（十分な間隔を確保） 
〇９月 19 日以降 
 必要な感染防止策が担保される場合は緩和することと

し、当面11月末まで、次の収容率と人数上限でどちらか
小さいほうを限度とする。それ以外の場合は、従前の目
安を原則とする。 

①収容率要件:感染ﾘｽｸの少ないｲﾍﾞﾝﾄ(ｸﾗｼｯｸ 
音楽ｺﾝｻｰﾄ等）については 100%以内に緩和す 
る。その他のｲﾍﾞﾝﾄ(ﾛｯｸｺﾝｻｰﾄ､ｽﾎﾟｰﾂｲﾍﾞﾝﾄ 

等）は 50％以内（※）とする。 
（※）異なるグループ間では座席を１席空け、同一グ

ループ （５人以内に限る。）内では座席間隔を

設けなくともよい。 
②人数上限:5,000人を超え、収容人数の50%ま 
でを可とする。 

※令和２年９月 11 日付け内閣官房ｺﾛﾅｳｲﾙｽ感染症対策推進
室長事務連絡「11 月までの催物の開催制限等につい
て」に準ずる 

<大規模ｲﾍﾞﾝﾄにおける感染防止策の事前相談> 
・全国的な移動を伴うｲﾍﾞﾝﾄや参加者が 1,000 人を超えるｲ
ﾍﾞﾝﾄを開催予定の場合の県へ相談感染拡大予防ｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝ

等を踏まえた対策等を求める。 
＜事業者のみなさんへ＞ 
・基本的な感染予防の徹底（３密回避 等） 

・ｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝの遵守を徹底。 
・COCOA 及び｢とくしまｺﾛﾅお知らせｼｽﾃﾑ｣の更な 
る周知及び普及促進の更なる強化 

・テレワーク等の推進 

＜共通事項＞ 

「とくしまスマート

ライフ宣言！」（「新

しい生活様式」「感

染拡大予防ガイドラ

イン」の実践） 
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第 11 章 事業活動支援 
 
 
１  相談体制の充実 
 

(１) 県のとった対策 ······················································  

① 新型コロナウイルスに関する経営等相談窓口の設置 

○ 新型コロナウイルスの流行により影響を受ける恐れがある中小企業・小規模事業者

対象の特別相談窓口を①産業労働部地域金融室、②ひょうご・神戸経営相談ｾﾝﾀｰ（ひ

ょうご産業活性化ｾﾝﾀｰ内）に設置し、中小企業・小規模事業者からの相談に対応した。 

R2.1～R2.8 までの相談受付件数：2,654 件（①産業労働部地域金融室） 

  R2.1～R2.8 までの相談受付件数：1,647 件（②ひょうご・神戸経営相談ｾﾝﾀｰ） 

 

② 兵庫県よろず支援拠点における新型コロナウイルス感染症に関する土日の経

営相談窓口設置 

○ 新型コロナウイルスの流行により、ひょうご産業活性化センターが中小企業庁より

受託している「兵庫県よろず支援拠点」の経営相談窓口について、３月７日より、土

日祝日も相談窓口を開き、中小企業・小規模事業者からの相談に対応した。 

         R2.1～R2.8 までの相談受付件数：715 件（うち土日 231 件） 

 

③ 外国人雇用 HYOGO サポートデスク 

○ 県内企業の外国人雇用に対する理解を深め、特定技能制度等での円滑な雇用を支援

するため、サポートデスクをひょうご・しごと情報広場内に 4/30(木)設置した。 

○ 外国人労働者の雇用を希望する又は雇用している県内企業からの外国人雇用制度や

在留資格に関する相談対応のほか、外国人労働者を雇用する上での在留資格申請手続

などの専門的な相談については、行政書士や社会保険労務士が対応した。 

 R2.4～R2.8 までの相談受付件数：72件 

  ＜相談内容例＞ 

・新型コロナの影響により帰国できない技能実習生の手続き等に関する相談 

     ・外国人雇用に関する一般相談（在留資格、採用可能職種・業種など） 

     ・特定技能制度に関する相談 

     ・外国人雇用にあたっての出入国在留管理局への申請手続に関する相談 

 

④ 多文化共生総合相談センター 

○ 11 言語で対応を実施する多文化共生総合相談センターにおいて、外国人県民からの

コロナウイルスに関する相談に対応した。 

 R2.2～R2.8 までの相談受付件数：444 件 

＜対応言語＞ 

 英語、中国語、スペイン語、ポルトガル語、ベトナム語、韓国語、タガログ語、イ

ンドネシア語、タイ語、ネパール語、日本語 

＜相談内容例＞ 

 ・職場から指示があった PCR 検査への対応 

 ・会社から出社を拒否され収入を失ったときの支援  

 ・短期で来日した両親が帰国できないときの滞在許可 等 

 

1 
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[県内の中小企業向け相談窓口一覧（①、②関連）] 

〇 県、市町、商工団体など様々な機関で事業者の課題に応じて相談に対応する旨、一覧

性をもったチラシで事業者へ周知した。 

    ア 経営全般に関すること（事業･人材･労務･財務･資金繰り等） 

◇ ひょうご･神戸経営相談センター 

（ひょうご産業活性化センター、神戸市産業振興財団、神戸商工会議所による共同設置） 

・ 経営相談窓口（（公財）ひょうご産業活性化センター） 

・ 兵庫県よろず支援拠点   

・ 神戸商工会議所中央支部 

     ◇ 関係団体の窓口 

      ・ 県下 20 商工会議所、28 商工会 

      ・ 兵庫県中小企業団体中央会 

    イ 貸付・融資に関すること 

     ◇ 兵庫県の制度融資  兵庫県地域金融室 

     ◇ 信用保証制度、資金繰り 兵庫県信用保証協会 

     ◇ 政府系金融機関による融資や資金繰り 

・ 日本政策金融公庫県下７支店 

      ・ 商工中金県下３支店 

     ◇ セーフティネット保証制度等の利用に係る認定 

      ・ 県下 41 市町 

      ※ 兵庫県よろず支援、兵庫県信用保証協会等では土日祝日も相談に対応 

 

(２) 有効であった対応 ····················································  

  ① 早期の中小企業特別相談窓口の設置と周知 

〇 県内で新型コロナウイルス感染者が確認される前の早期（１月３１日）に、県地域

金融室及びひょうご・神戸経営相談センター（ひょうご産業活性化センター内）に、

中小企業を対象とした特別相談窓口を設置し、県庁記者クラブを通じて窓口の周知を

図った。 

 兵庫県（ひょうご産業活性化センター）、神戸市（神戸市産業振興財団）、神戸商工会

議所が連携して設置した相談窓口であることから、神戸市のホームページにも案内を

掲載するなど、神戸市と連携して広く相談窓口の周知することができた。また、神戸

市とは定期的に連絡会議を行って情報共有したことが有効であった。 

〇 感染拡大防止のために、原則として電話・メールによる相談を実施した。来所の場

合はアクリルボードの設置など感染防止対策を十分に施して面談を行い、対応可能な

相談者に対しては、Web によるリモート相談も実施することで、感染防止につながっ

た。 

〇 相談に際しては、課題に応じた専門家等へのナビゲートも行うこととし、相談のあ

った事業者を活性化センター相談員、県地域金融室、兵庫労働局等へ迅速かつ適切に

繋ぐことができた。 

〇 兵庫県よろず支援拠点では、３月７日より土日祝日も相談窓口を開き相談対応を実

施した。飲食、サービス、小売り等幅広い業種の事業者に新型コロナウイルス感染症

の影響が及んだが、適切に対応することができた。 
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〇 関係機関がそれぞれ窓口を設置し広報していたが、事業者からどこに相談すればい

いか分からないとの声があったため、県内の中小企業向け相談窓口を一覧に整理し、

３月２７日より、チラシ・県ホームページ等により情報提供を行ったことで、事業者

の利便性向上につながった。 

〇 大規模災害発生時には、金融支援とともに相談対応は重要な役割を担う。中小企業

支援ネットひょうごで、平時から県内産業支援機関や金融機関等と密に連携をとって

きたことが奏功した。 

 

  ② 外国人雇用に関する企業や外国人県民からの相談対応 

 ア 外国人雇用 HYOGO サポートデスク 

〇 感染拡大期において出入国制限が加えられる等外国人を雇用する企業を取り巻く

環境が変化する中、外国人雇用 HYOGO サポートデスクで多様な相談に対応すること

ができた。（感染拡大防止のため、開設当初は原則として電話による相談の対応とし、

6/1 から対面相談を開始した。） 

   イ ひょうご多文化共生総合相談センター 

〇 新型コロナウイルスに関する多言語での情報提供が少なく、予防や社会活動の自

粛、支援制度等の詳細が把握できず、不安を抱える外国人県民が少なからず存在して

いたため、ひょうご多文化共生総合相談センターにおいて多様な相談に対応するこ

とができた（感染拡大防止のため、緊急事態宣言後は原則として電話による相談の対

応とし、6/1 から対面相談等を再開した。） 

〇 この他、厚生労働省や（一財）自治体国際化協会等と連携を取りながら関係団体に

対して「咳エチケット」や「手洗い」等予防を含む注意喚起や、緊急事態宣言及びそ

の延長を受けた自粛等のお願いを含む新型コロナウイルス感染症に対する生活情報

等を多言語で情報提供することで、外国人県民に必要な情報を届けることができた。 

 

(３) 教訓及び今後の課題 ·················································  

〇 国、県、市町等の施策情報が錯綜していたため、入手・集約に手間取り、立ち上げ当

初、相談窓口での迅速な周知・対応が一部できなかった点は否めない。関係機関が混乱

する初動時、情報共有の仕組み作りが必要である。 

〇 また、Web によるリモート相談体制を整備できていなかったため、準備に手間取った。

今回の経験を糧に様々な事態に応じた相談支援システムを予め考えていく必要がある。 
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１  制度融資による資金繰り支援 
 

(１) 県のとった対策 ······················································  

  ① 売上減の程度に応じた融資条件の設定 

〇 ２月 25 日に、一般保証に加えて、セーフティネット保証５号（国が指定する不況業

種を営む中小企業者で直近３か月の売上が対前年同期比５％以上減少）の認定を取得

した場合に活用できる、別枠のセーフティネット保証２億 8,000 万円が利用可能な「新

型コロナウイルス対策貸付」を迅速に立ち上げた。 

〇 また、３月２日に、セーフティネット保証４号（直近１か月の売上が対前年同期比

20％以上減少）の指定期間告示を受けた際、同認定を取得した場合も活用できるよう

速やかに拡充を行った。 

〇 ついで、３月 13 日に、危機関連保証（直近１か月の売上が対前年同期 15％以上減

少）がはじめて発動されたことで、県では「新型コロナウイルス危機対応貸付」を創

設、セーフティネット保証と別枠で２億 8,000 万円が追加され、合計５億 6,000 万円

の別枠保証が利用可能となった。 

〇 さらに、セーフティネット保証や危機関連保証の認定基準で、業歴要件が１年以上

から３か月以上まで短縮された。県も同様の対応をとり、業歴の短い中小企業者も申

込み可能となるよう要件緩和を実施した。 

〇 このように、保証枠の追加や拡充にあわせて、新型コロナウイルス対応の融資メニ

ューの充実を図ることで、中小企業者にとっての間口を拡大した。 

 

② 中小企業のニーズに応じた融資メニューの具体化 

〇 ２月 25 日に、新型コロナウイルス流行の影響により、売上減少に苦しむ中小企業者

の資金繰り支援を目的とした「新型コロナウイルス対策貸付」を創設した。 

〇 次いで、３月 13 日に、危機関連保証の発動告示を受けて、「新型コロナウイルス危

機対応貸付」を創設、利用可能な別枠保証を５億 6,000 万円の拡大に対応した。 

〇 加えて、年度末における中小企業者の資金繰り逼迫が予想されたことから、迅速な

融資審査によるスピーディーな資金供給や既往債務の返済負担軽減による手元流動性

確保を目的として、「経営活性化資金」と「借換等貸付」の拡充を実施した。 

〇 国の１次補正予算の成立に合わせて、国の利子・保証料の軽減を行う制度に連動し

た融資メニューとして、５月１日より「新型コロナウイルス感染症対応資金（無利子・

無保証料）」を創設した。その後の２次補正予算成立後に、融資限度額を 3,000 万円か

ら 4,000 万円への引上げに迅速に対応した。 

〇 また、県独自の対策として、「新型コロナウイルス感染症対応資金（無利子・無保証

料）」を超える資金需要を有する中小企業者のさらなる負担軽減を目的として、県独自

で保証料を全額補助する「新型コロナウイルス感染症保証料応援貸付（無保証料）」を

創設した。 

〇 こうした、コロナ禍における中小企業者の資金需要に対応した融資メニューを設け

ることで、中小企業者にとっての間口を拡大した。 

 

 

 

 

 

 

２ 
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（参考１）県制度融資の対応 

月 日 内 容 

1 月 31 日 ・中小企業のための金融対策特別相談窓口の設置 

2 月 18 日 
・金融機関に既往債務に係る返済緩和のための条件変更等の弾力的運用を

要請 

2 月 25 日 ・「新型コロナウイルス対策貸付」の受付開始 

3 月 2 日 ・セーフティネット保証 4号告示（指定期間：3/2～6/30） 

3 月 6 日 ・セーフティネット保証 5号追加業種指定告示（＋40 業種） 

3 月 11 日 ・県内信用金庫に制度融資の積極的活用を依頼 

3 月 13 日 ・危機関連保証の発動告示 

3 月 16 日 

・セーフティネット保証 5号追加業種指定告示（＋316 業種） 

・危機関連保証の発動告示 

・「新型コロナウイルス危機対応貸付」、「経営活性化資金(新型コロナウイ

ルス対策)」、「借換等貸付(新型コロナウイルス対策)」の受付開始 

3 月 19 日 ・県内金融機関へ制度融資拡充を再周知 

5 月 1 日 

・融資目標額を 3,600 億円から 1兆円に引上げ 

・「新型コロナウイルス感染症対応資金（無利子・無保証料）」の受付開始 

・セーフティネット保証 5号全業種指定告示 

5 月 15 日 ・信用保証対象外業種（パチンコ屋、場外馬券売場等）の取扱いの変更 

6 月 22 日 

・「新型コロナウイルス感染症対応資金（無利子・無保証料）」の融資限度額

を 3,000 万円から 4,000 万円に引き上げ 

・「新型コロナウイルス感染症保証料応援貸付（無保証料）」の受付開始 

 

（参考２）県制度融資による新型コロナウイルス対策 

貸付名 

(適用期間) 
概要 信用保証 

融資利率 
(保証料率) 

融資限度額 
融資期間 

(据置期間) 

①新型コロナウイルス 

対策貸付 

(2 月 25 日～翌１月 31日) 

ｾ ｰ ﾌ ﾃ ｨ ﾈ ｯ ﾄ

（SN）保証

の別枠利用 
一般保証 

SN 保証 4号 
SN 保証 5号 

0.70％ 
(0.80%※) 

2.8 億円 
10 年(2 年) 

以内 

②経営活性化資金 

(3 月 16 日～翌１月 31日) 

迅速な融資

審査 
金融機関所定 
(0.80%※) 

5,000 万円 
10 年(1 年) 

以内 ③借換等貸付 

(3 月 16 日～翌１月 31日) 

県制度融資

の借換 
0.70％ 

(0.80%※) 

2.8 億円 ④新型コロナウイルス 

危機対応貸付 

(3 月 16 日～翌 1 月 31 日) 

①のさらに

別枠利用 
危機関連保証 

0.70％ 
(0.80%) 

10 年(2 年) 
以内 

⑤新型コロナウイルス 

感染症対応資金 

（無利子・無保証料） 

(5 月 1 日～翌 1月 31 日) 

最大で当初
3年無利子、
保証料免除 

SN 保証 4号 
SN 保証 5号 
危機関連保証 

当初 3年 
0.00％ 

4 年目以降 
0.70％ 

(最大 0.00%) 

4,000 万円 
10 年(5 年) 

以内 

⑥新型コロナウイルス 

感染症保証料応援貸付 

（無保証料） 

(6 月 22 日～翌 1月 31 日) 

⑤を超える
資金需要に
無保証料で
融資 

SN 保証 4号 
SN 保証 5号 
危機関連保証 

0.70％ 
(0.00%) 

5,000 万円 
10 年(2 年) 

以内 

※ＳＮ保証を利用する場合（一般保証を利用する場合、第５区分で 1.15%） 
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(金額単位：百万円)

件数 金額 件数 金額 件数 金額

①新型コロナウイルス対策貸付 3,202 64,202 3,199 63,706 3,179 62,934

②経営活性化資金 395 12,673 394 12,660 382 12,238

③借換等貸付 138 4,488 136 4,393 132 4,270

④新型コロナウイルス危機対応貸付 1,255 48,137 1,250 47,746 1,245 47,546

⑤新型コロナウイルス感染症資金
　 （無利子・無保証料）

34,730 613,030 33,938 576,901 31,183 527,865

⑥新型コロナウイルス感染症保証料応援貸付
   （無保証料）

1,147 40,023 1,076 36,165 813 27,183

小計 40,867 782,552 39,993 741,572 36,934 682,036

保証申込 保証承諾 貸付実行

（参考３）新型コロナウイルス感染症対応の制度融資メニュー実績 

令和２年８月 31 日時点累計 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※保証申込・保証承諾は、申込者が保証承諾後取り消しした場合等を除く 

 

 

「新型コロナウイルス対策貸付」創設以降の週次推移（保証承諾ベース） 

  
  
（百万円） 
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(２) 有効であった対応 ····················································  

  ① 必要な融資枠の確保 

〇 令和２年度４月補正予算編成時に、令和２年度当初予算における融資枠 3,600 億円

から１兆円へと大幅に引き上げた。 

〇 具体には、まず、新型コロナウイルス対応の融資制度について、国の利子・保証料

の軽減を行う制度に連動した融資制度の融資枠を 6,800 億円新設するとともに、既存

の経営安定融資の融資枠から 900 億円を新型コロナウイルス対策資金枠へ振り替えた。 

〇 また、新型コロナウイルス収束後を見据えて、事業展開融資（前向き資金）を 500

億円増額した。 

〇 このように、融資希望があるにもかかわらず、融資枠が不足することがないよう、

中小企業者が安心できる必要十分な融資枠を確保することができた。 

 

② 金融機関・保証協会との連携確保 

〇 金融機関が保証協会を利用する融資審査の際に、保証協会へ事前相談を行ってから、

申込書類を送付するのが通例であった。 

〇 今回、新型コロナウイルス対応の融資制度の申込が急増したことを受けて、金融機

関と保証協会の間で、事前相談を省略して申込書類を受け付ける体制を構築した。 

〇 さらに、審査項目の絞り込みや、必要書類を削減してヒアリングを主体とした融資

審査に切り替える等連携を強化することで、円滑な資金供給に注力し、中小企業者の

資金ニーズに対応できた。 

 

  ③ 迅速な融資審査 

〇 県では、２月 18 日に、信用保証協会や県制度融資の取扱金融機関に対して、新型コ

ロナウイルス対応の制度融資の周知や申込への積極的な対応、迅速・柔軟な融資審査

を依頼した。 

〇 これを受けて、信用保証協会では、バックオフィスの人員を窓口や審査業務へと集

中配置することで、迅速な保証の実施を実現した。 

〇 県から金融機関に対し、「中小企業の金融ワンストップステーション化」を呼びかけ

たところ、金融機関ではこれに応えて、市町へのセーフティネット保証（４号、５号）、

危機関連保証の認定申請において、中小企業者が行う申請書類作成や認定申請の代行

に取り組んだ。 

〇 新型コロナウイルス対応の融資制度の申込急増に対応して、金融機関と保証協会の

間の事前相談省略や審査項目の絞り込み、必要書類の削減等を推進することで、申込

受付から融資実行までの期間短縮を図るなど、中小企業者の事業継続を支援すること

ができた。 

 

(３) 教訓及び今後の課題 ·················································  

〇 事業継続のために最も重要なことは資金繰り対策であるため、中小企業者の資金繰

りを支援する無利子融資制度について、融資上限額（4,000 万円）の引き上げや無利

子期間（３年間）の延長など、国に対して要望する。 

〇 これまでセーフティネット保証の対象外となっていた業種について、新型コロナウ

イルス感染症拡大防止のための休業要請等の実情を鑑みて、保証対象に指定するよう

中小企業庁に要請して、対象業種の範囲拡大を実現した。一方で、全業種指定に至る

までに、３月６日から５月１日にかけて４度に亘る対象業種追加を経るなど、相当の

時間を要した。対象業種指定について、機動的に国に要望していく必要がある。 
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１ 休業要請に応じた事業者への支援(制度設計と事業化) 
 
(１) 県のとった対策 ······················································  

① 休業要請事業者経営継続支援金 

○ 兵庫県が行った施設の使用停止や時間短縮の要請に応じた中小法人・個人事業主を対

象に、国の持続化給付金に加え、その事業の継続を支えるための休業要請事業者経営継

続支援事業を実施した。 

 

【経営継続支援金の経緯】 

月 日 内 容 

4 月 07 日 ・国が新型コロナウイルス緊急事態宣言対象区域に本県を指定 

4 月 15 日 ・生活を維持する上で必要なものを除く県内施設・店舗に対し、休業要請(～5/6) 

4 月 20 日 
・令和 2年度 4月補正予算（緊急経済対策）（案）で、「休業要請事業者経営継続

支援事業」を県・市町協調で実施することを公表 

4 月 21 日 ・支援金相談ダイヤルを西館 3階に設置(10 回線、4/27 まで) 

4 月 24 日 ・第 348 回臨時県議会で、令和 2年度 4月補正予算（緊急経済対策）可決 

4 月 27 日 ・大型連休期間における休業要請先施設を追加 

4 月 28 日 

・経営継続支援金事務局の設置(生田庁舎) (土日祝日も申請受付･審査) 

・県ウェブサイトに募集要項･申請書等掲載、申請受付開始 

・申請書類を、県民局・県民センター、市町、商工会議所・商工会のほか、県内

金融機関（三井住友、みなと、但馬、信用金庫、信用組合）の全支店(743 箇所)

で順次配布開始 

5 月 4 日 ・緊急事態宣言の期間延長に伴い、休業要請の期間を延長（～5/31） 

5 月 13 日 ・支援金事務局を生田庁舎 2階・3階に拡充 

5 月 13 日 ・神戸市営地下鉄全駅での申請書類配布開始 

5 月 16 日 
・休業要請対象施設を一部解除（クラスター発生施設、大規模施設、イベント関

連施設、文教施設等は引き続き要請（～5/31）） 

  

5 月 18 日 ・入力時のトラブルが懸念され、準備してきた電子申請を見送り 

5 月 21 日 ・国が本県に対する緊急事態宣言対象区域の指定を解除 

5 月 23 日 ・休業要請対象施設を一部解除（クラスター発生施設は引き続き要請（～5/31）） 

5 月 26 日 ・休業要請の全解除発表（6/1～） 

6 月 5 日 
・令和 2年度 6月補正予算（緊急経済対策）（案）で、5/7～の休業要請期間につ

いて引き続き休業した事業者に、支援金を追加支給することを公表 

6 月 17 日 
・第 349 回定例県議会で、令和 2年度 6月補正予算（緊急経済対策）が可決され、

支援金予算を増額 

6 月 26 日 
・6/30 の受付期限を 7/7 まで延長することを公表 

（相談ダイヤルに申請に関する問合せが多数寄せられていたため） 

7 月 7 日 ・申請締め切り（7/7 消印有効） 

３ 
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【支援金の制度概要(5/7 以降休業への追加給付含む)】 

 

■対象・支給額 

次の３つの要件をすべて満たす中小法人及び個人事業主。 

【要件 1】兵庫県内に事業所を置く中小法人及び個人事業主で令和２年３月 31日以前に創業していること 

【要件 2】令和２年４月または５月の売上が前年同月対比で 50％以上減少していること 

【要件 3】県の休業要請等に応じて、対象となる施設を期間中、継続して休業していること 

 

ⅰ.4/15～5/6 休業要請等 
     

対象種別 
休業等要請に係る 

床面積要件・その他要件 
１事業者あたりの給付額 

遊興施設 

なし ① 4/15～4/21 の間に休業を開始し、5/6 まで継続して休業  

中小法人 100 万円 個人事業主 50 万円 

② 4/22～4/28 の間に休業を開始し、5/6 まで継続して休業 

中小法人 60 万円 個人事業主 30 万円 

③ 4/29 に休業を開始し、5/6 まで継続して休業 

中小法人 30 万円 個人事業主 15 万円 

劇場等 

集会・展示施設 

運動・遊技施設  

博物館等 

学習塾等 床面積 100 ㎡超 

商業施設(生活必需物資・

生活必需サービス以外) 
床面積 100 ㎡超 

 

対象種別 
休業等要請に係る 

床面積要件・その他要件 
１事業者あたりの給付額 

ホテル・旅館 集会の用に供する部分 

④ 4/15～4/21 の間に使用停止あるいは時間短縮を開始し、5/6

まで実施  

中小法人 30 万円 個人事業主 15 万円 

⑤ 4/22～4/28 の間に使用停止あるいは時間短縮を開始し、5/6

まで実施  

中小法人 20 万円 個人事業主 10 万円 

⑥ 4/29 に使用停止あるいは時間短縮を開始し、5/6 まで実施 

中小法人 10 万円 個人事業主  5 万円 

飲食店等食事提供施設 
夜 20 時～朝 5時営業休止

酒類提供は夜 19 時～朝５時休止

 

ⅱ.4/29～5/6 休業の協力依頼 

対象種別 
休業の協力依頼に係る 

床面積要件・その他要件 
１事業者あたりの給付額 

学習塾等 床面積 100 ㎡以下 
⑦ 4/29 に休業を開始し、5/6 まで継続して休業 

中小法人 30 万円  個人事業主 15 万円 

※複数の休業要請等に対応する場合でも、１事業者当たり

の支給額は、上記の額を限度とする。 

商業施設(生活必需物資・

生活必需サービス以外) 
床面積 100 ㎡以下 

ホテル・旅館等 
行楽を主目的とする宿泊事業に供する

宿泊施設(ホテル、旅館等または民泊) 
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ⅲ 5/7 以降の休業要請期間の延長 

対象事業者 １事業者あたりの給付額 

上記（１）及び（２） 

⑧ 飲食店、ホテル・旅館（集会の用に供する部分）以外 

中小法人 30 万円  個人事業主 15 万円 

⑨ 飲食店、ホテル・旅館（集会の用に供する部分） 

中小法人 10 万円  個人事業主 5万円 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 中小企業事業再開支援事業 ·············································  

〇 新しい生活様式（ひょうごスタイル）にあわせて、事業者が従業員の労働環境確保

のために取組む接触感染や飛沫感染の感染防止対策等を支援した。 

対象者  県内に事業所を置く中小法人、個人事業主 

対象経費 感染拡大を予防するために必要な経費 

（衛生管理用品、飛沫防止対策、換気設備、掲示・告知設備等） 

補助対象期間 令和２年４月７日～９月 30 日 

募集期間 令和２年６月 30 日～９月 30 日 

補助額 補助額を超える事業を実施した場合に定額で支給 

区分 中小法人 個人事業主 

県内に 1事業所の場合 20 万円 10 万円 

県内に２事業所以上の場合 40 万円 20 万円 

【実績(8月 31 日現在)】申請件数 35,277 件、支給件数 11,689 件、支給金額 2,091 百万円 

スナック、バー、風俗、カラオ
ケ、ライブハウス等

千㎡以下の個室ビデオ、ネットカ
フェ、漫画喫茶等

千㎡超の個室ビデオ、ネットカ
フェ、漫画喫茶等

劇場等

集会・展
示施設

体育館、ボウリング場等運動施設

スポーツジム、ヨガ

千㎡以下のマージャン店、パチン
コ店、ゲームセンター等遊戯施設

千㎡超のマージャン店、パチンコ
店、ゲームセンター等遊戯施設

博物館等

100㎡以下の学習塾等

100㎡超の学習塾等

100㎡以下の商業施設

100㎡超の商業施設

集会所

行楽主目的の宿泊

飲食店 20時-5時の時短(酒類は19時-)

施設区分

遊興施設

運動・遊
戯施設

学習塾等

商業施設

ホテル・
旅館

4/15 4/22 4/29 5/7 5/16 5/23
5/31

中小法人100→60→30

個人事業 50→30→15

中小法人30

個人事業15

中小法人10

個人事業 5

(単位：万円)

中小法人30→20→10

個人事業15→10→ 5
中小法人30

個人事業15 ①

②

③
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(２) 有効であった対応 ····················································  

  ① 県・市町協調による休業要請事業者経営継続支援金事業の実施 

○ 県が行った施設の使用停止や営業時間短縮の要請に応じた中小事業者は、売上減少

に直面したことから、その再起を応援し、地域経済への影響を緩和するうえで支援金の

給付事業は一定の役割を果たした。 

○ しかしながら多額の財源を必要とする本事業を県単独で行うことは困難であり、実

施にあたっての大きな課題であったが、県と県内全市町の協調が実現し、財源を県 2/3、

市町 1/3 負担とできたことは大きな支えとなった。 

○ なお、県・市町の具体の連携にあたっては、県事業への負担金方式をとらず、支援金

給付を市町事業として位置づけた上で市町から県へ委託する方式をとったことで、迅

速に事業開始につながったと考えられる。 

 

  ② 市町財政部門と産業部門の双方への働きかけ 

○ 市町と協調実施する上で各市町における財政面からの検討、及び市町長の意向確認

は欠かせない要素であった。このため、庁内で市町振興課から市町財政部署に、産業

労働部から産業振興部署に同時並行でコンタクトし、財政・産業の両面から検討・調

整を要請した。結果、市町における検討や内部調整が短期間でなされた。 

 

③ 市町との予算措置に係る連携 

○ 同支援金の市町負担分の予算措置を市町へ依頼するにあたり、事業開始前に市町ご

との事業者数及び見込金額を算出のうえ伝達するとともに、事業開始後もこまめに申

請状況及び見込金額の変更を共有するなど、市町との密な連携に努めたことで、事業

の円滑な推進をすることができた。 

 

(３) 教訓及び今後の課題 ·················································  

① 支援金事業の告知時期 

○ 支援金事業実施の公表は 4/20 であり、休業要請（4/15）に遅れての発表となった。

一定の財源を要することから、国臨時交付金の帰趨を見定めていて県･市町協調実施の

調整などに時間を要したものである。支援金は休業補償ではなく、休業要請に応じてく

れた事業者の事業継続や再起を支援する目的であり、必ずしも休業要請と同時告知は

必要ないとの考え方もあるが、より多くの事業者に休業協力を得る上で、休業要請と同

時での告知が望ましいのではないかと考えられる。 

 

② 緊急事態宣言の対象都道府県等との情報共有 

○ 休業要請は全国でほぼ同時期になされたことから、支援金の制度設計にあたっては、

本県と同様の休業要請を行った他の都道府県の取組も重要な要素となった。この点、大

阪府、京都府とは、関西広域連合のほか、他の事業でも連携する機会が多く、機敏に互

いの動きを共有することができた。半面、関西圏以外の都道府県との情報共有は容易で

はなかったことから、今後、全国的に共通性を有し、かつ迅速な対応を要する事業に関

し、情報共有の何らかの仕組みが求められる。 

 

③ 対象事業者数の把握(必要額推計の課題) 

○ 経済センサスにより対象事業者数を推計し、必要額を積算したが、そもそも産業分類

が休業要請施設区分と一致しておらず、また、その産業分類ごとの中小法人数・個人事

業主数、100 ㎡以上･未満の事業者数、夜間営業をしている飲食店数、集会所(宴会場)
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を有する宿泊施設数等が統計上不明であり、必要な予算額の算定は困難を極め、推計額

が二転三転した。 

○ また、全体の給付額は概ね 4 月補正予算及び 6 月補正予算で計上した額内に収まる

見通しであるが、市町別でみると、当初に示した額から大きく上振れする市町が出るな

ど、一部、見込額と実績で乖離が生じつつある。要因としては、支給額が大きい中小法

人が想定以上に大都市に集中していたことなどが挙げられる。今後、市町の参加や適切

な予算措置を得る上で、制度内容に応じた事業者の的確な推計手法の検討が必要であ

る。 

○ 全体の給付額が予算内に収まる見通しとなったのは、1 事業者当たり給付額が見込み

より増えたものの、申請数が見込みより少なかったためである。前者については、個人

事業主より法人の申請が多かったこと、後者については、50％以上の売上減少要件を満

たす事業者が見込みより少なかったため等と思料されるが、対象事業者数の推計にあた

っては、こうした対象事業者の要件に添った適切な策定の考慮も必要である。 

 

④ 休業要請・要請外の業種選定のあり方 

○ 今回、休業要請先の選定については、他の都道府県の取組も参考にしながら行った

が、「スポーツクラブ」や「ホットヨガ、ヨガスタジオ」は運動施設に、「バレエ教室」

「ダンス教室」は学習塾等に区分されたり、生活必需サービスとそうでないサービスの

仕分けにおいても説明が難しいものがあったりした。中古車販売は休業要請外としつ

つ、「古物商」の許可を有しており買い取りをしていれば休業要請先となる場合がそれ

である。また、「整体院」も、国家資格を有していれば休業要請外、資格がなければ休

業要請先となる。「宝石類や金銀の販売店」は休業要請先だが、生活必需品に分類され

ている「衣料品店」で販売されている場合なども対応に苦慮した。これらの区別は合理

的な説明が難しく、その結果、支援金の審査において極めて多くの苦情や意見が示さ

れ、事務局の業務においてその対応に相当な時間を費やすことになった。 

今後、休業要請を行うにあたっては、事業者や県民の納得が得られるような分かりや

すい休業要請先、及び休業要請外の分類が必要と考えられる。 

 

  ⑤ 電子による申請の検討 

   ○ 申請方法として、電子登録システム（申請者がネットを通じて登録したデータを印

刷の上添付書類と合わせて郵送で提出）を検討したが、今回の支援金は添付書類が多

いことからこのシステムの利用が難しく、最終的に郵送のみの受付とした。将来的に

は電子申請が不可欠になることから、急な事業実施の際に対応できるよう体制づくり

が必要である。 

 

⑥ 休業要請外の事業者への支援のあり方 

○ 支援金は一義的に休業要請先を対象としたため、自主的な休業の場合や複合商業施

設全体が休業したことにより、合せて休業を余儀なくされた休業要請外のテナント事

業者は給付対象とならなかった。この点についても事務局には多くの苦情が寄せられ

た。どこまで支給範囲を広げるかは慎重な検討を要する。自主的な休業等は国の持続

化給付金や家賃支援給付金の守備範囲としつつ、より事業趣旨に沿った制度を考えて

いく必要がある。 
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１  休業要請に応じた事業者への支援 
(迅速な支給のための体制づくり) 

 

(１) 県のとった対策 ·······················································  

【経営継続支援金事務局の体制整備】 

月 日  県 (部内) (部外) 派遣 計 

4/21～4/27 西館に相談ダイヤル設置 12 (12)   12 

4/28 
生田庁舎に事務局設置。 

・4/28 農林経済課副課長に兼務発令（総括） 
13 (13)   13 

4/29 審査開始、派遣人材従事開始 5 (5)  18 23 

5/ 7～ データ入力開始 4 (4)  34 38 

5/11～ 審査・入力のため、派遣人材増員 6 (6)  50 56 

5/13～ 審査・入力のため、県職員増員 24 (22) (2) 50 74 

5/15～ 審査・入力のため、県職員増員 39 (22) (17) 50 89 

5/18～ 

審査・入力のため、県職員・人材派遣増員 

・5/18 活性化センター次長 2名、工業振興課 

副課長、新産業課副課長に兼務発令 

45 (28) (17) 70 115 

6/22～ 

審査・交付決定迅速化のため、7/12 まで

を集中期間として県職員増員 

・6/22～局内班長等が継続で事務局支援 

64 (34) (30) 70 134 

7/1～ 

・7/1～22 雇用就業室長が事務局を総括 

・7/1 国際交流課副課長、国際経済課副課長に

兼務発令、能力開発課班長が継続で事務局支援 

66 (35) 31) 70 136 

 

【業務処理の状況】 

期間 申請件数 支給件数 支給額(千円） 電話相談件数 

4/21 ～ 4/27 - - - 2,764 

4/28 ～ 5/10 4,680 - - 7,452 

5/11 ～ 5/17 5,361 20 4,850 4,504 

5/18 ～ 5/23 3,419 296 100,000 3,142 

5/25 ～ 5/29 2,323 451 165,950 2,470 

6/ 1 ～ 6/ 7 2,568 1,331 446,950 2,327 

6/ 8 ～ 6/14 2,041 2,176 712,250 1,761 

6/15 ～ 6/21 1,705 2,370 788,550 1,768 

6/22 ～ 6/28 1,976 1,803 584,350 1,847 

6/29 ～ 7/ 5 1,787 2,022 649,900 1,396 

7/ 6 ～ 7/10 1,163 4,495 1,417,900 810 

7/11 ～ 7/17 - 4,553 1,415,750 522 

7/18 ～ 7/24 - 2,141 675,600 167 

7/25 ～ 7/31 - 3,322 1,029,450 654 

8/ 1 ～ 9/ 4 - 254 774,994 2,239 

計 ※27,023 25,234 8,097,650 33,823 

            ※うち 1,789 件は支給対象外 

４ 
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(２) 有効であった対応 ····················································  

① 事務局体制の立ち上げ 

○ 数万件の申請が見込まれる新たな事業であったため、円滑な事務遂行を期して県直

接執行の事業とし、事務局を整えて集中処理に取組んだ。次に記すように様々な課題

はあったものの、結果としては、全部委託や県庁課内対応に比べ、早期給付につなが

った。 

 

② 迅速な支給のための体制づくり 

○ 同支援金は、4 万件を超える事業者からの申請が見込まれた。休業等により影響を

受けた事業者へ一刻でも早い支給が必要であったことから、速やかに県庁各部局への

応援要請や人材派遣会社の活用により体制を整え、申請の増加に対応し、漸次増員し

た。県庁各部局からはそれぞれのコロナ関連業務や本来業務で繁忙な中、極めて多く

の応援人材の事務局への派遣を得られ、早期給付の大きな礎となった。 

また、申請処理にあたってはマニュアル作成のうえ、データ入力班、一次審査班、

二次審査班、交付決定班、コールセンター班の分業体制とし、業務量に応じて機動的

に人員配置を見直すことにより、迅速な支給の実現に寄与した。 

 

(３) 教訓及び今後の課題 ·················································  

  ① 申請から支給までの期間の長期化 

○ 申請処理のマニュアルを整備したものの、派遣人材も含めた審査担当者の審査レベルに

ばらつきがあり､審査内容の確認のため、一部三次審査まで行わざるを得ないこともあっ

た。そのため、審査期間が長期化した(申請受付から振込まで概ね４～５週間程度)。 

○ 業種、休業期間、施設面積に応じ、それぞれ支給額を定めたことで他の都道府県に比

し、きめ細かい事業となった反面、支給額の審査では、確認すべき書類や事項が増えた。

万単位の申請を扱う場合、その時間は膨大なものとなるため、この種の大規模な給付事

業では、制度設計にあたり、審査・支給事務の面からも考慮を行うことが必要である。 

○ 県直営事業としたことにより、庁内の決裁・会計業務も必要となったことで、審査に

加えて更に支給までの期間を要することになった。今後は県直営事業の長所短所を見

極めた上での対応が必要である。 

○ 全庁的な応援体制で事務が大きく進捗したものの、短期の応援職員もおり、当該応援

職員や派遣スタッフからの質問や相談が少数の経営商業課職員に集中し、担当業務が

滞ることもあった。途中から、一定期間事務局に専従するマネージャーを数人配置する

ことで事態は改善したが、抜本的には応援職員・派遣スタッフ問わず、より長い期間の

専任従事化が求められる。 

しかしながら、本来業務等がある中で応援職員等の長期従事は困難な面があること

から、事務局体制を検討するにあたっては、どの程度までなら支給に要する期間が長期

化しても許容されるか検討したうえで、すべて県直営、県直営＋一部委託(又は一部派

遣活用)など適切な体制を検討する必要がある。 
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１  休業要請期間中の事業展開への支援 
(売上急減下での事業継続支援) 

 

(１) 県のとった対策 ······················································  

① がんばるお店・お宿応援事業 

○ 外出自粛要請等により、売上が減少している飲食店、宿泊施設、小売店によるテイク

アウトや新商品開発など、新たな事業展開を支援 

（対象事業）テイクアウト・デリバリーへの参入、地元食材を使った新商品開発等 

（補 助 額）上限１０万円（定額補助）。 

 

【がんばるお店・お宿応援事業の経緯】 

月 日 内 容 

4 月 20 日 
・令和 2 年度 4 月補正予算（緊急経済対策）（案）で、「がんばるお店・お宿応援

事業」を実施することを公表（募集件数：500 件） 

4 月 24 日 
・第 348 回臨時県議会で、令和 2年度 4月補正予算（緊急経済対策）可決 

・兵庫県中小企業団体中央会に補助金交付決定 

5 月 12 日 ・申請受付開始 

5 月 13 日 ・募集件数が 500 件に到達 

5 月 14 日 

・募集件数の 1,500 件追加を発表 

申請開始から２日で募集件数に到達したことから、6/10 まで２次募集を行う 

こととし、引き続き申請を受付開始 

6 月 a5 日 ・令和 2年度 6月補正予算（緊急経済対策）（案）で、２次募集 4,500 件を予算化 

6 月 10 日 ・申請締め切り（6/10 消印有効）。申請件数 4,905 件 

6 月 17 日 
・第 349 回定例県議会で、令和 2年度 6月補正予算（緊急経済対策）が可決され、

事業予算を増額 

随時  

  ＊申請内容を確認し交付決定・実績報告に基づき順次支給 

（8月 31 日現在：支給決定 4,905 件、支給決定額 483 百万円） 

 

(２) 有効であった対応 ····················································  

  ① がんばるお店・お宿応援事業の募集 

○ 新型コロナウイルス感染拡大に伴う外出自粛による飲食店、宿泊業への影響が顕著

であったことから、これらの業種の売上げ回復を図る取り組みは緊急の課題であり、

テイクアウトやデリバリーに新たに取り組む飲食店等からの反響が大きかった本事業

は時宜を得たものであった。 

 

  ② テイクアウト・デリバリー等の新たな取り組みの PR  

○ 飲食店では、売上げの確保を図るため、当事業の活用も含めて、デリバリー・テイク

アウトへの参入が増加。県内各地域では、民間事業者により、地域内で利用できるテイ

クアウト情報等を提供するポータルサイト、SNS の開設が相次いだ。こうしたサイトを

順次、募集 HP上で公表し、一元的に提供することで、効果的に県民に必要な情報を提

供することができた。 

 

５ 
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  ③ 反響に応じた機敏な事業枠拡大 

〇 ５月 12 日の募集開始から２日間で、４月補正予算で予定した 500 件に到達。６月

10 日までの期間、締め切らずに申請を受け付けることとし、件数を 1,500 件追加して

２次募集開始。１次募集とあわせて 2,000 件に達する見込みになった段階で件数を更

に 3,000 件追加し、全体で 5,000 件の枠とし、需要に応じることができた。 

最終 4,905 件の申請受付となった（２次募集分は６月補正予算で対応）。 

 

  ④ 募集方法 

〇 休業要請期間中の緊急の事業者支援について、担当課が他のコロナ関連事業で忙殺

されるなか、迅速な実施が困難であったことから、兵庫県中小企業団体中央会に協力

を依頼。募集・支給事務を中央会で行った（中央会への補助事業として実施）。 

 一次募集はFAXで受け付けたため、到達確認の電話が多数かかってきたほか、書類が

読み取れない、複数送信されている等のトラブルがあったことから、二次募集は郵送に

よる受付に変更した結果、混乱はなかった。 

 

 (３) 教訓及び今後の課題 ··················································  

① がんばるお店・お宿応援事業の適切な周知 

〇 飲食店等、補助金申請に慣れていない事業者が多く、支援金のように申請のみで 実

績報告をしなくても補助金が支払われると認識しているケースが多数あった。この点、

事業 PR において、事業フレームを適切に伝えることが必要である。 
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１  農林水産業への支援 
 

(１) 県のとった対策 ······················································  

  ① 事業継続・需要喚起対策 

〇 外出自粛やインバウンドの減少等により影響を受けた農林水産事業者に対し、事業

継続・需要喚起対策を実施した。 

（４月補正予算事業）   
・ 肉用牛肥育経営安定対策の推進 
・  野菜価格安定対策の推進 
・  兵庫県農産物等のＥＣサイトを活用した販売促進 
・  美しい村づくり・豊かな海づくり資金の拡充による資金繰り支援 
・ 県産ブランド牛肉消費拡大キャンペーンの実施 
・  兵庫県産農産物の販売促進キャンペーン等の展開 
・  県産和牛肉等国産牛肉の学校給食提供への支援 

（６月補正予算事業） 
・ 山田錦等酒米持続的生産応援事業の実施  
・ 県産地鶏肉の学校給食提供の支援 
・ 県産水産物の学校給食提供の支援  
・ 県産水産物の販売促進  
・ 漁業経営維持への支援 
・ 美味いもん情報トータルサイト「御食国ひょうご(仮称)」の創設 
 

  ② 食料の安定供給 

〇 卸売市場業者等に対し、食料品の安定供給を要請した。 

 

(２) 有効であった対応 ····················································  

  ① 農林水産業者への指導・相談対応 

〇 集落営農法人や農業者等に対する緊急一斉アンケートを実施し、速やかに現場の実

情を把握するとともに、米・野菜・肉牛・水産物など、各分野毎に定期的・定点的な

影響調査を実施して部内で情報共有し、地域の実情に応じた指導・相談対応や支援施

策立案等に活用することができた。 

 

  ② 販売促進・需要喚起対策 

〇 外出自粛等により外食機会が減少し、但馬牛・神戸ビーフや明石鯛など主に高級食

材の売上げが減少したが、県庁や県民局等での職員向け緊急斡旋キャンペーン、全農

や漁協等と連携したセット販売の実施、市町における送料負担などにより、滞留した

生産物の販売を促進することができた。また、その実績をふまえ、県トータルサイト

の創設へと繋がった。 

〇 イベントや式典等の中止や延期に伴い、カーネーションやチューリップなどの花き

の需要が減少したが、庁内斡旋販売や、母の日に併せた献血ルームにおけるカーネー

ション配布などを実施し、需要減に対応した。 

 

(３) 教訓及び今後の課題 ·················································  

  ① 販売促進・需要喚起対策 

〇 経済活動の回復や新たな生活様式の拡がりを見据えた県産品の販売促進・需要喚起

対策や、ＥＣサイト利用者増などに対応した多様な供給体制の構築が必要である。 
 

  ② 感染者発生時における現地指導体制等の整備 

〇 在宅勤務期間や万が一県職員に感染者が発生した場合における現地指導体制の整備、

事業者における感染予防対策の徹底が必要である。  

６ 
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第 12 章 県民生活支援 
 
 
１  生活困窮者対策 
 

(１) 県のとった対策 ······················································  

新型コロナ感染症の影響により、解雇、雇い止め、休業等により収入が減少した生活困 

窮者が増加している。このため、生活福祉資金の特例貸付や生活困窮者自立支援制度、生

活保護の実施、国民健康保険の傷病手当金の支給等により、生活困窮者支援を実施した。 

 

① 緊急小口資金・総合支援資金の特例貸付の実施 

１) 特例貸付の実施 

〇 従来から、低所得者世帯等に対して行われていた生活福祉資金貸付制度について、

新型コロナウイルス感染症の影響を踏まえ、緊急小口資金・総合支援資金の特例貸付

を３月から実施した。 

〇 特例貸付は、県社会福祉協議会を実施主体として、県内の 49 市区町社会福祉協議

会が窓口となった。 

〇 県では、実施主体である県社会福祉協議会に対して貸付原資の補助を行い、制度の

安定運用に努めた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 【貸付決定件数・金額】 

（R2.3.25～R2.9.30） 

 貸付決定件数 貸付決定金額 

緊急小口資金 41,561 件 7,319,294 千円 

総合支援資金 22,635 件 16,801,950 千円 

合 計 64,196 件 24,121,244 千円 

 

２) 貸付の急増に伴う原資の補填 

〇 申請が急増し、貸付原資の枯渇が危惧されたことから、３回にわたって原資の

追加交付が国から行われ、その都度、補助金交付手続きを行った。 

 

 

1 
 

緊急小口資金の特例貸付 

 ・貸付対象者：新型コロナウイルスの影響を受け、休業等により収入の減少

があり、緊急かつ一時的な生計維持のため貸付を必要とする

世帯 

・貸付上限：10万円以内（学校等の休業等の特例  20 万円以内） 
 
総合支援資金の特例貸付 

 ・貸付対象者：新型コロナウイルスの影響を受け、収入の減少や失業等によ

り生活に困窮し、日常生活の維持が困難となっている世帯 

・貸付上限：２人以上 月 20 万円以内 

単身   月 15 万円以内 

・貸付期間：原則３月以内 
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 【貸付原資の状況】 

   （R2.9.30 現在） 

対応状況 金 額 

令和２年度当初 現金預金 9,674,000 千円 

追加原資（第１次：３月補正） 869,000 千円 

追加原資（第２次：４月補正） 1,544,000 千円 

追加原資（第３次：６月補正） 9,013,000 千円 

追加原資（第４次：７月補正） 920,000 千円 

追加原資（第５次：９月補正） 4,500,000 千円 

合計額 26,520,000 千円 

 

３) 申請窓口の拡充 

〇 申請が急増する中で、各市町社協では職員を増員して対応するとともに、一部の

社協では、コールセンターや特設会場を設けて対応した。また、各市町社協でのみ

受け付けていた緊急小口資金の申請手続きを４月 30 日から労働金庫において、５

月 28 日から郵便局においても申請を行うことが可能となった。 

  

【職員増員等対応状況（県社協・49 社協、重複有）】 
 

対応状況 実施社協数 

他業務職員による応援を実施 ３４ 

新たに職員（正規・非正規問わず）を雇用 １４ 

市町からの応援職員受け入れ ６ 

 

【特設会場等の設置状況】 
 

社協名 対応状況 

神戸市 特例貸付コールセンターを設置 

神戸市内各区 区役所内に特設会場を設置 

尼崎市、西宮市、姫路市 通常の相談スペースとは異なる特設会場を設置 

 

４) 申請手続き等の変更 

〇 申請手続等の取扱いを示した問答集が国から示されているが、３月から９月中旬

までの間に計 12回にわたって内容が変更され、利用者及び貸付を実施する社会福

祉協議会の双方に混乱が生じたことから、社会福祉協議会や自立相談支援機関（各

市、町（企業組合労協ｾﾝﾀｰ事業団等））に対して、統一的な運用の周知を徹底し、

円滑な運用を図った。 

 

② 生活困窮者自立支援法に基づく住居確保給付金の支給 

〇 新型コロナウイルス感染症の影響を受けて、失業者だけでなく、離職や廃業と同程

度の状態にある者に対象を拡大して、生活困窮者自立支援法に基づき、住居確保給付

金を支給し、安定した住まいの確保を支援した。 

  住居確保給付金は、29 市及び県（12町分）が実施主体として、自立相談支援機関（各

市、町（企業組合労協ｾﾝﾀｰ事業団））が窓口となった。 
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〇 支給要件が緩和されたことにより、県内（政令・中核市含む）における申請件数が、

急増し、支援を十分行えない可能性があったため、県所管地域（12 町）では、６月補

正予算で窓口である自立相談支援機関の人員（２名）を追加配置して、急増に対応で

きる体制へ強化した。 
 

【住居確保給付金申請状況（兵庫県（神戸市含む）】 

 ３月 ４月 ５月 ６月 

申請数 24 件 618 件 1,731 件 1,043 件 

 

〇 支給要件を確認するため、収入確認書類を提出してもらう必要があるが、国から必

要最小限の書類で申請を受理する取扱いが４月３０日に示されたため、必要最小限の

書類で、審査事務を行った。 

 

③ 生活困窮者自立支援法に基づく一時生活支援事業の実施 

〇 住居を持たない方等に対して、一定期間、宿泊場所や衣食を提供し、緊急時の生活

にかかる支援を行った。 

   一時生活支援事業は、23 市及び県（12 町分）が実施主体として、自立相談支援機

関（各市、町（NPO 法人神戸の冬を支える会））が窓口となった。 

 

④ 生活保護の実施 

〇 貧困が広がる中、最後のセーフティネットとして、生活に困窮する方に対して、そ

の困窮の程度に応じ、必要な保護を行い、健康で文化的な最低限度の生活を保障する

とともに、その自立を助長した。 

  生活保護の決定と実施に関する事務は、各市及び県が設置する福祉事務所（市 29

県６カ所）で行った。 

〇 ５月以降の生活保護の動向では、生活福祉資金貸付制度の特例貸付や住宅確保給

付金、特別定額給付金など生活支援の実施により、新規の申請が減少（５月申請件数：

前年比 8.3％減、６月申請件数：前年比 11.9％減）したが、新型コロナウイルス関連

による倒産が増えるなど、今後も失業や収入減などで生活に困窮される方からの申

請が増加することが予想されたことから、県所管福祉事務所の人員の体制（非正規職

員の配置）の充実を図った。 

     【生活保護の動向（兵庫県管内（神戸市除く）】 
 

 ３月 ４月 ５月 ６月 

申請数 515 件 493 件 433 件 409 件 

対前年同月伸び率 14.2％ 24.2％ △8.3％ △11.9％ 

 

⑤  国民健康保険の傷病手当金の給付等 

〇 国民健康保険被保険者等の生活支援を図るため、国民健康保険や後期高齢者医療制

度の加入者で給与等の支払いを受けている者が、新型コロナウイルス感染等により業

務に就くことができなかった場合に、傷病手当金を支給する制度が３月から随時創設

され、６月には全市町において整備されるとともに、感染症の影響により収入が減少

した者に対する保険料の減免措置についても５月から整備され、７月には全市町にお

いて体制が整えられた。 
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   【実施状況】                      （市町数・累計） 

 ３月 ４月 ５月 ６月 ７月 

傷病手当金制度の創設 ３ 25 39 41 41 

保険料減免の受付開始 － － ６ 18 41 

 

【支給・決定件数】              （R2.8.15 現在） 

 件数 金額 

傷病手当金の支給 27 件 2,625,671 円 

保険料減免の決定 15,966 件 1,896,970,717 円 

 

⑥ 離職者生活安定資金融資制度の拡充 

〇 事業所の倒産、人員整理等により職を失った方を対象とした融資について、従来の

制度から融資枠を拡充するとともに、保証料補助を実施した(実施主体：近畿労働金庫)。 

 

(２) 有効であった対応 ·····················································  

  ① 生活困窮者のセーフティネットの強化 

〇 新型コロナウイルス感染症の影響による休業等を理由に、一時的な支援が必要な方

に対して、３月 25 日から特例貸付を行い、リーマンショック時を上回る多くの生活困

窮者に対して緊急的な経済的支援を行うことができた。 

 

  ② 安定した住まいの確保支援（住居確保給付金の支給、一時生活支援事業） 

〇 新型コロナウイルス感染症の影響による休業等に伴う収入減少により、住居を失う

恐れが生じている方等に対して、４月 20日から住居確保給付金を支給し、安定した住

まいの確保を支援することができた。 

 また、住居を持たない方等に対して、一時生活支援事業による支援によって一定期

間、宿泊場所や衣食を提供することで、住まいも含めた緊急時の生活にかかる支援も

することができた。 

 

   ③ 生活保護業務の適切な実施 

〇 国の通知を踏まえて、緊急事態措置期間の生活保護業務（①保護の申請相談、訪問

調査等における対応、②保護の要否判定等の留意事項、③一時的な居所の確保が緊急

的に必要な場合の支援、④医療券方式の取り扱い等）において、マスク着用や面会制

限などの感染症対策に配慮した取り組み業務を行うよう、管内実施機関（※）に周知

し、感染防止に配慮した適正な保護の実施を図ることができた。 

（※）神戸市（政令市）を除く県内の福祉事務所（市福祉事務所、県福祉事務所

（郡部所管）） 

〇 生活に困窮する者が急増し、生活保護の申請の増加が見込まれたことから、管内実

施機関に対して、①適切な保護の実施の徹底、②現在地保護の徹底、③人員体制の強

化などについて通知するとともに、生活保護の申請、相談、決定業務が増加するため

の体制強化として、県所管福祉事務所では、６月の補正予算で福祉事務所の人員の体

制（非正規職員の配置）の充実を図るなど、申請増に対応する体制を構築し、申請の

増加に対応することができた。 
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④ 傷病手当金支給に係る新たな制度化を市町に働きかけ 

〇 傷病手当金は、法律上市町等の任意給付であり、県内で制度化している市町等はな

かった。このため、県では、３月から労働者が休みやすい環境整備が重要との観点か

ら、傷病手当金を支給できるよう、市町等に対して早期の条例制定や予算措置を講じ

るよう働きかけた。その結果、全市町で条例が制定されることとなった。 

 

(３) 教訓及び今後の課題 ·················································  

  ① 特例貸付の実施による貸付原資の補充 

〇 当初、７月末までとされていた特例貸付の期限が９月末までに延長され、さらに 12

月まで延長されたことにより、今後の申請状況によっては、貸付原資の枯渇が生じな

いよう、随時、状況を確認して、国に対して追加財源措置の要望を行っていく必要が

ある。 

 

  ② 住居確保給付金の申請手続きの簡素化 

   〇 国から、申請書類の簡略化が示されたが、家主の証明書の添付が未だに申請者の負

担となっており、申請から決定までの処理を同月内で行うことができない事例が生じ

ていることから、国に対して、更なる手続きの簡素化について要望を行っていく。 

 

  ③ 福祉事務所における体制確保 

〇 生活保護受給者の急増に対応するためには、申請・相談業務や訪問調査活動等を行

う現業員（正規職員）の増員が不可欠であるが、当面は、非正規職員の追加配置で対

応していく。 

 

  ④ 新たな制度（傷病手当金等）の周知と対象者の拡大 

   〇 次なる波へ備えるため、県としても、各市町とともにホームページや広報紙等で制

度の周知を図る。今回の国の財政措置は、対象者が被用者に限定されており、実施の

効果も限定的と考えられるため、自営業者等への拡大を国に要望していく。 
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１  住宅支援 
 

(１) 県のとった対策 ······················································  

  ① 県営住宅の一時入居 

〇 新型コロナ感染症拡大に伴い、解雇・減給等となった者や社員寮・社宅等から退去

を余儀なくされた者を対象に、入居要件を緩和し、抽選によらず、県営住宅を提供し

た。 

〇 住まいの相談のほか、生活保護や住居確保給付金等生活全般の相談も受けた場合は、

市町の福祉部局や県の健康福祉事務所と連携して対応した。 

〇 生活が苦しい入居希望者にとっては、家賃に加えて敷金や引越費用を負担すること

が難しく、入居を見合わせることがあったため、「感染拡大期」に入った時点（７月 29

日）から敷金を免除した。 

〇 高齢者や転校を余儀なくされる子育て世帯等については、出来るだけ１回の転居で

済むように、通常の県営住宅への入居（常時募集団地（先着順））を勧めた。 

 

  ② ネットカフェ難民への県営住宅の無償一時提供 

〇 ネットカフェの休業要請により居所を喪失した者を対象に、県営住宅を一時的な居

所として無償で提供した。 

〇 他に入居者がいる住宅では、県営住宅の無償提供について、自治会の理解を得るの

が困難であったため、廃止予定の入居者がいない住宅を提供した。 

 

③ 公社賃貸住宅の提供 

〇 新型コロナ感染症拡大に伴う解雇・減給等となった者を対象に、入居要件を緩和(収

入基準撤廃、敷金・連帯保証人免除)した。 

〇 入居期間は基本６ヶ月、家賃は、当初２ヶ月無料、以後４ヶ月間家賃２割引(最大３

年間まで延長可) 

 

(２) 有効であった対応 ····················································  

  ① 県営住宅の一時入居 

〇 住宅困窮者に対する相談窓口として、生活保護や住居確保給付金の窓口を案内する

など、一定の成果があった。 

〇 相談等の希望地域を聞き、県営住宅の案内だけではなく市町の問い合わせ窓口を案

内するなど、住宅困窮者の選択肢を広げた。 

〇 実績件数：２件（相談件数：260 件）（８月 31 日現在） 

 

  ② ネットカフェ難民への県営住宅の無償一時提供 

〇 居所を失った方の緊急避難的な受皿として、一定の成果があった。 

〇 市営住宅の一時提供を実施している市の問い合せ窓口を案内するなど、居所を喪失

した方の選択肢を広げた。 

〇 実績件数：13 件（相談件数：23 件）（５月 22 日受付終了） 

 

  ③ 公社賃貸住宅の提供 

〇 住宅セーフティネットとして、住宅困窮者へ住宅を提供するなど、一定の役割を果

たした。 

〇 実績件数：実績件数：15 件（相談件数：81件）（８月 31 日現在） 

２ 
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(３) 教訓及び今後の課題 ·················································  

  ① 県営住宅の一時入居の運用改善 

〇 県外からの一時入居を可としたが、緊急事態宣言以降、都道府県をまたぐ移動自粛

が要請されており、希望があっても入居を見合わせることがあった。このため、入居

希望者に対しては、移動自粛要請解除後にフォロー対応を行う。 

〇 生活保護等福祉面の支援を受けていない生活困窮者やホームレスについては、家賃

を支払えないため、すぐに一時入居させることが困難であった。このため、例えば、

先に県営住宅に入居させて、後から福祉面の支援を行う等の方策を考えていく必要が

ある。 

 

  ② ネットカフェ難民への県営住宅の無償一時提供 

〇 廃止予定の県営住宅がなければ、入居者がいる住宅を斡旋せざる得ないが、自治会

の理解を得るのが困難な場合もある。このため、体育館等他の施設での受入も検討す

る余地がある。 

〇 一時提供期間が長期化する場合もあることから、ネットカフェ難民が消費した光熱

水費(実費)を自己負担させる必要がある。 
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１  県営水道料金の免除 
 

(１) 県のとった対策 ······················································  

① 県営水道料金の免除 

〇 市町が新型コロナウイルス感染症対策として、水道料金の減免を行う場合、市町に

水道用水の原水を供給している県営水道の３か月間の料金を免除した。 

 

＜事業スキーム＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〇 効果が受水している市町に限定されることを認識のうえ実施した。 

〇 県営水道を受水していない市町、受水量の少ない市町へは県の取り組みを説明し理

解を得るように努めた。 

 

② 県民へのＰＲ 

〇 県ホームページに掲載したが、末端給水を行っていないため県民の認知は低い状況

であった。 

〇 市町に対し、県営水道料金の免除を活用しての各家庭等の水道料金減免であること

を市町のホームページに記載してもらえるように働きかけを行った。 

 

(２) 有効であった対応 ····················································  

  ① 県営水道料金の免除 

〇 県営水道料金の免除は、市町の水道料金の減免実施を後押しし、受水している全

22 市町１団体（25 市町）のうち 21 市町１団体（24 市町）が実施することとなっ

た。 

 

(３) 教訓及び今後の課題 ·················································  

  ① 事業収支への影響 

〇 老朽設備の更新や耐震対策を行う一方で、設備投資目的の積み立てが遅れることも

考えられるため、一部の工事の実施時期を今後検討することとした。 

 

  ② 更なる支援の検討(免除期間等) 

〇 県営水道料金の免除３か月間に対し、受水市町は４か月～６か月の減免が多いこと

から、さらなる県営水道の免除期間積み増しの要望があるが、財務状況の検討が必要

である。 

  

３ 
 

 
市  町 

 
県（企業庁） 

 
市町民 

上水道原水供給 

県営水道料金 Ｂ 

水道料金 Ａ 上水道供給 

自己水源 

市町が新型コロナウイルス感染症対策

として、県営水道の３か月間の料金以上

の額を水道料金Ａとして減免する場合、

県営水道の３か月間の料金Ｂを免除 
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１  税制上の対応 
 

(１) 県のとった対策 ······················································  

  ① 国の通知等への対応（猶予等） 

〇 徴収猶予（従来分）の制度について、コロナ感染症に関連して受けられる場合があ

ることを周知した。（リーフレット作成、ホームページへの掲載） 

○ 個人の県民税・事業税について、所得税の申告・納付期限が延長されたことから、

申告期限が令和 2年 3月 16 日であるものについて、4月 16 日まで延長した。 

○ 法人県民税・事業税において、新型コロナの影響により、期限までに申告・納付が

できない場合には、期限を延長した。 

○ 自動車税種別割の障害者減免の申請期限を 6月 1日から 6月 30 日に延長した。 

 

② 県税条例の改正（4 月 30 日施行） 

○ 徴収の猶予制度の特例（収入が概ね 20％以上減少した者は１年間猶予、無担保、延

滞金なし）を措置した。 

○ 住宅ローン控除（住民税）の適用要件の弾力化（入居要件の緩和）を図った。 

○ 自動車税環境性能割の税率の臨時的軽減（１％軽減）を延長した。 

（令和２年度末まで） 

○ 耐震基準不適合既存住宅の耐震改修特例（不動産取得税）の適用要件の弾力化を図 

った。（入居要件の緩和） 

 

③ 徴収猶予（従来分）や申請に基づく申告期限等の延長申請への円滑な対応 

○ 災害による財産の滅失等を前提にした制度であり、感染症における取扱いの基準、 

要件について判断が難しいケースがあったため、Ｑ＆Ａの作成や県税事務所間及び税 

務課で情報交換を実施した。 

 

④ 申告・納税にかかる利便性向上 

○ 外出抑制や窓口での混雑緩和のため、PayPay や LINEPay などのスマートフォンアプ 

リを使ったキャッシュレス納税の導入に向けて、業者等と調整を行っている。 

 

 (２) 有効であった対応 ····················································  

  ① 徴収猶予や申告・納付期限延長等による納税者の負担軽減 

○ 新型コロナウイルス感染症の影響により納税資力が低下した納税者や、外出抑制に 

よる申告・納付が困難となった納税者に対し、徴収猶予制度の周知や申告・納付期限 

の延長を行うことで、納税負担時期の分散や混雑した窓口に滞在することによる感染 

リスク回避など、納税者の負担軽減に有効であった。 

 

  ② 県税条例の改正 

○ 県税条例を改正し、徴収の猶予制度や自動車税環境性能割の税率の臨時的軽減の延 

長等を行い、新型コロナウイルス感染症及びそのまん延防止のための措置が納税者に 

及ぼす影響の緩和を図った。 

 

 

 

 

４ 
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(３) 教訓及び今後の課題 ·················································  

  ① 申告・納税にかかるさらなる利便性の向上 

〇 接触機会低減による感染防止の観点から法人関係税の eLTAX による電子申告・電子

納税について、引き続き広く周知していく。 

〇 スマートフォンアプリを使ったキャッシュレス納税の導入に加え、クレジットカー

ドの税目拡大（現行：自動車税種別割のみ）についても検討を進めていく。 

 

② SNS 等の活用による県民への効果的な周知方法の検討 

〇 リーフレットやホームページによる周知に加え、即時性・拡散性の高い SNS などの

媒体の活用について、引き続き検討する。 

 

  ③ 県税事務所における事務処理の円滑化 

〇 徴収猶予（従来分）や申請に基づく申告期限等の延長申請への対応について、県税

事務所向けＱ＆Ａの充実や事務所間及び税務課との情報交換を引き続き活発に行い、

事務処理の円滑化を図っていく。 
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１  特別定額給付金 
 

(１) 県のとった対策 ······················································  

① 市町の支給事務 

○ 迅速な給付を求める住民からの問い合わせが殺到し、申請処理に影響が見受けられ

たため、神戸市ではオンラインで、「審査中」や「振込手続中」といった審査状況が確

認できるサイトを立ち上げ、電話による問い合わせ件数を 10 分の１以下に削減した。 

○ 加古川市では、マイナンバーカードを持っていなくても、オンライン申請できる全国

初のシステムを独自に構築した。郵送用の申請書に記載されている照会番号を活用す

ることにより、入力内容を極力少なくする工夫を行い、処理時間を５分の１へ縮減し

た。 

○ 明石市では、県社会福祉協議会の生活福祉資金（新型コロナウイルス特例）の貸付を

受けている世帯に対し、早期に家計を支援するため、郵送申請に先立ち受付を開始し、

早期支給を行った。（豊岡市、播磨町でも生活困窮世帯への早期支給を実施。） 

○ 本県における全対象者に対する給付率（金額ベース）は全国平均（98.9%）を上回

る 99.6%となった（令和２年８月 28 日現在）。 

（参考：全対象者に対する給付率（金額ベース）の推移）  

区分 6/17 時点 7/1 時点 7/15 時点 7/31 時点 8/14 時点 8/28 時点 

兵庫県 53.4％ 92.2％ 97.0％ 98.3％ 99.1％ 99.6％ 

全 国 54.5％ 76.4％ 90.9％ 96.8％ 98.3％ 98.9％ 

  

② 県による市町業務への支援 

○ 新型コロナウイルス感染症対策の観点から、マイナンバーカードを利用したオンラ

イン申請を積極的に進めるため、早期にオンライン申請の受付を開始できるよう各市

町の積極的な取組を要請した。 

○ ５月 25 日に記者発表を行い、県民に対して市町における特別定額給付金のオンライ

ン申請、郵送申請、給付開始の時期等について情報提供を行った。また、７月 20 日に、

県内市町の申請、給付状況等について記者発表を行った。 

○ 支給事務を行う市町の疑義について、迅速に国に照会・回答するとともに、全市町に

内容を横展開することで、情報共有に努めた。 

○ 早期支給を検討していた市に対し、他府県での早期支給の取組事例を紹介し、市の取

組の支援を行った。 

○ オンライン申請システム設計の不備や、制度設計の詳細が不確定な状態※で事業を

開始したことから、市町の受付現場で混乱が生じ、県担当課において、閉庁日も市町及

び県民からの質問等に対応できる体制を構築した。 

    ※ＤＶ被害者、ホームレス、外国人住民等への対応や事務の詳細が整っていなかっ

た。 

 

 (２) 有効であった対応 ····················································  

○ （１）の市町及び県の取組が、早期の給付金支給に繋がった。 

〇 県担当課における閉庁日の質問等対応体制の構築が、市町受付現場の混乱の緩和に

つながった。 

 

 

 

５ 
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(３) 教訓及び今後の課題 ·················································  

○ オンライン申請システム設計の不備や、制度設計の詳細が不確定な状態※で事業を

開始したことから、市町の受付現場で混乱が生じ、県担当課において、閉庁日も市町及

び県民からの質問等に対応できる体制を構築せざるをえなかった。 

 ※ＤＶ被害者、ホームレス、外国人住民等への対応や事務の詳細が整っていなかった。 

○ オンライン申請にあたり、マイナンバーカードの電子証明書の有効期限更新や暗証

番号再設定が必要な住民が多くいたため、全国的なアクセス集中により、混乱を招い

た。 

○ オンライン申請において、予め住民基本台帳や給付金を受け取る口座情報が連携さ

れていなかったことに加え、重複申請や申請内容の誤りも多く、これらの確認、訂正を

全て手作業で行わざるを得なかったため、市町の事務処理負担が大きくなった。 

  今後も迅速な給付金事務の実施が求められる可能性があることから、住民基本台帳

と連携可能なマイナンバーや口座情報と連動させる法整備について、早急に検討を行

うよう求めていく必要がある。 

○ 給付金事務において、マイナンバーカードを有効に機能させるためには、システム

容量のより一層の増強に加え、電子証明書の有効期限の延長手続を、パソコンやスマ

ートフォン等から実施できるよう見直される必要がある。 
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１  消費者対策 
 

(１) 県のとった対策 ······················································  

① 冷静な消費行動の呼びかけや消費生活情報の提供 

○ 事業者及び消費者団体と連携し、宅配へのチラシの同梱（４月：コープこうべ宅配

利用者約４９万世帯向け）により、県民への買いだめ防止の呼びかけや悪質商法への

注意喚起を実施した。 

○ 県 HP・SNS や新聞折り込み（７月：全県約１３８万部）による消費生活情報の提供

等を実施した。 

 

② 消費生活相談 

○ マスクの送りつけ商法などの消費生活相談の急増に対し、的確な助言を実施した。 

 

(２) 有効であった対応 ····················································  

① 消費者啓発 

○ 県民への買いだめ防止の呼びかけや悪質商法への注意喚起、消費生活情報の提供

は、冷静な消費行動の実践及び消費者被害防止という点で一定の効果があった。 

 

② 消費生活相談 

○ 新型コロナウイルスに起因する様々な消費生活相談への助言は、消費者トラブルを

未然に防止し、深刻化を防いだという点で有効であった。 

 

 (３) 教訓及び今後の課題 ················································  

  ① 継続的な啓発の実施 

〇 消費者のパニック的な行動や便乗した悪質商法を抑制するためには、継続して啓発

や消費者教育に取り組んでいく必要がある。 

  なお、現在、事業者等との連携により、消費者トラブルへの対応力の強化等を推進

するモデル事業を新たに行うなど、継続的な啓発の実施に取り組んでいる。 

 

６ 
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１  人権侵害防止 
 

(１) 県のとった対策 ······················································  

新型コロナウイルス感染症への不安から、感染者や医療従事者、その家族等に対する誹

謗中傷や差別的扱い、さらにインターネット上の悪質な書き込みなどが発生し、報道等

において以下のような深刻な事例も見受けられた。このような状況に対応するため、様々

な啓発活動に取り組んだ。 

【事例】 

    ・ばい菌扱いする言動、職場への出社拒否、介護施設の利用拒否、タクシーの乗車拒 

否、保育園への通園拒否、来校拒否、学童保育での隔離扱い、学校等でのいじめ 

    ・インターネット掲示板やＳＮＳ上での感染者や家族の特定、誹謗中傷、悪質なデ

マ等の氾濫 

    ・感染者やその家族宅への投石、落書き、悪質な嫌がらせ電話 

    ・クラスターが発生した学校や職場等に対する誹謗中傷、脅迫まがいの電話 

    ・地域での村八分のような差別的扱いから退職、引越しに追い込まれる事案 

 

① 多様な媒体を活用した人権啓発 

〇 多様な媒体を活用して、新型コロナウイルス感染症に関連する人権への配慮と正確

な情報に基づく冷静な行動をとるよう県民に対し啓発した。 

・「県民だよりひょうご」、｢ひょうご人権ジャーナルきずな」（毎月発行） 

・啓発ラジオ放送「ハートフル・フィーリング」（ラジオ関西 毎週火曜日） 

・新聞広告（神戸新聞 ８月１日朝刊） 

・大型ビジョン(神戸国際会館､三宮センター街､神戸ハーバーランド ８月～） 

〇 人権総合情報誌「ひょうご人権ジャーナルきずな」においては、感染者やその家族、 

医療従事者等に対する差別、偏見、いじめは許されないこと、不確かな情報に惑わされ

人権侵害につながることのないよう冷静な行動をとることを呼びかけるとともに、厚

生労働省及び本県の新型コロナウイルス感染症に関する情報提供サイト及び法務省の

人権相談サイトのＱＲコードを掲載し、手軽に新型コロナウイルスに関する詳細な情

報を入手できるよう配慮した。 

〇 県広報紙「県民だよりひょうご」臨時号等を活用し、医療関係者、患者関係者など

へのいわれなき風評被害を防止し、憶測やデマなどに惑わされないよう冷静な対処を

幅広く継続的に呼びかけた。 

 

② 県ホームページによる情報提供 

〇 県ホームページ（人権推進課所管ページ）に、「新型コロナウイルス感染症に関連す

る人権への配慮について」と題する新ページを立ち上げ、感染者やその家族、医療従

事者等に対する誹謗中傷やインターネット上での悪質な書込みなどをなくすため、正

確な情報に基づく冷静な行動を呼びかけた。 

〇 厚生労働省及び本県（疾病対策課）の新型コロナウイルス感染症に関する情報提供

サイトにリンクを貼り、県民に対する正確な情報発信を図るとともに、不当な差別、

偏見、いじめ等人権侵害の相談に対応する法務省所管の各人権相談窓口を案内した。 

 

 

 

 

７ 
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③ インターネットを活用した新事業｢ひょうご・オンライン人権フェア｣の開催 

○ 県人権啓発協会ホームページを活用し、８月から新たにオンライン型人権フェステ

ィバル「ひょうご・オンライン人権フェア」を開催し、インターネット上にコロナ差別

防止を訴える人権メッセージなど多彩な啓発動画等を配信することにより、家庭や職

場などで人権の大切さを学べる機会を提供した。 

 

④ インターネット・モニタリング事業の強化 

   ○ インターネット・モニタリング事業において、従来の部落差別、ヘイトスピーチに

加え、新型コロナウイルス感染症に関連するインターネット上の悪質な書き込みを新

たに監視対象に追加し、監視を強化した。 

 

(２) 有効であった対応 ····················································  

① 多様な媒体の活用による幅広い継続的な啓発 

○ 様々な媒体（広報紙、情報誌、ラジオ、新聞、大型ビジョン等）を活用して啓発活動

を展開することにより、地域や世代等を問わず、幅広く継続的に県民への啓発、情報提

供を行うことができた。 

〇 啓発ラジオ放送、新聞広告、大型ビジョン等を活用することによって、幅広い層の

県民に対し、効率的かつ効果的な啓発を行うことができた。 

 

② インターネットを活用した啓発の充実 

〇 県ホームページを活用して、厚生労働省や兵庫県の関連ホームページを紹介し正確

な情報を県民に提供することで、新型コロナウイルスに対する不安の解消を図るとと

もに、法務省の各種相談窓口を案内することで、人権侵害を受けた場合の対応につい

て、広く県民に周知することができた。 

○ 県人権啓発協会ホームページを活用した新しい啓発事業「ひょうご・オンライン人権

フェア」を開催し、インターネット上に多彩な啓発動画等を配信することにより、家庭

や職場など人の密集を避けた場で人権の大切さを学べる機会を提供することで、ポス

トコロナ社会に対応した、新しい効果的な啓発手法の開拓につながった。（８月のホー

ムページ閲覧数約 2,800） 

 

③ インターネット・モニタリング事業を活用した人権侵害抑止の強化 

   ○ 感染者や家族の特定などプライバシーの侵害、攻撃的な誹謗中傷、悪質で事実無根

のデマなどインターネット上での人権侵害が深刻さを増しており、新型コロナウイル

ス感染症に関連するインターネット上の悪質な書込みを新たに検索対象に追加し、監

視を強化することにより、人権侵害抑止の強化につながった。 

    

(３) 教訓及び今後の課題 ·················································  

  ① 人権侵害に関する情報収集・提供体制の見直し 

〇 人権侵害に関する情報収集は報道からの入手が中心であり、さらにインターネット

上にも人権侵害事案の情報が氾濫、正確な情報を把握することが困難であり、ひいて

は県民や市町等関係機関・団体に対して十分な情報提供ができなかった。 

今後は、情報を市町とともに事実の確認を行い、速やかに正しい情報を、適時適切

に県民等に提供するなど情報収集・提供体制を検討していく必要がある。 
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② オンラインの活用等、より迅速に、より広く地域に行きわたる啓発 

〇 県ホームページ等の啓発媒体に掲載するだけでは情報を必要とする県民に届いてい

ない恐れがあり、ラジオ放送や情報誌・広報紙等は情報発信のタイミングが放送日や

発行日に縛られる制約があった。 

今後は、オンラインを活用したより迅速、より広い啓発を進めるほか、県広報媒体

を含め、より多くの関係機関・団体等の様々な媒体を活用し、効率的・効果的に情報

発信していく必要がある。また、偏見や差別による地域からの排除を防ぐためには、

身近な市町と連携し、地域に行きわたる啓発や正しい情報提供等を行い、地域住民が

互いに助け合う共生社会の実現に向け呼びかけていく必要がある。 

 

  ③ インターネット・モニタリング体制の強化 

〇 インターネット上の悪質な書き込み等の人権侵害はますます氾濫し深刻化してい

る。 

今後、モニタリングによる抑止力を高めていくためには、さらに市町との連携を強

化し、情報共有や県・市町共同による迅速な削除要請などモニタリング体制のさらな

る充実を図るとともに、法務局等関係機関との連携強化が必要である。 

〇 総務省で行われているインターネット上の誹謗中傷対策の検討状況を注視するとと

もに、インターネット上の悪質な差別的書込みの削除について、実効性のある法制度を

整備するよう法務省に対し要望を行っていく。 

 

  ④ 関係機関と連携した人権侵害の防止と早急な法整備 

〇 人権侵害が発生した場合は、被害者を速やかに法務局救済窓口等に繋ぐため、法務

局等との密な連携が日常的に必要である。 

〇 人権侵害の被害者の実効ある救済を図るため、人権救済機関の創設等の法制度を整

備する必要があり、法務省に要望を行っていく。 

 

⑤ 感染拡大防止のための感染者情報の公開とプライバシー尊重の両立 

〇 感染者情報の取扱いにおいては、感染者やその家族のプライバシーを守ることが原

則であるが、感染のまん延防止のためには一定の情報を提供していくことも必要であ

るという板挟みの状態であった。 

〇 感染者情報の公開内容によっては、プライバシーの侵害の恐れもあり、それが偏見・

差別につながり、積極的疫学調査に抑制的な効果を生じさせる恐れもある。 

〇 今後、国の検討状況を注視しながら、情報収集・情報公開の基準を整理していく必要

がある。その際、県と市町間の情報共有にも配慮する必要がある。 
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第 13 章 広報 
 
 
１  対策等全体の総合発信 
 

(１) 県のとった対策 ······················································  

① 感染者発生状況の公表 

〇 感染者の発生報告があった場合に、保健所を所管する県・政令市・中核市から発生

事案を公表。また、県では政令市・中核市を含めた県下の一元的な発生状況を公表し

た。 

 

② 県対処方針等総合的な情報の発信 

〇 感染状況に応じた県の対処方針をわかりやすく県民に発信するため、医療体制の確

保の状況と今後の体制、学校活動の対応状況と今後の方針など、分野毎にフェーズに

応じた対策やシナリオの発信を行った。 

〇 海外帰国者とその家族等へのお願いや、学校再開時期の見直し、緊急対策補正予算

（案）の説明など、重要なメッセージを発出する際には、都度、知事記者会見を実施

した。 

 

③ 感染防止に配慮した知事記者会見の運営 

    〇 知事記者会見は記者会見室で行っていたが、３密の状態になることから記者会見室

よりも広い視聴覚ルームで会見を行うとともに、県側の陪席者を最低限とした。 

  また、神戸民間放送記者クラブ及びＮＨＫ神戸放送局と調整し、カメラ（ムービー）

取材を代表１社（１台）とした。 

 

④ 知事記者会見記録の作成 

    〇 頻繁に行われる記者会見の発言録を、遅滞なくホームページに掲載するため、記

録作成の応援職員を配置した。 

 

 (２) 有効であった対応 ····················································  

  ① 感染者発生状況の公表に関する政令市・中核市との連携 

〇 国において、発生事案に対する公表基準が定められていないため、県・政令市・中

核市で調整し、患者の特定に至らぬよう配慮しつつ、感染拡大防止の観点から公表範

囲を決定したことは、自治体間の整合を図る点で有効であった。 

〇 発生事案の居住地や勤務地、入院医療機関等が県と政令市・中核市にまたがるケー

ス等において、県と政令市・中核市の間でメーリングリストを作成し、記者発表に関

する情報を共有したことは、情報発信が輻輳しない観点から有効であった。 

 

  ② 発表時間帯のルール化、入退院情報等の全体像の提供 

〇 新規感染者の日々の発表時間等のルール化を図ったことは、発表時間が不規則とな 

らないという点から有効であった。また、患者発生の全体状況が把握できるよう、１

例目からの発生一覧・検査実施数・陽性者の入退院情報等もあわせて情報提供した。 
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  ③ 県内感染発生状況の一元的発信 

〇 日々の感染者発生状況について、経過・症状とあわせて、濃厚接触者の有無や行動

歴等疫学調査の内容を迅速に公表。政令市・中核市分もあわせて、ホームページに一

元的に掲載し、情報提供とともに分析等データ活用としても提供したことは、患者発

生等の全体状況が把握できる点から有効であった。 

 

  ④ 県対処方針等総合的な情報の発信 

〇 県の対処方針について、医療検査体制、医療資材の状況、相談窓口、県民・事業者

への協力要請及び支援策など、対策全般を総合的に情報提供する点から有効であった。 

〇 県の対処方針などが決定される対策本部会議終了後には、知事記者会見を実施する

とともに、ホームページ、県民だよりひょうご、SNS など多様な媒体をフル活用して発

信したことは、幅広い世帯に情報発信できるという点で有効であった。 

     

 (３) 教訓及び今後の課題 ················································  

  ① 県民の行動変容を促すための丁寧な情報発信 

〇 感染拡大防止と社会経済活動の両立を図りつつ、生命と健康を守るためには、正し

い知識に基づいて県民一人ひとりが適切に行動することが不可欠である。そのための

行動変容を促すにあたっては県の対策等の情報について、わかりやすく丁寧に説明、

発信することが必要である。 

〇 発生患者の具体的な感染経路、クラスターの全体像など、県民が的確に状況把握で

き安心できるような分析・総括情報の発信に努める必要がある。 

〇 対処方針として対策等全体を総合的に発信するとともに、適時適切に内容を絞った

発信を行うことも必要である。 

 

  ② 誹謗中傷や不確かな情報による買い占めなどの発生防止 

〇 感染者や医療従事者等への誹謗中傷や不確かな情報による買い占めなどが発生しな

いよう、正確で丁寧な情報発信を行うことが必要である。 
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１  メッセージ発信強化 
 

(１) 県のとった対策 ······················································  

① 県民に対する迅速な情報発信 

  〇 対策本部会議終了後、速やかに知事記者会見を実施した。 

  〇 知事会見の告知をホームページの他、SNS などで行った。 

〇 対処方針や協力依頼事項等、特に重要な内容については、県民・事業者へ呼びかけ

るべきポイントを「知事メッセージ」の形で要約し、知事記者会見等で発信した。 

〇 記者会見では、多岐にわたる対処方針などを発表するため、特に県民に伝えたいメ

ッセージを冒頭にするなど、分かりやすい会見構成に配慮した。 

[知事記者会見開催回数]64 回、[知事メッセージ動画本数]  33 本 

 

② 公表資料の見える化 

〇 全ての知事記者会見をインターネット中継した。 

〇 事前に対処方針の要点をまとめた資料をパワーポイント形式で作成し、記者会見時

に大型モニターやバックパネルを活用して公表内容を表示した。 

〇 手話通訳者のワイプ化を実施した。 

 

③ メディア媒体の活用 

〇 フェーズの変わるタイミングで、知事がテレビ番組のインタビューやラジオ番組に

出演し、メッセージを発信した。 

〇 医療体制や検査体制など県の対処方針についてのマスコミ向け勉強会を実施すると

ともに、宿泊療養の受入の様子など、現地での取材機会を設けた。 

〇 発表内容の誤解を受ける報道機関の断片的な報道に対し、正確な報道について申

し入れ等を行った。 

 

 (２) 有効であった対応 ····················································  

  ① 県民に対する迅速な情報発信 

〇 会見項目チェックリストの作成や資料修正の進捗等の共有は、対策本部会議終了か

ら知事記者会見まで短時間で準備を行う必要があったため、迅速な会見実施という点

で有効であった。 

〇 SNS を活用した会見開催の告知を行ったことは、リアルタイムに会見を閲覧する機

会を提供する点で有効であった。 

〇 対処方針や県民・事業者への協力事項等で特に重要な内容を会見同日に「知事メッ

セージ」として、知事自ら動画で協力依頼を行ったことは、県からの強いメッセージ

として発信する点で有効であった。 

 

  ② 公表資料の見える化 

〇 大型モニターやバックパネルの活用は、対処方針の要点等をより分かり易く発信で

きるという点で有効であった。 

〇 手話通訳者のワイプ化は、ユニバーサル社会づくりの推進という点で有効であっ

た。 

 

 

 

２ 
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  ③ メディア媒体の活用 

〇 フェーズの変わるタイミングで、知事がテレビ番組のインタビューやラジオ番組に

出演したことは、県民へ直接、タイムリーなメッセージを発信できるという点で有効

であった。 

〇 県の対処方針などの記者向け勉強会の実施や、現地取材の機会をつくることは、メ

ディアを通じた正しい県政情報の発信という点で有効であった。 

 

(３) 教訓及び今後の課題 ·················································  

  ① マスメディアとの連携 

   〇 マスメディアは、話題性のあることだけに集中することがあるため、県の対策が県民

に十分伝えられない状況もあった。記者が県の対策等の理解を深めるための工夫や、

報道機関の正確かつ適切な情報発信など、マスメディアとの連携が必要である。 

 

  ② 発信方法の一層の工夫 

〇 大型モニターの活用を想定した資料作成様式の全庁統一化などインターネット映像

発信の一層の工夫が必要である。 
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１  情報の一元化 
 

(１) 県のとった対策 ······················································  

①  緊急時における県民への情報の一元化 

〇 緊急事態宣言以降、県民の問合せの増加を踏まえ、県ホームページを新型コロナウ

イルスに特化した緊急時用トップページに切り替え、一元的に情報発信（PCR 検査数・

陽性件数・病床確保等の危機管理情報、各種支援・相談窓口等の県民が求める情報）

を行うとともに、県対策のフェーズに応じて機動的に構成・配置を更新した。 

〇 県民が必要とする情報を分かりやすく提供するため、編集・デザインディレクター

等の助言を得ながら、情報の構成・配置・配色等を工夫した。 

〇 各種広報媒体に QRコードをつけ、新型コロナウイルス感染対策情報が集約されてい

るホームページへ誘導した。 

 

②  危機管理情報・各種支援情報のワンストップ化 

〇 政令市・中核市分も含めた県内の感染患者の状況や相談窓口、さらには県の対処方

針や支援策などをホームページ等に一元的に集約し、情報をワンストップ化した。 

〇 ホームページ上に、個人向け・事業者向けの支援情報を分かりやすくまとめて発信

した。 

〇 各種相談窓口（健康相談、緊急事態措置・対処方針、支援事業等）について、ホー

ムページ、テレビ、ラジオで常時案内した。 

○ 日を追うごとに増加、変化する情報を、他課室の協力、応援職員の派遣等により対応

した。 

 

 (２) 有効であった対応 ····················································  

  ① 緊急時における県民への情報の一元化 

〇 緊急時用トップページに切り換えは、関連情報の一元化により分かりやすくまとめ

て情報発信できるという点で有効であった。 

〇 トップページの構成などを状況に応じ、機動的に更新することで、フェーズ毎で変

わる「県民が求める情報」を分かりやすく提供できる点で有効であった。 

〇 県民だよりひょうご等各種広報媒体にQRコードをつけて緊急時用トップページに誘

導したことは、令和２年４～８月のページビュー数が約７千万件（前年比約６倍）とな

ったことから、県民への情報提供として有効であった。 

 

② 危機管理情報・各種支援情報のワンストップ化 

〇 ＰＣＲ検査数や陽性件数、病床確保数等の危機管理情報、所管部局をまたがる各種

支援情報や相談窓口などと、知事メッセージ動画などをホームページ上でワンストッ

プ化し情報発信したことは、「県民が求める情報」と「県民に伝えたい情報」をまとめ

て発信できるという点で有効であった。 

 

(３) 教訓及び今後の課題 ·················································  

  ① 複合災害発生時における情報一元化への対応 

〇 コロナ感染症と風水害・地震等自然災害の複合災害発生時における情報の一元化・

ワンストップ化への対応が必要である。 

 

  ② 機動的体制の再構築等 

〇 各種の膨大な情報の整理・更新を機動的に行っていくための体制の再構築とＷＥＢ

サーバーの高スペック化が必要である。 

  

３ 
 



 

238 

 

１  全世代への情報発信 
 

(１) 県のとった対策 ······················································  

① 広報媒体の特性を活かした多様な情報発信 

1) 県政情報番組「ひょうご発信！」（毎週日曜日サンテレビで放送） 

〇 番組冒頭（約５～７分）に新型コロナウイルス感染症に関する注意喚起を行うコー

ナーを設定（R2.4～R2.6 で計 11 回）。また、画面に L字枠を設けて、相談窓口等をテ

ロップ化した。 

2) ラジオ「兵庫県からのお知らせ」（ラジオ関西・兵庫エフエム放送） 

〇 県政紹介・事業告知等を行う放送枠で新型コロナウイルス感染症に関するお知ら

せを連日呼びかけた（R2.2.29～R2.7.11。日曜日除く）。 

   3) 県広報紙「県民だよりひょうご」 

〇 臨時号（タブロイド版２頁）を３回発行（R2.4.4、4.16、5.14）し、通常号（R2.4

～7）においても、２～４頁の範囲で新型コロナウイルス感染症に関する記事を掲載

した。 

4) SNS の活用 

〇 ツイッター、フェイスブック、LINE を活用し、知事メッセージ等の情報発信、対

策本部会議後の記者会見の告知等を実施した。 

〇 LINE 社との提携により、兵庫県版 LINE パーソナルサポートを開設。また、緊急事

態宣言下においては、Yahoo!に兵庫県特設ページを開設した。 

〇 コロナ禍の SNS の活用は、内容や表現によっては「炎上」する恐れがあるため、正

確な情報提供、内容や表現に注意を払った。 

 

② フェーズに応じた情報発信の工夫 

1) 新聞紙面購入 

〇 知事メッセージを 3 月 21 日（神戸新聞、朝日新聞、読売新聞）及び、7 月 31 日

（神戸新聞、朝日新聞、読売新聞、毎日新聞、産経新聞）に掲載した。 

2) 展示広報の活用 

〇 JR 元町駅西口広報板、地下鉄県庁前駅の広報ショーウインドーに随時発出される

知事メッセージ(県民・事業者へのお願い)等を掲出した。 

3) 自動車啓発の実施 

〇 ゴールデンウィーク期間中のさらなる外出抑制、８割接触削減を目指し、4/29(水・

祝)、5/2～6(祝)に神戸、阪神南・北、東・中播磨地域の繁華街及び住宅街等におい

て自動車啓発を実施した。 

また、5/21 に緊急事態宣言対象区域（特定警戒都道府県）から解除となったが、5月

下旬の土日(5/23、24、30、31) 及び 8/5～8/11 に継続的な感染防止の取組みに関する自

動車啓発を実施した。 

4) 民間企業等と協働した情報発信 

〇 4/25～緊急事態宣言区域指定期間中に県内のコープ・イオン各店で感染拡大防止

の館内放送を実施。スーパーマルアイではチラシに県民だよりひょうごを転載し、

感染拡大防止の啓発を行った。 

また、ヴィッセル神戸と連携し、感染症拡大を防止する新たな生活様式「ひょうご

スタイル」の啓発を三宮センター街大型スクリーンや神戸国際会館地下 1 階デジタ

ルサイネージなどを活用して実施した。 

さらに、県ゆかりの著名人からの県民へのメッセージをホームページに掲載した。 

４ 
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5) 県内主要駅などでのポスター掲出 

〇 「ひょうごスタイル」の内容をわかりやすく説明するポスターを作成し、県内主要

駅等で掲示。ポスターは広く活用できるようデータ（ＰＤＦ）をホームページで提

供。県下市町にも周知した。 

（主な掲出カ所） 

ＪＲ（三ノ宮、元町、神戸、新神戸、西宮、尼崎、姫路、明石）、阪急（神戸三宮、

西宮北口）、阪神（神戸三宮、元町、西宮、尼崎）、山陽（姫路、明石）等 

 

③ 障害者や外国人への情報発信 

1) 手話通訳者の導入 

〇 知事記者会見や知事メッセージ動画に手話通訳を導入。また、飛沫防止板を設置

し、知事がマスクを外して会見ができるよう工夫した。 

2) 外国人への情報発信 

〇 緊急時用トップページには、英語、フランス語、中国語、韓国語、ベトナム語、

ポルトガル語、スペイン語の 7カ国語対応の自動翻訳機能を持つページへのリンク

を設定。また、県国際交流協会と連携して知事メッセージを 7カ国語に翻訳し、市

町・外国人支援団体に提供するとともにホームページに掲載した。 

 

 (２) 有効であった対応 ····················································  

  ① 広報媒体等の特性を活かした多様な情報発信 

〇 県民だよりひょうご（紙媒体）では、フェーズの変化に応じて 3 度にわたり臨時号

を発行し、感染拡大の状況や県の取組、県民への注意喚起等について、全世帯の県民

に対し情報を発信できるという点で有効であった。 

〇 ツイッター、フェイスブック、LINE などの活用は、「炎上」を防止するため、内容や

表現に注意を払ったことは、正確な情報発信を行うという点で有効であった。また、

SNS の活用は、フェーズに応じた各種支援情報や新型コロナに関連した悪徳商法や詐

欺への注意喚起などの情報を拡散でき、幅広い情報発信ができるという点で有効であ

った。 

〇 知事メッセージの新聞掲載や、ゴールデンウィークなどフェーズに応じて、繁華街

や住宅街を中心に感染拡大防止に向けた自動車啓発は、直接的に県民へ感染防止等を

訴えられる点で有効であった。 

 

② 障害者や外国人への情報発信 

〇 点字訳広報「広報ひょうご」や音声訳広報「愛の小箱」により障害のある方への情

報発信を行うとともに、知事記者会見や知事メッセージ動画に手話通訳を導入したこ

とは、ユニバーサル社会づくりの推進という点で有効であった。 

 

 (３) 教訓及び今後の課題 ················································  

  ① 効果的な情報発信方法・広報手法の検討 

   〇 各 SNS の特徴を生かした更なる効果的な情報発信を検討する必要がある。 

〇 刻一刻と変わる状況に一層迅速に対応するため、新たな広報媒体の活用も含めた効

果的な広報手法の検討が必要である。 

〇 県民が主体的に情報提供等県広報に関わる一層の取組の検討が必要である。   
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第 14 章 行政機能維持 
 
 
１  職員への感染防止対策 
 

(１) 県のとった対策 ······················································  

① 職場内、通勤、出張時における感染防止対策の周知徹底 

〇 緊急事態措置期間の感染拡大防止に向けた各職場の対応について、新型コロナウイ

ルス感染症にかかる兵庫県対処方針に基づき、状況に応じて管理局長通知を発出し

た。（１月 31 日、４月８日、５月 22 日、７月 31日） 

 主な内容は以下のとおり。 

 ・出勤・退勤時、飲食前の手洗いの徹底、手指消毒液の使用、物品の共用回避 

 ・マスクの着用、咳エチケットの徹底 

 ・日々の健康状態の把握、健康確保措置の徹底 

 ・適切な時差出勤の活用 

 ・通勤時、出張時の移動で公共交通機関利用する場合には、不必要な会話等を抑制 

  ※ 緊急事態宣言解除後の対応については、５月 22 日に管理局長通知を改正

（会議上限人数の緩和等） 

   〇 「人との接触を減らす、１０のポイント」（４月 27 日付け管理局長通知）を発出す

るとともに、併せてチラシ・ポスターを作成して各所属に配付、掲示した。 

○ 身体的距離の確保、マスクの着用、手洗いの徹底、物品の共用回避、日常的な健康

状態の確認等、所属及び職員のとるべき行動をチェックリストの形で具体的に示した。 

○ 各職場で実践された非接触の働き方や職場環境整備の取組等を「新型コロナウイル

ス感染症の感染防止のための職場環境整備の取組」としてとりまとめた。 

○ 「職員が新型コロナウイルス感染症に感染した場合等の対応について」（４月３日付

け管理局長通知）を発出し、職員に感染者が出た場合の対応フローや職員の服務の取扱

い・執務室の消毒等の執務環境の確保など所属長がとるべき対応について周知徹底し

た。 

 

② 会議･研修等における参加人数、実施方法の見直し、検温機器の活用 

○ 感染拡大期においては、多数人を参集する会議・研修の自粛（屋内会議等の自粛範

囲：緊急事態措置期間 50 人以上、7 月 20 日現在（感染警戒期）5,000 人以上（1,000

人を超えるようなイベントを予定する場合は県対策本部事務局との事前相談を要請）、

会議定員：施設定員の 1/2 以内）、会議参集者の見直しにより、全県が行う事務事業が

遅滞しないようテレビ会議等の積極的な活用を進めた。 

○ 県主催の会議・イベント等において、職員・参加者等の感染防止を図るため、ハンデ

ィー型サーモグラフィー等を７月 30 日から本庁及び各県民局（県民センター）へ配置

し、会場入口等で検温を行った。 

 

③ 議会対応における感染防止対策 

〇 ４月臨時県会本会議、常任委員会等では、当局側出席者を答弁関係者のみに絞るこ

とによって、隣席との距離を空けることが可能となり、飛沫感染防止対策を実施した。 

〇 ６月定例会本会議では、当局側出席者席の間にアクリル板を設置するなどの感染症

防止対策を実施することにより、飛沫感染防止対策を実施した。 

1 
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〇 本会議、常任委員会等では、当局側出席者にマスク着用、アルコール消毒の徹底を

要請することで、飛沫感染等防止対策を実施した。 

〇 常任委員会においては、自席ではなく委員席と当局席との間に設けられた発言者席 

に移動して発言することで、飛沫感染防止対策を実施した。 

 

④ ６月定例会本会議における当局席アクリル板設置のイメージ 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑤ 市町向け説明会、研修、ヒアリング等のオンライン開催 

〇 年度当初に実施が必要な財政担当部長会議、栄典事務研修、マイナンバー制度研

修、公務員制度ヒアリング等については、オンラインで開催し感染防止を図った。 

 

 (２) 有効であった対応 ····················································  

  ① 職場内外における感染拡大防止策の職員への周知徹底、チェックリストの配

付 

○ 新型コロナウイルス感染症への感染予防に向けた各職場の対応について、感染状況

に応じて管理局長通知を４度発出することにより、各所属や職員が正しい知識を持っ

て、各職場の実態に即した感染防止対策を実施することができた。 

○ 「人との接触を８割減らす、１０のポイント」について、その内容をイラストにし

たチラシ・ポスターを作成した。チラシを各所属に配付するとともに、ポスターを県

庁舎内通路等に掲示したことにより、職員に広く、また視覚的にわかりやすく周知す

ることができた。 

○ 所属及び職員のとるべき行動をチェックリストの形で具体的に示すことにより、職

員一人ひとりの行動変容を促し、感染拡大防止に取り組むことができた。 

○ 「新型コロナウイルス感染症の感染防止のための職場環境整備の取組」により、改

めて職員の意識啓発を図ったとともに、各所属における適切な感染防止対策の推進を

図った。 

 

 ② 会議･研修等における参加人数、実施方法の見直し等による感染拡大防止 

○ テレビ会議、電話、電子メール等の活用により、人が集まる形での会議の回避、50

人以上の会議の自粛、会議参集者の見直しなどを求めた結果、接触機会の低減が図ら

れ、職員への感染拡大を防ぐことができた。 

○ 県主催の会議・イベント等において職員・参加者等の検温を行うことにより、職員・

参加者等の不安解消に繋がるとともに、感染拡大防止を徹底することができた。 
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  ③ 補正予算編成時の対応 

〇 新型コロナウイルス感染症対策等に係る補正予算（４月、６月、７月）編成にあた

っては、空気清浄機を設置し、定期的に窓やドアを開放して換気を実施したほか、入

室者数を減らし、座席の間隔を広く空けるなど感染予防を図った。 

〇 部局ヒアリングでは、査定室が過密状態になるため、机の間隔を広く空けるほか、

査定室以外の部屋も利用して分散実施し、職員が密集することを避けた。 

 

  ④ 議会対応における感染症防止対策 

〇 ソーシャルディスタンスが必要とされる中、議場や各委員会室では隣席との距離も

近く、一定の飛沫感染防止対策が必要とされた。 

〇 ４月臨時県会本会議、常任委員会等では、当局側出席者を答弁関係者のみに絞り込

み、６月定例会本会議以降はアクリル板を設置することで、飛沫感染防止対策を実施

した。 

 

  ⑤ 職員が感染した場合等の対応について 

〇 知事部局の職員が感染（4 月：1 名、8月：1名）した際は、対応フローに基づき、

発熱が判明した時点で自宅待機を指示するとともに、陽性判定後は、完治するまで療

養を指示した。 
また、発熱判明後速やかに、感染者の行動歴を確認し、①濃厚接触の疑いがある職

員に自宅勤務又は待機を指示するとともに、執務室や庁内共用部分の消毒を徹底した。

濃厚接触者の判明後は、②当該職員に概ね 14 日間の自宅勤務等を指示、③同一フロア

に勤務する全職員の健康状況を確認し、必要に応じて自宅勤務等を指示するなど、感

染防止に努めた結果、庁内で新たな感染者を出さなかった。 

 

(３) 教訓及び今後の課題 ·················································  

  ① 感染拡大防止のための情報提供、職場内外における感染防止対策の内容の検証 

○ 新型コロナウイルス感染症に対する正しい情報の収集等を行いながら、感染拡大を

防止するための知識や知見を職場や職員に今後も周知していく必要がある。 

○ 今後の感染状況や新たな医学的知見に基づく国・県の方針を踏まえ、職場内外にお

ける感染防止対策の内容について随時精査・検証を行い、見直していく必要がある。 

 

  ② 会議･研修等における参加人数、実施方法の検証 

○ 感染拡大期においては、多数人を参集する会議・研修の自粛（屋内会議等の自粛範

囲：緊急事態措置期間 50 人以上、7 月 20 日現在（感染警戒期）5,000 人以上（1,000

人を超えるようなイベントを予定する場合は県対策本部事務局との事前相談を要請）、

会議定員：施設定員の 1/2 以内）、会議参集者の見直しにより、全県が行う事務事業が

遅滞しないようテレビ会議等の積極的な活用を推進していく必要がある。 

 

③ 予算編成時の飛沫防止対策 

〇 対面で行う部局ヒアリングでは職員同士が近距離で長時間の意見交換を行うため、

アクリル板の設置やテレビ会議システムの活用など、実効性のある飛沫防止対策を検

討する必要がある。一部の職員は個人パソコンによるオンラインヒアリングを試験的

に導入したが、表情が判別しにくく会話の間の取り方が難しいことなどから、対面に比

べてかなり時間を要した。今後、本格的な導入に向けて改善が必要である。 
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④ オンラインを前提とした市町の体制整備への働きかけ 

〇 県・市町間のオンライン会議の実施にあたり、職場 PC から県テレビ会議システムを

利用できない市町が一部あった。 

県テレビ会議システムを常時利用できるネットワーク環境の整備を各市町に働き

かけるとともに、引き続き市町職員への技術的支援を行っていく。 

 

⑤ 議会対応における感染症防止対策 

〇 常任委員会について陪席を含めた入室者を最小限に留めることによって、答弁内容

の確認への迅速な対応が課題となっている。 

〇 各委員会室の議員側席にアクリル板が設置されたが、今後、当局側席等へのアクリ

ル板の設置については、費用対効果、科学的見地に基づく検証が必要となる。 
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１  県庁舎における感染防止環境の整備 
 

(１) 県のとった対策 ·······················································  

  ① 庁舎内の消毒 

〇 2 月 19 日から、庁舎の各入口にアルコール消毒液（手指衛生に有効とされる濃度

60％以上）を設置し、4月 27 日からはナッジ（誘導表示）を活用し来庁者等の手指消

毒を徹底した。 

〇 アルコール消毒液の流通が全国的に逼迫し、極端な品薄状態で調達が困難となった

が、様々な入手ルートを模索した結果、４月中旬に追加調達することができた。 

〇 2 月 20 日から、次亜塩素酸ナトリウム溶液（濃度 0.05％程度）による共用部分

（ドアノブ・手摺・エレベーターボタン等）の清拭消毒を徹底し、6月 3日に消毒範

囲を自動販売機ボタン、ロビー椅子に拡大した。 

〇 4 月 1 日、職員の感染疑い発生時における執務室等の消毒方法を策定し、全庁で共 

有した。 

 

  ② 庁舎内の換気 

〇 4 月 10 日から、共用部分（ロビー・廊下・階段室）の窓・扉の常時開放、エレベー

ター内の常時換気運転を実施し、4月 13 日からは執務室の窓の開放（２回程度/時間）

を呼びかけた。 

〇 冷房運転時は、空調装置による常時換気を行い、室温等に十分配慮した窓の開放を

呼びかけた。 

 

  ③ 職員間の飛沫感染防止策 

〇 来庁者窓口において飛沫感染を防止する資材がなく、迅速な対策が困難だったため、

4 月 10 日以降、各所属で既存の備品を活用した吊り下げ型ビニールシートや机上の面

談用シールドを、4月下旬には寄贈品（窓口用アクリル板）を活用した飛沫感染防止対

策を行った。 

〇 感染者の排便後･洗浄時のエアロゾルの発生及び感染の危惧※1 があったため、6 月 1

日からトイレ使用後の蓋の閉鎖を徹底した。 

 

④ 職員食堂の感染拡大防止対策 

〇 職員食堂の座席の間引きによる対人距離の確保、レイアウトの変更による対面座席

の回避を実施したほか、スタッフの手袋着用、手指消毒液の設置、小鉢の個包装化等

を行い、接触感染・飛沫感染防止を図った。 

 

⑤ 職員会館､職員福利センターの利用休止、休養室の増設 

〇 感染拡大防止のため、職員会館､職員福利センターの利用について、業務目的以外

の利用を制限した。 

〇 労働安全衛生法に基づく休養室を職員会館内和室に増設等することにより、利用者

の３密を回避した。 

 

 

 

 

 

２ 
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 (２) 有効であった対応 ····················································  

  ① 手指消毒の徹底・共用部分の日常消毒・感染時消毒体制の整備 

〇 アルコール消毒液を庁舎入口に設置し、ナッジ(誘導表示)を活用した手指消毒を徹

底するとともに、共用部分を次亜塩素酸ナトリウム溶液（濃度 0.05％程度）で複数回

の清拭消毒※2を実施したことにより、庁舎内の接触感染防止が図られた。 

〇 次亜塩素酸ナトリウム溶液（濃度 0.1％）による清拭消毒方法※3を周知し、職員の感

染疑い発生時においても迅速な消毒実施・執務環境の確保が行われた。 

 

② 機械換気と窓･扉の開放 

〇 庁舎内のウイルス濃度の早期低減には、「こまめな換気」※3で換気回数を増やすこと

が有効とされていることから、厚生労働省が推奨する①必要換気量（毎時 30 ㎥/人）

を確保した機械換気、②執務室の窓の開放（２回程度/時間）による換気、エレベータ

ー内の常時換気、共用部分の窓･扉の常時開放により、換気の悪い密閉空間の改善が図

られた。 

 

  ③ 来庁者窓口等のシールド設置  

〇 不特定多数者と頻繁に接触する来庁者窓口等における吊下げ型ビニールシートや机

上の面談用シールドの設置により、窓口対応職員等の飛沫感染の防止が図られた。 

 

④ 不特定多数の職員が利用する福利厚生施設等での集団感染を防止 

○ 職員食堂については座席の間引き、レイアウトの変更等により、接触感染・飛沫感

染防止を図りながら営業を継続することができた。 

○ 職員会館及び職員福利センターについて、業務目的以外の利用を制限したことによ

り、接触機会の低減を図ることができた。また、利用再開にあたってはマニュアル等

を作成し、利用者の感染防止が図られている。 

○ 休養室の増設により、昼休み等における室内の混雑が緩和された。 

 

(３) 教訓及び今後の課題 ·················································  

① 消毒液の確保・執務室内の日常消毒 

〇 全国的な流通逼迫時は、手指消毒用アルコールの必要数量を確保することや通常価

格による入手が困難な状況になるため、4ヶ月分程度備蓄しておく必要がある。 

〇 プラスチックやステンレスの表面でウイルスが２～３日間程度生存するとの米国立 

アレルギー感染症研究所の報告があるため、職場内で複数職員が触れる電話機・コピ 

ー機・打合せ机などの共用機器の消毒についても、引き続き徹底する必要がある。 

 

  ② 執務室内の換気 

〇 庁舎の一部では、窓や扉が自然換気に適した配置になっていないほか、開放可能な

窓が少ないため、部屋全体の空気の循環を効率的に行うことができていない。 

 

  ③ 飛沫感染防止策 

〇 医学的見地から必要かつ十分な飛沫感染防止策が立証されていないため、座席配置 

による距離の確保など、適切な執務環境の整備を十分に行うことができていない。 

〇 不特定多数の県民が利用する会議室や研修室における飛沫感染防止策を十分に行う 

ことができていないため、机上アクリル板の設置などの対策を講じる必要がある。 

 



 

246 

 

④ 職員会館､職員福利センターの利用制限、休養室等の利用方法の検証 

○ 職員会館､職員福利センターの利用制限の内容、利用再開に向け作成したマニュアル

等の内容を検証する必要がある。 

○ 労働安全衛生法に基づく休養室の感染拡大期の利用方法、増設場所等について検証

する必要がある。 

 

⑤ 県立施設会議室等におけるアクリル板の設置 

○ 会議室・研修室を利用する県民の感染防止のため、県立施設の会議室等にアクリ 

ル板の設置を検討していく。 

 

 

  

※1 日本医師会の有識者会議による指摘 

※2 日本渡航医学会･日本産業衛生学会「職域のための新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽ感染症対策ｶﾞｲﾄﾞ」で推奨 

※3 日本環境感染学会「医療機関における新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽ感染症への対応ｶﾞｲﾄﾞ」で推奨 
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１  在宅勤務・時差出勤・フレックス制・特別休暇 
 

(１) 県のとった対策 ·······················································  

① 在宅勤務による出勤者の原則７割削減 

〇 新型コロナウイルス感染症拡大防止のため、緊急事態措置期間において、対策業務

に従事する職員等を除き、出勤者の７割削減を目指して在宅勤務に取組み、概ね本庁

で７割・全体で６割の出勤削減を達成した。（4/14～5/21 期間平均）。 

〇 在宅勤務の実施にあたっては、自宅の私用端末の利用を可能とするとともに、週４

日の上限を週５日とし（R2.3.10～）、非正規職員も対象に加えた。（R2.4.14～） 

〇 在宅勤務に必要なリモートアクセス等のシステム環境の不足を補うため、在宅から

庁内メールにアクセスできる緊急措置等を実施した。（第 14 章６「在宅勤務の環境」

参照） 

【知事部局等（県立病院・警察除く）の出勤削減率】 

○期間平均率：△57.5% うち本庁△65.8% 

（参考：最大削減率△62.5% (5/1) 本庁最大削減率△70.5%(4/28)） 

○期間中実施者数：7,916 人（対象者 9,437 人（非正規職員を含む）） 

※R1：56 人（正規職員のみ対象） 

〈緊急事態宣言解除後〉 

・5/22～5/31：業務の特性や進捗状況等を勘案の上、在宅勤務の実施が可能な所属は、

出勤者を通常時の３割削減することを目安に取組を推進。 

  ・6/1～：業務の特性や進捗状況等を勘案の上、引き続き可能な範囲で在宅勤務を 

推進。 

 

② 時差出勤の拡充 

〇 多様な働き方をより一層推進する観点から、所属職員数の概ね２割を上限に、平成

31 年度から運用を行っていたＥ・Ｌ勤務について、満員電車等による出退勤を避ける

こと等を目的に、当分の間、上限の設定を行わないこととした。(R2.2.28～) 

   （職員の勤務時間の区分） 

Ｅ勤務 Ａ勤務 Ｂ勤務 Ｌ勤務 

8:15～17:00 8:45～17:30 9:00～17:45 9:30～18:15 

【活用実績】 

○Ｅ・Ｌ勤務 （R2.8）10.7％（659 人）  ※（H31.4） 7.4％（439 人） 

 

③ フレックス制の活用 

〇 フレックス制（本庁に勤務する育児・介護を行う者であって希望する職員を対象

に、１週間当たり 38 時間 45 分となるよう 7～22 時の間で勤務時間を柔軟に設定した

(H28.5～) ）について、職員に対して改めて周知徹底を図った。 

【活用実績】 

    （R2 年度）20人(8 月末時点)  ※（R1 年度） 24 人（8月末時点で 23人） 

 

 

 

 

 

３ 
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④ 特別休暇の拡充 

〇 当分の間、以下に該当する場合は、特別休暇の取得を承認することとした。（R2.3.2

～） 

・ 職員又はその親族に発熱等の風邪症状が見られること等から療養する必要があ

り、勤務しないことがやむを得ないと認められる場合 

・ 小学校等の臨時休業その他の事情により、子の世話を行う職員が、当該世話を行

うため勤務しないことがやむを得ないと認められる場合 

【活用実績】 

（R2.3～8）338 人 

 

 (２) 有効であった対応 ····················································  

  ① ローテーションによる在宅勤務の実施 

○ ローテーションによる在宅勤務*に取組み、職員間の接触機会を減らすことで、職場

における感染防止につながった。 

なお、公務部門の性質上、各種県民相談やこども家庭センターの業務等の在宅勤務の実

施が困難な業務があったことから、県民サービスの維持の観点や業務の性質から在宅勤

務が難しい業務については最低限の出勤職員とすることで対応した。 

 ※ローテーションによる在宅勤務の具体例 

緊急事態宣言中（4/14～5/21）： 

３班体制のうち１班が出勤（３週で２日、２日、１日出勤 等） 

緊急事態宣言解除後（5/22～5/31）： 

３班体制のうち２班が出勤（３週で３日、３日、４日出勤 等） 

 

  ② 時差出勤等の活用による出勤時の感染拡大防止 

    在宅勤務による出勤者削減を原則とする中で、やむを得ず出勤者が多くなる職場にお

いて、時差出勤やフレックス制を活用し、職員の通勤事情に応じて、通勤・帰宅混雑、重

複出勤を避けることができた。また、職員やその親族に発熱等の症状がある場合に、特

別休暇の取得を可能としたことで、職員の感染防止につながった。    

 

(３) 教訓及び今後の課題（「ひょうごスタイル」の推進に向けた課題） ········  

  ① 在宅勤務 

○ より多くの職員がリモートアクセス等による在宅勤務を実施できるように ICT 環境 

の整備が必要である。 

○ 円滑に在宅勤務を行うために、紙での決裁など既存の業務プロセスの見直しが必要

である。 

○ 平時から在宅勤務と職場勤務を組み合わせた、効果的・効率的な業務執行を確立す 

る必要がある。 

○ 通勤における「３密」の回避と関連性が低い自動車通勤など、通勤手段別の出勤削

減が課題となる。 
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【参考：在宅勤務に関する全職員アンケート結果】  

 ・調査対象：全庁(県立学校、県立病院、県警及び公舎等の職員を除く）、全職員(臨時･非常勤職員含む) 

 ・回答者数：5,494 人／9,437 人（回収率 約 58％） 

 

 

① 緊急事態宣言期間中の在宅勤務の実施状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 緊急事態宣言期間中の在宅勤務について 

・満足度            ・生産性 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・実施してよかったこと（上位３項目）   

 １ 通勤時間や身支度に要する時間が減った（3,364 人・71.0％） 

    ２ ウイルス感染に対する不安が減った（3,195 人・67.4％） 

    ３ 在宅勤務への意識や理解が高まった（1,872 人・39.5％） 

 

・実施してよくなかったこと（上位３項目） 

１ 多人数での打合せなど、ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝが取りにくかった（2,305 人・48.6％） 

    ２ 紙での決裁など、紙ベースの業務に支障があった（2,118 人・44.7％） 

    ３ 仕事と私生活との切り替えが難しかった（1,471 人・31.0％） 

 

実施した

（経験なし）

76%

実施した

（経験あり）

11%

実施しなかっ

た

（経験なし）

13%

実施しなかっ

た

（経験あり）

0.2%

※経験：R 元年度の以前の

在宅勤務の実施経験 

非常に満足

8%

満足

25%

どちらとも

言えない

49%

不満

14%

非常に不満

4%
上がった

3% やや上がった

8%

あまり変わら

なかった

16%

やや下がった

21%下がった

24%

非常に下がっ

た

28%
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③ 今後の在宅勤務について 

・今後の希望           ・実施したい理由（上位３項目） 

                  １ 通勤時間の削減（1,776 人・73.4％） 

                  ２ 感染症対策（1,273 人・52.6％） 

                  ３ 集中して業務をしたい(912 人・37.7％) 

 

         

                 ・実施したくない理由（上位３項目） 

                  １ 担当業務が在宅勤務に向いていない 

                          （1,260 人・88.4％） 

                  ２ 周囲の職員の負担になる 

                           （352 人・24.7％） 

                  ３ 在宅勤務を行う理由がない 

                           （272 人・19.1％） 

 

 

・今後の課題（上位３項目） 

 １ 在宅勤務で実施できる業務が少ない（3,152 人・57.4％） 

 ２ リモートアクセスシステムの整備・拡充（3,016 人・54.9％） 

 ３ ペーパーレス化の推進（2,327 人・42.4％） 

 

・在宅勤務の推進について 

 

 

 

 

 

  

実施したい

22%

どちらかと

言うと実施

したい

22%

どちらとも
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き
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きではない

5%

その他

3%
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１  庁内連携によるｺｰﾙｾﾝﾀｰ・健康福祉事務所等の体制強化 
 

(１) 県のとった対策 ······················································  

 感染症対策業務の増加に対し、まずは所属内での応援、部局内での応援を基本に、そ

れ以上の応援が必要な場合に、庁内連携による所管部局外からの応援を実施した。 

 

① コールセンターの体制強化 

コールセンター名 
所管部局外からの 

応援人数(延べ) 

新型コロナ健康相談コールセンター 

（設置期間：2/28～現在 ※うち応援期間：4/10～8/10） 
 224 人 

緊急事態措置コールセンター 

（設置期間：4/9～6/18  ※うち応援期間：4/16～5/26） 
 178 人 

経営継続支援専用ダイヤル 

（設置期間：4/20～現在 ※うち応援期間：4/21～4/29） 
  45 人 

合  計  447 人 

 

② 健康福祉事務所等の体制強化 

部局 応援業務 

所管部局及び県民

局・ｾﾝﾀｰ外からの 

応援人数(延べ) 

企画県民部 軽症者等宿泊療養施設の現地統括 

（応援期間：4/17～現在）※人数は 8月末 
  324 人 

記者会見等報道対応業務 

（応援期間：4/17～5/21） 
   8 人 

健康福祉部 新型コロナウイルス感染症対策業務等 

（応援期間：3/25～現在）※人数は 8月末 
  232 人 

産業労働部 休業要請事業者経営継続支援事業 

（応援期間：5/1 ～現在）※人数は 8月末 
  1,537 人 

健康福祉 

事務所 

新型コロナウイルス感染症対策業務等 

（応援期間：3/24～現在）※人数は 8月末 
  333 人 

合  計 2,434 人 

 

③ 庁内連携による体制強化（①+②）     2,881 人 

（8月末時点の延べ人数） 

 

 

 

４ 
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(２) 有効であった対応 ····················································  

○ 具体的な応援要請の前に、各部局等に対し応援職員の確保を要請（合計 200 名程度）

し、あわせて健康福祉事務所等の勤務経験者をあらかじめ整理することで、急な応援要

請に対し、迅速かつ的確に応援職員を確保することができた。 

○ 応援を要する業務が常に変化する中で、応援に必要な業務量、人数及び期間等の全

体把握が困難であったため、応援職員による業務実施と同時並行で業務量を把握する

とともに、応援規模を柔軟に変更することで対応できた。 

○ 「次なる波」が到来した場合の応援職員の確保のため、感染症対策や健康管理等の

業務経験者及び応援経験者のリストを整理（応援バンクの作成）した。 

 

(３) 教訓及び今後の課題（緊急時の円滑な体制強化手法の確立） ·············  

○ 「次なる波」の到来時に、迅速かつ的確な応援を実施するため、感染状況に応じて

必要な応援体制をあらかじめ想定した上で応援バンクを整理し、OB 職員等も含め必要

となるマンパワーを確保できるようにしておく必要がある。 

○ 応援職員を派遣する各部局は、残りの職員による既存の事務事業や緊急対応等の業

務執行方法を整理しておく必要がある。 
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１  サテライトオフィスの開設 
 

(１) 県のとった対策 ······················································  

① サテライトオフィスの開設 

〇 緊急事態宣言期間中（４月７日～５月 21 日）、職場への出勤者数について、在宅勤

務の活用により原則７割削減に取り組むなか、在宅勤務中に一時的に県庁 WAN への接続

が必要となる場合などが想定されるため、自宅の最寄り庁舎で業務に従事できるサテラ

イトオフィスを本庁及び県民局・県民センターの総合庁舎等に合計 20 箇所開設した。 

 

【開設内容】 

・ 開設期間  ４月 15 日から緊急事態宣言の解除の日まで 

※各庁舎で準備が整い次第、順次開設 

・ 設備内容  県庁 WAN に接続した共通パソコン、作業机・椅子 

・ 利用方法  各利用者が庁内掲示板より事前に予約 

 

② サテライトオフィスの機能拡充 

〇 在宅勤務体制の継続や利用実績を踏まえ、５月１２日以降、順次、サテライトオフ

ィスの機能を拡充した。 

【拡充内容】 

・ 資料のプリントアウトを可能とするため、プリンタを設置した。 

・ サテライトオフィス利用時においても、オンライン会議への参加を可能にするた

め、カメラ・マイク内蔵のパソコンを設置した。 

・ 各座席間の一定間隔の確保など、感染症予防対策にも配慮しつつ、利用実績の多い

庁舎(新長田、三田、加古川、姫路、和田山)において、パソコンを１～２台増設し

た。 

 

③ 開設期間の延長 

〇 ５月 21 日の緊急事態宣言解除後においても、感染予防対策に継続して取り組むため、

当面５月中は、可能な範囲で在宅勤務を推進することとなったことから、これに併せて

サテライトオフィスの開設期間を延長した。 

 

④ 開設期間の再延長 

〇 感染予防対策に継続して取り組むため、６月以降も、引き続き在宅勤務を推進するこ

ととなったことから、これに併せて、当面の間、サテライトオフィスの運用を継続する

こととした。 

 

(２) 有効であった対応 ·····················································  

〇 ５月１日から５月 21 日までの間において、全庁舎合計で１日あたり平均 20.3 人の利

用があり、特に西宮、新長田、加古川、姫路など居住者の多い地域に位置する庁舎にお

いて多くの職員が利用した。 

〇 サテライトオフィスは、県庁 WAN への接続により、庁内向け掲示板や共有フォルダ、

総務事務システムなど業務上必要なシステム等が利用可能であり、自宅にパソコンや通

信環境等がない職員、在宅勤務中に県庁 WAN への接続が必要となる職員向けに勤務環境

を確保するなど、在宅勤務を補完し、出勤者の削減に取り組む上で有効であったと考え

られる。 

５ 
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  〈庁舎別・期間別 利用者のべ人数〉 

区 分 開設日 PC 設置数 
4/15～4/30 5/1～5/21 5/22～5/29 

計 
出勤者７割削減 ３割削減 

本 庁（２箇所） 4/15 6 5 15 14 34 

自治研修所 4/15 4 6 0 0 6 

神 戸 新長田 4/15 8 24 33 9 66 

阪神南 西 宮 4/21 6 19 34 12 65 

阪神北 

宝 塚 4/15 6 8 7 1 16 

伊 丹 4/20 2 4 11 6 21 

三 田 4/20 3 8 15 8 31 

東播磨 加古川 4/16 6 18 27 6 51 

北播磨 
社 4/17 2 2 3 0 5 

三 木 4/17 2 1 4 0 5 

中播磨 姫 路 4/16 8 19 21 10 50 

西播磨 
西播磨 4/17 2 0 0 0 0 

龍 野 4/17 2 8 6 2 16 

但 馬 

豊 岡 4/21 2 4 14 6 24 

新温泉 4/21 2 3 11 1 15 

和田山 4/21 3 14 11 2 27 

丹 波 
柏 原 4/16 2 13 21 4 38 

篠 山 4/16 2 5 10 3 18 

淡 路 洲 本 4/16 2 0 0 0 0 

計 － 70 161 243 84 488 

１日平均 － － 14.6 20.3 14.0 16.8 

 

(３) 教訓及び今後の課題 

  ① サテライトオフィスの恒久的な設置の検討 

６月以降も、引き続き在宅勤務を推進するなかで、当面、サテライトオフィスの運

用を継続することとした。職員の効率的・効果的な勤務の実現の観点から恒久的な設

置についても、引き続き検討を行う。 

 

  ② 適切な設置箇所の検討 

在宅勤務をより効果的に補完するため、各庁舎の利用実績のほか、職員の利用ニーズ

等を踏まえ、既存の設置庁舎以外も含めた適切な設置箇所について、引き続き充実も含

め検討を行う。 

 

③ フェーズに応じた柔軟な運用 

各庁舎の会議室等を活用してサテライトオフィスを設置していることから、利用者数

の減少が見込まれる感染小康期においては設置規模を縮小するなど、フェーズに応じた

柔軟な運用を図る。 

 

④ 設備内容の充実 

利便性の高いサテライトオフィスとするために、電話や事務用品の配置など設備内容

の充実を図る。 
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【参考：サテライトオフィスに関する全職員アンケート結果】 

 ・調査対象：全庁(県立学校、県立病院、県警及び公舎等の職員を除く）、全職員(臨時･非常勤職員含む) 

 ・回答者数：5,494 人／9,437 人（回収率 約 58％） 

 

① サテライトオフィスの利用（設置）希望について         （単位：人） 

区分 
②終息後の継続的な設置希望 

計 
希望する 希望しない 

①出勤抑制時 

の利用希望 

希望する 610 309 919 

希望しない 259 4,316 4,575 

計 869 4,625 5,494 

 

② 利用（設置）を希望する理由 

・ 仕事環境が整っていないなど、自宅での勤務が困難なため ［180 人］ 

・ 県庁 WAN に接続し、SharePoint 掲示板や共有フォルダ、総務事務システム等を利用

するため ［133 人］ 

・ 通勤時間の短縮のため ［127 人］ 

・ 三密を回避し、感染拡大を防止するため ［89 人］ 

・ 多様な働き方を推進するため ［89 人］ 

・ 非常時の危機管理とするため ［61 人］ 

・ 出張時に利用するため ［61 人］ 

・ その他 ［67 人］ 

 
③ サテライトオフィスの利用（設置）を希望する箇所 

 

  
庁 舎 回答数 割 合 

01 本庁 81 9.4% 

02 自治研修所 28 3.2% 

03 新長田庁舎 103 11.9% 

04 西宮庁舎 70 8.1% 

05 宝塚総合庁舎 31 3.6% 

06 伊丹庁舎 22 2.6% 

07 三田庁舎 41 4.8% 

08 加古川総合庁舎 105 12.2% 

09 社総合庁舎 19 2.2% 

10 三木庁舎 20 2.3% 

11 姫路総合庁舎 79 9.2% 

12 西播磨総合庁舎 8 0.9% 

13 龍野庁舎 26 3.0% 

14 豊岡総合庁舎 42 4.9% 

15 新温泉庁舎 8 0.9% 

16 和田山庁舎 31 3.6% 

17 柏原総合庁舎 20 2.3% 

18 篠山庁舎 12 1.4% 

19 洲本総合庁舎 18 2.1% 

その他 98 11.4% 

合 計 862 100.0% 
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１  在宅勤務の環境 
 

(１) 県のとった対策 ······················································  

① 在宅勤務システムの活用 

 出勤者の原則７割削減のため、在宅勤務を行う職員に在宅勤務システムを提供し、以下

の利便性向上対策を行った。 

[参考：在宅勤務システム] 

自宅から職場と同じ環境で、電子メール、文書作成・表計算ソフトや業務システ

ムの利用、データの共有保存が可能なリモートアクセスシステム 

同時利用 300 人 専用 PC を貸出 

利用実績（１日平均、緊急事態宣言期間）：４月 90 人 ５月 109 人 

〇 在宅勤務登録者の増加を踏まえ、専用 PC の貸出利用に加えて準備が容易な私用 PC

利用を可能とし、在宅勤務開始の利便性を向上した。（4/1～） 

〇 在宅では職場の紙資料を参照できないため、共有保存した電子データを容易に検索

参照できるよう、５月導入予定の「庁内データ検索システム」を前倒しで運用開始した。

（4/17～） 

利用実績(延べ、緊急事態宣言期間)：4月 437 人 2,227 件 5 月 1,380 人 11,022 件 

 

② 緊急的な在宅勤務の環境整備 

  在宅勤務システムを利用できない職員に対して、緊急的に以下の ICT 環境を整備した。 

〇 職場の電子メールを在宅で利用できるよう、システムを一部改修し庁外からのメール

利用を可能にした(4/13～7/6)。 

利用実績（１日平均、緊急事態宣言期間）：4月 2,508 人 5 月 2,441 人 

〇 自宅に PC 環境が無い職員の便宜を図るため、文書作成・表計算ソフト等が利用でき

る職場 PCの持ち帰りを許可し、在宅での利用を可能にした。(4/17～) 

〇 職場で共有保存した電子データを在宅で利用できるよう、インターネットを使ったデ

ータ共有サービスを利用して、庁外とのデータ共有を可能にした。(4/22～) 

利用実績（１日平均、緊急事態宣言期間）：4月 77 人 5 月 52 人 

 

(２) 有効であった対応 ····················································  

① 在宅勤務システムの活用 

〇 在宅勤務システムは、在宅勤務登録者にも、出勤削減率約６割の部署であったり、

対策業務で要出勤であったりした者がいた状況において、一日平均で 100 人前後の職

員に活用され、出勤者の削減に有効であった。 

 

② 庁外からのメール利用 

〇 在宅勤務システムを利用できない職員も、在宅でメール利用が可能となり、庁内

外の関係者との連絡がスムーズに行えるなど、有効に活用された。 

 

(３) 教訓及び今後の課題 ·················································  

  ① 在宅勤務システム利用可能数の拡大 

○ 一日に在宅勤務する職員全てが在宅勤務システムを利用できる環境が必要である

ため、システムの利用可能数を拡大する必要がある。 

 

 

６ 
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  ② 緊急的に多数同時接続できるシステム整備 

   ○ 多額の経費を必要とする現行システムの増強の他、緊急的に多数の職員が在宅勤務

することを想定し、高度なセキュリティを確保したうえ、比較的安価で多数同時利用

できる新たなシステムも導入する必要がある。 

 

③ 在宅勤務の円滑化のためのペーパーレスの実現 

○ 円滑に在宅勤務を行うためには、業務執行の基本を“紙から電子データ”に変革し、

どこでも資料参照ができる、ペーパーレスの環境整備が必要である。 
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１  会議・研修の見直し等職場の密集防止 
 

(１) 県のとった対策 ······················································  

① 会議・研修のオンライン化 

〇 会議・研修を「集合型からオンライン型」に見直し、移動による感染リスクの回避、

職場における密集・密接を避けるため、会議・研修をオンライン化した。 

〇 県・市町懇話会等、機関の長を対象とした会議や、市町を対象とした財政担当部長会

議や栄典事務・マイナンバー制度研修、各種ヒアリング、有識者や事業者との検討会議

や打合せ等多くの会議・研修をオンラインで実施した。 

利用実績：４月 48 件 ５月 125 件 ６月 81 件 ７月 196 件 ８月 183 件 

 

② オンライン会議環境の整備 

 急激なオンライン会議のニーズ増加に対応するため、緊急的に以下のオンライン環

境を整備した。 

〇 テレビ会議システムを同時利用できるライセンス数を拡充した。なお、拡充したラ

イセンスは、職員 PC で主催できるものとし、PC 利用によるオンライン会議のニーズ

増加にも対応した。 

同時利用数：13→18(5/7～)、18→23(7/27～) 

〇 庁外関係者との打合せで、オンライン会議ソフトを PC で利用するオンライン会議

の利用ニーズが増加したため、オンライン会議ソフトの庁外利用について、以下の措

置を実施した。 

・ 職員間の打合せに利用する職員 PC 内蔵のオンライン会議ソフトを庁外利用にも開

放した。 

利用実績(１日平均)：４月 240 人 ５月 291 人) 

・ 民間事業者の利用頻度が高いオンライン会議ソフトを利用して、庁外関係者との打

合せが行えるよう、新たにオンライン会議ソフトの利用を可能にした。 

○ 緊急事態宣言解除後も、会議・研修のオンライン化による感染拡大対策を推進する

にあたって、参集人員縮小による開催回数増加や開催日程調整の負担増を解消する

ため、リアルタイム配信に加え、主催者・参加者の都合に応じて、何時でも何度でも

視聴できる録画配信システムを整備した。(7/1～) 

 

(２) 有効であった対応 ····················································  

① 会議・研修のオンライン化 

〇 新型コロナ感染症対策に係る緊急の会議をオンラインで実施することで、密集・密

接の回避はもとより、移動時間の削減による効率的な業務執行に寄与した。 

〇 密集・密接や移動による感染リスクを回避したうえで、通常行うべき会議・研修を

開催できたなど、業務継続の観点から有効であった。 

 

② オンライン会議環境の整備 

〇 ライセンス数の増加により同時開催できる会議数の増加が可能となり、オンライン

会議ソフトの利用拡充により PC によるオンライン会議が容易となった。 

〇 録画配信システムの導入により、複数回開催する会議・研修の作業負担が低減した。 

 

 

 

７ 
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(３) 教訓及び今後の課題 ·················································  

  ① テレビ会議システム利用環境の充実 

○ 複数人が参集した拠点間の会議環境が十分でないため、大型専用端末の増加が必要

である。また、接続環境が十分でない市町の環境整備など、利用環境の充実が必要であ

る。 

 

  ② 分散型ワークスタイルの確立 

○ 移動時間や職場での密接・密集を防ぐためには、モバイルワークにより出張現場

で業務完結し直行直帰する、職場のどこでも PC 作業やオンライン会議ができる環境

整備とその実践による分散型ワークスタイルの確立が必要であり、持ち運び容易な

モバイル端末を整備する必要がある。 
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１  県税事務所における感染防止 
 

(１) 県のとった対策 ······················································  

  ① 課税・徴収事務の保留による対面業務等の削減 

〇 個人事業税と法人関係税の随時分及び不動産取得税の４月、５月課税を保留した。 

〇 軽油引取税における事業者への調査を保留したほか、近畿府県一斉の路上抜取り調 

査を中止した。 

〇 滞納者の自宅、事業所等への捜索を保留した。 

〇 金融機関からの要請により、預金調査を保留した。 

〇 税務署、市町への財産調査を保留した。 

 

②  県税事務所における感染防止対策 

〇 出勤者７割削減を達成するため在宅勤務を導入した。 

〇 窓口における感染拡大防止のため、遮蔽カーテンやパーテーションを設置するとと 

もに、消毒液を配置した。 

   〇 研修は延期または中止、会議については書面開催やテレビ会議を積極的に導入し 

た。 

   〇 法人関係税の eLTAX による電子申告・電子納税等についてホームページ等で周知し 

    た。 

〇 感染拡大防止のため、自動車税納期内納付の街頭キャンペーンは中止し、ホームペ 

ージやポスター等を活用した広報を実施した。 

 

③ 出勤抑制期と繁忙期が重なった際の業務体制の確保 

〇 緊急事態宣言を受けて、原則、出勤抑制を行う必要があったが、自動車税等繁忙期 

と重なったことで窓口・電話対応が困難になった。このため、担当課は出勤抑制から 

除外するなど、必要に応じて勤務シフトの調整を実施した。 

 

 (２) 有効であった対応 ····················································  

  ① 課税・徴収事務の保留による対面業務等の削減 

〇 課税・調査の延期等の対応の結果、対面で行う業務や、納税者等との接触を削減す

ることができ、来庁者や職員の感染拡大防止に寄与した。 

 

② 県税事務所における感染防止対策 

〇 県税事務所の業務体制や研修・会議を見直した他、電子申告・納税の周知等、感染 

症防止資材の設置などにより、来庁者や職員の感染拡大防止に寄与した。 

 

 ③ 出勤抑制期と繁忙期が重なった際の業務体制 

〇 出勤抑制時と業務繁忙期が重なった際、担当課は出勤抑制から除外するなど、必要

に応じて勤務シフトの調整を行うことで、業務遂行を円滑化した。 

 

(３) 教訓及び今後の課題 

  ① 在宅勤務での業務内容の検討 

〇 在宅勤務では税システムが使えないなど、在宅での業務が限定されたことから、在

宅で可能な業務について職員から意見聴取を行った。この結果を踏まえ、在宅での業

務内容について引き続き検討を行っていく。 
 

８ 
 



 

261 

 

② オンライン研修用の受講スペースの確保等 

〇 今後、オンラインによる研修を検討しているが、県税事務所ではオンライン研修中

でも来庁者から対応が求められることとなるため、研修に専念することが難しくなる。

このことから、インターネット接続環境を整えた受講スペースを一部の事務所で確保

したが、確保できない事務所もあるため、引き続き在宅受講できるシステムの整備等

を図っていく。  
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第 15 章 国の予算措置 
 
 
１ 新型コロナウイルス感染症緊急包括支援交付金 
 

(１) 県のとった対策 ······················································  

  ① フェーズに応じた機動的な予算編成 

〇 フェーズに応じた喫緊の課題に対応するため、国交付金等を活用し、県では、５回

の補正で総額５千億円超の機動的な予算を編成した。このうち、感染症対策の強化、

医療・検査体制の充実を図るため、総額 1,163 億円の新型コロナウイルス感染症包括

支援交付金を活用して、４月、６月、７月の補正予算を編成した。 

 

（参考）交付金活用額 

   ・４月補正： 2,402 百万円 

   ・６月補正：69,768 百万円 

   ・７月補正：44,146 百万円 

 

② 交付金の継続的な措置に対する要望 

〇 感染症対策は継続して取り込むことが必要なため、国の令和３年度当初予算におい 

ても、交付金を継続して措置し、必要な予算額を確保するよう国へ要望を実施した。 

 

(２) 有効であった対応 ···················································  

  ① 新型コロナウイルス感染症緊急包括支援交付金の創設 

〇 新型コロナウイルス感染症への対応として、国１次補正において総額 1,490 億円規

模で創設された。国２次補正では、本県をはじめとする地方の意見も踏まえ、総額が

2.4 兆円超まで拡大され、介護・福祉分野の創設、医療分の補助率引き上げ（1/2→10/10）

など、内容充実が図られた。 

 

 (３) 教訓及び今後の課題 ················································  

  ① 交付対象事業の拡充 

〇 依然として交付対象事業が限定的で、医療機関の空床確保事業など現場の実態より

低い単価設定等がなされている事業もあることから、地方の実情に応じた単価の充実

や対象事業の拡充、地方自治体の裁量が広く認められるよう見直される必要がある。 

 

 

  

1
－
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１ 新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金 
 

(１) 県のとった対策 ······················································  

  ① 新型コロナウイルス感染症対策施策の財源対策 

〇 県・各市町は、迅速に新型コロナウイルス感染拡大防止対策や、地域経済対策に取

り組まざるを得なかったが、交付金創設までの間、活用できる国の財源の目処が立た

ない状況が続いたため、県において、全国知事会等とも連携して、これらの市町施策

に対する財源措置を国に強く要望した。 

 

②  フェーズに応じた機動的な予算編成 

〇 フェーズに応じた喫緊の課題に対応するため、国交付金等を活用し、県では、５回

の補正で総額５千億円超の機動的な予算を編成した。このうち、第２波に備えた社会

経済活動の本格的な再開のための需要喚起や新しい生活様式への対応などを着実に実

施するため、総額 417 億円の新型コロナウイルス感染症包括支援交付金を活用して、

４月、６月、７月の補正予算を編成した。 

（参考）交付金活用額  

    ・４月補正：12,276 百万円 

       ・６月補正：28,423 百万円 

       ・７月補正：   953 百万円 

 

③ 交付金の継続的な措置に対する要望 

〇 感染防止対策や地域経済の回復には継続して取り込むことが必要なため、国の令和 

３年度当初予算においても、交付金を継続して措置し、必要な予算額を確保するよう 

国へ要望を実施した。 

 

 (２) 有効であった対応 ····················································  

  ① 新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金の創設 

〇 国の１次補正において１兆円、２次補正において２兆円の新型コロナウイルス感染

症対応地方創生臨時交付金が創設され、地域の実情に応じてきめ細やかに必要な事業

を実施できた。 

 

(３) 教訓及び今後の課題 ·················································  

  ① 交付限度額算定、対象事業等に係る早期の情報共有 

〇 国における交付限度額の算定や、対象事業の範囲が示されるのを待たずに、緊急対

策として事業着手せざるを得なかったため、結果的に交付上限額を超過し、財政負担

を強いられた市町もある。 

 

  ② 基金造成の要件緩和 

〇 県・各市町がそれぞれの特性に応じた新たな生活様式へ転換するための事業を今後

複数年にわたり柔軟に実施していくには、交付金の基金造成を行うことが必要となる。

しかし現在、基金造成の対象事業は、利子補給や信用保証料補助事業、当該事業の進

捗が他の事業に依存する事業等に限定されており、新型コロナウイルス感染症が今後

複数年にわたり続くと見込まれていることを踏まえると、基金の造成に対する要件を

緩和し、県・各市町の自律的な事業実施が可能となるよう改善される必要がある。 

 

  ③ ハード事業への充当 

〇 ハード事業への充当はソフト事業に付随するものしか認められていないため、地域

の拠点づくりなどハード事業にも充当できるように柔軟な運用が図られるべきである。 

２
－
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１ 地方財政措置 
 

(１) 県のとった対策 ······················································  

  ① 減収補填債対象拡充の要望 

   〇 令和２年度以降の地方税収は法人関係税、地方消費税を中心に大幅な減収が予測さ 

れている。しかし、現行の減収補填制度で対象となっていない地方消費税等の税目に 

ついては減収補填債の対象とするなど、必要な補填措置を講ずるよう国への要望を実 

施した。 

 

  ② 特例地方債の創設に関する要望 

   〇 令和３年度は、新型コロナウイルス感染症による経済状況の悪化に伴う地方税収の 

大幅な減少で、留保財源もかつてないほど大幅に減少することが危惧される。これに 

対応するため、地方財政法第５条の特例としての地方債の創設について国への要望を 

実施した。 

 

 (２) 教訓及び今後の課題 ················································  

  ① 減収補填制度の拡充・特例地方債の創設 

〇 新型コロナウイルス感染症に伴う経済停滞は地方税目全般に大きな影響を及ぼすこ

とから、現在、減収補填の対象となっていない地方消費税等の税目について、減収補

填債の対象とされるとともに、留保財源の大幅な減少に対し特例地方債が創設される

必要がある。 

 

② 通常補助金等の地方負担財源 

〇 今回の国補正予算で措置された、感染症予防事業国庫負担金や義務教育費国庫負担

金などの地方負担財源を捻出するには、既定予算計上事業への地方創生臨時交付金の

充当が許容されることが不可欠である。さらには、財政規模が小さく、既定予算にソ

フト事業が少ない市町の状況も考慮し、新型コロナウイルス感染症対策に従事した職

員の人件費等の経常経費への充当など柔軟な対応が必要である。 

 

③ 令和３年度以降の財源措置 

〇 令和３年度の財源不足額はリーマンショック時を超え過去最大となる懸念がある

中、増加する社会保障関係費や防災･減災対策の推進等の課題に対応できるよう、一

般会計による加算措置を行うなど、地方一般財源総額が確実に確保される必要があ

る。 

〇 新型コロナ感染症の感染拡大防止、経済･雇用対策に必要な財政需要については、

他の歳出を削減することなく、特別枠として措置される必要がある。また、その規模

は、リーマンショック後の地域活性化・雇用等臨時特例費以上の規模を確保するとと

もに、その財源は国の別枠加算で措置するなど、地方財政計画のさらなる充実が図ら

れる必要がある。 

【平成 22年度地方財政計画（リーマンショック：H20.9 月）】 
 ・財源不足額                18.2 兆円（過去最大） 
 ・別枠加算（地域活性化・雇用等臨時特例費） 1.0 兆円 

 

 

 

３
－
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１ 新たな交付金の創設 
 

(１) 教訓及び今後の課題 ·················································  

  ① ハード整備に対応できる交付金の創設 

〇 ポストコロナ社会を見据えた情報通信基盤の整備などハード事業にも課題が多いた

め、リーマンショック後と同様、ハード整備に対応できる新たな交付金の創設が必要

である。 

 

  ② 緊急雇用創出事業の創設 

〇 雇用情勢の悪化が懸念される中、雇用の受け皿を確保するため、リーマンショック

後と同様、基金を活用した緊急雇用創出事業の創設が必要である。 

 
  

４
－
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第４編 
 
今後の基本的な対応の方向性 
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今後の基本的な対応の方向性 
 

 県では、対策全般にわたる対処方針を策定し、発生初期から政令市・中核市をはじめ

市町等と情報共有の下、医療連携や、外出自粛要請、事業者への休業要請等を実施して

きた。 

医療・検査体制の充実もあって、第 1波では、5月 21 日に本県は緊急事態措置実施区

域から解除された。 

第 2波では、フェーズに応じた外出自粛要請をはじめ、数次にわたる知事メッセージ

の発信、医療検査体制の更なる充実もあり、本県の新規感染者数の一週間移動平均は 8

月 8日をピークに減少に転じ、9月 1日以降、県が設定する感染レベル 5段階のうち下

から 2番目のフェーズ「感染警戒期」（10 人以上～20 人未満/日）まで戻り、2か月近く

の間続いている。 

 こうした状況の中、今般、県では外部有識者の意見も聴きながら、全庁を挙げて分析・

検証に取り組み、8月末までの県内の感染状況や県の対策を 15 項目に分けて、第１次報

告として取りまとめた。フェーズに応じた機動的医療体制の構築や原則全員入院、自宅

療養者ゼロの堅持など 10 の特長的な対策を実施する中、次なる波や、新たな感染症へ

の備えに向け、医療・検査体制の確保・拡充をはじめ、社会活動制限や事業継続支援の

あり方、県民一人ひとりの感染症に対する理解と行動の必要性など広範な教訓を得た。 

今後は、感染の早期発見と二次・三次感染の防止に加え、感染拡大防止と社会経済活

動の両立を図りながら、行動の自粛について対象を絞ったターゲット型の対策を進めて

いく。 

 

 

 (１) 感染の早期発見、濃厚接触者・関係者の早期確定と、二次・三次感染の防止 

   〇 フェーズに応じた医療体制の確保 

   〇 地域外来・検査センターの拡充、民間検査機関の活用等による検査体制の 

強化 

   〇 積極的疫学調査の実施体制の強化 

 

(２) 感染拡大防止と社会経済活動の両立 

   〇 「３密」の回避、身体的距離の確保、マスクの着用など「ひょうごスタイル」

の推進 

   〇 ガイドラインに基づく感染防止対策の徹底と「感染防止対策宣言ポスター」

の掲示 

   〇 「兵庫県新型コロナ追跡システム」の登録促進 

 

(３) 一律規制ではなく感染の状況を踏まえたターゲット型の対策の推進 

   〇 感染防止策がなされていない感染リスクの高い施設の利用自粛 

   〇 休業要請の対象地域や施設の設定 

   〇 高齢者施設等における施設内感染防止対策の推進  
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＜参考．対策の時系列表＞ 

 

 海外で新型コロナウイルス感染症の患者が確認されていた令和 2年 1月から、患者の 1月 28

日の近畿圏初確認、3月 1日の県内初確認を経て、4月 7日～5月 21 日の緊急事態宣言、5月末

の患者ゼロの期間について、一連の対応の概要を次頁以降に時系列でまとめた。 

 時期の区切りは、県内初の患者確認以降については、「新型コロナウイルス感染症に係る兵庫

県対処方針」の改定時期を使用している。 

 また、県の主な対応については、15 の区分を用いており、この区分は第 2編各章に対応して

いる。 

 

 



海外で患者確認
以降

関西で初の患者
確認以降

県内で初の患者
確認以降

対処方針　ver.1 対処方針　ver.2 対処方針　ver.3 対処方針　ver.4 対処方針　ver.5 対処方針　ver.6 対処方針　ver.7 対処方針　ver.8 対処方針　ver.9

令和2年1月～1/27 1/28～2/29 3/1～4/6 4/7～4/12 4/13～4/16 4/17～4/23 4/24～4/27 4/28～5/3 5/4～5/14 5/15～5/20 5/21～5/25 5/26以降
1/28　新型コロナウイルス
感染症を指定感染症に指
定
2/25　新型コロナウイルス
感染症対策の基本方針
決定

3/13　新型ｲﾝﾌﾙｴﾝｻﾞ等
対策特措法の改正
3/19　専門家会議提言
3/26　特措法に基づく対
策本部設置
3/28　基本的対処方針決
定
4/1　専門家会議提言

4/7　　緊急事態宣言(兵
庫県を含む7都府県)
4/11　基本的対処方針変
更

4/16　緊急事態宣言(全
都道府県　～5/6)
4/16　基本的対処方針変
更
※特別警戒都道府県とし
て兵庫県含む13都道府
県

4/22　専門家会議提言 5/4　　専門家会議提言
5/4　　緊急事態宣言の延
長(～5/31)
5/4　　基本的対処方針
変更
5/14　緊急事態宣言の区
域変更
5/14　基本的対処方針変
更
※8都道府県に変更

5/21　基本的対処方針変
更
5/21　緊急事態宣言の区
域変更
※兵庫県含む3府県が解
除
5/25　緊急事態宣言解除
5/25　基本的対処方針変
更

1/21　県感染症対策専門
委員会
1/27　庁内連絡会議
1/29　疾病対策課内に相
談窓口を設置

1/28　警戒本部設置
1/30　県新型インフルエ
ンザ等対策有識者会議
2/28　24時間コールセン
ター設置

3/1　県内初の感染者確
認
3/1　　対策本部設置
3/3　学校の臨時休業開
始
3/19　CCC-hyogo設置
3/24　県新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽ
感染症対策協議会
3/26　特措法に基づく対
策本部設置

4/10　24時間コールセン
ターの回線数を増加
4/11　県内新規感染者数
最大42人
4/11　宿泊療養施設の開
設

4/13　自衛隊へ災害派遣
要請（～4/19）
4/15　施設の休業要請開
始

5/15　自粛等の見直し基
準、再要請基準の決定
5/16　施設の休業要請の
対象緩和
5/17～　新規感染者数０
人
5/21　フェーズに応じた
病床確保体制を公表

5/23　施設の休業要請の
対象緩和

6/1　　施設の休業要請全
解除
6/18　新規感染者確認
6/22　24時間コールセン
ターの開設時間を短縮

県
の
主
な
対
応

1/7　中国武漢での非定
型肺炎の発生（情報提
供）
1/21　県感染症対策専門
委員会
1/27　庁内連絡会議

1/29　新型コロナウイルス
に係る厚生労働省健康
フォローアップセンターの
設置
2/23　ダイヤモンド・プリン
セス号下船者への健康
フォローアップの開始

感染経路別患者数(4/6)
①家族　15
②職場　22
③飲食店等　7
④海外渡航関係　24
⑤ライブ関係　13
⑥クラスター　95
⑦推定感染源確認中　42
⑧特定できず　6

3月中・下旬　国対策班に
専門家の派遣依頼（伊丹
ｸﾞﾘｰﾝｱﾙｽ・北播磨総合
ＭＣ）

感染経路別患者数(4/12)
①家族　52
②職場　54
③飲食店等　10
④海外渡航関係　　24
⑤ライブ関係　13
⑥クラスター　120
⑦推定感染源確認中
140
⑧特定できず　7

感染経路別患者数(4/16)
①家族　72
②職場　70
③飲食店等　14
④海外渡航関係　25
⑤ライブ関係　13
⑥クラスター　135
⑦推定感染源確認中
184
⑧特定できず　7

感染経路別患者数(4/23)
①家族　104
②職場　101
③飲食店等　16
④海外渡航関係　26
⑤ライブ関係　13
⑥クラスター　162
⑦推定感染源確認中
54
⑧他府県等調査依頼　8
⑨調査困難・非協力　　3
⑩その他調査中　68

感染経路別患者数(4/27)
①家族　120
②職場　104
③飲食店等　16
④海外渡航関係　26
⑤ライブ関係　13
⑥クラスター　178
⑦推定感染源確認中
79
⑧他府県等調査依頼　6
⑨調査困難・非協力　3
⑩その他調査中　58

感染経路別患者数(5/3)
①家族　138
②職場　106
③飲食店等　18
④海外渡航関係　26
⑤ライブ関係　13
⑥クラスター　178
⑦推定感染源確認中
93
⑧他府県等調査依頼　9
⑨調査困難・非協力　1
⑩その他調査中　15

感染経路別患者数(5/14)
①家族　153
②職場　111
③飲食店等　19
④海外渡航関係　26
⑤ライブ関係　13
⑥クラスター　198
⑦東京・大阪等　20
⑧推定感染源確認中
19
⑨他府県等調査依頼　5
⑩調査困難・非協力　1

感染経路別患者数(5/20)
①家族　153
②職場　111
③飲食店等　19
④海外渡航関係　26
⑤ライブ関係　13
⑥クラスター　198
⑦東京・大阪等　20
⑧推定感染源確認中
19
⑨他府県等調査依頼　5
⑩調査困難・非協力　1

感染経路別患者数(5/25)
①家族　153
②職場　111
③飲食店等　19
④海外渡航関係　26
⑤ライブ関係　13
⑥クラスター　198
⑦東京・大阪等　20
⑧推定感染源確認中
19
⑨他府県等調査依頼　5
⑩調査困難・非協力　1

感染経路別患者数(6/30)
①家族　154
②職場　111
③飲食店等　19
④海外渡航関係　26
⑤ライブ関係　13
⑥クラスター　198
⑦東京・大阪等　23（確認
中）
⑧推定感染源確認中　19
（確認中）
⑨他府県等調査依頼　5
（確認中）
⑩調査困難・非協力　1
（確認中）

1/7　県医師会への注意
喚起

2/18　関係団体に医療物
資安定供給を要請

3/2　関係団体に医療物
資安定供給を要請
3/3　県立病院で診療材
料の備蓄状況の把握、新
たな入手ルートの確保を
開始
3/7　県内精神科病院入
院患者の感染者確認
3/10　県内医療機関にお
ける各種防護具の在庫状
況等調査開始
3/17　兵庫県精神科病院
協会役員会において「精
神科救急体制」協議
3/18　国からの提供医療
物資を医療機関に配布開
始
3/19　県立ひょうごこころ
の医療センターにおいて
発熱症例用病床運用開
始
3/20　県一括購入医用物
資を医療機関に配布開始
3/27　兵庫県精神科病院
協会加盟病院に対し
COVID-19感染症に関す
る研修実施
3/30　海外等からの寄贈
医療物資を医療機関に配
布開始

4/3　4月中に500床確保
の計画を公表
4/7　県内3病院を拠点病
院・重症等特定病院に位
置づけ
4/7　新型コロナウイルス
感染症に係る精神科医療
連絡会議開催
4/11　宿泊療養施設とし
てニチイ学館ポートアイラ
ンドセンター宿泊棟（100
室）受入開始

4/13　ホテルリブマックス
姫路市役所前（78室）受
入開始
4/13　自衛隊へ災害派遣
要請（～4/19）

4/17　ホテルヒューイット
甲子園西館（200室）にお
いて受入開始
4/21　神戸大学、県立尼
崎総合医療センターに精
神科コロナ対応協力要請

4/24　医療機関向け医療
物資に関する専用相談窓
口の設置

4/28　医療用マスクにつ
いて県全体で概ね6月下
旬まで、防護服等につい
て約１か月強の使用量相
当を確保
4/30　入院病床確保（509
床）
4/30　ホテルパールシ
ティ神戸(200室)において
受入開始
5/1　目標の700室を超え
る宿泊療養室数を確保
5/1　県精神保健福祉セ
ンターによる宿泊療養施
設入居者及び支援者の
心のケア、医療従事者等
への心のケアを開始

5/11　精神疾患患者のコ
ロナ対応について神戸市
保健所と協議

5/15　医療用マスクにつ
いて県全体で概ね７月下
旬まで、防護服等につい
て概ね６月下旬までの使
用量相当を確保

5/22　宿泊療養施設（姫
路）休止

県こころのケアセンターに
よる県立加古川医療セン
ターでのメンタルヘルス調
査の取り組み開始
5/末　医療用マスクにつ
いて医療機関において県
全体で概ね3か月分の使
用量相当の在庫を確保
6/4　宿泊療養施設（西
宮）休止
6/上旬　防護服等につい
て医療機関において県全
体で概ね3か月分の使用
量相当の在庫を確保

県
の
対
応
に
関
す
る

主
な
マ
イ
ル
ス
ト
ー
ン

国
の
主
な
対
応

新型コロナウイルス感染症への対応の概要　（時系列）

時期

①
感
染
源

、
感
染
ル
ー
ト
の
把
握

②
医
療
提
供
体
制

春節に伴う来日者が感染源 帰国者、ライブハウス等が感染源 市中感染やクラスターの発生
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海外で患者確認
以降

関西で初の患者
確認以降

県内で初の患者
確認以降

対処方針　ver.1 対処方針　ver.2 対処方針　ver.3 対処方針　ver.4 対処方針　ver.5 対処方針　ver.6 対処方針　ver.7 対処方針　ver.8 対処方針　ver.9

令和2年1月～1/27 1/28～2/29 3/1～4/6 4/7～4/12 4/13～4/16 4/17～4/23 4/24～4/27 4/28～5/3 5/4～5/14 5/15～5/20 5/21～5/25 5/26以降

新型コロナウイルス感染症への対応の概要　（時系列）

時期

帰
国
者
・
接
触

者
外
来

2/7　帰国者・接触者外来
の設置
帰国者・接触者外来数
2/14　25病院
2/18　29病院

帰国者・接触者外来の設
置
3/2　　30病院
3/19　31病院
3/27　37病院
4/3　　40病院

帰国者・接触者外来の設
置
4/7　　41病院

帰国者・接触者外来の設
置
4/13　42病院

帰国者・接触者外来の設
置
4/20　45病院
4/23　46病院

帰国者・接触者外来の設
置
5/4　50病院

帰国者・接触者外来の設
置
5/15　54病院

帰国者・接触者外来の設
置
5/21　58病院
5/25　60病院

帰国者・接触者外来の設
置
6/8　　61病院
6/22　62病院
6/25　63病院
7/1　　64病院

帰
国
者
・
接

触
者
相
談
ｾ

ﾝ
ﾀｰ

2/7　帰国者・接触者相談
ｾﾝﾀｰ設置(～2/29)
・県保健所　　　　　543件
・保健所設置市　2,439件

相談件数(～4/6累計)
・県保健所　　　　8,087件
・保健所設置市　24,736
件

相談件数(～4/12累計)
・県保健所　　　11,166件
・保健所設置市　30,858
件

相談件数(～4/16累計)
・県保健所　　　14,466件
・保健所設置市　36,125
件

相談件数(～4/23累計)
・県保健所　　　17,613件
・保健所設置市　41,865
件

相談件数(～4/27累計)
・県保健所　　　18,981件
・保健所設置市　44,822
件

相談件数(～5/3累計)
・県保健所　　　20,539件
・保健所設置市　49,052
件

相談件数(～5/14累計)
・県保健所　　　　22,765
件
・保健所設置市　57,882
件

相談件数(～5/20累計)
・県保健所　　　　23,835
件
・保健所設置市　61,146
件

相談件数(～5/25累計)
・県保健所　　　24,475件
・保健所設置市　63,068
件

相談件数(～6/30累計)
・県保健所　　　28,326件
・保健所設置市　75,117
件

1/24　感染研からコンベ
ンショナルPCR法のプライ
マー配布

1/29　PCR検査体制整備
40件(県のみ)
1/29　県民相談窓口の設
置(疾病対策課24時間対
応)

3/6　行政検査（PCR検
査）の民間検査への委託
が可能となる
3/10　130件/日（県80,神
戸24,姫路12,尼崎12)
3/27　162件/日(県90,神
戸24,姫路24,尼崎24)

4/17　ホテルリブマックス
姫路でのPCR検査体制整
備
4/20　ホテルヒューイット
甲子園でのPCR体制整備
4/20　254件/日(県90,神
戸24,姫路24,尼崎24,県
立加古川医療センター
44、協力機関30)

4/30　354件/日（県120,
神戸72,姫路46,尼崎24,
明石18,県立加古川医療
ｾﾝﾀｰ44,協力機関30）
5/1　ホテルリブマックス姫
路でのPCR検査を民間検
査所へ委託
5/6　ホテルヒューイット甲
子園でのPCR検査を民間
検査所へ委託

5/7　感染症対策協議会
で地域外来・検査セン
ターの設置検討
5/13　抗原検査の導入

5/21　404件/日(県120,
神戸72,姫路24,尼崎24,
明石18,帰国者接触者外
来50,宿泊施設30,医療機
関44)
5/25　行政検査（帰国者・
接触者外来）の民間検査
所への委託開始

6/2　唾液でのPCR検査
が可能（発症から9日以
内）
6/8　神戸市でPCR検査
センター開設
6/24　703件/日(県120,
神戸72,姫路36,尼崎44,
明石30,帰国者接触者外
来50,地域外来検査ｾﾝﾀｰ
12、宿泊施設63,医療機
関等276)
7/1　姫路市でPCR検査
センター開設

1/29　県民相談窓口の設
置(平日9:00～17:30)
2/14　翻訳機(ポケトーク)
の配備
2/23　ダイヤモンド・プリン
セス号下船者への健康
フォローアップの開始

3/24～　厚生労働省対策
本部クラスター対策班の
派遣・支援

1/28　警戒本部設置
2/10　第１回警戒本部会
議開催（以降、随時）

3/1　対策本部設置、第１
回対策本部会議開催（以
降、随時）
3/19　本部事務局体制の
構築
4/3　当面の対処方針策
定
4/6　本部事務局に宿泊
療養対策班を設置

4/7　県対処方針策定（以
降、随時改定）
4/8　本部事務局に緊急
事態措置相談窓口班を
設置
4/9　緊急事態措置コー
ルセンター設置（4回線）
4/10  緊急対策チームを
設置
4/10　本部事務局に総合
企画局及び企画班を設
置

4/15　緊急事態措置コー
ルセンター回線増強（10
回線）

4/19　緊急事態措置コー
ルセンター最多相談件数
(598件/日)

5/14　総務担当課に議会
窓口担当者を設置

5/18　緊急事態措置コー
ルセンターでの派遣スタッ
フ業務開始

6/17　緊急事態措置コー
ルセンターでの派遣スタッ
フ業務終了
6/18　緊急事態コールセ
ンター設置終了
7/1　健康福祉部に「感染
症等対策室」及び「感染
症対策課」を設置し、本部
事務局の対策局における
統括機能を強化

1/29　県立学校へ学校
保健安全法上の対応に
ついて通知
2/10　県立学校へ患者
発生時の対応について
（フロー図）を周知
2/28　県立学校の3/3か
ら3/15までの臨時休業
を決定

3/12  県立学校の臨時
休業、春季休業前日
3/23まで延長
※3/16～23
登校日(2日上限、午前
中)部活動2時間以内
3/24　県立学校の春季
休業中(3/25～4/7)の学
校運営は、学区ごとに
一定の制限を設けるこ
とを決定
4/3　県立学校の春季休
業明けは、学区ごとに
一定の制限を設けた上
で教育活動再開を決定
4/6　県立学校、第１～
４学区は4/19まで臨時
休業を決定
3/3　ひょうごっ子ＳＮ
Ｓ悩み相談の強化（平
日の相談時間の拡充）
(～25)

4/7　県内全ての県立学
校を4/9から5/6まで臨
時休業
※登校日：週1日、午前
中(第5学区は上限2日、
補習可)授業・部活は実
施しない。
4/10　登校可能日・部
活動を当面(4/22まで)
設定及び実施しないこ
とを決定

4/13　県立学校教職員
の在宅勤務開始

4/14　県立高校へ臨時
休業等に伴う生徒の学
習支援について通知

4/17　登校可能日・部
活動を5/6まで設定及び
実施しないことを決定
4/17　運動プログラム
を活用したサーキット
トレーニングを公表
4/20～　県立学校へ通
信機能付きタブレット
端末貸与を順次開始
4/8　ひょうごっ子ＳＮ
Ｓ悩み相談の強化（平
日の相談時間の拡充）
(～5/6)

4/28　県内全ての県立
学校の臨時休業期間5/6
までを5/31まで延長
※登校可能日：設定し
ない
※夏季休業の縮小を含
めて、授業計画の再検
討を行うことを決定

5/7　ひょうごっ子ＳＮ
Ｓ悩み相談の強化（平
日の相談時間の拡充）
(～31)

5/15　県立学校の臨時
休業中の登校可能日の
設定(5月18日～）
※学区ごとに日数に上
限を設けて設定
5/18～20　「みて・学
ぼう！ひょうごっ子広
場」放送

5/21　6/1から臨時休業
を解除し、教育活動を
再開を決定
※6/1～6/14は分散登校

5/29 県立学校の在宅勤
務修了
6/1　県立学校長へ学校
再開にあたっての教育
長メッセージ
6/8　県立学校へ6/15以
降の学校運営における
留意事項等について通
知
6/17　県立学校におけ
る学校教育活動再開の
ための経費の支援につ
いて通知

⑥
学
校
等

⑤
本
部
体
制

③
検
査
体
制

④
保
健
所
体
制

ホテル療養者等の「陰性確認検査」が増加。（4/14～17 検体数が連日120検体超）
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海外で患者確認
以降

関西で初の患者
確認以降

県内で初の患者
確認以降

対処方針　ver.1 対処方針　ver.2 対処方針　ver.3 対処方針　ver.4 対処方針　ver.5 対処方針　ver.6 対処方針　ver.7 対処方針　ver.8 対処方針　ver.9

令和2年1月～1/27 1/28～2/29 3/1～4/6 4/7～4/12 4/13～4/16 4/17～4/23 4/24～4/27 4/28～5/3 5/4～5/14 5/15～5/20 5/21～5/25 5/26以降

新型コロナウイルス感染症への対応の概要　（時系列）

時期

私
立
学
校

2/28　私立学校（幼稚園
を除く）へ3/3から2週間の
臨時休業を要請（3/23ま
で延長）

4/7　幼稚園を含む全て
の私立学校・県内の全て
の大学へ5/6までの臨時
休業を要請（ただし、やむ
を得ない預かり保育は実
施可。専門学校・各種学
校の臨床実習等授業内
容により休業できない場
合は万全の感染防止対
策を講ずるよう要請）

4/13　特措法に基づく休
業を要請（ただし、やむを
得ない預かり保育のみ実
施可）

5/4　5/31までの臨時休
業の延長を要請

5/15　5/31までとしていた
臨時休業について、一部
の学校種において5/16に
休業要請を解除
5/16　大学に対する休業
要請を解除

5/21　6/1から教育活動を
再開する県立学校の方針
を周知(5/31までの取扱
は設置者判断）

社
会
教
育
施
設

、

体
育
施
設
等

2/27　県立社会教育施設
のイベント・講座の自粛決
定
2/28　県立体育施設へ
トレーニングルームの利
用及び自主事業の自粛を
要請（～4/30）

○県主催事業
3/3～3/15　自粛
3/16～23　中止または延
期※博物館等の鑑賞は
3/16～20まで再開
3/24～31　自粛
4/1～7　中止・延期
○貸館事業
3/3～4/7　主催者の自主
判断（4/1～　実施の場合
は感染症予防措置を講じ
る）
3/16　県立社会教育施設
鑑賞のみ再開（～
3/20AM)
3/20　県立社会教育施設
府県をまたぐ往来抑制に
伴い再休館（～5/31)

4/8　博物館等、ホール・
劇場の休館(～5/21)
4/8　県立体育施設へ
4/8～5/6まで休館（屋外
施設の利用は可）を通知
4/8　県内社会教育施設
（屋外施設除く）に休館、
自粛要請(～5/6)

4/14 　県内社会教育施
設（屋外施設除く）に休
館、休業要請(～5/6)
4/15　屋外施設の利用可

5/4　 県立体育施設に対
し5/31まで休館継続を通
知
5/7　県内社会教育施設
へ5/31まで休館(屋外施
設の利用は可)または休
業を要請

5/14　業種別感染拡大防
止ガイドライン公表（博物
館・図書館ほか）
5/16　休業要請地域の緩
和（西播磨・但馬・丹波を
除外）

5/21　県立体育施設へ
休館・休業を解除（ジム・ト
レーニング室を除く）
5/22～　美術館、ホール・
劇場について、感染症防
止対策を整え順次開館

5/26　県立社会教育施設
感染拡大防止方針作成
5/28　県立体育施設へ
6/1以降ジム・トレーニン
グ室の休館・休業を解除

県
立
都
市
公
園

3/4　不特定多数の集うイ
ベント等の自粛要請
3/20　花見関連イベント
の中止、花見における距
離確保策実施、園内飲酒
の禁止要請、露店等の営
業不可

4/8　屋内施設を閉鎖、全
イベント等の中止又は延
期

4/14　屋外運動施設を閉
鎖、レストラン等の営業自
粛要請

4/25　遊具及び駐車場を
閉鎖

5/7　駐車場を開放
5/18　屋外運動施設を開
放（赤穂及び丹波は、全
施設を順次開放、レストラ
ン等の営業自粛解除）

5/23　各施設（スポーツジ
ム除く）を順次開放、一部
イベント等の再開、レストラ
ン等の営業自粛解除、露
店等は条件を付して許可

6/1　スポーツジムを開放

〔高齢者関係〕
1/30　施設向け注意喚起
2/28　衛生資材備蓄量調
査
〔児童関係〕
2/28　学校の臨時休業要
請を踏まえ、保育所等の
原則開所依頼通知

〔高齢者関係〕
3/2　発生に伴う注意喚起
3/8　介護事業所で初の
感染者発生
3/8　健康福祉事務所あ
て感染症担当との連携依
頼通知
3/9　事業者あて拡大防
止徹底通知
3/13　関係団体あて協力
依頼通知
3/25　第1回消毒用エタ
ノール在庫調査（優先供
給）
4/3　健康福祉事務所あ
て休業要請時の連携通
知
〔障害者関係〕
3/6　施設等での臨時休
業状況調査開始（～
6/15）
3月上旬～　マスク等在庫
調査（以後、月末ごと）
3月下旬～　衛生資材配
布・斡旋開始（国供給3月
下旬～、企業寄付4月上
旬～）

〔高齢者関係〕
4/8　事業者あて緊急事
態措置通知
〔障害者関係〕
4/7　通所事業所等の利
用自粛等協力要請開始
4/7　「緊急事態宣言」発
令に係る通所・短期入所
事業所あてサービス継続
等を依頼
〔児童関係〕
4/7　保育所等の事業継
続及び利用自粛要請通
知を市町あて発出

〔高齢者関係〕
4/14　休業要請に伴う
サービス提供継続通知

〔児童関係〕
4/24　親陽性・子ども陰性
のケース発生（医療機関
に母子で入院）

〔高齢者関係〕
4/28　大型連休前の感染
防止再徹底通知
〔障害者関係〕
4/28　事業者あて大型連
休期間における感染防止
対策の再徹底を依頼
〔児童関係〕
4/28　保育所等の大型連
休期間における感染防止
対策の再徹底周知通知を
市町あて発出
4/30　サテライト施設へ感
染防止物資搬入
4/30　3歳以上児の応援
体制決定
5/1　サテライトでの受入
開始

〔高齢者関係〕
5/4　緊急事態措置延長
に伴うサービス提供継続
通知
5/13　人材確保協力ス
キーム募集開始
〔児童関係〕
5/4　保育所等の事業継
続及び利用自粛再要請
通知を市町あて発出
5/5　親養成・子ども陰性
のケース発生（子どもに症
状が出たため医療機関に
母子で入院）

〔障害者関係〕
5/22　緊急事態宣言解除
後の通所・短期入所等の
サービス提供に関する留
意点
〔児童関係〕
5/21　保育所等の事業継
続の再要請及び利用自
粛を促す通知を市町あて
発出
5/21　3歳未満児の応援
体制決定

〔障害者関係〕
5/26　通所事業所等の利
用自粛等緩和
〔児童関係〕
5/26　保育所等の事業実
施要請通知を市町あて発
出
5/27　２か所目のサテライ
ト受入開始（１か所目のサ
テライト終了）
5/29　保健所長会で説
明・協力依頼
6/4　障害のある子どもの
応援体制決定

2/28　不特定多数の集う
県主催ｲﾍﾞﾝﾄを自粛、そ
の他ｲﾍﾞﾝﾄの開催必要性
検討を要請

3/19　集客ｲﾍﾞﾝﾄの中止・
延期等を要請、不要不急
の外出や会合等の自粛
要請
3/27　人口密集地との不
要不急の往来の自粛要
請
4/1　不要不急の往来自
粛要請に首都圏、関西圏
の都市部を追加（関西広
域連合）

4/7　生活の維持に必要
な場合を除き、みだりに居
宅等から外出しないことを
要請、３密の懸念がある
集会、ｲﾍﾞﾝﾄへの参加自
粛を要請

4/13　出勤者の7割削減
を要請
4/15　施設の休業要請開
始

4/17　大型連休期間の観
光施設等でのｲﾍﾞﾝﾄ中
止、特に期間中の外出自
粛を要請
4/21　大型連休期間の府
県をまたいだ移動や観光
施設等への外出自粛を強
く要請、接触機会の最低7
割、極力8割低減を目標

4/24　休業要請に応じな
いパチンコ店の実地調査
4/25　事前通知文書手交
4/27　ﾊﾟﾁﾝｺ店に対する
休業要請、施設名等の公
表

4/28　「ひょうご五国」間を
越えた移動の自粛を要請
4/29(～5/6)　大型連休期
間の休業協力依頼施設
の追加（行楽を主目的と
する宿泊施設等）
5/1　ﾊﾟﾁﾝｺ店に対する休
業指示、施設名等の公表

5/4　外出自粛及び人口
密集地域との往来や府県
域を越えた移動の自粛を
要請
5/7以降　施設の休業要
請の継続

5/15　最低7割、極力8割
程度の接触機会を目指し
た外出自粛の要請
5/16　休業要請対象施設
の一部緩和

5/21　不要不急の外出自
粛を要請、不要不急の旅
行や帰省等、特定警戒都
道府県や府県をまたぐ移
動の自粛を要請
5/21　全国的かつ大規模
なｲﾍﾞﾝﾄの中止・延期を要
請
5/23　休業要請対象施設
の一部緩和

5/26　不要不急の外出自
粛に努め、首都圏、北海
道、人口密集地との不要
不急の移動の自粛を要請
5/26　「ひょうごスタイル」
の推進
6/1　　施設の休業要請全
解除

⑦
社
会
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海外で患者確認
以降

関西で初の患者
確認以降

県内で初の患者
確認以降

対処方針　ver.1 対処方針　ver.2 対処方針　ver.3 対処方針　ver.4 対処方針　ver.5 対処方針　ver.6 対処方針　ver.7 対処方針　ver.8 対処方針　ver.9

令和2年1月～1/27 1/28～2/29 3/1～4/6 4/7～4/12 4/13～4/16 4/17～4/23 4/24～4/27 4/28～5/3 5/4～5/14 5/15～5/20 5/21～5/25 5/26以降

新型コロナウイルス感染症への対応の概要　（時系列）

時期

1/28　対策準備室設置 3/15　第１回本部会議
3/19　国へ｢新型コロナウ
イルス感染症対策に係る
要望｣提出
3/26　｢帰国者と帰国者を
受け入れる方々へのお願
い｣発出
3/27　国へ｢新型コロナウ
イルス感染症対策に係る
要望｣提出
4/1　｢新型コロナウイルス
感染症の拡大防止に向け
た関西府県民の皆様への
お願い｣発出

4/8　｢関西・外出しない宣
言｣採択・発出

4/15　｢｢関西・外出しない
宣言｣を踏まえたお願い｣
発出

4/23　「関西・GWも外出し
ない宣言｣採択・発出

4/23　国へ｢新型コロナウ
イルス感染症対策の更な
る推進に向けた提案｣提
出

5/28　「関西・新型コロナ
ウイルスを乗り越えよう宣
言｣を採択・発出

1/31　金融対策特別相談
窓口の設置
2/18　金融機関へ既往債
務の返済緩和にかかる弾
力的運用を要請
2/25　「新型コロナウイル
ス対策貸付」受付開始

3/16　「新型コロナウイル
ス危機対応貸付」「借換等
貸付（新型コロナウイルス
対応）」「経営活性化資金
（新型コロナウイルス対
応）」受付開始
3/19　県内金融機関へ制
度融資拡充を再周知

4/8　事業者支援策を関
係団体を通じて周知

4/21　経営継続支援金専
用ダイヤル設置

4/28　休業要請事業者経
営継続支援金受付開始
4/30　外国人雇用
HYOGOサポートデスク相
談開始
4/30　事業者支援策を関
係団体を通じて再周知
5/1　融資目標額引き上
げ
5/1　「新型コロナウイルス
感染症対応無利子資金
（無利子・無保証料）」受
付開始

5/12　がんばるお店・お
宿応援事業受付開始
5/14　がんばるお店・お
宿応援事業募集件数追
加

6/22　「新型コロナウイル
ス対応保証料応援貸付
（無保証料）」受付開始
6/30　中小企業事業再開
支援金受付開始

⑫
県
民
生
活
支
援

生
活
困
窮
者
対
策

3/9　国の事務連絡で「求
職活動要件」等が一部緩
和
3/11　特例貸付の実施通
知発出
3/13　運用問答集（vol.1）
発出
3/25　特例貸付開始

3/27　傷病手当金につい
て市町等へ制度整備及
び予算措置を依頼

4/8　保険料減免につい
て市町等へ制度整備を依
頼

4/20　生活困窮者自立支
援法施行規則が改正さ
れ、やむを得ない休業等
により、離職者等と同等の
状況にある者も支給対象
者となる

4/28　運用問答集(vol.10)
発出
4/30　労働金庫での緊急
小口資金申請受付開始
4/30　生活困窮者自立支
援法施行規則が改正さ
れ、「求職活動要件」が、
さらに緩和

5/21　厚労省が住居確保
給付金相談コールセン
ターを設置

5/28　郵便局での緊急小
口資金申請受付開始
6/11　2名の追加人員を
自立相談支援機関に配
置

住
宅
支
援

4/10　解雇・離職者に対
する県営住宅の一時入居
制度開始

4/20　ネットカフェ難民へ
の県営住宅の一時提供
開始(～5/6)

4/27　住宅供給公社賃貸
住宅の生活支援割引の
受付開始(～9/30)

5/6　ネットカフェ難民へ
の県営住宅の一時提供
延長(～5/31)

5/22　ネットカフェ難民へ
の県営住宅の一時提供
受付終了

5/26以降　解雇・離職者
に対する県営住宅の一時
入居制度継続

税
制
上
の
対
応

3/11　個人の県民税及び
事業税の申告期限を延長
3/19　感染症の影響で納
税困難となった者への徴
収猶予制度(既存分）を周
知

4/27　法人県民税・事業
税の申告納付期限を延長

4/28　徴収猶予の特例等
県税条例改正
4/30　自動車税種別割の
障害者減免申請期限を
延長（6月1日⇒30日）

2/25　県HPに「「人権へ
の配慮について」掲載開
始

3/10　人権啓発ラジオ
「ハートフル・フィーリング」
でアナウンス開始
（以降、毎週放送）
３月下旬　「きずな　４月
号」に関連記事を掲載

4/9　県HPに消費生活情
報を集約して掲載

4/14　コープこうべと連携
した消費生活情報のチラ
シ配布（～4/18）

5/1　全国的に特別定額
給付金申請手続き開始

5/1　県営水道の料金免
除の方針決定
5/8　自治体向け特別定
額給付金Q&A通知

5月下旬　「きずな　6月
号」に関連記事を掲載

7/2　消費生活相談内容・
問い合わせ先などを新聞
折り込み

⑪
事
業
活
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海外で患者確認
以降

関西で初の患者
確認以降

県内で初の患者
確認以降

対処方針　ver.1 対処方針　ver.2 対処方針　ver.3 対処方針　ver.4 対処方針　ver.5 対処方針　ver.6 対処方針　ver.7 対処方針　ver.8 対処方針　ver.9

令和2年1月～1/27 1/28～2/29 3/1～4/6 4/7～4/12 4/13～4/16 4/17～4/23 4/24～4/27 4/28～5/3 5/4～5/14 5/15～5/20 5/21～5/25 5/26以降

新型コロナウイルス感染症への対応の概要　（時系列）

時期

2/10　定例会見にて第１
回警戒本部会議の報告(
※以降、本部会議開催
後、及び、定例会見でコロ
ナ関連情報を発表)
2/10～　会見時に知事か
ら県民へのメッセージを発
信
2/19　通常HP内に新型コ
ロナ特設ページを開設

3/1　感染者発生状況を
HPに掲載（以降、随時更
新）
3/1　「ひょうご発信！」で
緊急時用L字枠を設け
て、相談窓口情報等をテ
ロップ化(～6/28)
3/2　ラジオ関西、Kiss-
FMにおいて新型コロナ情
報を連日配信(月～土)
3/16　記者会見時のバッ
クパネルにメッセージ性の
あるものを設置
3/27　　LINEパーソナル
サポート運用開始
4/2、3　知事TV出演
4/4　県民だより臨時号の
発行（１回目）
4/5　「ひょうご発信！」で
注意喚起を行うコーナー
を設定（以降、6/21まで計
11回）

4/7　外国語(7カ国)に翻
訳した知事メッセージの
HPへの掲載開始
4/7　Yahoo!に兵庫県コロ
ナ特設ページを設置し、
知事メッセージ等配信
4/7、8、10　知事TV出演
4/10　知事メッセージ動
画の配信開始（以降、随
時配信（7/8現在計14
本））
4/12　トップページを緊急
時用トップページに切り換
え

4/13　知事会見、手話通
訳開始
4/14　知事メッセージ動
画に手話通訳開始
4/14　知事ラジオ番組生
出演
4/16　県民だより臨時号
の発行（2回目）

4/17～随時　JR元町駅西
口広報掲示板、広報
ショーウインドーを活用し
た情報発信
4/17～　記者会見時に、
大型モニターを設置し、
「見える化」を促進
4/22　HPに新型コロナに
関する支援情報まとめ
ページの開設（県民向
け、事業者向け）

4/25　緊急事態宣言区域
指定期間中　コープ・イオ
ンなどでの感染拡大防止
館内放送開始

4/29、5/2～6　自動車啓
発(1回目)

5/12、13　知事TV出演
5/12　知事ラジオ番組生
出演
5/14　県トップページリ
ニューアル（自粛等の見
直し、再要請基準を特出
し）
5/14　　県民だより臨時号
の発行（3回目）

5/15　知事TV出演 5/23、24　自動車啓発(2
回目)

5/30、31　自動車啓発(3
回目)
6/2　知事TV出演
6/9～　ヴィッセル神戸と
連携したひょうごスタイル
の情報発信
6/12　知事ラジオ番組生
出演

1/31　「新型コロナウイル
ス関連肺炎にかかる対応
について」管理局長事務
連絡発出
2/4　県民局へ備蓄マスク
配付開始
2/10　本庁内へ備蓄マス
ク等配付開始
2/19～　消毒用アルコー
ルによる手指消毒の徹底
2/20　「新型コロナウイル
ス感染症についての相
談・受診の目安について」
職員課長事務連絡発出
2/20～　共用部分（ﾄﾞｱﾉ
ﾌﾞ･手摺・ｴﾚﾍﾞｰﾀｰﾎﾞﾀﾝ
等）の消毒徹底

3/4　本庁・地方機関等へ
備蓄マスク等追加配付開
始
4/1　庁舎内消毒方法の
周知
4/1　在宅勤務において
私用PCの利用を許可

4/1　本庁内等へ備蓄マ
スク追加配付開始
4/8　「新型コロナウイルス
感染症の大規模な感染
拡大防止に向けた各職場
における対応について」
管理局長通知発出
4/10　県民局へ備蓄マス
ク追加配付
4/10　県庁1、2号館玄関
扉の開放

4/13　庁舎内消毒方法の
通知
4/13　執務室の窓開放（2
回/時間)の全館放送開始
4/13　庁外からの庁内
メールの利用を開放
4/14　出勤者数の7割削
減を目標に在宅勤務を実
施（～5/21）
4/15　サテライトオフィス
の運用開始
4/15　共用部分の窓の開
放、飛沫防止対策の通知
（ﾋﾞﾆｰﾙｼｰﾄ等飛沫感染
防止ｼｰﾄ設置）

4/17　庁舎屋外の喫煙所
の使用停止
4/17　OneDriveを利用し
た庁外とのデータ共有を
許可
4/17　庁内データ検索シ
ステムのテスト運用開始
4/22　共通PCの持帰り許
可

4/27　「人との接触を８割
減らす、10のポイントの周
知徹底について」管理局
長通知発出
4/27　庁舎入口のｱﾙｺｰﾙ
消毒液のﾅｯｼﾞ（誘導表示)
の活用による手指消毒の
徹底
4/28　県民局へマスク追
加配付

5/7　テレビ会議システム
活用機械の拡充(同時会
議数13→18)
5/7　Skypeの外部開放
5/12　サテライトオフィス
の機能拡充

5/19　「新型コロナウイル
ス感染症についての相
談・受診の目安について」
職員課長事務連絡発出

5/22
・サテライトオフィスの開設
期間の延長
・「新型コロナウイルス感
染症への感染予防に向け
た各職場の対応につい
て」管理局長通知発出
・「新型コロナウイルス対
策業務に従事する職員向
け相談窓口の設置等につ
いて」職員課長事務連絡
発出
・出勤者数の3割削減を目
安に在宅勤務を実施（～
5/31）

6/1　サテライトオフィスの
開設期間の再延長
6/1　引き続き可能な範囲
で在宅勤務を推進（出勤
削減率の設定は行わな
い）
6/1　使用後ﾄｲﾚの蓋閉鎖
の表示
6/3　庁舎内消毒範囲の
拡大（自販機ﾎﾞﾀﾝ、ﾛﾋﾞｰ
椅子）

職
員
会
館
等

3/6　職員会館、職員福
利センターの一部利用制
限

4/9　職員会館、職員福
利センターの一部利用制
限の拡大

5/7　職員会館の土曜日
休館開始

5/18　西播磨・但馬・丹波
地域職員福利センターの
一部利用制限の緩和

5/28　職員会館、職員福
利センターの一部利用再
開
6/1　職員会館の一部利
用再開
6/1　職員福利センター全
面利用再開
6/26　職員会館全面利用
再開

4/24　4月臨時県会
4/24　4月補正予算成立

6/9　6月定例会(～6/17)
6/17　6月補正予算成立

⑮
予
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⑭
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機
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⑬
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